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1 
 

 序 論  

企 業 法 制 1に お い て は 、 平 成 9 年 の 合 併 手 続 き の 合 理 化 、 平 成 1 0 年

の 自 己 株 式 の 取 得 ・ 償 却 要 件 の 緩 和 、 平 成 1 1 年 の 株 式 交 換 ・ 株 式 移

転 制 度 の 導 入 、そ し て 平 成 1 2 年 の 会 社 分 割 制 度 の 導 入 と い う よ う に 、

次 々 と 企 業 の 組 織 再 編 成 の イ ン フ ラ と な る 整 備 が 行 わ れ た 2 。 こ の 時

期 は 、図 表 序 - 1 の と お り 、金 融 機 関 が 相 次 い で 破 綻 す る と い う 厳 し い

経 済 状 況 の 時 期 と 重 な っ て い る 。  

                                                  
1  本 論 文 に お い て「 法 制 」は 旧 商 法 及 び 会 社 法 を 指 し 、税 制 と 区 別 す る 。  
2  武 田 昌 輔 編 『 コ ン メ ン タ ー ル 法 人 税 法 』（ 第 一 法 規 ， 2 0 1 3 最 終 加 除 ）

3 6 0 1 頁  

図 表 序 - 1  平 成 9 年 前 後 の 金 融 機 関 破 綻 等 の 状 況  

平 成 8 年  3 月 2 9 日  太 平 洋 銀 行 破 綻  

平 成 9 年  4 月 2 5 日  

1 0 月 1 3 日  

1 1 月 3 日  

1 1 月 1 7 日  

1 1 月 2 2 日  

1 1 月 2 5 日  

日 産 生 命 破 綻  

京 都 共 栄 銀 行 破 綻  

三 洋 証 券 破 綻  

北 海 道 拓 殖 銀 行 破 綻  

山 一 證 券 自 主 廃 業  

徳 陽 シ テ ィ 銀 行 破 綻  

平 成 1 0 年  3 月 1 2 日  

 

1 0 月 2 3 日   

1 2 月 1 3 日   

大 手 1 8 銀 行 と 地 銀 3 行 に 対 し 、初 の

公 的 資 金 投 入 （ 1 兆 8 , 1 5 6 億 円 ）  

日 本 長 期 信 用 銀 行 破 綻  

日 本 債 券 信 用 銀 行 破 綻  

平 成 1 1 年  3 月 3 0 日  

 

4 月 1 1 日  

5 月 2 2 日  

6 月 1 2 日  

8 月 7 日  

8 月 2 0 日  

 

1 0 月 2 日  

大 手 1 5 銀 行 公 的 資 金 7 兆 4 , 5 9 2 億 円

の 資 本 注 入 を 実 施  

国 民 銀 行 破 綻  

幸 福 銀 行 破 綻  

東 京 相 和 銀 行 破 綻  

な み は や 銀 行 破 綻  

第 一 勧 業 、 富 士 、 日 本 興 業 の 3 銀 行

が 事 業 統 合 を 発 表  

新 潟 中 央 銀 行 破 綻  

平 成 1 2 年  1 0 月  千 代 田 生 命 、 協 栄 生 命 破 綻  

（ 出 所 ： 迎 博 編 纂 『 福 岡 シ テ ィ 銀 行 8 0 年 の 歩 み 』（ 福 岡 シ テ ィ 銀

行 ， 2 0 0 4） 9 7 頁 ～ 1 0 1 頁 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

こ の よ う な 企 業 法 制 の 改 正 と 歩 調 を 合 わ せ な が ら 、 税 法 に お い て
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図 表 序 - 2 法 人 課 税 小 委 員 会 の 審 議 状 況  

区 分  

回 数  

（ 年 月 日 ）  

審  議  事  項  提  出  さ  れ  た  資  料  

第 1 回  今 後 の 審 議 の す す め

方  

1 － 1  法 人 税 制 関 係 資 料 － 法 人 税 制 の 現

状 と 課 題 －  

1 － 2  連 結 納 税 制 度 関 係 資 料  
（ 平 1 1 . 7 . 1 3 ）  

第 2 回  

（ 平 1 1 . 9 . 1 7 ）  

企 業 集 団 化 を 巡 る 環

境 変 化 等  
2 － 1  企 業 組 織 等 に 関 連 す る 法 制 ・ 企 業

会 計 の 改 正 の 動 向  

2 － 2  企 業 組 織 等 に 関 連 す る 法 制 ・ 企 業

会 計 の 諸 制 度 － 最 近 に お け る 改 正 の 動 向

－  

2 － 3  各 国 の 企 業 集 団 税 制 の 概 要  

（ 関 委 員 提 出 ） 企 業 経 営 変 化 の 実 態 － グ

ル ー プ 経 営 の 進 展 と 連 結 納 税 制 度 の 必 要

性 －  

第 3 回  1 ． 時 価 法 等  3 － 1  時 価 法 等 関 係 資 料  

3 － 2  主 要 検 討 項 目 （ 連 結 納 税 制 度 ）  

3 － 3  連 結 納 税 制 度 関 係 参 考 資 料  

（ 平 1 1 . 1 0 . 2 2 ） 2 ． 連 結 納 税 制 度  

第 4 回  1 ．会 社 分 割 に つ い て 4 － 1  会 社 分 割 関 係 資 料  

（ 委 員 限 ）会 社 分 割 ・ 合 併 と 資 産 の 移 転 等

（ 関 委 員 提 出 ） 連 結 納 税 制 度 に つ い て の

意 見  

（ 神 田 委 員 提 出 ） 企 業 分 割 に 関 す る 税 制

整 備 に つ い て  

（ 平 1 1 . 1 1 . 1 6 ） 2 ．連 結 納 税 制 度（ 主

要 検 討 項 目 ）  

                                                  
3  本 論 文 に お い て は 、法 人 組 織 の 再 編 成 に 関 す る 税 制 を「 組 織 再 編 税 制 」、

そ の 中 で 会 社 分 割 に 関 す る 部 分 を「 会 社 分 割 税 制 」、合 併 に 関 す る 部 分 を

「 合 併 税 制 」 と 呼 称 す る 。  

も 平 成 1 1 年 に 株 式 交 換 、株 式 移 転 に 関 す る 税 制 が 租 税 特 別 措 置 と し

て 導 入 さ れ 、さ ら に 平 成 1 3 年 の 改 正 で は 会 社 分 割 、合 併 に 関 す る 税

制 が 法 人 税 法 本 法 に 導 入 さ れ た 。そ の 後 、平 成 1 8 年 に 株 式 交 換 、株

式 移 転 に つ い て も 法 人 税 法 本 法 に 規 定 が 移 さ れ て 、 会 社 分 割 ・ 合 併

等 の 企 業 組 織 再 編 成 に 係 る 税 制（ 以 下 、「 組 織 再 編 税 制 3」と い う ）は

そ の 全 体 が 法 人 税 法 に 規 定 さ れ る こ と と な っ た 。  

政 府 税 制 調 査 会 の 下 部 組 織 で あ る 法 人 課 税 小 委 員 会 は 、 図 表 序 - 2

の と お り 、 平 成 1 1 年 7 月 1 3 日 に 第 1 回 会 合 を 開 き 、 第 3 回 ま で は

主 に 連 結 納 税 制 度 に つ い て の 検 討 を 行 っ て い た 。 そ し て 平 成 1 1 年

1 1 月 1 6 日 の 第 4 回 会 合 で 神 田 委 員 か ら 企 業 分 割 に 関 す る 税 制 整 備

に つ い て の 資 料 が 提 出 さ れ 、 そ れ 以 降 主 に 組 織 再 編 税 制 に 関 す る 検

討 が さ れ て い る 。  
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第 5 回  

（ 平 1 2 . 3 . 1 7 ）  

 

  

1 ．分 割（ ヒ ア リ ン グ

等 ）  

（ ヒ ア リ ン グ は 法 務

省 原 田 晃 治 官 房 参 事

官 ）  

2 ． 中 間 答 申 に つ い

て  

（ 連 結 納 税 制 度 を

含 む 。 ）  

5 － 1  連 結 納 税 制 度 及 び 会 社 分 割 に 係 る

税 制 に つ い て  

5 － 2  会 社 分 割 法 制 に つ い て  

5 － 3  平 成 1 2 年 度 税 制 改 正 に お け る 主 な

改 正  

5 － 4  法 人 税 制 関 係 資 料 － 法 人 税 の 現 状

と 課 題 －  

5 － 5  地 方 法 人 課 税 関 係 資 料  

5 － 6  国 際 課 税 関 係 説 明 資 料   

第 6 回  1 ． 海 外 調 査 報 告  

（ ド イ ツ ， フ ラ ン ス )

2 ． 中 間 答 申 に つ い て

（ 連 結 納 税 制 度 を 含

む 。 ）  

6 － 1  税 調 委 員 海 外 調 査 報 告 － ド イ ツ ・

フ ラ ン ス ： 会 社 分 割 ・ 連 結 納 税 － （ 吉 牟 田

勲 、 神 田 秀 樹 ）  

6 － 2  法 人 税 制 関 係 資 料 － 法 人 税 の 現 状

と 課 題 －  

6 － 3  地 方 法 人 課 税 関 係 資 料  

（ 平 1 2 . 4 . 2 8 ）  

第 7 回  

（ 平 1 2 . 6 . 2 ）  

1 ． 海 外 調 査 報 告

（ ア メ リ カ ）  

2 ． 会 社 分 割   

7 － 1  税 調 委 員 海 外 調 査 報 告 － ア メ リ

カ ： 連 結 納 税 ・ 会 社 分 割 － （ 石 弘 光 、 水 野

忠 恒 ）  

7 － 2  参 考 資 料 1 － ア メ リ カ の 連 結 納 税

制 度 の 概 要 －  

7 － 3  説 明 資 料 － 米 国 等 に お け る 企 業 結

合 会 計 の 概 要 － （ 小 島 昇 ）  

7 － 4  説 明 資 料 － 分 割 ・ 合 併 等 －  

7 － 5  参 考 資 料 2 － 合 併 ・ 現 物 出 資 等 の 引

用 条 文 － （ 法 人 税 法 ・ 租 特 法 ）  

第 8 回  

（ 平 1 2 . 7 . 2 5 ）  

会 社 分 割 等 （ 個 別 事

項 ）  

8 － 1  説 明 資 料 － 会 社 分 割 ・ 合 併 等 －  

第 9 回  企 業 組 織 再 編 成  

（ 基 本 的 考 え 方 の 個

別 事 項  

（ つ づ き ） ）  

9 － 1  会 社 分 割 ・ 合 併 等 の 企 業 組 織 再 編

成 に 係 る 税 制 の 基 本 的 考 え 方 （ 討 議 用 メ

モ ）  

9 － 2  説 明 資 料 － 会 社 分 割 ・ 合 併 等  

（ 平 1 2 . 9 . 2 2 ）  

第 1 0 回  

（ 平 1 2 . 1 0 . 2 ）  

企 業 組 織 再 編 成  

（ 総 会 へ の 報 告 の と

り ま と め ）  

会 社 分 割 ・ 合 併 等 の 企 業 組 織 再 編 成 に 係

る 税 制 の 基 本 的 考 え 方 （ 総 会 へ の 報 告 案 ）

（ 出 所 ： 吉 牟 田 勲 「 会 社 組 織 再 編 と 税 制 整 備 」 『 旬 刊 商 事 法 務 』

第 1 5 7 4 巻 （ 商 事 法 務 研 究 会 ， 2 0 0 0） 3 7 頁 ）  

後 述 す る 平 成 1 1 年 8 月 2 0 日 に 公 表 さ れ た 第 一 勧 業 、富 士 、日 本 興

業 の 3 銀 行 の 事 業 統 合 と 組 織 再 編 成 が 、合 併 法 制 及 び 会 社 分 割 税 制 の

整 備 を 前 提 と し た こ と も 、 強 力 な 後 押 し と な っ た で あ ろ う 。  

法 人 課 税 小 委 員 会 は 、そ れ 以 降 わ ず か 1 年 に も 満 た な い 期 間 で「 基

本 的 考 え 方 4」を ま と め 、そ の 考 え 方 に 沿 っ て 組 織 再 編 税 制 を 組 成 し た

の で あ る 。 金 融 危 機 と も い え る 経 済 状 況 の 中 で 、 必 要 で 、 や む を 得 な

か っ た と は い え 、急 ご し ら え の 印 象 を 禁 じ え ず 、い く つ か の 問 題 点 を

                                                  
4  組 織 再 編 税 制 を 導 入 す る た め 平 成 1 2 年 1 0 月 3 日 に 法 人 課 税 小 委 員 会

か ら 政 府 税 制 調 査 会 に 報 告 さ れ た 「 会 社 分 割 ・ 合 併 等 の 企 業 組 織 再 編 成

に 係 る 税 制 の 基 本 的 考 え 方 」 (以 下 「 基 本 的 考 え 方 」 と い う )  
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内 包 し た ま ま ス タ ー ト す る こ と と な っ た 。  

本 論 文 に お け る 筆 者 の 問 題 意 識 の 根 幹 は 、組 織 再 編 税 制 の 中 核 を な

す 現 在 の 会 社 分 割 ・ 合 併 の 両 税 制 が 、課 税 の 公 平 と 経 済 的 中 立 と い う

税 制 上 の 基 本 原 則 を 厳 格 に 遵 守 し た も の に な っ て い る の か と い う 強

い 懸 念 で あ る 。 両 税 制 が 、 単 体 納 税 制 度 下 に お い て は 個 別 規 定 （ 別 段

の 定 め ）の 一 つ に 過 ぎ な い と の 認 識 に 立 て ば 、当 然 な が ら 他 の 個 別 規

定 と の 整 合 性 が 遵 守 さ れ て い る の か も 問 わ れ な け れ ば な ら な い は ず

で あ る 。  

本 論 文 で は 、組 織 再 編 税 制 の 中 核 で あ る 会 社 分 割 税 制 と 合 併 税 制 に

絞 っ て 、こ れ ら の 問 題 点 を 整 理 し 、改 善 の た め の 方 向 性 を 示 し た い と

考 え て い る 。  

本 論 文 は 6 部 構 成 と し 、第 １ 部 で 制 度 の 内 容 と そ の 沿 革 を 概 観 し た

う え で 、第 2 部 で 合 併 ・ 分 割 両 税 制 に お い て 課 税 を 繰 り 延 べ る た め の

適 格 要 件 の 妥 当 性 を 検 討 す る 。後 述 す る が 、両 税 制 は こ れ ら の 組 織 再

編 行 為 を 同 質 の も の と し て お り 、ほ ぼ 同 じ 内 容 の 適 格 要 件 を 定 め て い

る 。適 格 要 件 を 満 た さ な け れ ば 課 税 の 繰 延 べ が 行 わ れ な い と い う 税 制

上 の 制 約 は 、法 人 の 組 織 再 編 成 を 活 用 し た 経 営 戦 略 に 大 き な 影 響 を 与

え る こ と は 明 ら か で あ る 。一 定 の 政 策 の 実 現 を 目 的 と す る 租 税 特 別 措

置 法 上 の 制 度 と 異 な り 、 法 人 税 法 は 、 課 税 上 の 弊 害 が な い 限 り 、 経 済

活 動 か ら は 中 立 で あ る こ と が 原 則 で あ る 。そ の 意 味 か ら も 、適 格 要 件

の 妥 当 性 の 検 証 は 重 要 で あ る と 認 識 し て い る 。  

被 合 併 法 人 の 清 算 を 必 然 と す る 合 併 と 異 な り 、会 社 分 割 に つ い て は 、

分 割 対 象 と し て 任 意 に 資 産 等 を 切 り 出 す こ と と な る 。第 3 部 で は 、 会

社 分 割 に よ り 適 格 要 件 を 充 足 し つ つ 資 産 等 を 移 転 す る こ と に よ っ て

生 じ る 構 造 上 の 問 題 点 を 、あ る 地 方 銀 行 の 実 例 を 検 証 す る こ と に よ り
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明 ら か に す る と と も に 、 そ の 改 善 策 を 検 討 す る 。  

第 4 部 で は 、 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 、 第 5 部 で は 、

合 併 税 制 そ の も の の 問 題 点 を 検 討 す る 。未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し

て は 、あ く ま で も 欠 損 金 の 繰 越 自 体 が 税 制 上 の 特 例 で あ る と い う 認 識

の 下 で 、 引 継 要 件 の 解 釈 の 問 題 と 併 せ て 、 課 税 要 件 明 確 主 義 、 租 税 法

律 主 義 の 観 点 か ら も 検 証 し な け れ ば な ら な い 。ま た 、合 併 税 制 に つ い

て は 、合 併 そ の も の の 本 質 を 考 察 す る こ と に よ り 、会 社 分 割 と は 異 質

の も の で あ る こ と を 明 ら か に し つ つ 、そ こ か ら 導 き 出 さ れ る あ る べ き

合 併 税 制 の 形 を 明 確 に し た い と 考 え て い る 。そ し て 、第 6 部 を 総 括 と

し て 、 本 論 文 の 全 体 の 要 約 と 提 言 を ま と め る こ と と す る 。  

 い ず れ に し て も 、 組 織 再 編 税 制 が 創 設 さ れ て 相 当 の 年 数 が 経 過 し た

今 、 そ の 中 心 的 存 在 で あ る 会 社 分 割 税 制 と 合 併 税 制 の 問 題 点 を 明 ら か

に し 、 あ る べ き 姿 を 模 索 す る こ と は 、 有 意 義 で あ る と 考 え て い る 。  

な お 、 本 論 文 に お け る 各 章 の 初 出 は 次 の と お り で あ る 。  

第 1 章 ， 第 2 章 ， 第 4 章  

・ 会 社 分 割 税 制 に お け る 適 格 要 件 の 妥 当 性 に つ い て  

『 福 岡 大 学  大 学 院 論 集 』 第 4 3 巻 第 1 号 （ 2 0 1 1 年 7 月 ）  

第 3 章 ， 第 5 章 ， 第 1 2 章 ， 第 1 3 章  

・ 合 併 税 制 に お け る 適 格 要 件 の 問 題 点 （ 合 併 の 本 質 論 へ の 回 帰 ）  

『 福 岡 大 学  大 学 院 論 集 』 第 5 0 巻 第 1 号 （ 2 0 1 8 年 7 月 ）  

・ (学 会 発 表 )合 併 に よ る 企 業 パ フ ォ ー マ ン ス の 向 上 と 合 併 税 制 の

問 題 点 「 2 0 1 8 年 第 3 回 日 本 経 営 診 断 学 会 九 州 部 会 」 (久 留 米

大 学 福 岡 サ テ ラ イ ト ， 2 0 1 8 年 7 月 )  

第 6 章 ， 第 7 章 ， 第 9 章  

・ 単 体 課 税 制 度 下 に お け る 会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点   
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『 福 岡 大 学 大 学 院 商 学 研 究 科  修 士 論 文 』（ 2 0 1 2 年 3 月 ）  

・ 会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点 に つ い て  

『 税 経 通 信 』 第 6 7 巻 第 1 0 号 ( 2 0 1 2 年 9 月 )  

・ (学 会 発 表 )単 体 納 税 制 度 下 に お け る 会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題

点 と 税 効 果 会 計 へ の 影 響 に つ い て「 第 3 0 回 税 務 会 計 研 究 学 会

第 3 0 回 大 会 」 (立 教 大 学 ， 2 0 1 8 年 1 0 月 )  

第 8 章  

・ 会 社 分 割 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 方 式 の 妥 当 性 に つ い て  

『 福 岡 大 学  大 学 院 論 集 』 第 4 7 巻 第 2 号 （ 2 0 1 5 年 1 1 月 ）  

第 1 0 章 ， 第 1 1 章  

・ 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ 要 件 の 問 題 点 に つ い て  

 ― ヤ フ ー 事 件 を 検 討 の 手 掛 か り と し て ―  

『 福 岡 大 学  大 学 院 論 集 』 第 4 9 巻 第 1 号 （ 2 0 1 7 年 7 月 ）  
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第 1 部  会 社 分 割 ・ 合 併 制 度 の 概 要 と 沿 革  

第 1 部 で は 、会 社 分 割 と 合 併 の 法 制 と 税 制 、そ れ ぞ れ の 制 度 の 概 要

と 沿 革 に つ い て 検 討 す る 。  

従 来 商 法 は 、会 社 分 割 に 関 し て は 何 ら 規 定 し て お ら ず 、そ の 導 入 が

経 済 界 か ら も 強 く 要 請 さ れ て い た 。逆 に 会 社 分 割 税 制 は 第 二 次 世 界 大

戦 の 戦 時 下 の 昭 和 1 7 年 に 現 物 出 資 に 係 る 圧 縮 記 帳 制 度 の 一 部 と し て

特 例 的 に 認 め ら れ て 以 来 、そ の 適 用 対 象 に 制 約 は あ っ て も そ れ な り に

存 在 し て い た 。 し か し 、 商 法 上 の 裏 付 け の な い 制 度 で あ り 、 そ の 整 備

が 強 く 望 ま れ て き た が 、 よ う や く 平 成 1 2 年 の 商 法 改 正 に よ り 導 入 さ

れ 、 平 成 1 7 年 創 設 の 会 社 法 へ 引 き 継 が れ た の で あ る 。  

逆 に 合 併 法 制 は 古 く か ら 規 定 さ れ て お り 、税 制 は 合 併 に 対 し て は 極

め て 中 立 的 な 立 場 を と り 、商 法 の 基 本 原 則 で あ る 簿 価 以 下 主 義 を 尊 重

し 、 簿 価 引 継 ぎ の 場 合 に は 課 税 は 行 っ て こ な か っ た の で あ る 。  

こ の 二 つ の 税 制 は 制 度 的 に は 、あ き ら か に 異 な る も の と し て 取 扱 わ

れ て き た が 、 平 成 1 3 年 に 創 設 さ れ た 組 織 再 編 税 制 に お い て は 、 会 社

分 割 と 合 併 を 同 一 視 し た 制 度 設 計 が な さ れ た の で あ る 。  

第 1 部 で は 、 両 者 の 法 制 、 税 制 の 沿 革 、 概 要 に つ い て 概 観 す る こ と

に よ り 、第 2 部 以 下 で 論 ず る こ れ ら の 問 題 点 の 基 礎 を 確 認 し て お き た

い 。  
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第 1章  会 社 分 割 制 度 の 概 要  

平 成 1 3 年 の 年 度 改 正 で 導 入 さ れ た 企 業 組 織 の 再 編 成 に 関 す る 税 制 、

す な わ ち 組 織 再 編 税 制 に お い て は 、 合 併 ・ 分 割 等 に 伴 う 資 産 ま た は 負

債 の 移 転 に つ い て 、 原 則 と し て 時 価 に よ る 譲 渡 が あ っ た も の と し て 資

産 等 を 移 転 し た 法 人 の 各 事 業 年 度 の 所 得 を 計 算 す る こ と を 明 定 し た う

え で 、合 併・分 割・現 物 出 資 お よ び 事 後 設 立 の ４ 種 類 の 組 織 再 編 成 で 、

( 1 )企 業 グ ル ー プ 内 の 組 織 再 編 成 、 お よ び 、（ 2 )共 同 事 業 を 行 う た め の

組 織 再 編 成 と し て 一 定 の 要 件 を み た す も の （ 適 格 組 織 再 編 成 ） に つ い

て 、帳 簿 価 額 の 引 継 に よ る 課 税 の 繰 延 べ が 認 め ら れ た 5。本 章 で は 、組

織 再 編 税 制 の 中 で も 会 社 分 割 税 制 が 規 定 す る 会 社 分 割 と は ど の よ う な

も の な の か 、 そ の ア ウ ト ラ イ ン を 確 認 し て お き た い 。  

第 1節  会 社 分 割 法 制 の 創 設  

1 .  改 正 前 商 法 と 会 社 法  

会 社 分 割 法 制 は 、 平 成 1 2 年 に 商 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 6 (以 下

「 改 正 前 商 法 」 と い う )に よ り 導 入 さ れ 、 平 成 1 7 年 に 創 設 さ れ た 会

社 法 7に 引 き 継 が れ た 。改 正 前 商 法 及 び 会 社 法 は そ れ ぞ れ 、会 社 分 割

に 関 し て 図 表 1 - 1 の と お り 定 め て い る 。  

図 表 1 - 1  会 社 分 割 に 係 る 適 用 条 文  

改 正 前 商 法  会 社 法  

第 3 7 4 条 の 1 6   吸 収 分 割 の 定 義

会 社 は 其 の 一 方 の 営 業 の 全 部

又 は 一 部 を 他 方 に 承 継 せ し む

る 為 吸 収 分 割 を 為 す こ と を 得  

２ ． 分 割 契 約 書 ニ ハ 左 ノ 事 項

ヲ 記 載 ス ル コ ト ヲ 要 ス  

一  分 割 ニ 因 リ テ 営 業 ヲ 承 継

ス ル 会 社 ガ 分 割 ニ 因 リ 定 款 ノ

第 7 5 7 条   吸 収 分 割 契 約 の 締 結  

会 社 （ 株 式 会 社 又 は 合 同 会 社

に 限 る 。） は 、 吸 収 分 割 を す る

こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お

い て は 、 当 該 会 社 が そ の 事 業

に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 の 全

部 又 は 一 部 を 当 該 会 社 か ら 承

継 す る 会 社 と の 間 で 、 吸 収 分

                                                  
5  金 子 宏 『 租 税 法 （ 第 2 0 版 ）』（ 弘 文 堂 ， 2 0 1 5） 4 4 0 頁  
6  平 成 1 2 年 法 律 第 9 0 号  
7  平 成 1 7 年 7 月 2 6 日 外 法 律 第 8 6 号  
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変 更 ヲ 為 ス ト キ ハ 其 ノ 規 定  

二  承 継 ス ル 会 社 ガ 分 割 ニ 際

シ テ 発 行 ス ル 新 株 ノ 総 数 、 額

面 無 額 面 ノ 別 、 種 類 及 数 並 ニ

分 割 ヲ 為 ス 会 社 又 ハ 其 ノ 株 主

ニ 対 ス ル 新 株 ノ 割 当 ニ 関 ス ル

事 項  

(略 )  

 

第 3 7 3 条   新 設 分 割 の 認 容  

会 社 ハ 其 ノ 営 業 ノ 全 部 又 ハ 一

部 ヲ 設 立 ス ル 会 社 ニ 承 継 セ シ

ム ル 為 新 設 分 割 ヲ 為 ス コ ト ヲ

得  

(略 )  

六  分 割 ニ 因 リ テ 設 立 ス ル 会

社 ガ 分 割 ヲ 為 ス 会 社 ノ 株 主 ニ

対 シ 分 割 ニ 際 シ テ 発 行 ス ル 株

式 ノ 割 当 ヲ 為 ス 場 合 ニ 於 テ 分

割 ヲ 為 ス 会 社 ノ 資 本 又 ハ 準 備

金 ノ 減 少 ヲ 為 ス ト キ ハ 減 少 ス

ベ キ 資 本 ノ 額 又 ハ 準 備 金 ニ 関

ス ル 事 項  

七  分 割 ニ 因 リ テ 設 立 ス ル 会

社 ガ 分 割 ヲ 為 ス 会 社 ノ 株 主 ニ

対 シ 分 割 ニ 際 シ テ 発 行 ス ル 株

式 ノ 割 当 ヲ 為 ス 場 合 ニ 於 テ 分

割 ヲ 為 ス 会 社 ガ 分 割 ニ 際 シ テ

株 式 ノ 消 却 又 ハ 併 合 ヲ 為 ス ト

キ ハ 其 ノ 方 法  

(略 )  

割 契 約 を 締 結 し な け れ ば な ら

な い 。  

（ 略 ）  

四  吸 収 分 割 承 継 株 式 会 社 が

吸 収 分 割 に 際 し て 吸 収 分 割 会

社 に 対 し て そ の 事 業 に 関 す る

権 利 義 務 の 全 部 又 は 一 部 に 代

わ る 金 銭 等 を 交 付 す る と き

は 、 当 該 金 銭 等 に つ い て の 次

に 掲 げ る 事 項  

(略 )  

 

第 7 6 2 条   新 設 分 割 計 画 の 作 成  

一 又 は 二 以 上 の 株 式 会 社 又 は

合 同 会 社 は 、 新 設 分 割 を す る

こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お

い て は 、 新 設 分 割 計 画 を 作 成

し な け れ ば な ら な い 。  

(略 )  

六  新 設 分 割 設 立 株 式 会 社 が

新 設 分 割 に 際 し て 新 設 分 割 会

社 に 対 し て 交 付 す る そ の 事 業

に 関 す る 権 利 義 務 の 全 部 又 は

一 部 に 代 わ る 当 該 新 設 分 割 設

立 株 式 会 社 の 株 式 の 数 （ 種 類

株 式 発 行 会 社 に あ っ て は 、 株

式 の 種 類 及 び 種 類 ご と の 数 ）

又 は そ の 数 の 算 定 方 法 並 び に

当 該 新 設 分 割 設 立 株 式 会 社 の

資 本 金 及 び 準 備 金 の 額 に 関 す

る 事 項  

(略 )  

（ 出 所 ： 改 正 前 商 法 及 び 会 社 法 の 規 定 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

改 正 前 商 法 、会 社 法 、い ず れ に お い て も 、「 分 割 」そ の も の の 定 義

は さ れ て い な い 。改 正 前 商 法 で は 、「 営 業 の 全 部 ま た は 一 部 を 」他 に

承 継 さ せ る こ と が で き る と し て い る こ と か ら 、「営 業 」を 他 の 会 社 に

承 継 さ せ る 行 為 が 会 社 分 割 と い う こ と に な る 。 た だ 、 会 社 法 で は こ

の 「 営 業 」 は 「 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 」 と い う 表 現 に 変 更 さ

れ て い る 。  

も う 一 点 の 重 要 な 変 更 は 、 改 正 前 商 法 で は 明 文 化 さ れ て い た 分 割

型 分 割 が 削 除 さ れ た 点 で あ る 。 現 行 の 会 社 法 で は 、 後 述 す る 分 社 型



 

10 
 

分 割 に つ い て 吸 収 分 割 と 新 設 分 割 の 2 種 類 の 分 割 形 態 を 定 め て い る

に す ぎ な い 。  

2 .  用 語 の 定 義  

法 人 税 法 は 、 改 正 前 商 法 及 び 会 社 法 と 同 様 に 、 会 社 分 割 そ の も の

に つ い て の 定 義 を し て い な い 。  

図 表 1 - 2  用 語 の 定 義   

会 社 法  法 人 税 法  法 人 税 法 上 の 定 義  

吸 収 分 割 会 社  

新 設 分 割 会 社  

分 割 法 人  分 割 に よ り そ の 有 す る 資 産

及 び 負 債 の 移 転 を 行 っ た 法

人 を い う 。  

吸 収 分 割 承 継 会 社  

新 設 分 割 設 立 会 社  

分 割 承 継 法 人  分 割 に よ り 分 割 法 人 か ら 資

産 及 び 負 債 の 移 転 を 受 け た

法 人 を い う 。  

（ 出 所 ： 会 社 法 第 7 5 8 条 第 1 項 、 同 第 7 6 3 条 第 1 項 及 び 法 人 税 法

第 2 条 1 2 号 の 2、 同 条 1 2 号 の 3 の 規 定 よ り 筆 者 作 成 ）  

し た が っ て 、 会 社 分 割 に つ い て は 組 織 法 で あ る 会 社 法 に お い て 、

事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 の 全 部 ま た は 一 部 に つ い て 、 適 法 な 手

続 き に よ り な さ れ た 会 社 分 割 を 、 ま ず は 前 提 と し て い る と 考 え ら れ

る 。 そ の う え で 、 用 語 を 図 表 1 - 2 の よ う に 定 義 し て い る 8  9。  

3 .  会 社 分 割 の 態 様  

会 社 分 割 と は 、 会 社 の 事 業 財 産 を 他 の 会 社 に 承 継 さ せ る 手 続 き を

い う が 、上 記 １ .の と お り 、現 行 の 会 社 法 が 規 定 し て い る「 会 社 の 分

割 」 に は 、 新 設 分 割 と 吸 収 分 割 の 二 つ の 形 態 が あ る 。 改 正 前 商 法 に

お け る 会 社 分 割 の 態 様 を 纏 め る と 図 表 1 - 3 の と お り で あ る 。  

                                                  
8  上 記 の と お り 、 会 社 法 と 法 人 税 法 で は 用 語 が 異 な る が 、 本 論 文 で は 、

法 人 税 法 上 の 用 語 で あ る 「 分 割 法 人 」 と 「 分 割 承 継 法 人 」 を 使 用 す る 。  
9  分 割 型 分 割 に つ い て は 、 会 社 法 に 定 め が な い こ と か ら 、 法 人 税 法 2 条

1 2 号 の 9 イ に お い て「 分 割 の 日 に お い て 当 該 分 割 に 係 る 分 割 対 価 資 産 の

す べ て が 分 割 法 人 の 株 主 等 に 交 付 さ れ る 場 合 の 当 該 分 割 」 と の 定 義 規 定

を 置 い て い る 。  
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「 新 設 分 割 」 は 、 分 割 会 社 で あ る 一 ま た は 二 以 上 の 株 式 会 社 ま た

は 合 同 会 社 が 、 そ の 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 の 全 部 ま た は 一 部

を 、 分 割 に よ り 設 立 す る 「 新 設 会 社 」 に 承 継 さ せ る こ と を い う 。 ま

た 、「 吸 収 分 割 」は 、分 割 会 社 で あ る 株 式 会 社 ま た は 合 同 会 社 が 、そ

図表1-3  会社分割の態様

(出所：金融庁「税制調査会『税制調査会第38回総会（1999年11月19日）資料』」より

   （ http://www.cao.go.jp/zeicho/gijiroku/gijiroku.html，2011年3月5日）

A社・B社株主 B社株主

　　A社（分割 会社）

A社(分割会社）

会社）

A社株主 A社株主 B社株主

A社株主 A社株主 B社株主

A社株主

　A社（分割 会社）

A社(分割会社） B社（新設会社）

A社(分割 会社） B社(吸収会社）

B社 （吸収会社）

B社（新設会社）

A社(分割 会社）

A社(分割会社）

A社株主

①
分
割
型

②
分
社
型

１．新設分割 ２．吸収分割

B社(吸収会社）

分割会社A社の権利義務を新設会社B社に
承継させるとともに、同社が分割(設
立）に際して発行する株式を分割会社A
社の株主に割り当てるもの

分割会社A社の権利義務を新設会社B社
に承継させるとともに、同社が分割(設
立）に際して発行する株式を分割会社A
社に割り当てるもの

分割会社A社の権利義務を吸収会社B社に承継させるととも
に、同社が分割に際して発行する株式を分割会社A社の株主に
割り当てるもの

分割会社A社の権利義務を吸収会社B社に承継させるととも
に、同社が分割に際して発行する株式を分割会社A社に割り当
てるもの

B社 （吸収会社）

B社株主B社株主

A社株主

B社株主

　A社（分割

株式交付
株式交付

株式交付株式交付
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の 事 業 に 関 す る 権 利 義 務 の 全 部 ま た は 一 部 を 、 分 割 後 、「 承 継 会 社 」

で あ る 他 の 既 存 の 会 社 に 承 継 さ せ る こ と を い う 。  

「 会 社 分 割 の 本 質 は 、 分 割 会 社 が 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 を

『 新 規 に 設 立 さ れ る 会 社（ 新 設 会 社 ）』又 は『 既 存 の 承 継 会 社（ 承 継

会 社 ）』に『 包 括 承 継 』さ せ る こ と を 目 的 と し た 、通 常 の 債 権 契 約 と

し て の 事 業 譲 渡 契 約 と は 異 な る 、『 組 織 法 的 な 行 為 』（ 商 業 登 記 が 必

要 と な る も の ）」 1 0と い わ れ て い る 。  

改 正 前 商 法 に お い て は 、「 承 継 会 社 が 承 継 し た 財 産 の 対 価 と し て 交

付 す る 承 継 会 社 株 式 等 の 帰 属 先 が 分 割 会 社 で あ る か 、 分 割 会 社 の 株

主 で あ る か 、 に よ り 、『 物 的 分 割 (分 社 型 分 割 )』 と 『 人 的 分 割 (分 割

型 分 割 )』 に 区 分 1 1」 さ れ て い た 。 前 述 の と お り 、 会 社 法 で は 分 割 型

分 割 の 規 定 は 置 か れ て い な い が 、「 会 社 分 割（ 分 社 型 分 割 、物 的 分 割 ）

を す る こ と に よ っ て 取 得 し た 分 割 新 設 （ 承 継 ） 会 社 の 株 式 を 、 次 の

別 個 の 手 続 き と し て の 、 剰 余 金 の 配 当 （ 株 主 資 本 の 減 少 行 為 ） 財 産

と し て 、 分 割 会 社 の 株 主 に 分 割 新 設 （ 承 継 ） 会 社 株 式 を 交 付 す る こ

と に よ り 、 改 正 前 商 法 の 人 的 分 割 (分 割 型 分 割 )と 同 様 の 実 質 が 、 具

現 す る こ と が で き る 1 2」 こ と か ら 、 実 質 的 な 変 更 は な い 。  

4 .  「 営 業 」 と 「 事 業 に 関 す る 権 利 義 務 」  

前 述 の と お り 、 改 正 前 商 法 に お け る 会 社 分 割 の 対 象 は 「 営 業 の 全

部 ま た は 一 部 」 と さ れ て い た 。 で は 、 こ こ で い う 「 営 業 」 と は 何 を

指 す の だ ろ う か 。  

こ の 点 に つ い て 、最 高 裁 判 所 の 判 例 1 3で は 、「 営 業 の 譲 渡 」と は「 一

                                                  
1 0  中 野 百 々 造 『 会 社 法 務 と 税 務 』（ 税 務 研 究 会 出 版 局 ， 2 0 0 9） 4 2 5 頁  
1 1  同 上 書 ， 4 2 7 頁  
1 2  同 上 書 ， 4 2 7 頁 ～ 4 2 8 頁  
1 3  最 高 裁 昭 和 4 0 年 9 月 2 2 日 大 法 廷 判 決 ，最 高 裁 H P 参 照 (昭 和 3 6 年 (オ )

第 1 3 7 8 号 )   
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定 の 営 業 目 的 の た め 組 織 化 さ れ 、有 機 的 一 体 と し て 機 能 す る 財 産（ 得

意 先 関 係 等 の 経 済 的 価 値 の あ る 事 実 関 係 を 含 む 。）」 の 譲 渡 で あ り 、

単 に 「 営 業 を 構 成 す る 各 個 の 財 産 の 譲 渡 は 、 そ れ が 如 何 に 重 要 な も

の で あ っ て も 、 ま た 一 括 譲 渡 で あ っ て も 、 そ れ だ け で は 営 業 譲 渡 と

は い え な い 。」と さ れ て い る 。し た が っ て 、単 な る 資 産 だ け を 会 社 分

割 に よ り 移 転 し た と し て も 、 改 正 前 商 法 上 は 無 効 な 会 社 分 割 で あ っ

た と 考 え ら れ る の で あ る 。  

一 方 新 設 さ れ た 会 社 法 で は 、「 営 業 」で は な く「 事 業 」と い う 用 語

が 使 わ れ て い る 。「 営 業 」 と 「 事 業 」 の 相 違 に つ い て 、 神 田 秀 樹 氏 は

「 事 業 の ほ う が 営 業 よ り も 上 位 概 念 」で あ る と し て 、「 事 業 と い う の

は 、 商 事 会 社 の 場 合 は 、 営 業 で す か ら 、 し た が っ て 、 従 来 の 株 式 会

社 の 営 業 譲 渡 に つ い て の 最 高 裁 の 判 例 は そ の ま ま 生 き て い る と い う

こ と に な る 1 4」と 答 え ら れ て お り 、特 に 大 き な 変 更 が あ っ た わ け で は

な い 。 重 要 な 点 は 、 会 社 法 が 会 社 分 割 の 対 象 を 「 事 業 の 全 部 ま た は

一 部 」 と は し な か っ た 点 で あ る 。 改 正 前 商 法 に お け る 「 営 業 の 全 部

ま た は 一 部 」が 、「 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 の 全 部 又 は 一 部 」と

変 更 さ れ た 真 意 は ど こ に あ っ た の で あ ろ う か 。 こ の 点 に つ い て 神 田

氏 は 、「 も と も と 会 社 分 割 の 対 象 は 営 業 に 限 る と し た こ と が お か し い

の で す 。 そ う い う よ う に 限 っ た 法 制 は ど こ の 国 に も あ り ま せ ん 。 営

業 に 限 っ て い る 法 制 は 、 私 が 知 る 限 り 、 税 と の 関 係 だ け で 、 そ れ 以

外 に は あ り ま せ ん 。（ 中 略 ）お そ ら く 本 来 に 戻 れ ば 、会 社 法 上 の 理 屈

と し て は 、 営 業 概 念 は 使 わ な い 方 が い い し 、 使 う と し て も 営 業 譲 渡

の 営 業 概 念 よ り は ゆ る く て い い は ず な の で す 1 5。」と 答 え ら れ て い る 。 

                                                  
1 4  中 央 経 済 社 編「 対 談  組 織 再 編 ・ 計 算 関 係 」『 新 会 社 法 詳 解 』（ 中 央 経 済

社 ， 2 0 0 5） 8 6 頁  
1 5  同 上 書 ， 9 9 頁  
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ま た 、 別 の 文 献 で 神 田 氏 は 「 会 社 分 割 の 対 象 に つ い て は 、 平 成 1 7

年 改 正 前 商 法 は 『 営 業 の 全 部 ま た は 一 部 』 と し て お り 、 営 業 譲 渡 の

場 合 に お け る 営 業 概 念 が 参 考 と な る と さ れ て い た 。 会 社 法 は 、 文 言

上 『 事 業 の 全 部 ま た は 一 部 』 で は な く 『 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義

務 の 全 部 ま た は 一 部 』 と 規 定 し た の で 、 会 社 分 割 の 対 象 は 事 業 自 体

で は な く な り 、 し た が っ て 、 会 社 分 割 の 対 象 に 財 産 の 有 機 的 一 体 性

等 は 不 要 と な っ た 1 6。」 と 明 言 さ れ て い る 。  

た だ 、平 成 1 2 年 に 旧 商 法 下 で 会 社 分 割 法 制 の 導 入 が 図 ら れ た 国 会

の 審 議 で は 、こ の 法 制 が リ ス ト ラ を 促 進 す る も の と の 批 判 に 対 し て 、

「 臼 井 法 務 大 臣 は 、 本 法 律 案 は 、 ① 会 社 分 割 の 対 象 を 営 業 単 位 と し

て お り 、 そ の 営 業 は 解 体 さ れ ず 、 労 働 の 場 を 失 う こ と は な い こ と 、

② 分 割 計 画 書 等 に 労 働 契 約 を 記 載 す る こ と で 、 営 業 に 従 事 す る 労 働

者 も 営 業 と と も に 承 継 さ れ る こ と 、 ③ 分 割 後 の 双 方 の 会 社 が 、 債 務

の 履 行 の 見 込 み が な く な る よ う な 分 割 は 認 め ら れ な い こ と 、 ④ 未 払

賃 金 債 権 等 を 有 す る 労 働 者 は 、債 権 者 保 護 手 続 の 対 象 と さ れ る こ と 、

⑤ 商 法 で 対 応 で き な い 部 分 に つ い て は 別 に 法 律 で 定 め る こ と と し 、

本 法 律 案 と 同 時 に 、 労 働 省 が 『 会 社 の 分 割 に 伴 う 労 働 契 約 の 承 継 等

に 関 す る 法 律 案 』 を 提 出 し て い る こ と な ど 、 労 働 者 に 最 大 限 配 慮 し

て い る と 繰 り 返 し 説 明 し た 1 7。」と 当 時 法 務 委 員 会 調 査 室 の 加 藤 智 子

氏 は そ の 小 論 の 中 で 紹 介 さ れ て い る 。 法 務 大 臣 が 、 営 業 の 分 割 を キ

ー ワ ー ド の 一 つ と し て リ ス ト ラ 促 進 の 批 判 に 答 え た 経 緯 等 を 考 え る

と 、 疑 問 の 残 る 改 正 で あ る 。  

従 っ て 、 極 端 な 例 と し て は 特 定 の 資 産 の み を 切 出 し て 分 割 す る こ

                                                  
1 6  神 田 秀 樹『 法 律 学 講 座 双 書  会 社 法 (第 1 3 版 )』（ 弘 文 堂 ， 2 0 1 1） 3 4 6 頁  
1 7  加 藤 智 子 「 会 社 分 割 制 度 を 導 入 す る 商 法 改 正 」『 立 法 と 調 査 』（ 参 議 院

事 務 局 企 画 調 整 室 ， 2 0 0 0） 5 4 頁  
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と も 、 会 社 法 上 は 有 効 な 会 社 分 割 と い う こ と に な る 。 改 正 前 商 法 で

組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ た 段 階 で も 、 水 野 忠 恒 氏 は 商 法 が 団 体 法 や

組 織 法 で あ る 点 に 触 れ 、「 商 法 の 法 律 構 成 の 如 何 に 拘 わ ら ず 、税 法 は

税 法 で 独 自 に 取 り 扱 い 方 を 考 え る の は は っ き り し て い る 1 8。」と 指 摘

さ れ て い た 。 た だ 、 ど の よ う な 会 社 分 割 に 適 格 性 を 与 え て 課 税 の 繰

延 べ を 認 め る の か 、 法 人 税 法 に 課 せ ら れ た 役 割 は 改 正 前 商 法 時 代 よ

り 確 実 に 大 き く な っ た と い え る の で は な い だ ろ う か 。  

第 2節  会 社 分 割 税 制 の 概 要  

1 .  単 体 納 税 制 度 下 に お け る 課 税 の 繰 延 べ  

わ が 国 の 法 人 税 法 は 、 内 国 法 人 、 収 益 事 業 を 行 う 公 益 法 人 等 又 は

人 格 の な い 社 団 等 、 国 内 源 泉 所 得 を 有 す る 外 国 法 人 等 を 納 税 義 務 者

と 定 め た う え で 1 9、例 え ば 、内 国 法 人 に 対 し て 課 す る 各 事 業 年 度 の 所

得 に 対 す る 法 人 税 の 課 税 標 準 を 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 2 0 と 定 め

て い る 。 こ こ で い う 内 国 法 人 と は 、 あ く ま で も そ の 内 国 法 人 単 体 を

い う の で あ っ て 、 支 配 、 被 支 配 の 関 係 に あ る 法 人 等 の グ ル ー プ の 総

体 を 意 味 し て は い な い 。 し た が っ て 、 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 も 、

当 然 に そ の 範 囲 内 で 算 定 さ れ る こ と に な る 。 こ の よ う に 、 我 が 国 の

法 人 税 制 の 基 本 は 、「 あ く ま で も 個 々 の 法 人 ご と に 納 税 義 務 を 分 立 さ

せ 、 課 税 標 準 の 計 算 や 租 税 債 務 の 確 定 も そ れ ぞ れ の 法 人 ご と に 独 立

し た も の と す る 、 単 体 納 税 制 度 と な っ て い る 2 1」  

単 体 納 税 制 度 下 に お い て は 、 あ る 資 産 が 一 つ の 法 人 か ら 他 の 法 人

へ 移 転 し た 時 、 こ の 資 産 は 当 事 者 間 で 時 価 に よ り 移 転 が な さ れ た と

                                                  
1 8  水 野 忠 恒 「 政 府 税 制 調 査 会 平 成 1 3 年 度 の 税 制 改 正 に 関 す る 答 申 の 解

説 」『 租 税 研 究 』（ 日 本 租 税 研 究 会 ， 2 0 0 1） 2 1 頁  
1 9  法 人 税 法 第 4 条  
2 0  法 人 税 法 第 2 1 条  
2 1  渡 辺 淑 夫 『 法 人 税 法 (平 成 2 9 年 度 版 )』（ 中 央 経 済 社 ， 2 0 1 7） 2 頁  
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み な さ れ る の で あ る 。こ の こ と は 、法 人 税 法 (以 下 、「 法 」と い う )第

2 2 条 第 2 項 が 、 無 償 に よ る 資 産 の 譲 渡 、 役 務 の 提 供 、 無 償 に よ る 資

産 の 譲 受 け も 益 金 の 額 を 構 成 す る と し て い る こ と か ら も 明 ら か で あ

る 2 2。 法 第 6 2 条 は 、 会 社 分 割 等 が 行 わ れ た 場 合 に 「 当 該 合 併 又 は 当

該 分 割 の 時 の 価 額 に よ る 譲 渡 を し た も の と し て 、 当 該 内 国 法 人 の 各

事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 を 計 算 す る 。」と の 原 則 的 取 扱 い を 改 め て 明 示

し た う え で 、 会 社 分 割 に つ い て は 法 第 6 2 条 の 2 及 び 法 第 6 2 条 の 3

に お い て 、 そ れ ぞ れ 適 格 分 割 型 分 割 と 適 格 分 社 型 分 割 の 場 合 の 帳 簿

価 額 に よ る 引 継 ぎ の 特 例 を 規 定 し て い る の で あ る 。 こ の 特 例 は 、 帳

簿 価 額 に よ る 引 継 ぎ を し た も の と し て 、「当 該 内 国 法 人 の 各 事 業 年 度

の 所 得 の 金 額 を 計 算 す る 。」と 定 め て い る と こ ろ か ら 、適 格 分 割 型 分

割 と 適 格 分 社 型 分 割 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に は 、 帳 簿 価 額 に よ

る 引 継 ぎ は 任 意 で は な く 、 強 制 さ れ る こ と と さ れ て い る の で あ る 。  

2 .  適 格 要 件 の 内 容  

会 社 分 割 が 適 格 分 割 と な る た め の 要 件 (以 下 、「適 格 要 件 」と い う )

に つ い て 、 法 人 税 法 は 図 表 1 - 4 の と お り 定 め て い る 2 3  2 4。

                                                  
2 2  平 成 3 0 年 3 月 法 律 7 号 に よ り 追 加 さ れ た 法 第 2 2 条 の 2 第 4 項 で は 、

益 金 の 額 に つ い て 「 内 国 法 人 の 各 事 業 年 度 の 資 産 の 販 売 等 に 係 る 収 益 の

額 と し て 当 該 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 益 金 の 額 に 算 入 す る 金 額 は 、

別 段 の 定 め が あ る も の を 除 き 、 そ の 販 売 若 し く は 譲 渡 を し た 資 産 の 引 渡

し の 時 に お け る 価 額 又 は そ の 提 供 を し た 役 務 に つ き 通 常 得 べ き 対 価 の 額

に 相 当 す る 金 額 と す る 。」と し て 、収 益 の 認 識 基 準 が 時 価 取 引 で あ る こ と

を 明 確 に し て い る 。  
2 3  各 要 件 の 名 称 に つ い て は 、文 献 に よ り 異 な る 名 称 が 付 さ れ て い る 場 合

も あ る が 、 規 定 の 内 容 か ら 筆 者 の 判 断 に よ り 付 し た 。  
2 4  各 要 件 で 重 複 し て い る も の は そ の 内 容 の 記 載 を 省 略 し て い る 。  
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2 5  分 割 の 直 前 に 当 該 分 割 に 係 る 分 割 承 継 法 人 と 当 該 分 割 承 継 法 人 以 外

の 法 人 と の 間 に 当 該 法 人 に よ る 直 接 完 全 支 配 関 係 （ 2 の 法 人 の い ず れ か

一 方 の 法 人 が 他 方 の 法 人 の 発 行 済 株 式 等 の 全 部 を 保 有 す る 関 係 を い う 。）

が あ り 、 か つ 、 当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 承 継 法 人 と 当 該 法 人 （ 以 下 「 親 法

人 」と い う 。）と の 間 に 当 該 親 法 人 に よ る 直 接 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ

と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 親 法 人 株 式 を い う 。（ 法 第 2 条 1 2

の 1 1、 令 第 4 条 の 3 第 5 項 ）  
2 6  法 第 2 条 1 2 号 の ７ の ７ に お い て 、「一 の 者 が 法 人 の 発 行 済 株 式 等 の 全

部 を 直 接 若 し く は 間 接 に 保 有 す る 関 係 と し て 政 令 で 定 め る 関 係 又 は 一 の

者 と の 間 に 当 事 者 間 の 完 全 支 配 の 関 係 が あ る 法 人 相 互 の 関 係 を い う 。」と

さ れ て い る 。  
2 7  法 第 6 2 条 の 6 第 1 項 に お い て 、「分 割 法 人 が 分 割 に よ り 交 付 を 受 け る

分 割 対 価 資 産 の 一 部 の み を 当 該 分 割 法 人 の 株 主 等 に 交 付 を す る 分 割 が 行

わ れ た と き は 、分 割 型 分 割 と 分 社 型 分 割 の 双 方 が 行 わ れ た も の と み な す 。」

と し て お り 、 こ の よ う な 分 割 を 中 間 型 分 割 と い う 。  

図 表 1 - 4  会 社 分 割 に か か る 税 制 適 格 要 件  

区

分  適 格 要 件  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

完
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配
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が

あ

る

場

合  

 

 

 

 

 

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

分 割 対 価 資 産 と し て 分 割 承 継 法 人 の 株 式 又 は 分 割 承 継 親 法 人 株 式 2 5 の い

ず れ か 一 方 の 株 式 以 外 の 資 産 が 交 付 さ れ な い こ と 。  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

株 式 が 交 付 さ れ る 分 割 型 分 割 に あ っ て は 、 当 該 株 式 が 分 割 法 人 の 発 行

済 株 式 等 の 総 数 又 は 総 額 の う ち に 占 め る 当 該 分 割 法 人 の 各 株 主 等 の 有

す る 当 該 分 割 法 人 の 株 式 の 数 （ 出 資 に あ っ て は 、 金 額 ） の 割 合 に 応 じ

て 交 付 さ れ る こ と 。  

3 .  完 全 支 配 関 係 継 続 要 件  

次 の ① 及 び ② の い ず れ か の 関 係 が あ る こ と を い う 。  

①  分 割 前 （ 単 独 新 設 分 割 の 場 合 は 、 分 割 後 ） に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人

（ 複 数 新 設 分 割 で あ る 場 合 は 、 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法 人 ） と の 間 に い

ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 2 6 が あ る 分 割 の 次 に 掲 げ る 区 分

に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 関 係  

※ 「 単 独 新 設 分 割 」 と は 、 新 設 分 割 で 一 の 法 人 の み が 分 割 法 人 と な

る も の を い う 。  

※ 「 複 数 新 設 分 割 」 と は 、 当 該 分 割 が 新 設 分 割 で 単 独 新 設 分 割 に 該

当 し な い も の を い う 。  

イ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割 型 分 割 (中 間 型 分 割 2 7 を 除 く )の う ち 当 該 分 割 型

分 割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 分 割 承 継 法 人 に よ

る 完 全 支 配 関 係 が あ る も の  

当 該 完 全 支 配 関 係  

ロ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割（ イ に 掲 げ る 分 割 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分

割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ

る 完 全 支 配 関 係 が あ る も の  
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当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 い ず れ

か 一 方 の 法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て

い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ハ )  単 独 新 設 分 割 の う ち 当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法

人 と の 間 に 当 該 分 割 法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が あ る も の  

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込

ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の

関 係  

ニ )  複 数 新 設 分 割 の う ち 当 該 複 数 新 設 分 割 前 に 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法

人 と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が あ る も の  

次 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 要 件 に 該 当 す

る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分

割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

（ 1）  他 方 の 法 人 が 当 該 分 割 に よ り 交 付 を 受 け た 分 割 対 価 資 産 の 全

部 を そ の 株 主 等 に 交 付 し た 法 人 で あ る 場 合  

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 と 当 該 分

割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 完 全

支 配 関 係 が 継 続 す る こ と  

（ 2）  （ 1） に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合  

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 他 方 の 法 人 と 当 該 分 割 承 継 法 人 と

の 間 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継

続 す る こ と 。  

※ 「 他 の 法 人 」 と は 、 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分 割 法 人 の う ち 、 当

該 い ず れ か 一 方 の 法 人 以 外 の 法 人 を い う 。  

 

②  分 割 前 （ 当 該 分 割 が 単 独 新 設 分 割 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 分 割 後 ） に

当 該 分 割 に 係 る 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 （ 当 該 分 割 が 複 数 新 設 分 割 で

あ る 場 合 に あ っ て は 、 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法 人 ） と の 間 に 同 一 の 者 に

よ る 完 全 支 配 関 係 が あ る 分 割 の 次 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に

定 め る 関 係  

イ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割 型 分 割（ 中 間 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分 割 型

分 割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 完 全 支

配 関 係 が あ る も の  

当 該 分 割 型 分 割 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 分 割 承 継 法 人 と の 間 に

当 該 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て

い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ロ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割（ イ に 掲 げ る 分 割 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分

割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配

関 係 が あ る も の  

当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 同 一 の

者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に
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2 8  法 第 2 条 1 2 号 の 7 の 5 に お い て 、「一 の 者 が 法 人 の 発 行 済 株 式 若 し く

は 出 資 の 総 数 若 し く は 総 額 の 1 0 0 分 の 5 0 を 超 え る 数 若 し く は 金 額 の 株

式 若 し く は 出 資 を 直 接 若 し く は 間 接 に 保 有 す る 関 係 と し て 政 令 で 定 め る

関 係 又 は 一 の 者 と の 間 に 当 事 者 間 の 支 配 の 関 係 が あ る 法 人 相 互 の 関 係 を

い う 。」 と さ れ て い る 。  

 

 

 

 

 

 

 

完

全

支

配

関

係

が

あ

る

場

合  

お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ハ )  単 独 新 設 分 割 の う ち 当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 単 独 新 設 分 割 に 係

る 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係

が あ る も の  

次 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 要 件 に 該 当 す

る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継

法 人 と の 間 の 関 係  

（ 1）  当 該 単 独 新 設 分 割 が 分 割 型 分 割（ 中 間 型 分 割 を 除 く 。）に 該 当

す る 場 合  

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 分 割 承 継 法 人

と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ

と 。  

（ 2）  （ 1） に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合   

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の

間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と 。  

ニ )  複 数 新 設 分 割 の う ち 当 該 複 数 新 設 分 割 前 に 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法

人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が あ る も の  

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分 割 法 人 （ そ れ ぞ

れ 当 該 分 割 に よ り 交 付 を 受 け た 分 割 対 価 資 産 の 全 部 を そ の 株 主

等 に 交 付 し た 法 人 を 除 く 。）並 び に 分 割 承 継 法 人 と 当 該 同 一 の 者

と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見

込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分 割 法 人 と 当

該 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

 

 

支

配

関

係

が

あ

る

場

合  

 

 

 

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

3 .  支 配 関 係 継 続 要 件  

次 の ① 及 び ② の い ず れ か の 関 係 が あ る こ と を い う 。  

①  分 割 前 （ 当 該 分 割 が 単 独 新 設 分 割 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 分 割 後 ） に

分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 （ 当 該 分 割 が 複 数 新 設 分 割 で あ る 場 合 に あ っ

て は 、 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法 人 ） と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る

支 配 関 係 2 8 が あ る 分 割 の 次 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 関

係 （ ② に 掲 げ る 関 係 に 該 当 す る も の を 除 く 。）  

イ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割 型 分 割（ 中 間 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分 割 型

分 割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 分 割 承 継 法 人 に よ

る 支 配 関 係 が あ る も の  

当 該 支 配 関 係  

ロ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割（ イ に 掲 げ る 分 割 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分
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割 前 に 当 該 分 割 に 係 る 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に い ず れ か

一 方 の 法 人 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の   

当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 い ず れ

か 一 方 の 法 人 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る

場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ハ )  単 独 新 設 分 割 の う ち 当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法

人 と の 間 に 当 該 分 割 法 人 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の   

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ

て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係

ニ )  複 数 新 設 分 割 の う ち 当 該 複 数 新 設 分 割 前 に 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法

人 と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の   

次 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 要 件 に 該 当 す

る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分

割 法 人 と 当 該 複 数 新 設 分 割 に 係 る 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

（ 1）  他 方 の 法 人 が 当 該 分 割 に よ り 交 付 を 受 け た 分 割 対 価 資 産

の 全 部 を そ の 株 主 等 に 交 付 し た 法 人 で あ る 場 合  

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 と 当 該

分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る

支 配 関 係 が 継 続 す る こ と 。  

（ 2）  （ 1） に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合   

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 他 方 の 法 人 と 当 該 分 割 承 継 法 人

と の 間 に 当 該 い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 支 配 関 係 が 継

続 す る こ と 。  

②  分 割 前 （ 当 該 分 割 が 単 独 新 設 分 割 で あ る 場 合 に あ っ て は 、 分 割 後 ） に

分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 （ 当 該 分 割 が 複 数 新 設 分 割 で あ る 場 合 に あ っ

て は 、 分 割 法 人 と 他 の 分 割 法 人 ） と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が

あ る 分 割 の 次 に 掲 げ る 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 関 係  

イ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割 型 分 割（ 中 間 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分 割 型

分 割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関

係 が あ る も の  

当 該 分 割 型 分 割 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 分 割 承 継 法 人 と の 間 に

当 該 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る

場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ロ )  新 設 分 割 以 外 の 分 割（ イ に 掲 げ る 分 割 型 分 割 を 除 く 。）の う ち 当 該 分

割 前 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係

が あ る も の  

当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 該 同 一 の

者 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け

る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

ハ )  単 独 新 設 分 割 の う ち 当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法

人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の  
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る
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合  

次 に 掲 げ る 場 合 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 要 件 に 該 当 す

る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継

法 人 と の 間 の 関 係  

（ 1）  当 該 単 独 新 設 分 割 が 分 割 型 分 割 （ 中 間 型 分 割 を 除 く 。） に

該 当 す る 場 合  

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 分 割 承 継 法

人 と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ

と 。  

（ 2）  （ 1） に 掲 げ る 場 合 以 外 の 場 合   

当 該 単 独 新 設 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と

の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と 。

ニ )  複 数 新 設 分 割 の う ち 当 該 複 数 新 設 分 割 前 に 係 る 分 割 法 人 と 他 の 分

割 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の  

当 該 複 数 新 設 分 割 後 に 当 該 分 割 法 人 及 び 他 の 分 割 法 人 （ そ れ ぞ

れ 当 該 分 割 に よ り 交 付 を 受 け た 分 割 対 価 資 産 の 全 部 を そ の 株 主

等 に 交 付 し た 法 人 を 除 く 。）並 び に 当 該 複 数 新 設 分 割 に 係 る 分 割

承 継 法 人 と 当 該 同 一 の 者 と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係

が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 分 割 法 人 及

び 他 の 分 割 法 人 と 当 該 分 割 承 継 法 人 と の 間 の 関 係  

4 .  主 要 資 産 等 引 継 要 件  

当 該 分 割 に よ り 分 割 事 業 に 係 る 主 要 な 資 産 及 び 負 債 が 当 該 分 割 承 継 法

人 に 移 転 し て い る こ と 。  

5 .  従 業 員 引 継 要 件  

当 該 分 割 の 直 前 の 分 割 事 業 に 係 る 従 業 者 の う ち 、 そ の 総 数 の お お む ね

百 分 の 八 十 以 上 に 相 当 す る 数 の 者 が 当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 承 継 法 人 の

業 務 に 従 事 す る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

6 .  事 業 継 続 要 件  

当 該 分 割 に 係 る 分 割 事 業 が 当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 承 継 法 人 に お い て 引

き 続 き 営 ま れ る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

 

共

同

で

事

業

を

営

む

場

合  

 

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

3 .  主 要 資 産 等 引 継 要 件  

4 .  従 業 員 引 継 要 件  

5 .  事 業 継 続 要 件  

6 .  事 業 関 連 性 要 件  

分 割 に 係 る 分 割 法 人 の 分 割 事 業 と 分 割 承 継 法 人 の 分 割 承 継 事 業 と が 相

互 に 関 連 す る も の で あ る こ と 。   

7 .  事 業 規 模 要 件  (い ず れ か の 要 件 を 満 た す こ と )  

①  規 模 要 件  

分 割 に 係 る 分 割 法 人 の 分 割 事 業 と 分 割 承 継 法 人 の 分 割 承 継 事 業 の そ

れ ぞ れ の 売 上 金 額 、 当 該 分 割 事 業 と 分 割 承 継 事 業 の そ れ ぞ れ の 従 業
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そ の 内 容 を み る と 、 他 の 組 織 再 編 成 と 同 様 に 、 大 き く 「 企 業 グ ル

ー プ 内 の 組 織 再 編 成 」 と 「 共 同 事 業 を 営 む た め の 組 織 再 編 成 」 に 区
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事

業

を

営

む

場

合  

者 の 数 若 し く は こ れ ら に 準 ず る も の の 規 模 の 割 合 が お お む ね 五 倍 を

超 え な い こ と  

②  特 定 役 員 引 継 要 件  

当 該 分 割 前 の 当 該 分 割 法 人 の 役 員 等 の い ず れ か と 当 該 分 割 承 継 法 人

の 特 定 役 員 の い ず れ か と が 、 当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 承 継 法 人 の 特 定

役 員 と な る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と  

8 .  投 資 継 続 要 件   

①  分 割 型 分 割  

当 該 分 割 型 分 割 に よ り 交 付 さ れ る 当 該 分 割 型 分 割 に 係 る 分 割 承 継 法

人 の 株 式 又 は 分 割 承 継 親 法 人 株 式 の い ず れ か 一 方 の 株 式 の う ち 支 配

株 主 に 交 付 さ れ る も の の 全 部 が 支 配 株 主 に よ り 継 続 し て 保 有 さ れ る

こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

※ 支 配 株 主 と は 、 当 該 分 割 型 分 割 の 直 前 に 分 割 法 人 と 他 の 者 と の

間 に 当 該 他 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る 場 合 に お け る 当 該 他 の 者 及

び 当 該 他 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の を い う 。 ）  

②  分 社 型 分 割  

当 該 分 社 型 分 割 に よ り 交 付 さ れ る 分 割 承 継 法 人 の 株 式 又 は 分 割 承 継

親 法 人 株 式 の い ず れ か 一 方 の 全 部 が 当 該 分 割 法 人 に よ り 継 続 し て 保

有 さ れ る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

 

 

独

立

し

て

事

業

を

行

う

場

合  

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

3 .  非 支 配 関 係 継 続 要 件  

分 割 の 直 前 に 当 該 分 割 に 係 る 分 割 法 人 と 他 の 者 と の 間 に 当 該 他 の 者

に よ る 支 配 関 係 が な く 、 か つ 、 当 該 分 割 後 に 分 割 承 継 法 人 と 他 の 者

と の 間 に 当 該 他 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る こ と と な る こ と が 見 込 ま

れ て い な い こ と 。  

4 .  特 定 役 員 引 継 要 件  

分 割 前 の 当 該 分 割 に 係 る 分 割 法 人 の 役 員 等 （ 当 該 分 割 法 人 の 重 要 な

使 用 人 （ 当 該 分 割 法 人 の 分 割 事 業 に 係 る 業 務 に 従 事 し て い る 者 に 限

る 。）を 含 む 。）の い ず れ か が 当 該 分 割 後 に 当 該 分 割 に 係 る 分 割 承 継

法 人 の 特 定 役 員 と な る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

5 .  分 割 事 業 主 要 資 産 等 引 継 要 件  

分 割 に よ り 当 該 分 割 に 係 る 分 割 法 人 の 分 割 事 業 に 係 る 主 要 な 資 産 及

び 負 債 が 当 該 分 割 に 係 る 分 割 承 継 法 人 に 移 転 し て い る こ と 。  

6 .  従 業 員 引 継 要 件  

7 .  分 割 事 業 継 続 要 件  

(出 所 ： 法 第 2 条 第 1 2 号 の 1 1 及 び 令 第 4 条 の 3 よ り 筆 者 抜 粋 。 な お 、 無

対 価 分 割 に つ い て は 一 定 の 制 限 が 規 定 さ れ て い る が 、 割 愛 し て い る 。 )  
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分 し て い る 。そ の う え で 、さ ら に 、「 企 業 グ ル ー プ 内 組 織 再 編 成 」に

つ い て は 、 完 全 支 配 関 係 が あ る 場 合 の 会 社 分 割 と 支 配 関 係 が あ る 場

合 の 会 社 分 割 の 区 分 ご と に 定 め て い る 。 ま た 、 独 立 し て 事 業 を 行 う

場 合 の 単 独 新 設 分 割 型 分 割 2 9 は 、 ア メ リ カ の 税 制 に お い て は 従 来 か

ら 認 め ら れ て い た 「 法 人 の 一 部 門 が 独 立 し た 会 社 と な り 、 か つ 、 そ

の 新 設 会 社 の 株 式 が 当 該 法 人 の 株 主 へ 交 付 さ れ る 法 人 の 譲 渡

( d i v e s t i t u r e )」 と 定 義 さ れ る ス ピ ン ・ オ フ 3 0で あ る 。 我 が 国 で は 平

成 1 3 年 の 組 織 再 編 税 制 導 入 以 来 長 く 実 質 的 に 非 適 格 分 割 と さ れ て

い た が 、 平 成 2 9 年 度 税 制 改 正 に よ り 適 格 性 が 付 与 さ れ る こ と と な

っ た も の で あ る 。  

第 3節  む す び  

会 社 法 が 、 改 正 前 商 法 に お い て 求 め ら れ て い た 「 営 業 の 全 部 ま た

は 一 部 」 の 分 割 か ら 「 事 業 に 関 し て 有 す る 権 利 義 務 」 の 分 割 で 足 り

る と し た こ と は 、 ど の よ う な 会 社 分 割 に 適 格 性 を 付 与 す る の か と い

う 点 で 、 税 制 の 裁 量 の 余 地 を 大 き く 広 げ る こ と と な っ た こ と は 間 違

い な い 。 そ の 意 味 で 、 法 人 税 法 は 大 き な 役 割 を 担 う こ と と な っ た 。 

し か し 、 も と も と 完 全 支 配 関 係 下 の 会 社 分 割 を 除 い て 分 割 事 業 に

か か る 主 要 資 産 等 引 継 要 件 が 手 当 て さ れ て い た た め か 、 会 社 法 施 行

後 も 特 に 適 格 要 件 は 変 更 さ れ て い な い 。  

会 社 分 割 に は 大 き く 分 け て 新 設 分 割 型 分 割 、 吸 収 分 割 型 分 割 、 新

設 分 社 型 分 割 及 び 吸 収 分 社 型 分 割 の 4 類 型 が あ る 。会 社 分 割 税 制 は 、

                                                  
2 9  法 第 2 条 1 2 の 1 1 二 に お い て 、「 そ の 分 割 （ 一 の 法 人 の み が 分 割 法 人

と な る 分 割 型 分 割 に 限 る 。）に 係 る 分 割 法 人 の 当 該 分 割 前 に 行 う 事 業 を 当

該 分 割 に よ り 新 た に 設 立 す る 分 割 承 継 法 人 に お い て 独 立 し て 行 う た め の

分 割 と し て 政 令 で 定 め る も の 」 を い う と 定 義 さ れ て い る 。  
3 0  B r y a n  A .  G a r n e r ( E d i t o r  i n  C h i e f ) ,  B l a c k’ s  L a w  D i c t i o n a r y，  
T e n t h  E d i t i o n  ( T h o m s o n  R e u t e r s ,  2 0 1 4 )  p . 1 6 1 9  
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さ ら に そ れ ぞ れ に つ い て 完 全 支 配 関 係 が あ る 場 合 、 支 配 関 係 が あ る

場 合 、 共 同 事 業 を 営 む 場 合 及 び 独 立 し て 事 業 を 行 う 場 合 の ４ 分 類 に

つ い て 、 そ の 分 類 ご と に 適 格 要 件 を 定 め て い る 。  

単 独 で 行 う 会 社 分 割 は も ち ろ ん 、 複 数 社 で 行 う 会 社 分 割 も 認 め ら

れ て い る の で 、 会 社 分 割 の 態 様 は 様 々 な パ タ ー ン が 考 え ら れ る の で

あ る 。平 成 2 9 年 度 税 制 改 正 に お い て は 、そ れ ら を 細 分 化 す る こ と に

加 え て 、 独 立 し て 事 業 を 行 う 場 合 の 分 割 型 分 割 、 い わ ゆ る ス ピ ン ・

オ フ も 適 格 分 割 に 含 め ら れ る こ と と な っ た 。  

会 社 分 割 に お い て 、 ま ず 問 題 と な る の は 、 会 社 分 割 に お け る 資 産

及 び 負 債 の 移 転 を ど の よ う に 考 え る の か と い う 点 で あ る が 、 こ の 点

に つ い て は 、法 人 税 法 は 時 価 に よ る 譲 渡 で あ る と 認 定 し た 。そ し て 、

適 格 要 件 を 満 た す 会 社 分 割 に お い て は 、 分 割 法 人 、 分 割 承 継 法 人 と

も に 帳 簿 価 額 に よ る 引 継 ぎ を 強 制 し た の で あ る 。  

し た が っ て 、 会 社 分 割 税 制 の 問 題 点 を 考 察 す る と き 、 適 格 要 件 の

妥 当 性 の 検 討 と 併 せ て 、 強 制 さ れ る こ と と な っ た 帳 簿 価 額 に よ る 引

継 ぎ の 妥 当 性 も 検 討 の 対 象 と し な け れ ば な ら な い と 考 え る 。  
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第 2章  会 社 分 割 税 制 の 沿 革  

会 社 分 割 税 制 の 歴 史 は か な り 古 く 第 二 次 世 界 大 戦 の 戦 時 下 ま で さ か

の ぼ る 。 小 林 淳 子 氏 に よ れ ば 「 現 物 出 資 に 関 す る 課 税 上 の 特 例 は 、 既

に 、 昭 和 1 7 年 の 臨 時 租 税 措 置 法 （ 昭 和 1 7 年 2 月 2 3 日 法 律 第 5 6 号 ）

第 1 条 の 1 8 の 「 企 業 部 門 に よ り 出 資 ま た は 譲 渡 資 産 の 対 価 と し て 交

付 を 受 け た る 有 価 証 券 の 受 入 価 額 に 対 す る 特 例 」 に 見 出 す こ と が で き

る 3 1」と し て い る 。た だ 、こ れ は 第 二 次 世 界 大 戦 の 戦 時 下 に お い て 、一

定 の 現 物 出 資 が 法 令 に 基 づ い て 命 令 に よ っ て 強 制 さ れ 、 あ る い は 、 行

政 官 庁 に よ る 指 導 等 に よ る も の で あ る こ と を 前 提 と し て お り 、 そ の 意

味 で 一 般 の 法 人 に 適 用 さ れ る も の で は な か っ た 。  

本 章 で は 、 一 般 の 法 人 に 適 用 さ れ る こ と と な っ た 会 社 分 割 税 制 の 沿

革 を た ど り 、 そ の う え で 、 現 行 の 会 社 分 割 税 制 に つ い て 、 そ の 導 入 前

の 段 階 に お け る 経 済 界 の 要 望 が ど の よ う な も の で あ っ た の か 、そ し て 、

ど の よ う な 視 点 で 現 行 の 会 社 分 割 税 制 が 制 定 さ れ た の か 、 と い っ た 点

に 焦 点 を 当 て て 検 討 し た い 。  

第 1節  平 成 1 3 年 度 改 正 以 前  

1 .  通 達 に よ る 対 応  

課 税 庁 が 一 般 の 法 人 に つ い て 、 会 社 分 割 に 関 す る 取 扱 い を 定 め た

の は 、 昭 和 2 3 年 の 大 蔵 省 蔵 税 2 7 5 8 通 牒 に 遡 る 。 全 文 は 4 号 か ら な

る が 、「 一 号 は 、現 物 出 資 又 は 事 後 設 立 に よ り 会 社 を 設 立 す る ケ ー ス

を 、 二 号 で は 、 会 社 の 株 主 が 先 に 会 社 を 金 銭 出 資 に よ り 設 立 し 、 後

に 現 物 出 資 す る ケ ー ス 3 2」 を 定 め て い る 。  

こ の 通 達 の 画 期 的 な 点 は 、「 分 割 法 人 が そ の 有 す る 資 産 を 記 帳 価

                                                  
3 1  小 林 淳 子「 国 外 取 引 に 対 す る 租 税 法 の 適 用 と 外 国 法 人 の 分 割 に 関 す る

諸 問 題 」『 税 大 論 叢 』 第 4 5 号 （ 税 務 大 学 校 ， 2 0 0 4） 3 3 5 頁  
3 2  同 上 書 ， 3 4 2 頁  
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額 で 現 物 出 資 し て 新 株 を 取 得 し た 後 、 移 転 し た 資 産 に 見 合 う 減 資 を

行 い 、 そ の 減 資 の 対 価 と し て 株 主 等 に 取 得 し た 新 株 を 交 付 す る 場 合

に 、 課 税 の 繰 延 措 置 が 認 め ら れ た こ と で あ る 3 3。」 つ ま り 、 分 割 型 分

割 を 認 め て い た の で あ る 。  

こ の 通 達 は 、 昭 和 2 5 年 に 法 人 税 基 本 通 達 の 制 定 と 同 時 に 吸 収 さ

れ 、 次 の よ う な 規 定 と な っ た 。  

法 人 税 基 本 通 達 「 会 社 の 分 割 の 場 合 の 資 産 譲 渡 の 特 例 」  

2 5 3  会 社 が 分 割 し て 二 以 上 の 法 人 と な る た め 、 分 割 せ ん と す る

会 社 が そ の 所 有 す る 資 産 を 記 帳 価 額 で 現 物 出 資 し て 別 の

法 人 を 設 立 し た 場 合 (現 金 出 資 を し て 必 要 な 資 産 を 記 帳 価

額 で 譲 渡 し た 場 合 を 含 む 。 )  に お い て 、 当 該 現 物 出 資 の 額

に 相 当 す る 資 本 の 減 少 を 行 い 、 そ の 出 資 に よ り 取 得 し た 株

式 を 減 資 の 対 価 と し て 株 主 又 は 社 員 に 額 面 価 額 で 譲 渡 し

た 場 合 は 、 記 帳 価 額 に よ る 出 資 若 し く は 譲 渡 又 は 額 面 価 額

に よ る 譲 渡 を 認 め る 。 こ の 場 合 に お い て 、 分 割 す る 会 社 が

分 割 に 因 り 設 立 す る 会 社 に 分 割 の 時 に 有 し て い た 積 立 金

の 一 部 を 引 き 継 い だ と き は 、 分 割 し た 会 社 に つ い て は 当 該

引 き 継 い だ 積 立 金 に 相 当 す る 金 額 を 損 金 に 算 入 せ ず 、 分 割

に 因 り 設 立 す る 会 社 に つ い て は 積 立 金 に 相 当 す る 金 額 は

益 金 に 算 入 し な い が 、 積 立 金 に 対 す る 課 税 は 行 う も の と す

る 。  

2 5 4 法 人 が そ の 所 有 す る 資 産 を 記 帳 価 額 で 現 物 出 資 し て 別 の 法

人 を 設 立 し た 場 合 (現 金 出 資 を し て 必 要 な 資 産 を 記 帳 価 額

で 譲 渡 し た 場 合 を 含 む 。 )  に お い て 、 法 人 が そ の 出 資 に よ

                                                  
3 3  同 上 書 ， 3 4 2 頁  
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り 当 該 別 の 法 人 の 全 株 式 を 取 得 す る と き は 、 当 該 資 産 を 記

帳 価 額 で 現 物 出 資 す る こ と を 認 め る 。  

武 田 昌 輔 氏 は 、こ の 通 達 に つ い て 、「基 本 的 に は 会 社 分 割 が 前 提 で

あ っ て 、 単 な る 資 産 を 現 物 出 資 す る こ と は 認 め て い な か っ た の で は

な い か と 考 え ら れ る 3 4。」 と 述 べ ら れ て い る 。 い ず れ に し て も 、 基 本

通 達 2 5 3 で は 、 現 行 法 人 税 法 に 定 め る 新 設 分 割 型 分 割 を 、 ま た 2 5 4

で は 、 新 設 分 社 型 分 割 を 定 め て い た と い う こ と が で き る 。  

2 .  特 定 出 資 の 圧 縮 記 帳 に 関 す る 規 定 の 創 設  

上 記 １ ．で 示 し た 昭 和 2 5 年 法 人 税 基 本 通 達 は 、法 人 税 法 の 全 文 改

正 が 行 わ れ た 昭 和 4 0 年 に 、 法 第 5 1 条 (以 下 、「 旧 法 第 5 1 条 」 と い

う )に お い て 「 特 定 の 現 物 出 資 に よ り 取 得 し た 有 価 証 券 の 圧 縮 額 の

損 金 算 入 」 の 規 定 と し て 、 は じ め て 法 令 化 さ れ た 。 つ ま り 、 法 令 に

根 拠 の な い 重 要 な 組 織 法 上 の 取 扱 い が 1 5 年 に 亘 っ て 存 続 し て い た

こ と に な る 。 そ の 第 1 項 は 次 の よ う に 規 定 さ れ て い た 3 5。  

「 第 5 1 条  

1  内 国 法 人 （ 清 算 中 の も の を 除 く 。） が 、 各 事 業 年 度 に お い て 新

た に 法 人 （ 人 格 の な い 社 団 等 を 除 く 。） を 設 立 す る た め そ の 有

す る 金 銭 以 外 の 資 産 の 出 資（ 当 該 資 産 の 出 資 そ の 他 当 該 設 立 の

た め の 出 資 に よ り そ の 内 国 法 人 が 有 す る こ と と な る 当 該 法 人

の 株 式 の 数 又 は 出 資 の 金 額 が 当 該 法 人 の 設 立 の 時 に お け る 発

行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 百 分 の 九 十 五 以 上 で あ る こ と 、

当 該 資 産 が 国 内 に あ る 資 産 と し て 政 令 で 定 め る 資 産 で あ る 場

                                                  
3 4  武 田 昌 輔 「 会 社 分 割 税 制 の 問 題 点 」『 税 理 』 第 1 4 3 巻 第 1 0 号 （ ぎ ょ う

せ い ， 2 0 0 0） 3 頁  
3 5  小 林 淳 子 ， 前 掲 書 「 国 外 取 引 に 対 す る 租 税 法 の 適 用 と 外 国 法 人 の 分 割

に 関 す る 諸 問 題 」 3 4 6 頁  
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合 に あ っ て は 当 該 資 産 の 出 資 に よ り 外 国 法 人 を 設 立 す る も の

で な い こ と そ の 他 政 令 で 定 め る 要 件 を 満 た す も の に 限 る 。以 下

こ の 項 に お い て 「 特 定 出 資 」 と い う 。） を し た 場 合 に お い て 、

そ の 特 定 出 資 に よ り 取 得 し た 株 式 （ 出 資 を 含 む 。） に つ き 、 当

該 事 業 年 度 に お い て 、そ の 特 定 出 資 に よ り 生 じ た 差 益 金 の 額 と

し て 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 計 算 し た 金 額 の 範 囲 内 で そ の

帳 簿 価 額 を 損 金 経 理 に よ り 減 額 し た と き は 、そ の 減 額 し た 金 額

に 相 当 す る 金 額 は 、当 該 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、損 金

の 額 に 算 入 す る 。」  

上 記 の と お り 旧 法 第 5 1 条 で は 、内 国 法 人 が 特 定 出 資 を し た 場 合 、

認 識 さ れ る 譲 渡 益 の 範 囲 内 で 株 式 の 記 帳 価 額 を 損 金 経 理 に よ り 減

額 し た と き は 、 そ の 損 金 算 入 を 認 め る と し て い る 。 当 規 定 は 圧 縮 記

帳 を 定 め た 規 定 で あ り 、 前 提 と し て は 一 旦 譲 渡 益 を 認 識 し た う え で 、

圧 縮 損 を 計 上 し て 取 得 し た 株 式 の 帳 簿 価 額 を 圧 縮 す る こ と に よ り

課 税 の 繰 延 べ を 実 現 す る も の で あ る 。 圧 縮 記 帳 が 認 め ら れ る 特 定 出

資 と な る 要 件 に つ い て は 、 一 部 政 令 に ゆ だ ね ら れ て お り 、 そ の 部 分

も 含 め て そ の 要 件 を 要 約 す る と 次 の と お り で あ っ た 3 6。  

①  新 た に 法 人 を 設 立 す る た め の 出 資 で あ る こ と 。  

②  新 設 法 人 の 発 行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 9 5 %以 上 を 現 物 出

資 法 人 が 所 有 す る こ と 。  

③  新 設 法 人 の 出 資 者 の う ち 親 会 社 以 外 の 者 が 設 立 の 際 払 い 込 ん だ

1 株 当 た り の 金 額 が 、親 会 社 が 払 い 込 ん だ 1 株 当 た り の 金 額 に 比

し 著 し く 低 く な い こ と 。  

④  新 設 法 人 の 受 入 価 額 が 親 会 社 の 出 資 直 前 の 帳 簿 価 額 以 下 で あ る

                                                  
3 6  同 上 書 ， 3 4 7 頁  
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こ と 。  

上 記 の と お り 、 当 規 定 で 認 め る 課 税 の 繰 延 べ は 、 現 行 法 人 税 法 で

い う 新 設 分 社 型 分 割 で あ り 、 前 述 の 通 達 2 5 3 で 認 め ら れ て い た 分 割

型 分 割 、 つ ま り 、 親 会 社 が 現 物 出 資 し て 取 得 し た 株 式 を 、 減 資 の 対

価 と し て 株 主 に 交 付 す る こ と は 明 文 化 さ れ な か っ た 。  

こ の 理 由 に つ い て 、 小 林 淳 子 氏 は 「 削 除 さ れ た 理 由 に つ い て 探 る

と 、 昭 和 3 8 年 1 2 月 に 出 さ れ た 税 制 調 査 会 の 『 所 得 税 法 及 び 法 人 税

法 の 整 備 に 関 す る 答 申 』に お い て 、『 分 割 に つ い て は 、商 法 上 規 定 が

な く こ れ を 税 法 上 ど の よ う に 整 備 す る か に つ い て 問 題 が あ る 』 と し

た 上 で 、 法 人 税 基 本 通 達 2 5 3 で 規 定 す る 間 接 分 割 、 す な わ ち 、 現 物

出 資 の 対 価 と し て 親 会 社 が 受 領 し た 子 会 社 株 式 を 減 資 の 対 価 と し

て 株 主 に 交 付 す る 手 法 に つ い て 、『 現 行 の 商 法 に は こ の よ う な 分 割

の 規 定 が な く 、 現 物 出 資 に よ り 新 会 社 を 設 立 す る と い う 法 律 関 係 に

立 つ こ と を 考 慮 す れ ば 、 次 に 述 べ る 現 物 出 資 と 一 括 し て 規 定 を 設 け

る こ と が 適 当 で あ る 』 と 述 べ ら れ て い る 。 こ の よ う な 考 え の 下 に 、

親 会 社 が 現 物 出 資 し て 子 会 社 を 設 立 し 、 親 会 社 が 子 会 社 の 全 株 式 を

取 得 す る 2 5 年 通 達 2 5 4 の み が 残 さ れ た の で あ る 。つ ま り 、商 法 上 、

法 制 度 と し て 存 在 す る 現 物 出 資 の 枠 組 み を 使 っ た 分 割 だ け に 限 定

す べ き だ と い う 趣 旨 で 、言 い 換 え れ ば 、通 達 2 5 3 に よ る 間 接 分 割 は 、

商 法 上 規 定 の な い 分 割 形 態 で あ っ て 、 そ の よ う な わ が 国 の 法 制 が 認

め な い 行 為 を 租 税 法 が 承 認 す る こ と は 好 ま し く な い と い う こ と で

は な い か と 考 え ら れ る 3 7。」 と 分 析 さ れ て い る 。  

い ず れ に し て も 、わ が 国 で は 、昭 和 4 0 年 以 降 、新 設 分 社 型 分 割 に

つ い て の み 課 税 の 繰 延 べ が 認 め ら れ る 時 代 が 、 平 成 1 3 年 ま で 続 く

                                                  
3 7  同 上 書 ， 3 4 8 頁  
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こ と と な っ た 。  

3 .  共 同 で 現 物 出 資 を し た 場 合 の 課 税 の 特 例 規 定 の 創 設 と 廃 止  

バ ブ ル 経 済 が 崩 壊 し 、 日 本 の 経 済 構 造 を 変 革 す る こ と が 急 務 で あ

っ た こ と か ら 、 政 府 は 平 成 7 年 に 「 特 定 事 業 者 の 事 業 革 新 の 円 滑 化

に 関 す る 臨 時 措 置 法 3 8」 を 、 平 成 1 1 年 に は 「 産 業 活 力 再 生 特 別 措 置

法 3 9  4 0」を 制 定 し た 。こ の 法 律 の 目 的 は 、「 我 が 国 経 済 の 持 続 的 な 発

展 を 図 る た め に は そ の 生 産 性 の 向 上 が 重 要 で あ る こ と に か ん が み 、

特 別 の 措 置 と し て 、事 業 者 が 実 施 す る 事 業 再 構 築 、経 営 資 源 再 活 用 、

経 営 資 源 融 合 、 資 源 生 産 性 革 新 等 を 円 滑 化 す る た め の 措 置 を 雇 用 の

安 定 等 に 配 慮 し つ つ 講 ず る と と も に 、 株 式 会 社 産 業 革 新 機 構 を 設 立

し 特 定 事 業 活 動 の 支 援 等 に 関 す る 業 務 を 行 わ せ る た め の 措 置 、 中 小

企 業 の 活 力 の 再 生 を 支 援 す る た め の 措 置 及 び 事 業 再 生 を 円 滑 化 す

る た め の 措 置 を 講 じ 、 併 せ て 事 業 活 動 に お け る 知 的 財 産 権 の 活 用 を

促 進 す る こ と に よ り 、 我 が 国 の 産 業 活 力 の 再 生 を 図 る と と も に 、 我

が 国 産 業 が 最 近 に お け る 国 際 経 済 の 構 造 的 な 変 化 に 対 応 し た も の

と な る た め の 産 業 活 動 の 革 新 に 寄 与 す る こ と 」に あ る 4 1と し て い る 。

こ の 法 律 の 制 定 を 受 け て 、租 税 特 別 措 置 法 第 6 6 条 4 2を 創 設 し て 、従

来 認 め て こ な か っ た 共 同 で 事 業 を 行 う 場 合 の 会 社 分 割 に つ い て 、 一

定 の 要 件 を 満 た し た 場 合 に 課 税 の 繰 延 べ を 認 め る こ と と し た の で

あ る 。  

                                                  
3 8  平 成 7 年 3 月 3 1 日 法 律 第 6 1 号 （ 平 成 1 1 年 8 月 3 1 日 法 律 第 1 3 1 号

に よ り 廃 止 さ れ た 。）  
3 9  平 成 1 1 年 8 月 3 1 日 法 律 第 1 3 1 号  
4 0  平 成 2 1 年 法 律 第 2 9 号 に よ り 、 法 律 の 名 称 を 「 産 業 活 力 の 再 生 及 び

産 業 活 動 の 革 新 に 関 す る 特 別 措 置 法 」 と 改 め た 。  
4 1  産 業 活 力 の 再 生 及 び 産 業 活 動 の 革 新 の 革 新 に 関 す る 特 別 措 置 法 第 1

条  
4 2  平 成 1 1 年 3 月 法 律 第 9 号  
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そ の 内 容 は 、 特 定 共 同 出 資 に よ り 取 得 し た 株 式 に つ き 、 そ の 取 得

を し た 事 業 年 度 に お い て 、 当 該 特 定 共 同 出 資 に よ り 生 じ た 差 益 金 の

額 の 範 囲 内 で そ の 帳 簿 価 額 を 損 金 経 理 に よ り 減 額 し た 場 合 に 、 圧 縮

記 帳 を 認 め る こ と と し た の で あ る 。 そ の 要 件 を 要 約 す る と 次 の と お

り で あ る 4 3。  

①  産 業 活 力 再 生 特 別 措 置 法 に 規 定 す る「 共 同 計 画 に 係 る 認 定 」を 受

け て い る こ と 。  

②  そ の「 共 同 計 画 に 係 る 認 定 」に 係 る 他 の 特 定 事 業 法 人 と 共 同 し て

共 同 新 設 会 社 を 設 立 す る た め そ の 有 す る 金 銭 以 外 の 資 産 の 出 資

を す る こ と 。  

③  共 同 新 設 会 社 の 発 行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 全 部 が 、特 定 共

同 出 資 を し た 法 人 に よ り 保 有 さ れ る こ と 。  

④  特 定 共 同 出 資 を し た 法 人 が 当 該 共 同 新 設 会 社 の 発 行 済 株 式 の 総

数 又 は 出 資 金 額 の 百 分 の 二 十 五 以 上 の 株 式 の 数 又 は 出 資 の 金 額

を 保 有 す る も の で あ る こ と 。  

こ の 規 定 で 認 め ら れ て い た 会 社 分 割 の 態 様 は 、 現 行 法 人 税 法 で い

う 「 共 同 事 業 を 行 う た め の 会 社 分 割 」 に 近 い と い え る 。 複 数 の 法 人

で 行 う 分 社 型 分 割 で あ り 、 結 果 と し て 、 分 割 し た 資 産 が 複 数 の 法 人

に よ っ て 支 配 さ れ る と い う 意 味 で は 、 複 数 社 に よ る 新 設 分 社 型 分 割

に 類 似 し て い る 。 し か し 、 要 件 的 に は 、 上 記 ① ～ ④ の 要 件 を 満 た す

必 要 が あ り 、 現 行 の 「 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 」 に 比 べ て 厳

格 で あ る 。 ま た 、 依 然 と し て 分 割 型 分 割 は 認 め ら れ る に は 至 っ て は

い な か っ た 。  

                                                  
4 3  武 田 昌 輔 編 ， 前 掲 書 『 コ ン メ ン タ ー ル 法 人 税 法 』 4 9 1 8 頁  
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し か し 、こ の 規 定 は 、平 成 1 7 年 に 期 限 が 到 来 し た と の 理 由 で 廃 止

4 4さ れ て い る 。  

第 2節  会 社 分 割 税 制 導 入 に 対 す る 要 望  

1 .  都 市 銀 行 3 行 統 合 の 発 表  

平 成 1 1 年 1 2 月 2 2 日 、当 時 の 第 一 勧 業 銀 行 、富 士 銀 行 及 び 日 本 興

業 銀 行 の 3 行 は 、 平 成 1 2 年 秋 に 株 式 移 転 の 方 法 に よ っ て 持 株 会 社

を 設 立 す る こ と を 発 表 し た 。 こ の 大 手 都 市 銀 行 3 行 の 経 営 統 合 は 驚

き を も っ て 迎 え ら れ た が 、こ の 経 営 統 合 の 特 徴 的 な 点 は 、「会 社 分 割

法 制 お よ び 関 連 税 制 の 整 備 を 前 提 に 、 傘 下 銀 行 を 統 合 ・ 再 編 し 、 持

ち 株 会 社 の 下 で 、顧 客 セ グ メ ン ト 別・機 能 別 の 法 的 分 社 経 営 を 行 う 」

と し た 点 で あ っ た 。  

当 時 、 商 法 は 平 成 9 年 1 月 に 合 併 手 続 き の 簡 素 化 を 行 っ て 以 降 、

組 織 再 編 法 制 の 整 備 の た め の 改 正 を 段 階 的 に 行 っ て お り 、 こ の 流 れ

は 、平 成 1 5 年 の 会 社 法 成 立 ま で 続 く こ と に な る が 、そ の よ う な 中 で

の 統 合 の 発 表 で あ っ た 。 当 時 の 商 法 等 の 主 要 な 改 正 を 時 系 列 に ま と

め る と 図 表 2 - 1 の と お り で あ る 。  

こ の 表 か ら も 分 か る と お り 、 平 成 1 1 年 1 2 月 時 点 で は 、 い ま だ 会

社 分 割 法 制 は 整 備 さ れ て お ら ず 、 当 然 な が ら 会 社 分 割 税 制 も 導 入 さ

れ て い な い 。 わ ず か に 、 特 定 現 物 出 資 の 形 態 を と る こ と に よ り 、 旧

法 第 5 1 条 と 旧 租 税 特 別 措 置 法 第 6 6 条 の 規 定 を 適 用 し た 分 社 型 分 割

が 一 定 の 要 件 の 充 足 を 条 件 に 行 え る 程 度 で あ っ た 。 上 記 都 市 銀 行 3

行 が 求 め た 再 編 の 形 態 は 、 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 傘 下 の 銀 行 を 吸 収 分 割

型 分 割 に よ り 再 編 す る こ と に あ っ た の で あ る か ら 、 旧 租 税 特 別 措 置

法 第 6 6 条 で は 対 応 で き な い こ と は 明 ら か で あ る 。  

                                                  
4 4  平 成 1 7 年 3 月 3 1 日 法 律 第 2 1 号  
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（ 出 所 ： 金 融 庁 「 税 制 調 査 会 ( 2 0 0 0 年 7 月 1 4 日 )  答 申 『 わ が 国 税 制

の 現 状 と 課 題 ― 2 1 世 紀 に 向 け た 国 民 の 参 加 と 選 択 ― 』」 よ り 筆 者 作 成

（ h t t p : / / w w w . c a o . g o . j p / z e i c h o / t o s i n / z e i c h o f / z e i c h o . h t m l， 2 0 1 1

年 3 月 5 日 ））  

こ の 金 融 界 か ら の 要 望 は 、 金 融 機 関 の 体 質 改 善 が 、 当 時 の 日 本 経

済 全 体 に と っ て も 喫 緊 の 課 題 で あ り 、 制 度 改 正 の 経 済 界 の 要 望 、 ひ

い て は 圧 力 と い う も の が い か に 強 か っ た か の 証 左 と い え る の か も

し れ な い 。 結 果 的 に は 、 商 法 の 改 正 に よ り 組 織 再 編 法 制 が 整 備 さ れ

た 後 、 平 成 1 2 年 9 月 に み ず ほ ホ ー ル デ ィ ン グ ス が 設 立 さ れ 、 平 成

1 3 年 の 会 社 分 割 税 制 を 含 む 組 織 再 編 税 制 の 導 入 を 受 け て 、 平 成 1 4

年 4 月 に は 、 上 記 発 表 の と お り の 顧 客 セ グ メ ン ト 別 ・ 機 能 別 の 分 社

化 が 実 施 さ れ て い る 。  

2 .  経 済 界 の 要 望  

当 時 の 経 済 界 全 体 と し て は 、 組 織 再 編 税 制 に つ い て ど の よ う な 要

望 を 持 っ て い た の だ ろ う か 。 ま ず 、 平 成 1 1 年 5 月 1 8 日 に 公 表 さ れ

た 日 本 経 済 団 体 連 合 会 に よ る 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第

図表2-1 組織再編法制等に係る改正の推移

9. 1 合併手続の簡素合理化

9.12 持株会社設立の解禁

10. 3 銀行持株会社設立の解禁 10. 3 自己株式の取得・消却要件
の緩和

銀行持株会社設立に係る
課税の特例

資本準備金による自己株式
消却への対応

11.1 株式交換・移転制度の創設

株式交換等に係る課税の特
例

11. 4 連結財務諸表制度の抜本
的見直し

金銭債権の時価評価の導入 連結キャッシュ・フロー
計算書の導入

税効果会計の導入

12. 4 中間連結財務諸表制度の
導入

12. 5 会社分割法制の創設を含む
商法改正法が可決・成立

金融商品に対する時価評
価の導入

独 占 禁 止 法 等 商　　　法　　　等 企　業　会　計
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１ 次 提 言 」 4 5を 見 る と 、 そ の 冒 頭 に 、「 新 た な 環 境 に 企 業 が 迅 速 に 対

応 し て い く こ と が で き る よ う 、 企 業 組 織 や 企 業 グ ル ー プ の 再 編 に 係

る 法 制 、 税 制 の 構 築 を 、 政 府 が 計 画 的 ・ 統 合 的 に 進 め て い く こ と が

不 可 欠 で あ る 。」と し た う え で 、会 社 分 割 法 制 の 創 設 に 関 し て 図 表 2 -

2 の よ う な 提 言 を 行 っ て い る 。  

図 表 2 - 2  会 社 分 割 法 制 の 整 備 に 対 す る 日 本 経 済 団 体 連 合 会 の 要 望  

（ １ ）  大 陸 型 の 包 括 的 な 分 割 制 度 （ 直 接 分 配 方 式 ）  

※ そ の 主 要 な 規 定 は 、 合 併 に 準 じ て 以 下 の 通 り と す べ き で あ る 。  

株 主 の 保 護  ①  意 思 決 定 手 続 は 、 分 割 計 画 を 、 株 主 総 会 の 特 別 決 議

に よ り 承 認 す る 。 た だ し 、 重 要 で な い も の は 、 株 主

総 会 決 議 を 要 し な い 。  

②  事 前 の 情 報 開 示 を 行 な う 。   

③  反 対 株 主 の 株 式 買 取 請 求 権 を 認 め る 。  

債 権 者 の 保 護  ①  事 前 の 情 報 開 示 を 行 な う 。  

②  商 法 4 1 2 条 同 様 の 債 権 者 保 護 手 続 を 行 な う こ と と す

る （ 個 別 催 告 は 不 要 ）。  

そ の 他  ①  財 産（ 消 極 財 産 を 含 む ）の 包 括 的 移 転 を 可 能 と す る 。

②  検 査 役 の 調 査 を 不 要 と す る 。   

③  被 分 割 会 社 の 各 種 業 法 上 の 許 認 可 に つ い て 、 原 則 と

し て 、 分 割 会 社 に よ る 一 括 承 継 を 認 め る 。  

（ ２ ）  米 国 型 の 株 主 へ の 子 会 社 株 式 の 分 配 （ 間 接 分 配 方 式 ）  

※ 既 存 子 会 社 の 株 式 を 活 用 し た 現 物 配 当 、有 償 消 却 に つ い て も 可 能

と す べ き で あ る 。  

ア メ リ カ に お け

る ス ピ ン ・ オ フ

と 同 様 の 方 式  

一 旦 、 1 0 0％ 子 会 社 を 設 立 し た 上 で 、当 該 子 会 社 の 株 式

を 現 物 配 当 と し て 、 既 存 会 社 の 株 主 に 交 付 す る 方 式 。  

※ 子 会 社 の 株 式 を 利 益 配 当 と し て 交 付 で き る こ と と す

る 。   

ア メ リ カ に お け

る ス プ リ ッ ト ・

オ フ と 同 様 の 方

式  

一 旦 、 1 0 0％ 子 会 社 を 設 立 し た 上 で 、既 存 会 社 の 株 主 に

対 し 、 当 該 子 会 社 の 株 式 を 対 価 と す る 株 式 の 有 償 消 却

を 求 め る 方 式 。   

※ 子 会 社 の 株 式 を 対 価 と す る 株 式 の 消 却 が で き る こ と

と す る 。   

（ ３ ）  会 社 分 割 法 制 に か か る 税 制 措 置  

①  既 存 会 社 の 株 主 に 係 る 株 式 の 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 べ  

②  み な し 配 当 課 税 の 廃 止  

③  資 産 の 移 転 に 係 る 登 録 免 許 税 ・ 不 動 産 取 得 税 ・ 消 費 税 の 課 税 の 特

例 の 創 設 、 引 当 金 の 引 継 ぎ 等 の 容 認 を 求 め る 。  

  

                                                  
4 5  日 本 経 済 団 体 連 合 会 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次 提 言

（ 1 9 9 9 年 5 月 1 8 日 ）」

（ h t t p : / / w w w . k e i d a n r e n . o r . j p / j a p a n e s e / p o l i c y / p o l 2 2 8 / p a r t 1 . h t m l，

2 0 1 1 年 3 月 1 7 日 )  
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（ ４ ）  分 社 化 法 制 の 整 備  

会 社 分 割 と 併 せ て 既 存 の 分 社 化 法 制 を 、 以 下 の 通 り 整 備 す べ き で あ

る 。  

①  現 物 出 資 ・ 財 産 引 受 ・ 事 後 設 立 に お け る 検 査 役 調 査 に つ い て は 不 要

と す る 。   

②  株 主 総 会 の 特 別 決 議 を 要 す る 「 重 要 な る 」 営 業 の 譲 渡 の 定 義 を 、「 譲

渡 価 格 が 総 資 産 の 1 / 1 0 以 上 」 と す る 。   

③  債 務 の 一 括 移 転 に つ い て 、 一 定 の 債 権 者 保 護 手 続 を 経 た 上 で 可 能 と

す る 措 置 を 講 ず る 。   

④  各 種 業 法 上 の 許 認 可 に つ い て 、 1 0 0％ 子 会 社 （ 間 接 保 有 を 含 む ） に よ

る 一 括 承 継 を 認 め る 。  

（ ５ ）  分 社 化 に 係 る 税 制 措 置 【 税 制 改 正 の 提 案 】  

既 存 の 分 社 化 法 制（ 現 物 出 資 、財 産 引 受 、事 後 設 立 ）に つ い て 、以 下

の 税 制 措 置 を 整 備 す べ き で あ る 。  

①  共 同 出 資 会 社 設 立 の た め の 現 物 出 資 （ 営 業 譲 渡 を 含 む 。 以 下 同 じ ）

に お け る 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 ベ   

②  グ ル ー プ 内 （ 共 同 出 資 会 社 の 場 合 を 含 む ） の 既 存 企 業 に 対 す る 追 加

的 現 物 出 資 に お け る 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 ベ   

③  資 産 の 移 転 に 係 る 登 録 免 許 税 ・ 不 動 産 取 得 税 ・ 消 費 税 の 課 税 の 特 例

の 創 設 、 引 当 金 の 引 継 ぎ 等 の 容 認   

(出 所 ： 日 本 経 済 団 体 連 合 会 ， 前 掲 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第

１ 次 提 言 」( 1 9 9 8 年 5 月 1 8 日 )の「 Ⅰ ．産 業 競 争 力 強 化 に 向 け た 供 給 構 造

改 革 の た め の 措 置 」 よ り 筆 者 抜 粋 )  

つ ま り 、 こ こ で 提 言 さ れ て い る 内 容 が 、 逆 に 言 え ば 当 時 の 法 制 度

に お け る 組 織 再 編 に 関 す る 障 壁 で あ り 、 問 題 点 で あ っ た と い う こ と

が で き る 。 ま ず 、 注 目 し た い の は 、 会 社 分 割 法 制 と 分 社 化 法 制 を 区

別 し て い る と 考 え ら れ る こ と で あ る 。 前 述 の と お り 、 改 正 前 商 法 に

お い て は 会 社 分 割 に は 分 割 型 分 割 と 分 社 型 分 割 が あ っ た が 、 こ の 提

言 で は 、分 割 型 分 割 を「 会 社 分 割 」と 呼 び 、分 社 型 分 割 を「 分 社 化 」

と 呼 ん で い る 。 そ の う え で 、 分 割 型 分 割 を 、 大 陸 型 と 米 国 型 と に 分

類 し て い る 。 経 済 界 と し て は 、 優 先 順 位 と し て ま ず は 、 株 主 の 下 で

分 割 会 社 と は 兄 弟 会 社 と な る よ う な グ ル ー プ 構 成 を 創 設 す る た め

の 法 制 の 整 備 を 求 め て い た の で あ る 。  

ま た 、 会 社 分 割 の 態 様 に つ い て は 、 分 社 型 分 割 と 分 割 型 分 割 の 2

つ の 態 様 の 整 備 を 求 め 、 さ ら に 税 制 措 置 と し て 共 同 出 資 会 社 設 立 の

た め の 現 物 出 資 に お け る 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 ベ も 求 め て い る 。 こ の 共
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同 出 資 会 社 設 立 の た め の 現 物 出 資 は 、 合 弁 事 業 を 行 う 場 合 等 を 想 定

し た も の と 考 え ら れ る が 、「 営 業 譲 渡 を 含 む 」と し て い る こ と か ら み

る と 、 も う 少 し 広 い 概 念 を 要 望 し た と も 考 え ら れ る 。 少 な く と も 、

共 同 出 資 会 社 の 設 立 を 目 的 と し た も の で あ る な ら ば 、 現 物 出 資 と 営

業 譲 渡 、 い ず れ の 形 態 を と っ た と し て も 、 税 制 上 は 同 様 に 課 税 の 繰

延 べ が 認 め ら れ る よ う 求 め た も の と 考 え ら れ る 。  

次 に 、 金 融 界 の 当 時 の 要 望 を 概 観 し て み た い 。  

「 会 社 分 割 制 度 の 研 究 4 6 」 と 題 し て 公 表 さ れ た 当 時 の 銀 行 界 と し

て の 考 え を 見 て み る と 、 銀 行 に お け る 企 業 分 割 に 対 す る ニ ー ズ に つ

い て 、  

①  各 事 業 部 門 を 持 ち 株 会 社 の も と で 分 割 す る 「 純 粋 分 社 化 」  

②  グ ル ー プ 内 重 複 部 門 の 分 離 ・ 集 約  

③  既 存 子 会 社 の 兄 弟 会 社 化  

④  不 良 債 権 の 分 離  

の 4 点 を 挙 げ て い る 。 そ の う え で 、 権 利 ・ 義 務 の 包 括 承 継 を 認 め る

会 社 分 割 制 度 の 導 入 は 、 膨 大 な 数 に 上 る 権 利 ・ 義 務 を 個 別 に 移 転 し

な け れ ば な ら な い 銀 行 に と っ て 、 大 き な 意 義 が あ る と し て い る 。 中

で も 、 現 行 法 体 系 下 で は 親 会 社 が 子 会 社 の 経 営 リ ス ク を 負 担 し 続 け

る「 分 社 化 4 7」よ り も 、親 子 会 社 に お け る 支 配 ・ 被 支 配 の 問 題 や リ ス

ク 遮 断 の 問 題 を 生 じ な い 「 会 社 分 割 4 8」 を 重 視 し て お り 、「 不 良 債 権

の 分 離 に つ い て は 、 リ ス ク を 遮 断 す る こ と が 本 来 の 目 的 で あ り 、 親

子 関 係 の 残 る 『 分 社 化 』 で は 、 そ の 目 的 を 達 成 す る こ と が で き な い

                                                  
4 6  都 銀 懇 話 会「 会 社 分 割 制 度 の 研 究 (上 )」『 金 融 財 政 事 情 』第 5 0 巻 第 2 1

号 （ 金 融 財 政 事 情 研 究 会 ， 1 9 9 9） 2 8～ 2 9 頁  
4 7  分 社 型 分 割 を い う と 思 わ れ る 。  
4 8  分 割 型 分 割 を い う と 思 わ れ る 。  
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4 9。」 と し て い る 。 銀 行 界 か ら の 要 望 も 、 や は り 、 分 割 型 分 割 が 中 心

で あ っ た よ う で あ る が 、 吸 収 分 割 型 分 割 に つ い て は あ く ま で も グ ル

ー プ 内 の 再 編 を 想 定 し た も の と な っ て い る 。  

い ず れ に し て も 、 経 済 界 の 会 社 分 割 制 度 導 入 に 対 す る 要 望 も か な

り 大 き な も の と な っ て い た と い え る の で は な い だ ろ う か 。  

第 3節  「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 会 社 分 割 の 視 点  

1 .  会 社 分 割 の 基 本 的 視 点  

組 織 再 編 法 制 の 整 備 を 受 け て 、 課 税 庁 サ イ ド に お い て も 迅 速 な 対

応 が な さ れ た 。 序 論 で も 述 べ た 通 り 、 組 織 再 編 税 制 の 検 討 は 政 府 税

制 調 査 会 の 下 部 組 織 で あ る 法 人 課 税 小 委 員 会 で 行 わ れ た が 、 同 小 委

員 会 に お け る 審 議 は 、第 一 回 5 0か ら 第 三 回 5 1ま で 連 結 納 税 制 度 の 検 討

を 行 っ て い た 。 し か し 、 会 社 分 割 法 制 を 導 入 す る 商 法 改 正 が 行 わ れ

た た め 、 第 四 回 5 2 か ら の 審 議 を 組 織 再 編 税 制 に 関 す る も の に 切 り 替

え て 第 十 回 5 3ま で 審 議 を 行 い 、そ の 検 討 結 果 を「 基 本 的 考 え 方 」と し

て ま と め た う え で 、 平 成 1 2 年 1 0 月 3 日 に 政 府 税 制 調 査 会 総 会 に 報

告 し た 5 4。こ の 考 え 方 に 沿 っ て 平 成 1 3 年 度 の 組 織 再 編 税 制 は 立 法 化

さ れ る こ と に な っ た の で あ る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 に お い て は 、 ま ず 、 大 枠 と し て は 、 商 法 の 改 正

に つ い て「 企 業 の 競 争 力 を 確 保 し 、企 業 活 力 が 十 分 発 揮 で き る よ う 、

商 法 等 に お い て 柔 軟 な 企 業 組 織 再 編 成 を 可 能 と す る た め の 法 制 等

の 整 備 が 進 め ら れ て き て い る 。」と の 認 識 の 下 に 、税 制 と し て も 、「適

                                                  
4 9  同 上 書 2 9 頁  
5 0  平 成 1 1 年 7 月 1 3 日 開 催  
5 1  平 成 1 1 年 1 0 月 2 2 日 開 催  
5 2  平 成 1 1 年 1 1 月 1 6 日 開 催  
5 3  平 成 1 2 年 1 0 月 2 日 開 催  
5 4  吉 牟 田 勲 ， 前 掲 書 「 会 社 組 織 再 編 と 税 制 整 備 」 3 6 頁  
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切 な 対 応 を 行 う 必 要 が あ る 。」と し て い る 。そ の う え で 、企 業 再 編 税

制 の 導 入 に 当 た っ て の 基 本 的 な 考 え 方 と し て 、 次 の 三 点 を 挙 げ て い

る 。  

第 一 は 「 現 物 出 資 、 合 併 等 に 係 る 税 制 を 改 め て 見 直 し 、 全 体 と し

て 整 合 的 な 考 え 方 に 基 づ い て 整 備 す る 必 要 が あ る 」 こ と 。  

第 二 は 「 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移 転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質

的 な 変 更 が 無 い と 考 え ら れ る 場 合 に は 、 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る の が

適 当 」 で あ る こ と 。  

第 三 は 、株 主 の み な し 配 当 課 税 に つ い て 、「移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の

計 上 を 繰 り 延 べ る 場 合 に は 、 従 前 の 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る と い う 観

点 か ら 、 利 益 積 立 金 額 は 新 設 ・ 吸 収 法 人 や 合 併 法 人 に 引 継 ぐ の が 適

当 で あ り 、 し た が っ て 、 配 当 と み な さ れ る 部 分 は 無 い も の と 考 え ら

れ る 」 こ と 。  

特 に 、 課 税 関 係 の 継 続 に つ い て は 、  

①  「 組 織 再 編 成 に お い て 、 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 が 再 編 成 後 も 継

続 し て い る と 認 め ら れ る も の に つ い て は 、 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益

の 計 上 を 繰 り 延 べ る こ と が 考 え ら れ る 。」  

②  分 割 型 の 会 社 分 割 や 合 併 の 場 合 の 株 主 に つ い て も 、「株 主 の 投 資

が 継 続 し て い る と 認 め ら れ る も の に つ い て は 、 上 記 と 同 様 の 考

え 方 に 基 づ き そ の 計 上 を 繰 り 延 べ る こ と が 考 え ら れ る 。」  

と し て 、「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と「 株 主 の 投 資 の 継 続 」

を 課 税 繰 延 べ の 論 拠 と す る こ と を 明 示 し て い る 。  

2 .  全 体 と し て の 整 合 性 の 確 保  

組 織 再 編 税 制 全 体 と し て の 整 合 性 に 関 し て 、「基 本 的 考 え 方 」で は 、

会 社 分 割 等 の 組 織 法 上 の 再 編 の 場 合 に お け る 整 合 性 の 問 題 と 、 同 じ
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営 業 の 譲 受 で も 営 業 譲 渡 と 合 併 と で は 税 制 が 異 な る と い う 問 題 の

二 点 を 指 摘 し て い る 5 5 。 特 に 前 者 に つ い て は 、 整 合 性 を 欠 く こ と に

な れ ば 、 租 税 回 避 行 為 の 温 床 に な り か ね な い と の 強 い 危 惧 を 表 明 し

て い る 。  

組 織 法 上 の 再 編 と は 、 会 社 分 割 、 合 併 、 現 物 出 資 、 現 物 分 配 、 株

式 移 転 、 株 式 交 換 で あ る 。 さ ら に 会 社 分 割 は 新 設 分 割 と 吸 収 分 割 に

分 け る こ と が で き る 。  

ま ず 、 会 社 分 割 の う ち 分 社 型 分 割 に つ い て は 、 例 え ば 新 設 分 割 に

し て も 、 吸 収 分 割 に し て も 、 事 業 に 関 す る 権 利 義 務 を 移 転 し て 、 そ

の 対 価 と し て 株 式 を 取 得 す る わ け で あ る か ら 、 現 物 出 資 あ る い は 変

態 現 物 出 資 に 類 似 し て い る 。 ま た 、 分 割 型 分 割 に つ い て は 、 事 業 に

関 す る 権 利 義 務 を 移 転 し て 、 そ の 対 価 と し て の 株 式 を 分 割 法 人 に 交

付 す る の で は な く 、 分 割 法 人 の 株 主 に 交 付 す る こ と か ら 、 形 態 と し

て は 合 併 に 近 い と み る こ と が で き る 。 特 に 吸 収 分 割 に 際 し て 、 分 割

法 人 の す べ て の 資 産 負 債 を 移 転 し て 、 そ の 後 分 割 会 社 が 清 算 す る 場

合 を 考 え る と 、 合 併 と そ の 効 果 は 全 く 同 一 で あ る 5 6。  

水 野 忠 恒 氏 は こ の 点 に つ い て 、「も っ と も 、課 税 の 公 平 や 中 立 性 を

配 慮 す る た め に 、 法 律 上 の 構 成 に あ た り 、 こ れ ら の 取 引 ・ 行 為 を 並

列 さ せ て 一 律 に 規 定 す る 必 要 が あ る と は い え な い が 、 会 社 法 に お い

て は 全 く 異 な る こ れ ら の 取 引 を 法 人 税 制 上 は 、 整 合 的 に 扱 い 、 そ の

た め に 組 織 再 編 成 と い う 統 一 し た 枠 組 み に 仕 組 む こ と は 、 取 引 の 実

                                                  
5 5  後 者 の 問 題 は 、組 織 法 上 の 再 編 と 契 約 上 の 営 業 譲 渡 で 、経 済 実 態 が 同

じ 場 合 に 税 制 上 の 取 り 扱 い が 異 な る こ と を 問 題 視 し た も の で あ り 、 経 済

団 体 連 合 会 の 要 望 に も 含 ま れ て い た が 、 現 在 ま で の と こ ろ 、 こ の 点 に つ

い て は 税 制 上 の 手 当 て は さ れ て い な い 。  
5 6  一 定 の 要 件 を 満 た す 「 合 併 類 似 適 格 分 割 型 分 割 」 に つ い て は 、 欠 損 金

の 引 継 等 に つ い て 適 格 合 併 と 同 様 の 扱 い が で き る こ と と さ れ て い た が 、

平 成 2 2 年 度 の 税 制 改 正 に よ り こ の 措 置 は 廃 止 さ れ て い る 。  
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質 を 重 視 す る 租 税 法 の 特 色 と も い え よ う 。」と し て 、加 え て「 会 社 法

に お い て は 、 現 物 出 資 や 事 後 設 立 は 取 引 法 で あ り 、 会 社 の 合 併 や 分

割 は 組 織 法 ・ 団 体 法 で あ る と さ れ て い る の で あ る が 、 そ の ス テ ッ プ

を 実 質 的 に み れ ば 、 い ず れ も 資 産 の 移 転 と 株 式 の 移 転 ・ 交 付 が な さ

れ る の で あ り 、 む し ろ 、 統 一 的 に 規 定 す る の が 明 確 で あ る と 思 わ れ

る 5 7。」 と 、 整 合 性 の 確 保 の 必 要 性 に つ い て 解 説 さ れ て い る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 が 指 摘 す る よ う に 、 全 体 の 整 合 性 を 保 つ 必 要 が

あ る 点 に は 全 く 異 論 は な い が 、 上 記 の よ う に そ の 形 態 は 大 き く 分 け

て 合 併 型 と 現 物 出 資 型 と に 分 か れ る こ と を 考 え る と 、 整 合 性 の と り

方 に つ い て は 注 意 す る 必 要 が あ っ た の で は な い だ ろ う か 。  

3 .  課 税 関 係 継 続 の 条 件  

「 基 本 的 考 え 方 」 で は 、 資 産 の 移 転 前 と 移 転 後 で 「 経 済 的 実 態 に

実 質 的 な 変 更 が 無 い 」 場 合 に は 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る べ き だ と し て

い る 。 こ の 場 合 の 課 税 関 係 の 継 続 と は 、 譲 渡 損 益 の 認 識 を 繰 り 延 べ

る と い う こ と で あ る 。 そ こ で 問 題 と な る の が 、 経 済 的 実 態 が ど の よ

う な 場 合 に 実 質 的 な 変 更 が 行 わ れ て い な い と 考 え る の か で あ る が 、

こ の 点 に つ い て は 、「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と「 株 主 の 投 資

の 継 続 」 と い う 言 葉 で 説 明 が 行 わ れ て い る こ と は 前 述 の と お り で あ

る 。  

「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 に つ い て 、 水 野 忠 恒 氏 は 「 租 税

の 基 本 方 針 を 考 え る に あ た っ て は 、 以 下 の 点 を 配 慮 す る こ と が で き

る 。 ⅰ ） 事 業 の 分 社 化 に 伴 う 現 物 出 資 で は 、 資 産 の 移 転 取 引 は 完 結

し た も の と は み ら れ な い 。ⅱ ）出 資 に よ る 資 産 の 移 転 で は 、出 資 者・

                                                  
5 7  水 野 忠 恒 「 論 壇  企 業 組 織 再 編 成 に 係 る 税 制 の 方 向 」『 税 研 』 第 1 6

巻 第 5 号 （ 日 本 税 務 研 究 セ ン タ ー ， 2 0 0 1） 1 3 頁  
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株 主 が 従 前 保 有 し て い た 持 ち 分 利 益 に 何 ら の 変 更 を 加 え な い 。 ⅲ ）

事 業 の 分 社 化 で は 所 有 の 形 式 を 変 え る の み で あ り 、 実 質 を と も な わ

な い 。」と し て「 い わ ば 、従 来 の 事 業 主 の 利 益 に 実 質 的 に 変 更 が 無 い 、

あ る い は 、 支 配 が 継 続 さ れ て い る 場 合 に は 、 一 般 の 資 産 の 譲 渡 に お

け る の と は 異 な り 、課 税 を 繰 り 延 べ る 根 拠 が 示 さ れ る の で あ る 。5 8」

と 説 明 さ れ て い る 。 ま た 、 同 氏 は 、 企 業 再 編 成 に 対 す る 損 益 計 上 の

繰 延 べ に つ い て は 、「 事 業 な い し 支 配 の 継 続 性 、投 資 の 継 続 性 と い う

こ と が 、 損 益 計 上 の 繰 延 べ の 根 拠 で あ る こ と が 示 さ れ る が 、 何 故 そ

の よ う な 考 え 方 が 形 成 さ れ た の か と い う こ と に つ い て 、 検 討 し て お

く 必 要 が あ る と 思 わ れ る 。」と し て 、ア メ リ カ 連 邦 法 人 税 に お け る 利

益 継 続 性 、 も し く は 投 資 の 継 続 性 と い う 判 例 に 基 づ く 法 理 を 説 明 さ

れ た う え で 、 わ が 国 の 組 織 再 編 税 制 の 法 理 と の 違 い に つ い て 、「 1）

わ が 国 で は 分 割 型 分 割 等 を 規 定 し た も の の 、 最 も 重 要 な の は 、 移 転

資 産 に 対 す る 法 人 支 配 の 継 続 性 で あ る 。 そ こ で 、 資 産 に 対 す る 法 人

支 配 の 継 続 性 の 基 本 的 枠 組 み と し て 、 ① 企 業 グ ル ー プ と 、 ② 共 同 事

業 と い う 法 人 レ ベ ル に お い て 、 適 格 要 件 が 規 定 さ れ て い る と 考 え ら

れ る 。2）ア メ リ カ で は 、財 務 省 規 則（ T r e a . r e g .）§1 . 3 6 8 - 1（ d）に

よ り 、 移 転 法 人 の 事 業 の 継 続 性 等 も 重 視 さ れ る が 、 基 本 的 に 企 業 組

織 の 変 更 に 係 る 損 益 の 繰 延 べ の 趣 旨 ・ 要 件 は 、 投 資 家 た る 株 主 の 地

位 の 継 続 と み ざ る を え な い 。 そ の 意 味 に お け る 利 益 の 継 続 性 が 認 め

ら れ て は じ め て 、 株 主 お よ び 法 人 段 階 に お け る そ れ ぞ れ の 損 益 計 上

の 繰 延 べ が な さ れ る 。3）ア メ リ カ に お い て は 、わ が 国 の ① 企 業 グ ル

ー プ 間 の 組 織 再 編 成 と は 異 な り 、 関 連 会 社 間 の 合 併 に つ い て 、 損 益

                                                  
5 8   同 上 書 ， 1 4 頁  
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繰 延 べ を 認 め な い 場 合 が あ る 。 特 に 閉 鎖 的 中 小 企 業 に お い て 子 会 社

が 小 さ す ぎ る 場 合 、利 益 の 継 続 性 が 認 め ら れ な い と さ れ る 。5 9」と 解

説 さ れ て い る 。  

い ず れ に し て も 、 組 織 再 編 成 の 問 題 が 課 税 の 繰 延 べ で あ る こ と は

間 違 い な く 、 そ の 法 理 に つ い て 十 分 な 整 理 が な さ れ る べ き で あ る 。 

4 .  株 主 の み な し 配 当 課 税  

組 織 再 編 成 に は 、 法 人 段 階 に お け る 課 税 と 株 主 段 階 に お け る 課 税

と い う 2 つ の 課 税 の 問 題 が あ る 。 法 人 段 階 で 問 題 と な る の は 、 主 と

し て 組 織 再 編 成 に よ っ て 移 転 さ れ た 資 産 に 関 す る 含 み 損 益 課 税 で

あ る 。 そ し て 株 主 段 階 で 問 題 と な る の は 、 組 織 再 編 取 引 で 株 主 が 手

放 し た 株 式 の 含 み 損 益 に 対 す る 課 税 で あ る 6 0。  

会 社 分 割 の 場 合 、 分 割 型 分 割 に よ っ て 取 得 し た 株 式 に 「 み な し 配

当 」が 認 識 さ れ る の か ど う か に つ い て は 、「 利 益 積 立 金 額 は 新 設 ・ 吸

収 法 人 や 合 併 法 人 に 引 継 ぐ の が 適 当 で あ り 、 し た が っ て 、 配 当 と み

な さ れ る 部 分 は 無 い も の と 考 え ら れ る 。」と し て 、配 当 課 税 は 不 要 と

し て い る 。  

第 4節  む す び  

会 社 分 割 が 最 初 に 法 令 化 さ れ た の は 、 昭 和 4 0 年 に 行 わ れ た 法 人

税 法 の 全 文 改 正 の 中 で 導 入 さ れ た 旧 法 第 5 1 条 に よ っ て で あ り 、 そ

の 現 物 出 資 に よ る 利 益 に つ い て 、 一 定 の 要 件 の も と に 圧 縮 記 帳 に よ

る 課 税 の 繰 延 べ を 認 め る も の で あ っ た 。 そ の 意 味 で は 、 損 失 の 繰 延

べ を 認 め る も の で は な か っ た し 、 ま た 、 分 割 型 分 割 を 認 め る も の で

                                                  
5 9  水 野 忠 恒 『 租 税 法 』（ 有 斐 閣 ， 2 0 0 9） 4 3 9 頁 ～ 4 4 1 頁  
6 0  渡 辺 徹 也「 企 業 組 織 再 編 税 制 ― 現 行 制 度 に お け る 課 税 繰 延 べ の 理 論 的

根 拠 お よ び 問 題 点 等 ― 」『 租 税 研 究 』 第 6 8 7 号 （ 日 本 租 税 研 究 会 ， 2 0 0 7）

2 2 頁  
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も な か っ た 。 さ ら に 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 も 認 め ら れ て

い な か っ た の で あ る 。 た だ 、 一 定 の 期 間 で は あ っ た が 共 同 で 現 物 出

資 し た 場 合 の 特 例 を 、旧 租 税 特 別 措 置 法 第 6 6 条 が「 産 業 活 力 再 生 特

別 措 置 法 に 基 づ く 共 同 計 画 に か か る 認 定 」 を 前 提 と し て 認 め て い た

こ と は 、「共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 」の 適 格 性 と い う 点 で 注 目

に 値 す る の で は な い だ ろ う か 。  

そ の よ う な 中 で 、 平 成 1 1 年 に 発 表 さ れ た 日 本 経 済 団 体 連 合 会 に

よ る 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次 提 言 」 は 、 当 時 の 会

社 法 制 及 び 税 制 で は 実 現 で き な か っ た こ と 、 言 い 換 え れ ば 、 組 織 再

編 成 の 障 害 と な っ て い た 項 目 を 網 羅 し て い る と い え る だ ろ う 。  

こ の よ う な 経 済 界 の 要 望 を 踏 ま え て 、 ま ず 、 組 織 再 編 成 に 関 す る

法 制 の 整 備 が お こ な わ れ た 。 こ れ を 受 け て 、 政 府 税 制 調 査 会 の 法 人

課 税 小 委 員 会 に お い て 、「企 業 分 割・合 併 等 の 企 業 組 織 再 編 成 に 係 る

税 制 の 基 本 的 考 え 方 」 が 取 り ま と め ら れ 、 そ し て 、 こ の 基 本 的 考 え

方 に 沿 っ て 、 組 織 再 編 税 制 が 整 備 さ れ た の で あ る 。  

組 織 再 編 税 制 の 導 入 に あ た っ て の 基 本 的 な 考 え 方 と し て は 、（ 1）

制 度 全 体 と し て 整 合 性 を 確 保 す る こ と 、（ 2） 一 定 の 要 件 を 満 た せ ば

課 税 関 係 を 継 続 さ せ る こ と 、（ 3） 一 定 の 要 件 を 満 た す 分 割 型 分 割 に

は み な し 配 当 は 認 識 さ れ な い こ と 、 の 3 点 が 示 さ れ た 。  

そ の な か で 、課 税 関 係 を 継 続 さ せ る 条 件 と し て は 、「移 転 資 産 に 対

す る 支 配 の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 を 上 げ て い る 。  

組 織 再 編 税 制 の 最 大 の 論 点 の 一 つ が 、 こ の 課 税 の 繰 延 べ で あ る こ

と は 間 違 い の な い と こ ろ で あ る 。  
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第 3章  合 併 税 制 の 概 要  

組 織 再 編 税 制 は 、 会 社 分 割 と 同 様 に 合 併 も 譲 渡 で あ る と 認 定 し た 。

そ の う え で 、 合 併 を 企 業 グ ル ー プ 内 の 合 併 と 共 同 事 業 を 行 う た め の 合

併 と に 分 類 し 、 適 格 要 件 を 満 た す 場 合 に は 帳 簿 価 額 に よ る 引 継 を 強 制

し て い る こ と も 、 会 社 分 割 と 完 全 に 平 仄 を 合 わ せ て い る 。 本 章 で は 、

合 併 法 制 及 び 合 併 税 制 に つ い て 、 そ の ア ウ ト ラ イ ン を 確 認 し て お き た

い 。  

第 1節  合 併 法 制 の 沿 革  

1 .  改 正 前 商 法  

会 社 法 が 制 定 さ れ る 以 前 の 商 法 に お け る 第 二 次 世 界 大 戦 後 の 合

併 に 関 す る 改 正 は 、 平 成 9 年 改 正 以 前 で は 、 図 表 3 - 1 の と お り ほ と

ん ど 微 調 整 程 度 に と ど ま っ て い た 。  

図 表 3 - 1  合 併 規 定 の 改 正 の 経 緯  

昭 和 2 5 年 改 正

 

昭 和 3 7 年 改 正

 

 

昭 和 4 1 年 改 正

昭 和 4 9 年 改 正

反 対 株 主 の 株 式 買 取 請 求 権 の 強 化  

登 記 申 請 時 の 添 付 書 類 の 変 更  

株 主 へ の 事 前 開 示 制 度 の 新 設  

合 併 に 対 す る 債 権 者 の 異 議 申 立 期 間 の 短 縮  

解 散 会 社 に 対 す る 株 券 提 出 手 続 期 間 の 短 縮  

端 株 処 理 手 続 の 変 更  

監 査 役 権 限 の 強 化  

（ 出 所 ： 小 津 稚 加 子 「 平 成 9 年 改 正 商 法 に お け る 合 併 手 続 の

簡 素 ・ 合 理 化 」『 経 営 と 情 報 』（ 静 岡 県 立 大 学 経 営 情 報 学 部 ，

2 0 0 0） 9 9 頁 ）  

昭 和 4 9 年 の 改 正 の 後 、昭 和 5 0 年 に「 会 社 法 改 正 に 関 す る 問 題 点 」

が 法 制 審 商 法 部 会 に 提 出 さ れ 、 大 き く 次 の ７ 項 目 の 問 題 点 が 指 摘 さ

れ て い た 6 1。  

① 企 業 の 社 会 的 責 任  

② 株 主 総 会 制 度 の 改 善 策  

                                                  
6 1  法 務 省 民 事 局 参 事 官 室 編 「 資 料  会 社 法 改 正 に 関 す る 意 見 照 会 に つ い

て （ 昭 和 5 0 年 6 月 1 2 日 ）」『 ジ ュ リ ス ト 』 第 5 9 3 巻 （ 有 斐 閣 ， 1 9 7 5） 3 9

頁 ～ 4 1 頁  
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③ 取 締 役 及 び 取 締 役 会 制 度 の 改 善 策  

④ 株 式 制 度 の 改 善 策  

⑤ 株 式 会 社 の 計 算 ・ 公 開  

⑥ 企 業 結 合 ・ 合 併 ・ 分 割 に つ い て  

⑦ 最 低 資 本 金 制 度 及 び 大 小 会 社 の 区 分  

そ の 中 で 、 企 業 結 合 ・ 合 併 ・ 分 割 に つ い て は 次 の 3 点 を 挙 げ て い

る 。  

一 、 企 業 結 合 に 関 し 、 株 式 の 相 互 保 有 の 制 限 、 連 結 決 算 制 度 の

導 入 の ほ か に 、 検 討 す べ き 問 題 が あ る か 。  

二 、 会 社 の 合 併 に つ い て 、 改 め る べ き 点 が あ る か 。  

三 、 会 社 の 分 割 に つ い て 、 規 定 を 設 け る べ き か 。  

し か し 、 少 な く と も 合 併 に 関 す る 実 際 の 改 正 は 平 成 9 年 ま で 待 た

な け れ ば な ら な か っ た の で あ る 。  

小 津 氏 は 合 併 手 続 き の 厳 格 さ に 起 因 す る 問 題 点 に つ い て 、「 旧 法

に お い て 合 併 手 続 の 厳 格 さ は 実 務 上 、 様 々 な コ ス ト を 発 生 さ せ て い

る と 指 摘 さ れ て い た 。 そ の 主 要 な も の は 、 臨 時 株 主 総 会 の 開 催 に 伴

う 多 額 の 事 務 負 担 費 と 債 権 者 保 護 手 続 に お け る 個 別 催 促 の た め の

事 務 手 続 コ ス ト で あ る 。」と し た 上 で 、特 に 債 権 者 保 護 手 続 き に つ い

て 「 改 正 前 商 法 第 1 0 0 条 に 定 め る 『 知 れ た る 債 権 者 』 に 対 す る 個 別

催 促 を 意 味 す る が 、 大 企 業 に お い て そ の 数 は 膨 大 で あ る 。 さ ら に 、

合 併 報 告 総 会 ・ 創 立 総 会 は 合 併 手 続 期 間 を 長 期 化 さ せ て い る 。 加 え

て 、 商 法 の 債 権 者 保 護 手 続 の 観 点 か ら は 、 合 併 期 日 前 に 債 権 者 保 護

手 続 終 了 の 証 明 を 要 す る 『 事 前 手 続 制 』 に 注 意 を 要 す る 。 債 権 者 に

よ る 異 議 申 立 て は 合 併 手 続 を 一 時 中 断 す る 効 力 を も つ と 考 え ら れ

て い る か ら で あ る 。 こ の こ と は 場 合 に よ っ て は 合 併 手 続 の 長 期 化 と
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な る 6 2 。」 と 、 手 続 き 上 の 問 題 点 が 多 か っ た こ と を 指 摘 さ れ て い る 。 

上 記 の よ う な 問 題 点 を 踏 ま え た 平 成 9 年 改 正 は 、「 当 時 の 経 済 界

な ら び に 各 界 の 意 見 ・ 要 望 を 広 く 取 り い れ た 改 正 で あ っ た と い え る

6 3。」 の で あ る 。 こ の 平 成 9 年 改 正 を 踏 襲 し つ つ 、 平 成 1 7 年 の 会 社

法 に お け る 合 併 法 制 は 整 備 さ れ る こ と と な っ た の で あ る 。  

合 併 に 関 す る 平 成 9 年 改 正 の 主 な 内 容 は 次 の と お り で あ っ た 6 4。  

①  報 告 総 会 の 廃 止  

吸 収 合 併 で は 、 報 告 総 会 が 廃 止 さ れ 、 新 設 合 併 で は 、 設 立 委 員 、

創 立 総 会 が 、 廃 止 さ れ た 。  

②  債 権 者 保 護 手 続 き  

官 報 の ほ か 定 款 に 定 め た 時 事 に 関 す る 事 項 を 掲 載 す る 日 刊 新 聞

紙 に 公 告 し た と き は 、 個 別 通 知 は 不 要 と さ れ た 。 ま た 、 債 権 者 が 異

議 を 申 し 述 べ た と し て も 、 合 併 を し て も そ の 債 権 者 を 害 す る お そ れ

が な い と き は 、 弁 済 な ど を 要 し な い と さ れ た 。  

③  簡 易 合 併  

消 滅 会 社 の 株 主 に 割 り 当 て る 合 併 新 株 の 数 が 存 続 会 社 の 発 行 済

株 式 総 数 の 2 0 分 の 1 以 下 で 、 か つ 合 併 交 付 金 が 存 続 会 社 に 現 存 す

る 純 資 産 額 の 5 0 分 の 1 以 下 で あ る 場 合 は 、 存 続 会 社 の 合 併 承 認 総

会 は 不 要 と さ れ た 。 た だ し 、 簡 易 合 併 に お い て も 、 存 続 会 社 の 株 主

に は 株 式 の 買 取 請 求 権 は 認 め ら れ た 。  

④  そ の 他 の 改 正  

イ )  合 併 契 約 書 の 記 載 事 項 の 追 加  

                                                  
6 2  小 津 稚 加 子 ， 前 掲 書 「 平 成 9 年 改 正 商 法 に お け る 合 併 手 続 の 簡 素 ・ 合

理 化 」 9 8 頁  
6 3  同 上 書 ， 1 0 0 頁  
6 4  池 島 宏 幸 「 新 し い 企 業 合 併 の 法 構 造 」『 早 稲 田 社 会 科 学 研 究 』 第 5 5 号

（ 早 稲 田 大 学 社 会 科 学 学 会 ， 1 9 9 7） 1 6 0 頁 ～ 1 6 5 頁 よ り 筆 者 抜 粋 。  
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ロ )  事 前 開 示 の 充 実  

ハ )  事 後 開 示 制 度 の 創 設  

ニ )  資 本 の 増 加 額 の 明 確 化  

ホ )  自 己 株 式 の 合 併 新 株 へ の 代 用  

2 .  会 社 法 の 制 定 と 合 併 法 制  

会 社 法 は 、商 法 等 の 会 社 に 関 す る 事 項 を 集 約 す る 形 で 平 成 1 7 年 6

月 に 成 立 し た 。  

合 併 に 関 し て 会 社 法 に お い て 変 更 あ る い は 創 設 さ れ た 制 度 の 主

な 内 容 は 次 の と お り で あ る 6 5。  

①  合 併 対 価 の 柔 軟 化  

吸 収 合 併 ・ 吸 収 分 割 ・ 株 式 交 換 の 場 合 に お い て 、 消 滅 会 社 等 の 株

主 等 に 対 し て 、 存 続 会 社 等 の 株 式 を 交 付 せ ず 、 金 銭 そ の 他 の 財 産 を

交 付 す る こ と を 認 め た 。  

②  簡 易 組 織 再 編 の 要 件 緩 和  

簡 易 組 織 再 編 の 要 件 の 基 準 を 改 正 前 商 法 の「 5％ 基 準 」か ら「 2 0％

基 準 」 に 緩 和 し た 。  

③  略 式 組 織 再 編 制 度 の 創 設  

改 正 商 法 が 認 め て い な か っ た 制 度 と し て 、 新 た に 、 支 配 関 係 の あ

る 会 社 間 で 組 織 再 編 を 行 う 場 合 に は 、 被 支 配 会 社 に お い て 株 主 総 会

の 決 議 を 要 し な い も の と す る 略 式 手 続 き を 創 設 し た 。こ の 場 合 、「支

配 関 係 の あ る 会 社 間 」の 要 件 は 、総 株 主 の 9 0％ 以 上 を 保 有 し て い る

状 態 等 に あ る 会 社 間 で あ る 。  

後 述 す る が 、 近 年 に お け る グ ル ー プ 内 組 織 再 編 成 に お け る 合 併 の

                                                  
6 5  神 田 秀 樹 他「 新 会 社 法 の 制 定 」『ジ ュ リ ス ト 』第 1 2 9 5 巻（ 有 斐 閣 ，2 0 0 5）

1 2 9 頁 ～ 1 3 1 頁  
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ほ と ん ど が 、 完 全 支 配 関 係 下 の 簡 易 合 併 ・ 略 式 合 併 で あ る こ と を 考

え る と 、 会 社 法 に お け る 合 併 法 制 の 改 正 の 意 義 は 大 き か っ た と い え

る だ ろ う 。  

3 .  用 語 の 定 義  

法 人 税 法 は 、 合 併 そ の も の の 定 義 に つ い て は 特 に 定 め て い な い が 、

会 社 法 は 、 図 表 3 - 2 の と お り 、 そ の 態 様 に よ り 吸 収 合 併 と 新 設 合 併

そ れ ぞ れ に つ い て 定 義 を 置 い て い る 。  

「 合 併 と は 、 2 つ 以 上 の 会 社 が 、 契 約 に よ り 1 つ の 会 社 に な る こ

と で あ る 6 6」。 し た が っ て 、 吸 収 合 併 、 新 設 合 併 、 い ず れ に お い て も

合 併 に よ っ て 解 散 し 、消 滅 す る 会 社 が 生 じ る 。「合 併 に よ っ て 解 散 す

る 会 社 は 、 清 算 手 続 き を 経 る こ と な く 消 滅 し 、 そ の 財 産 が 存 続 会 社

ま た は 新 設 会 社 に 包 括 的 に 移 転 す る 。 そ れ と と も に 、 解 散 会 社 の 社

員 が 存 続 会 社 ま た は 新 設 会 社 の 社 員 と な る と い う 効 果 が 生 じ る 6 7 。」

こ れ が 、 合 併 で あ る 。  

図 表 3 - 2  会 社 法 に お け る 合 併 の 定 義  

態 様  定 義  

吸 収 合 併  会 社 が 他 の 会 社 と す る 合 併 で あ っ て 、 合 併 に よ り 消

滅 す る 会 社 の 権 利 義 務 の 全 部 を 合 併 後 存 続 す る 会 社

に 承 継 さ せ る も の を い う 。  

新 設 合 併  二 以 上 の 会 社 が す る 合 併 で あ っ て 、 合 併 に よ り 消 滅

す る 会 社 の 権 利 義 務 の 全 部 を 合 併 に よ り 設 立 す る 会

社 に 承 継 さ せ る も の を い う 。  

（ 出 所 ： 会 社 法 第 ２ 条 第 １ 項 第 2 7 号 及 び 同 条 第 2 8 号 よ り 筆 者 抜 粋 ）

ま た 、 合 併 の 当 事 会 社 の 呼 称 は 、 図 表 3 - 3 の と お り 、 会 社 法 と 法

人 税 法 と で は 若 干 異 な っ て い る 。  

                                                  
6 6  岸 田 雅 雄 『 ゼ ミ ナ ー ル 会 社 法 入 門 』（ 日 本 経 済 新 聞 社 ， 2 0 0 6） 4 5 7 頁  
6 7  同 上 書 4 5 7 頁  
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4 .  三 角 合 併 の 解 禁  

前 述 の と お り 、 会 社 法 に お い て 対 価 の 柔 軟 化 が 図 ら れ た こ と に よ

り 、三 角 合 併 も 認 め ら れ る こ と と な っ た 。「 三 角 合 併 と は 、合 併 さ れ

る 企 業 の 株 主 に 対 し て 、 合 併 す る 会 社 の 親 会 社 の 株 式 を 交 付 し て 行

う 合 併 の こ と で あ る 。 旧 商 法 上 、 吸 収 合 併 の 際 、 消 滅 会 社 の 株 主 に

は 、 存 続 会 社 の 株 式 の み が 対 価 と し て 交 付 さ れ て い た 6 8。」  

株 式 以 外 に「 金 銭 そ の 他 の 財 産 」の 交 付 が 認 め ら れ た が 、「 現 実 的

に 多 用 さ れ る と 見 込 ま れ た の が 、 現 金 の 支 払 い と 親 会 社 の 株 式 の 交

付 で あ る 。 後 者 を 、 合 併 企 業 、 被 合 併 企 業 に 、 合 併 企 業 の 親 会 社 が

加 わ る 図 式 か ら 、 三 角 合 併 と 称 し て い る 6 9。」  

第 2節  合 併 税 制 の 沿 革 と 概 要  

1 .  合 併 税 制 の 沿 革  

前 述 の と お り 組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ る ま で 、 特 に 合 併 税 制 と 言

え る も の が 明 確 に 存 在 し て い た わ け で は な い 。 商 法 の 解 釈 7 0 、 旧 法

                                                  
6 8  坂 田 和 光 ，前 掲 書「 企 業 再 編 制 度 の 整 備 の 沿 革 － 持 株 会 社 の 解 禁 と 三

角 合 併 解 禁 を 中 心 と し て ― 」 4 0 頁  
6 9  同 上 書 ， 4 0 頁  
7 0  旧 商 法 第 3 4 条 に お い て 、「会 計 帳 簿 ニ 記 載 又 ハ 記 録 ス ベ キ 財 産 ノ 価 額

ニ 付 テ ハ 左 ノ 規 定 ニ 従 フ 」 と し て 、 流 動 資 産 に つ い て 「 一  流 動 資 産 ニ

付 テ ハ 其 ノ 取 得 価 額 、 製 作 価 額 又 ハ 時 価 ヲ 附 ス ル コ ト ヲ 要 ス 但 シ 時 価 ガ

 

図 表 3 - 3  当 事 会 社 の 名 称  

消 滅 ・ 譲 渡 側 存 続 ・ 承 継 側 

会 社 法 上 の 名 称 法人税法上の名称 会 社 法 上 の 名 称 法 人 税 法 上 の 名 称 

吸収合併消滅会社 被 合 併 法 人 吸収合併存続会社 合 併 法 人 

新設合併消滅会社 新設合併設立会社

（ 出 所 ： 坂 田 和 光「 企 業 再 編 制 度 の 整 備 の 沿 革 － 持 株 会 社 の

解 禁 と 三 角 合 併 解 禁 を 中 心 と し て ― 」『 レ フ ァ レ ン ス 』（ 国

立 国 会 図 書 館 調 査 及 び 立 法 考 査 局 ， 2 0 0 8） 3 1 頁 よ り 筆 者 抜

粋 ）  



 

50 
 

人 税 法 第 2 7 条 及 び 第 1 1 2 条 、 旧 同 法 施 行 令 第 9 条 及 び 第 2 6 条 7 1の

解 釈 か ら 、 実 質 的 に 簿 価 引 継 ぎ が 行 わ れ て き た と い っ た 方 が よ い の

か も し れ な い 。  

平 成 1 3 年 に 組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ る 前 の 合 併 税 制 は 、 合 併 法

人 に お い て は 、 被 合 併 法 人 の 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ は 認 め ら れ て い な

か っ た 。 吉 牟 田 勲 氏 は 当 時 の 合 併 の 税 務 に 関 す る 議 論 に つ い て 、 そ

の 中 心 は 、「 解 散 と 同 じ く 、法 人 の 組 織 体 の 終 了（ 被 合 併 法 人 ）に 伴

う 法 人 所 得 の 最 終 的 課 税 （ 清 算 所 得 課 税 ）」 に あ る と し た 上 で 、「 合

併 の 場 合 は 、 合 併 法 人 が 継 続 し 、 営 業 を 続 け て い く の で あ る か ら 、

通 常 の 事 業 活 動 を 行 っ て い る 法 人 と 同 じ く 、 取 得 原 価 主 義 に よ り 、

資 産 の 含 み 益 の 計 上 は 強 制 さ れ な い の で あ る 。 合 併 の 際 に 、 法 人 の

必 要 に よ り 含 み 益 の 実 現 は 認 め ら れ る が 、 強 制 は さ れ な い 。 す な わ

ち 、 資 産 は 合 併 の 際 は 簿 価 引 継 ぎ が 認 め ら れ 、 清 算 所 得 は 発 生 さ せ

な い こ と が 、む し ろ 通 常 7 2」で あ っ た 。こ の「 通 常 」で あ っ た と い う

言 い 回 し は 、 補 足 す れ ば 、 税 法 上 明 定 さ れ て は い な い が 、 税 務 の 執

行 上 そ う 取 り 扱 わ れ る こ と が 通 常 で あ っ た 、 と い う こ と で あ る 。 つ

                                                  
取 得 価 額 又 ハ 製 作 価 額 ヨ リ 著 シ ク 低 キ ト キ ハ 其 ノ 価 格 ガ 取 得 価 額 又 ハ 製

作 価 額 迄 回 復 ス ル ト 認 メ ラ ル ル 場 合 ヲ 除 ク ノ 外 時 価 ヲ 附 ス ル コ ト ヲ 要

ス 」、と 定 め 、次 に 固 定 資 産 に つ い て「 二  固 定 資 産 ニ 付 テ ハ 其 ノ 取 得 価

額 又 ハ 製 作 価 額 ヲ 附 シ 毎 年 一 回 一 定 ノ 時 期 、 会 社 ニ 在 リ テ ハ 毎 決 算 期 ニ

相 当 ノ 償 却 ヲ 為 シ 予 測 ス ル コ ト 能 ハ ザ ル 減 損 ガ 生 ジ タ ル ト キ ハ 相 当 ノ 減

額 ヲ 為 ス コ ト ヲ 要 ス 」 と 定 め て い た 。 こ れ を 「 時 価 以 下 主 義 」 と 呼 ば れ

て い た が 、 平 成 1 7 年 7 月 法 律 8 7 号 に よ り 廃 止 さ れ た 。  
7 1  旧 法 人 税 法 第 2 7 条 （ 合 併 差 益 金 の う ち 被 合 併 法 人 の 利 益 積 立 金 額 か

ら 成 る 部 分 の 益 金 不 算 入 ）  

 同 1 1 2 条 （ 合 併 に よ る 清 算 所 得 の 金 額 の 計 算 ）  

 旧 法 人 税 法 施 行 令 第 9 条 （ 合 併 差 益 金 の う ち 被 合 併 法 人 の 資 本 積 立 金

額 及 び 合 併 減 資 益 金 か ら 成 る 部 分 の 金 額 ）  

 同 第 6 条 （ 合 併 差 益 金 の う ち 被 合 併 法 人 の 利 益 積 立 金 額 か ら 成 る 部 分

の 金 額 ）  
7 2  吉 牟 田 勲「 合 併 ・ 減 資 の 税 務 の 研 究（ １ ）」『 旬 刊 商 事 法 務 』（ 商 事 法 務

研 究 会 ， 1 9 9 0） 2 頁  
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ま り 、 組 織 再 編 税 制 以 前 は 、 簿 価 引 継 ぎ を 容 認 し た 上 で 、 繰 越 欠 損

金 の 引 継 ぎ に 関 し て は こ れ を 認 め な い と い う の が 税 制 の ス タ ン ス

だ っ た の で あ る 。  

清 算 所 得 に 関 し て も 、 図 表 3 - 4 の と お り 「 法 人 税 制 は そ の 課 税 に

つ い て い く つ か の 変 遷 を 経 て い る 。  

法 人 に 対 す る 課 税 は 、 大 正 9 年 以 前 は 行 わ れ て お ら ず 、 大 正 9 年

の 税 制 改 正 に お い て 、 初 め て 独 立 し た 課 税 主 体 と さ れ 、 資 産 所 得 に

対 す る 課 税 が 開 始 さ れ る こ と と な っ た が 、 そ の 後 も 課 税 が 廃 止 さ れ

た 時 期 も あ っ た 。  

図 表 3 - 4  清 算 所 得 課 税 の 推 移  

大 正 9 年  (清 算 所 得 課 税 の 開 始 )  

所 得 に 対 し て は 、  1 0 0 分 の 7 . 5 の 比 例 税 率 を 適 用

し て 課 税 す る こ と と な っ た 。  

こ こ で い う 清 算 所 得 と は 、 法 人 が 解 散 し た 場 合 に

お い て 、 そ の 残 余 財 産 の 価 額 が 解 散 当 時 の 払 込 株

式 金 額 、 出 資 金 額 及 び 積 立 金 額 の 合 計 金 額 を 超 過

す る 場 合 の そ の 超 過 額 を 、 ま た 、 法 人 が 合 併 を な

し た 場 合 に お い て 、 合 併 に よ り 消 滅 し た 法 人 の 株

主 又 は 社 員 が 合 併 に よ っ て 取 得 す る 株 式 の 払 込 済

金 額 又 は 出 資 金 額 及 び 金 銭 の 総 額 が 、 合 併 に よ っ

て 消 滅 し た 法 人 の 合 併 当 時 の 払 込 株 式 金 額 、 出 資

金 額 及 び 積 立 金 の 合 計 金 額 を 超 過 す る 場 合 の そ の

超 過 額 を い う 。  

昭 和 2 5 年  （ 清 算 所 得 課 税 の 廃 止 )  

法 人 の 清 算 中 の 各 事 業 年 度 に お い て 生 じ た 所 得 に

対 し て は 、 各 事 業 年 度 の 所 得 に 対 す る 法 人 税 は 課

さ な い と す る 規 定 が お か れ た 。  

こ れ は 、 法 人 の 清 算 分 配 金 は す べ て 個 人 の 段 階 に

お い て 、 一 部 は み な し 配 当 と み 、 一 部 は 譲 渡 所 得

と み て 課 税 す る こ と と な っ た こ と に 対 応 す る も の

で あ る 。  

ま た 、 合 併 差 益 に は 被 合 併 法 人 の 減 資 益 金 か ら 成

る も の 、 被 合 併 法 人 の 積 立 金 か ら 成 る も の 及 び 被

合 併 法 人 の 秘 密 積 立 金 か ら 成 る も の と が あ る が 、

従 来 は 積 立 金 か ら 成 る も の を 除 き す べ て 総 益 金 の

一 部 と し て 課 税 さ れ て い た 。  

し か し 改 正 税 法 に お い て は 、 減 資 益 を 益 金 に 算 入

し な い こ と と し た の と 同 様 の 意 味 に お い て 減 資 益
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金 か ら 成 る も の に つ い て も こ れ を 非 課 税 と す る こ

と と さ れ 、 秘 密 積 立 金 か ら 成 る も の の み が 合 併 差

益 と し て 益 金 に 算 入 さ れ る こ と と な っ た 。  

昭 和 2 8 年  (清 算 所 得 課 税 の 復 活 )  

個 人 の 有 価 証 券 に 対 す る 譲 渡 益 課 税 を 廃 止 し 、 そ

れ に 伴 い 、 法 人 の 解 散 等 の 場 合 、 清 算 所 得 に 対 す

る 課 税 を 行 う こ と と し た 。  

昭 和 4 2 年  清 算 所 得 に 対 す る 法 人 税 課 税 に つ い て は 、 清 算 に

伴 っ て 生 ず る 法 人 所 得 に つ い て の み 法 人 税 を 課 税

す る こ と と し 、 清 算 分 配 金 は 、 こ れ を 受 け 取 る 株

主 に お い て 配 当 所 得 と し て 課 税 す る こ と と な っ

た 。  

（出所：武田昌輔編，前掲書『コンメンタール法人税法』51 の 5 頁～193 頁

より筆者抜粋） 

2 .  合 併 税 制 に お け る 適 格 要 件 の 内 容  

合 併 が 適 格 合 併 と な る た め の 要 件 (以 下 、「 合 併 に 係 る 適 格 要 件 」

と い う )に つ い て 、 法 人 税 法 は 図 表 3 - 5 の と お り 定 め て い る 。  

合 併 税 制 は 、法 第 6 2 条 の 中 で 、会 社 分 割 と 同 様 に 合 併 が 行 わ れ た

場 合 に お い て も 「 当 該 合 併 又 は 当 該 分 割 の 時 の 価 額 に よ る 譲 渡 を し

た も の と し て 、 当 該 内 国 法 人 の 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 を 計 算 す

る 。」 と の 原 則 的 取 扱 い を 改 め て 明 示 し た う え で 、 法 第 6 2 条 の 2 に

お い て 、 適 格 合 併 の 場 合 の 帳 簿 価 額 に よ る 引 継 ぎ の 特 例 を 規 定 し て

い る 。 こ の 特 例 は 、 こ れ も 会 社 分 割 と 同 様 に 適 格 要 件 を 満 た す 場 合

に は 、帳 簿 価 額 に よ る 引 継 ぎ を し た も の と し て 、「当 該 内 国 法 人 の 各

事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 を 計 算 す る 。」と 定 め て い る と こ ろ か ら 、適 格

合 併 に 該 当 す る 場 合 に は 、 帳 簿 価 額 に よ る 引 継 ぎ は 任 意 で は な く 、

強 制 さ れ る こ と と さ れ て い る の で あ る 。 組 織 再 編 税 制 は 、 合 併 に 関

し て 従 前 の 取 扱 い を 大 き く 転 換 さ せ 、 簿 価 引 継 ぎ に 関 し て は 、 こ れ

を 改 め 原 則 時 価 引 継 ぎ に 改 め た 。 そ の 上 で 、 適 格 要 件 を 充 足 す る 合

併 に つ い て は 簿 価 引 継 ぎ を 強 制 す る こ と と し た た め 、 今 度 は 適 格 要

件 そ の も の の 適 確 性 が 問 わ れ る こ と と な っ た の で あ る 。  
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図 表 3 - 5  合 併 に 係 る 適 格 要 件  

区

分  
適 格 要 件  

 

 

完

全

支

配

関

係

が

あ

る

場

合  

 

 

 

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

被 合 併 法 人 の 株 主 等 に 合 併 法 人 株 式 又 は 合 併 親 法 人 株 式 の い ず れ か

一 方 の 株 式 以 外 の 資 産 が 交 付 さ れ な い も の を い う 。  

※ 合 併 の 直 前 に お い て 合 併 法 人 が 被 合 併 法 人 の 発 行 済 株 式 等 の 総

数 又 は 総 額 の 3 分 の 2 以 上 に 相 当 す る 数 又 は 金 額 の 株 式 又 は 出 資

を 有 す る 場 合 に お け る 当 該 合 併 法 人 以 外 の 株 主 等 に 交 付 さ れ る 金

銭 そ の 他 の 資 産 を 除 く こ と と さ れ て い る 。  

2 .  完 全 支 配 関 係 継 続 要 件  

次 の ① 及 び ② の い ず れ か の 関 係 が あ る こ と を い う 。  

①  合 併 に 係 る 被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 （ 新 設 合 併 の 場 合 に あ っ て は 、

当 該 被 合 併 法 人 と 他 の 被 合 併 法 人 。）と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人

に よ る 完 全 支 配 関 係  

②  合 併 前 に 被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配

関 係 が あ り 、 か つ 、 当 該 合 併 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 合 併 に 係 る

合 併 法 人 と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ

と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 と の 間 の

関 係  

 

 

 

支

配

関

係

が

あ

る

場

合  

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

3 .  支 配 関 係 継 続 要 件  

次 の ① 及 び ② の い ず れ か の 関 係 が あ る こ と を い う 。  

①  被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 （ 新 設 合 併 の 場 合 に あ っ て は 、 当 該 被 合 併

法 人 と 他 の 被 合 併 法 人 ） と の 間 に い ず れ か 一 方 の 法 人 に よ る 支 配

関 係 が あ る 場 合 に お け る 当 該 支 配 関 係 （ ② に 掲 げ る 関 係 に 該 当 す

る も の を 除 く 。）  

②  合 併 前 に 被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 と の 間 に 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係

が あ り 、 か つ 、 当 該 合 併 後 に 当 該 同 一 の 者 と 当 該 合 併 に 係 る 合 併

法 人 と の 間 に 当 該 同 一 の 者 に よ る 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込

ま れ て い る 場 合 に お け る 被 合 併 法 人 と 合 併 法 人 と の 間 の 関 係  

4 .  従 業 員 引 継 要 件  

被 合 併 法 人 の 当 該 合 併 の 直 前 の 従 業 者 の う ち 、 そ の 総 数 の お お む ね

1 0 0 分 の 8 0 以 上 に 相 当 す る 数 の 者 が 当 該 合 併 後 に 合 併 法 人 の 業 務 に

従 事 す る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

5 .  事 業 継 続 要 件  
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会 社 法 は 、 そ の 定 義 の な か で 、 合 併 の 態 様 と し て 吸 収 合 併 と 新 設

合 併 を 定 め 、 い ず れ の 場 合 に お い て も 消 滅 す る 会 社 の 権 利 義 務 の 全

部 を 合 併 後 存 続 す る 会 社 が 承 継 す る こ と を 明 示 し て い る 。 逆 に 言 え

ば 、 ど の よ う な 帳 簿 価 額 で 引 継 ぎ を 行 う か に つ い て は 、 当 然 な が ら

定 め て い な い 。 従 っ て 、 会 社 分 割 と 同 じ く 、 ど の よ う な 合 併 に 適 格

性 を 付 与 す る の か と い う 点 で 、 税 制 の 裁 量 の 余 地 は 大 き く 、 法 人 税

法 は 大 き な 役 割 を 担 っ て い る の で あ る 。 合 併 に 係 る 適 格 要 件 の 内 容

被 合 併 法 人 の 当 該 合 併 前 に 営 む 主 要 な 事 業 が 当 該 合 併 後 に 合 併 法 人

に お い て 引 き 続 き 営 ま れ る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と  

 

 

共

同

で

事

業

を

営

む

場

合  

1 .  株 式 の み 交 付 要 件  

2 .  按 分 型 交 付 要 件  

3 .  従 業 員 引 継 要 件  

4 .  事 業 継 続 要 件  

5 .  事 業 関 連 性 要 件  

被 合 併 法 人 の 被 合 併 事 業 と 合 併 法 人 の 合 併 事 業 と が 相 互 に 関 連 す

る も の で あ る こ と  

6 .  事 業 規 模 要 件  (い ず れ か の 要 件 を 満 た す こ と )  

①  規 模 要 件  

被 合 併 法 人 の 被 合 併 事 業 と 合 併 法 人 の 合 併 事 業 の そ れ ぞ れ の 売

上 金 額 、 従 業 者 の 数 、 資 本 金 の 額 若 し く は 出 資 金 の 額 若 し く は

こ れ ら に 準 ず る も の の 規 模 の 割 合 が お お む ね 5 倍 を 超 え な い こ

と  

②  特 定 役 員 引 継 要 件  

合 併 前 の 被 合 併 法 人 の 特 定 役 員 の い ず れ か と 合 併 法 人 の 特 定 役

員 の い ず れ か と が 、 当 該 合 併 後 に 合 併 法 人 の 特 定 役 員 と な る こ

と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  

7 .  投 資 継 続 要 件   

合 併 に よ り 交 付 さ れ る 合 併 法 人 の 株 式 又 は 合 併 親 法 人 株 式 の い ず

れ か 一 方 の 株 式 の う ち 支 配 株 主 に 交 付 さ れ る も の の 全 部 が 支 配 株

主 に よ り 継 続 し て 保 有 さ れ る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と  

 ※ 支 配 株 主 と は 、 当 該 合 併 の 直 前 に 被 合 併 法 人 と 他 の 者 と の 間

に 当 該 他 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る 場 合 に お け る 当 該 他 の 者

及 び 当 該 他 の 者 に よ る 支 配 関 係 が あ る も の を い う 。  

(出 所 ： 法 第 2 条 第 1 2 号 の 8 及 び 令 第 4 条 の 3 よ り 筆 者 抜 粋 )  
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を み る と 、 他 の 組 織 再 編 成 と 同 様 に 、 大 き く 「 企 業 グ ル ー プ 内 の 組

織 再 編 成 」 と 「 共 同 事 業 を 営 む た め の 組 織 再 編 成 」 に 区 分 し た う え

で 、さ ら に 、「 企 業 グ ル ー プ 内 組 織 再 編 成 」に つ い て は 、完 全 支 配 関

係 下 の 合 併 と 支 配 関 係 下 の 合 併 の 区 分 ご と に 定 め て い る 7 3  7 4  7 5。  

3 .  ア メ リ カ に お け る 合 併 税 制  

ア メ リ カ に お い て は 、「 連 邦 政 府 の す べ て の 内 国 税 を 規 定 す る 法

律 は 、内 国 歳 入 法 典（ U . S . C o d e : T i t l e 2 6 , I n t e r n a l  R e v e n u e ( I . R . C . )）

と し て 法 典 化 さ れ 7 6」 て い る 。 そ の 中 で 、 内 国 歳 入 法 典 (以 下 当 節 に

お い て 単 に 「 法 」 と い う )第 3 5 8 条 （ a） ( 1 )と 法 第 3 6 1 条 （ a） 7 7に

お い て 、 組 織 再 編 成 の 当 事 者 で あ る 会 社 、 及 び 当 事 者 で あ る 他 の 会

社 の 株 式 が 、 再 編 成 計 画 に 基 づ き 、 当 該 会 社 ま た は 再 編 の 他 の 法 人

の 株 式 の み と 交 換 さ れ た 場 合 、 損 益 は 認 識 さ れ な い と の 原 則 を 明 ら

か に し て い る 。 し た が っ て 、 例 え ば 被 合 併 法 人 の 株 主 が 、 合 併 の 対

価 と し て 現 金 を 受 け 取 っ た 場 合 、 そ の 取 引 自 体 と し て は 非 課 税 で あ

っ て も 、現 金 部 分 は 課 税 対 象 と な る 7 8。そ の よ う な 原 則 を 踏 ま え て 、

組 織 再 編 成 の 定 義 と し て 法 第 3 6 8 条 ( a ) ( 1 )に お い て 、 そ の （ A） に

「 法 定 の 吸 収 合 併 あ る い は 新 設 合 併 」 を 置 い て い る の で あ る 。 つ ま

                                                  
7 3  各 要 件 の 名 称 に つ い て は 、文 献 に よ り 異 な る 名 称 が 付 さ れ て い る 場 合

も あ る が 、 規 定 の 内 容 か ら 筆 者 の 判 断 に よ り 付 し た 。  
7 4  各 要 件 で 重 複 し て い る も の は そ の 内 容 の 記 載 を 省 略 し て い る 。  
7 5  本 論 文 に お い て は 、完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 に お け る 適 格 要 件 を「 完 全

支 配 関 係 要 件 」、支 配 関 係 下 の 合 併 に お け る 適 格 要 件 を「 支 配 関 係 要 件 」、

共 同 事 業 を 行 う た め の 合 併 に お け る 適 格 要 件 を 「 共 同 事 業 要 件 」 と 呼 称

す る 。  
7 6  伊 藤 公 哉 『 ア メ リ カ 連 邦 税 法 （ 第 6 版 ）』（ 中 央 経 済 社 ， 2 0 1 7） 5 頁  
7 7  U . S .  C o d e  ›  T i t l e  2 6  ›  S u b t i t l e  A  ›  C h a p t e r  1  ›  S u b c h a p t e r  C  ›  P a r t  

I I I  ›  S u b p a r t  B  ›  §  3 5 4 ( a ) ( 1 )  及 び U . S .  C o d e  ›  T i t l e  2 6  ›  S u b t i t l e  A  ›  

C h a p t e r  1  ›  S u b c h a p t e r  C  ›  P a r t  I I I  ›  S u b p a r t  C  ›  §  3 6 1 ( a )  
7 8  M y r o n  S . S c h o l e s， M a r k  A . W o l f s o n， M e r l e  E r i c k s o n， M i c h e l l e  

H a n l o n， E d w a r d  L . M a y d e w  a n d  T e r r y  S h e v l i n， T a x e s  a n d  B u s i n e s s  
S t r a t e g  ( P e a r s o n  E d u c a t i o n  L i m i t e d， 2 0 1 6 )  p . 4 3 1   
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り 、 法 定 の 合 併 で あ れ ば 原 則 は 課 税 は 繰 延 べ ら れ る こ と に な る 。 し

か し こ れ は 原 則 で あ っ て 、 買 収 さ れ た 法 人 の 株 主 が 十 分 な C O I（ 投

資 持 分 の 継 続 性 7 9， c o n t i n u i t y  o f  i n t e r e s t )を 維 持 し な い 限 り 、 取

引 は 非 課 税 再 編 よ り も 課 税 可 能 な 売 却 と し て 扱 わ れ る こ と と さ れ

て い る 8 0し 、事 業 目 的 原 理 8 1か ら の 制 約 も あ り 、必 ず し も ハ ー ド ル が

低 い わ け で は な い 。 し か し 、 日 本 の 合 併 税 制 の よ う に 、 共 同 事 業 要

件 的 な 制 約 は 課 し て い な い 点 は 注 目 し な け れ ば な ら な い 。  

第 3節  む す び  

会 社 法 は 、 平 成 9 年 の 商 法 改 正 を 踏 襲 し つ つ 、 さ ら に 踏 み 込 ん で

合 併 の 対 価 を 柔 軟 化 す る と と も に 、 略 式 組 織 再 編 制 度 を 導 入 し た 。

商 法 が 平 成 9 年 度 改 正 で 導 入 し て い た 簡 易 合 併 等 と 併 せ て 、 法 制 度

と し て の 合 併 は 、 合 併 の し や す さ と い う 点 で は 、 相 当 程 度 改 善 さ れ

て い る 。 特 に 対 価 の 柔 軟 化 は 、 い わ ゆ る 三 角 合 併 が 可 能 と な っ た こ

と か ら 、 大 企 業 を 親 会 社 に 持 つ 企 業 の 合 併 が 促 進 さ れ て い る と 考 え

ら れ る 。 し か し 当 然 な が ら 、 被 合 併 法 人 の 資 産 負 債 を ど の よ う な 帳

簿 価 額 で 合 併 法 人 が 引 継 ぐ か に つ い て は 、 会 社 法 は 規 定 し て い な い 。

従 っ て 、 会 社 分 割 と 同 じ く ど の よ う な 合 併 に 適 格 性 を 付 与 し て 簿 価

引 継 ぎ を 認 め る の か と い う 点 で 、 法 人 税 法 は 大 き な 役 割 を 担 っ て い

る 。  

組 織 再 編 税 制 導 入 前 の 法 人 税 制 は 、 合 併 に よ る 被 合 併 法 人 の 清 算

所 得 に 関 し て は 実 態 と し て は 課 税 を 行 わ ず 、 合 併 法 人 に お け る 被 合

                                                  
7 9  投 資 持 分 の 継 続 性 に つ い て は 、渡 辺 徹 也『 企 業 組 織 再 編 成 と 課 税 』（弘

文 堂 ， 2 0 0 7） 5 5 頁  等  
8 0  S t e p e n s  C . B u r k e  a n d  R i c h a r d  B . S t e p h e n s， F e d e r a l  I n c o m e  
T a x a t i o n  o f  C o r p o r a t i o n s  a n d  S t o c k h o l d e r s  i n  a  N u t s h e l l ,  
7 t h E d i t i o n（ W e s t  A c a d e m i c， 2 0 1 4） p p . 2 8 5 - 2 8 6  
8 1  事 業 目 的 原 理 に つ い て は 、渡 辺 徹 也 、前 掲 書『 企 業 組 織 再 編 成 と 課 税 』

1 8 6 頁 等  
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併 法 人 の 資 産 負 債 の 簿 価 に よ る 受 入 れ を 容 認 し て い た 。  

し か し 、平 成 1 3 年 に 導 入 さ れ た 組 織 再 編 税 制 は 、合 併 に お け る 資

産 負 債 の 移 転 を 会 社 分 割 と 同 様 に 、譲 渡 で あ る と 認 定 し た 。そ し て 、

合 併 を 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 、 支 配 関 係 下 の 合 併 、 及 び 共 同 事 業 を

営 む た め の 合 併 の 3 種 類 の 態 様 に 区 分 し 、 そ れ ぞ れ に 適 格 要 件 を 定

め 、 こ れ を 満 た さ な い 合 併 に 対 し て は 、 課 税 が 強 制 さ れ る こ と と な

っ た の で あ る 。  
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第 2 部  会 社 分 割 ・ 合 併 税 制 の 適 格 要 件 の 妥 当 性  

第 1 部 で 述 べ た と お り 、 平 成 1 3 年 に 導 入 さ れ た 組 織 再 編 税 制 は 、

合 併 に お け る 資 産 負 債 の 移 転 を 会 社 分 割 と 同 様 に 、譲 渡 で あ る と 認 定

し た 。そ の う え で 、適 格 要 件 を 満 た す 場 合 に は 簿 価 引 継 ぎ を 強 制 し た

の で あ る 。租 税 特 別 措 置 法 が 一 定 の 政 策 目 標 を 達 成 す る た め の 課 税 上

の 措 置 で あ る の に 対 し て 、法 人 税 法 は 課 税 の 公 平 と 経 済 的 中 立 を 基 本

原 則 と し て い る 。組 織 再 編 税 制 が 法 人 税 法 本 法 に 規 定 さ れ て い る 以 上 、

当 該 税 制 自 体 が 単 体 納 税 制 度 下 に お い て は 個 別 規 定 (別 段 の 定 め )の

一 つ に 過 ぎ な い と み る べ き で あ る と 筆 者 は 考 え る 。し た が っ て 、 上 記

基 本 原 則 は 最 低 限 維 持 さ れ な け れ ば な ら な い 。現 行 の 両 制 度 の 適 格 要

件 は そ の 立 場 を 守 っ て い る の だ ろ う か 。 第 2 部 で は 、 分 割 ・ 合 併 両 税

制 の 適 格 要 件 に つ い て 、 検 討 す る 。  
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第 4章  適 格 会 社 分 割 の 適 格 要 件 と そ の 妥 当 性 に つ い て 8 2  

本 章 で は 、 第 2 章 で 述 べ た 政 府 税 制 調 査 会 の 法 人 課 税 小 委 員 会 で 取

り ま と め ら れ た 「 基 本 的 考 え 方 」 が ど の よ う な 形 の 適 格 要 件 と な っ て

規 定 化 さ れ た の か を 、 完 全 支 配 関 係 下 の 会 社 分 割 、 支 配 関 係 下 の 会 社

分 割 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 そ れ ぞ れ に つ い て 検 討 す る 。 特

に 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 と い う 視

点 か ら 、 適 格 要 件 の 妥 当 性 を 検 討 し た い 。  

第 1節  企 業 グ ル ー プ 内 に お け る 会 社 分 割 の 適 格 要 件 の 妥 当 性  

1 .  「 基 本 的 考 え 方 」 と 適 格 要 件  

「 基 本 的 考 え 方 」 で 示 さ れ た 「 企 業 グ ル ー プ 内 の 組 織 再 編 成 」 に

お け る 適 格 要 件 設 定 の 条 件 は 、 個 別 の 資 産 の 売 買 取 引 と 区 別 す る 観

点 と し て 、 ① 資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ れ る こ と 、 ② 組

織 再 編 成 後 も 移 転 し た 事 業 が 継 続 す る こ と の 2 点 を 挙 げ て い る が 、

完 全 支 配 関 係 8 3 の 場 合 に は こ れ を 緩 和 し て も よ い と し て い る 。 こ の

条 件 と 、規 定 さ れ た 適 格 要 件 を 比 較 す る と 図 表 4 - 1 の と お り で あ る 。 

注 意 し な け れ ば な ら な い の は 、「基 本 的 考 え 方 」は 組 織 再 編 成 後 も

移 転 し た 事 業 等 が 継 続 す る こ と を 求 め て い る が 、 適 格 要 件 で は 完 全

支 配 関 係 継 続 要 件 、 支 配 関 係 継 続 要 件 、 従 業 員 引 継 要 件 、 事 業 継 続

要 件 の い ず れ に お い て も 、 分 割 時 点 で 「 見 込 ま れ て い る こ と 」 で 足

り る と さ れ て お り 、 実 際 に 継 続 す る こ と ま で は 要 求 し て い な い 点 で

あ る 。  

 

                                                  
8 2  平 成 2 9 年 度 税 制 改 正 、平 成 3 0 年 度 税 制 改 正 等 に お い て 、い く つ か の

適 格 要 件 に つ い て 、 緩 和 措 置 が 講 じ ら れ て い る が 、 そ の 詳 細 に つ い て は

触 れ て い な い 。  
8 3  法 第 2 条 1 2 号 の ７ の 6  
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図 表 4 - 1  企 業 グ ル ー プ 内 の 会 社 分 割 に お け る 税 制 適 格 要 件 と

「 基 本 的 考 え 方 」  

区 分  適 格 要 件  
「 基 本 的 考 え 方 」 に

お け る 条 件  

完 全 支 配 関

係 下 の 会 社

分 割  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  按 分 型 交 付 要 件  

③  完 全 支 配 関 係 継 続 要 件

( 1 )  資 産 の 移 転 が 独

立 し た 事 業 単 位

で 行 わ れ る こ と  

 

( 2 )  組 織 再 編 成 後 も

移 転 し た 事 業 が

継 続 す る こ と  

支 配 関 係 下

の 会 社 分 割  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  按 分 型 交 付 要 件  

③  支 配 関 係 継 続 要 件  

④  主 要 資 産 等 引 継 要 件  

⑤  従 業 員 引 継 要 件  

⑥  事 業 継 続 要 件  

（ 出 所 ： 図 表 1 - 4 と 前 掲 「 基 本 的 考 え 方 」 よ り 筆 者 作 成 ）  

ま た 、 売 買 と 区 分 す る た め に 「 株 式 の み 交 付 要 件 」 が 設 定 さ れ 、

主 に 相 続 税 に お け る 租 税 回 避 行 為 を 防 止 す る 見 地 か ら 分 割 型 分 割

に お け る 「 按 分 型 交 付 要 件 」 が 定 め ら れ て い る 8 4  8 5が 、 こ の 2 要 件

は 、 組 織 再 編 成 全 体 を 通 じ て 共 通 の 要 件 と さ れ て い る 。  

2 .  「 事 業 」 の 分 割 に つ い て  

上 記 の と お り 、 支 配 関 係 下 の 会 社 分 割 に お い て は 、 主 要 資 産 等 引

継 要 件 に よ り 「 分 割 事 業 に 係 る 主 要 な 資 産 及 び 負 債 」 が 引 き 継 が れ

る こ と を 要 件 と し て い る こ と か ら 、 分 割 対 象 が 「 事 業 」 で あ る こ と

が わ か る 。 さ ら に 、 事 業 継 続 要 件 に よ っ て 分 割 事 業 の 継 続 を 求 め て

い る 。 し か し 、 完 全 支 配 関 係 下 に お け る 会 社 分 割 に お い て 、 こ れ ら

の 要 件 が 付 さ れ て い な い こ と は 、上 記 １ ．の と お り で あ る 。確 か に 、

「 基 本 的 考 え 方 」に お い て 、「完 全 に 一 体 と 考 え ら れ る 持 分 割 合 の 極

め て 高 い 法 人 間 で 行 う 組 織 再 編 成 に つ い て は 、 こ れ ら の 要 件 を 緩 和

                                                  
8 4  吉 牟 田 勲 「 企 業 組 織 再 編 成 税 制 の 要 点 と 課 題 」『 税 研 第 9 4 号 』（ 日 本

税 務 研 究 セ ン タ ー ， 2 0 0 0） 2 1 頁  
8 5  同 上 書 に お い て 、 吉 牟 田 勲 氏 は 「 非 按 分 型 を 認 め れ ば 、 親 子 間 の 相 続

税 の 節 税 策 と し て 、 親 8・ 子 2 の 持 ち 株 割 合 の 会 社 を 新 設 分 割 し て 、 ほ

と ん ど 大 部 分 を 分 割 会 社 に 移 し 、 親 2・ 子 8 と 非 課 税 の ま ま 逆 転 さ せ る

こ と が で き る の で 、 今 回 は 認 め ら れ な か っ た 。」 と 解 説 さ れ て い る 。  
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す る こ と も 考 え ら れ る 。」と し て い る が 、な ぜ 、完 全 支 配 関 係 下 の 会

社 分 割 に お い て は 、「 事 業 」 の 分 割 と 、そ の「 事 業 」の 継 続 が 要 件 と

さ れ て い な い の か 、 そ の 理 由 は 明 ら か に は さ れ て い な い 。  

そ も そ も 、 完 全 支 配 関 係 と 支 配 関 係 の 概 念 は 、 連 結 納 税 制 度 8 6 の

対 象 を 完 全 支 配 関 係 に あ る 法 人 間 に 限 定 し た こ と と 無 関 係 で は な

い と 考 え ら れ る が 、 こ れ は 連 結 納 税 の 実 施 に あ た っ て 連 結 課 税 所 得

を 算 定 す る 際 の 課 税 技 術 上 の 区 分 で あ り 、 決 し て 経 済 実 態 を 重 視 し

た 区 分 で は な い は ず で あ る 。 組 織 再 編 税 制 に お い て 1 0 0％ の 保 有 関

係 と 5 0％ 超 1 0 0％ 未 満 の 保 有 関 係 と で 支 配 ・ 被 支 配 の 関 係 の 経 済 実

態 に 変 動 が あ る と 考 え た の は い か な る 理 由 だ ろ う か 。 税 制 度 と し て 、

そ の 差 を な ぜ こ の よ う に 大 き く 見 る 必 要 が あ る の か 理 解 で き な い 。

も し 区 分 を 設 け る と す れ ば 、 会 社 法 上 重 要 事 項 に 関 し て も 決 定 権 を

保 持 で き る 3 分 の 2 以 上 保 有 す る か 否 か で は な い だ ろ う か 。  

第 2節  「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 適 格 性 の 考 え 方  

前 述 の と お り 、「 基 本 的 考 え 方 」 で は 「 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移

転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質 的 な 変 更 が 無 い と 考 え ら れ る 場 合 に

は 、 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る の が 適 当 と 考 え ら れ る 。 し た が っ て 、 組

織 再 編 成 に お い て 、 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 が 再 編 成 後 も 継 続 し て い

る と 認 め ら れ る も の に つ い て は 、 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 り

延 べ る こ と が 考 え ら れ る 。」 と し て お り 、「 経 済 的 実 体 に 実 質 的 な 変

更 が な い こ と ＝ 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」、 と 位 置 付 け て い る 。 

さ ら に 「 分 割 型 の 会 社 分 割 や 合 併 に お け る 分 割 法 人 や 被 合 併 法 人

の 株 主 の 旧 株（ 分 割 法 人 や 被 合 併 法 人 の 株 式 ）の 譲 渡 損 益 に つ い て 」

も 、「株 主 の 投 資 が 継 続 し て い る と 認 め ら れ る も の に つ い て は 、上 記

                                                  
8 6  平 成 1 4 年 7 月 3 1 日 法 律 第 7 9 号  
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と 同 様 の 考 え 方 に 基 づ き そ の 計 上 を 繰 り 延 べ る こ と が 考 え ら れ る 。」

と し て 、 こ の 場 合 は 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 に 着 目 す べ き と し て い る

の で あ る 。  

し た が っ て 、 会 社 分 割 に お い て ど の よ う な 「 適 格 要 件 」 を 定 め る

か は 、「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と「 株 主 の 投 資 の 継 続 」を ど

の よ う な 場 合 に 認 定 す る の か と 同 義 と い う こ と に な る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 課 税 繰 延 べ の 条 件 は 図 表 4－ 2 の と お

り で あ る 。「 基 本 的 考 え 方 」で は 、ま ず「 企 業 グ ル ー プ 内 の 組 織 再 編

成 」に つ い て 、「組 織 再 編 成 の 実 態 や 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 と

い う 点 に 着 目 す れ ば 、 企 業 グ ル ー プ 内 の 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 企

業 グ ル ー プ 内 で 移 転 し た 場 合 に は 、 一 定 の 要 件 の 下 、 移 転 資 産 を そ

の 帳 簿 価 額 の ま ま 引 き 継 ぎ 、 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 り 延 べ る こ と が 考

え ら れ る 。」と し て い る 。し か し「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」を

担 保 す る た め に ど の よ う な 要 件 を 設 定 す べ き か の 指 針 は 示 し て い

な い 。  

図 表 4 - 2  「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 課 税 繰 延 べ の 条 件  

対 象 と な る 組 織 再 編 成  「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 条 件  

企 業 グ ル ー プ 内 の 組

織 再 編 成  

完 全 に 一 体 と 考 え

ら れ る 持 分 割 合 の

極 め て 高 い 法 人 間

で 行 う 組 織 再 編 成 。

（ 商 法 上 の 親 子 会

社 の よ う な 関 係 に

あ る 法 人 間 で 行 う

組 織 再 編 成 を 含

む 。）  

①  資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ

れ る こ と 。  

②  組 織 再 編 成 後 も 移 転 し た 事 業 が 継 続 す

る こ と を 要 件 と す る こ と 。  

た だ し 、 完 全 に 一 体 と 考 え ら れ る 持

分 割 合 の 極 め て 高 い 法 人 間 で 行 う 組 織

再 編 成 に つ い て は 、 こ れ ら の 要 件 を 緩

和 す る こ と も 考 え ら れ る 。  
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次 に 、「 共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 」 に つ い て は 、「 移 転 の

対 価 と し て 取 得 し た 株 式 の 継 続 保 有 等 の 要 件 を 満 た す 限 り 、 移 転 資

産 に 対 す る 支 配 が 継 続 し て い る と 考 え 、 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 り 延 べ

る こ と を 考 え る こ と が で き る 。」と し て い る が 、取 得 株 式 の 継 続 保 有

と 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 が ど う 結 び 付 く の か 明 ら か で は

な い 。  

ま た 、「い ず れ の 場 合 に も 、移 転 資 産 の 対 価 と し て 金 銭 等 の 株 式 以

外 の 資 産 が 交 付 さ れ る 場 合 に は 、 そ の 経 済 実 態 は 通 常 の 売 買 取 引 と

異 な る と こ ろ が な く 、 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 り 延 べ る こ と

は 適 当 で な い と 考 え ら れ る 。」と し て い る 点 に つ い て も 、対 価 を 株 式

に 限 る こ と は 、 適 格 組 織 再 編 成 と 売 買 と を 区 別 す る た め で あ っ て 、

そ れ が 支 配 の 継 続 性 と 同 義 な の か 明 ら か で は な い 8 7。  

                                                  
8 7  渡 辺 徹 也 ， 前 掲 書 『 企 業 組 織 再 編 税 制 ― 現 行 制 度 に お け る 課 税 繰 延 べ

の 理 論 的 根 拠 お よ び 問 題 点 等 ― 』 2 6 頁  

共 同 事 業 を 行 う た め

の 組 織 再 編 成  

（ 共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 に 該

当 す る か 否 か の 判 定 ）  

①  組 織 再 編 成 に よ り 一 つ の 法 人 組 織 で 行

う こ と と し た 事 業 が 相 互 に 関 連 性 を 有

す る も の で あ る こ と 。  

②  そ れ ぞ れ の 事 業 の 規 模 が 著 し く 異 な ら

な い こ と 。  

③  そ れ ぞ れ の 事 業 に 従 事 し て い た 従 業 員

の 相 当 数 が 引 き 継 が れ る こ と 。  

（ 課 税 繰 延 べ の 適 否 の 判 定 ）  

①  事 業 の 移 転 の 対 価 と し て 取 得 し た 株 式

を 継 続 保 有 す る こ と 。  

②  資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ

れ る こ と 。  

③  組 織 再 編 成 後 も 移 転 し た 事 業 が 継 続 す

る こ と を 要 件 と す る こ と 。  

 (出 所 ： 前 掲 「 基 本 的 考 え 方 」 よ り 筆 者 抜 粋 )  
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い ず れ に し て も 、 上 記 の よ う な 考 え 方 を 前 提 と し て 、 そ れ ぞ れ の

組 織 再 編 成 に つ い て 、 課 税 を 繰 り 延 べ る 場 合 の 考 え 方 が 示 さ れ て い

る 。特 に 、「 共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 」に つ い て は 、ま ず 、

ど の よ う な 場 合 が 共 同 事 業 を 行 う 組 織 再 編 成 に 該 当 す る の か に つ

い て 3 つ の 判 断 基 準 を 置 き 、 そ の う え で 、 課 税 繰 延 べ の 適 否 を さ ら

に 3 つ の 要 件 で 判 断 す べ き で あ る と し て い る 。  

第 3節  共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 の 適 格 要 件 の 妥 当 性  

1 .  「 基 本 的 考 え 方 」 と 適 格 要 件  

次 に 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 の 適 格 要 件 を 検 討 す る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 条 件 と 規 定 さ れ た 適 格 要 件 を 対 比 し て

み る と 、図 表 4 - 3 の と お り で あ る が 、「 基 本 的 考 え 方 」に 示 さ れ た 条

件 は 、 す べ て 適 格 要 件 の 中 に 織 り 込 ま れ て い る 。 し た が っ て 、 本 章

第 1 節 で 示 し た 「 基 本 的 考 え 方 」 の 問 題 点 は 、 そ の ま ま 適 格 要 件 に

持 ち 込 ま れ て い る 。  

適 格 要 件 の 妥 当 性 を 検 討 す る と き 、 こ れ ら の 適 格 要 件 が 「 基 本 的

考 え 方 」が 示 し た 課 税 繰 延 べ の 論 拠 で あ る 、「移 転 資 産 に 対 す る 支 配

の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 を 担 保 し て い る か 否 か を 考 え る 必

要 が あ る が 、 も と も と 「 基 本 的 考 え 方 」 に は 、 こ の 2 つ の 論 拠 の 関

係 は 示 さ れ て い な い 。  

図 表 4 - 3  共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 に お け る 税 制 適 格 要 件

と 「 基 本 的 考 え 方 」  

区 分  適 格 要 件  
「 基 本 的 考 え 方 」 に お

け る 条 件  

共 同 事 業

を 営 む た

め の 会 社

分 割  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  按 分 型 交 付 要 件  

③  事 業 関 連 性 要 件  

 

 

 

 

 

 

①  組 織 再 編 成 に よ り 一

つ の 法 人 組 織 で 行 う

こ と と し た 事 業 が 相

互 に 関 連 性 を 有 す る

も の で あ る こ と  
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④  規 模 要 件 又 は 特 定 役

員 引 継 要 件 (い ず れ

か の 要 件 を 満 た す こ

と )  

⑤  主 要 資 産 等 引 継 要 件  

 

 

⑥  従 業 員 引 継 要 件  

 

 

 

⑦  事 業 継 続 要 件  

 

 

⑧  投 資 継 続 要 件  

 

②  そ れ ぞ れ の 事 業 の 規

模 が 著 し く 異 な ら な

い こ と  

 

③  資 産 の 移 転 が 独 立 し

た 事 業 単 位 で 行 わ れ

る こ と  

④  そ れ ぞ れ の 事 業 に 従

事 し て い た 従 業 員 の

相 当 数 が 引 き 継 が れ

る こ と  

⑤  組 織 再 編 成 後 も 移 転

し た 事 業 が 継 続 す る

こ と  

⑥  事 業 の 移 転 の 対 価 と

し て 取 得 し た 株 式 を

継 続 保 有 す る こ と  

（ 出 所 ： 図 表 1 - 4 と 前 掲 「 基 本 的 考 え 方 」 よ り 筆 者 作 成 ）  

つ ま り 、 分 社 型 分 割 を 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 を キ ー ワ

ー ド と し て 、 ま た 、 分 割 型 分 割 を 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 を キ ー ワ ー

ド と し て 、 判 断 す る だ け で い い の か 判 然 と し て い な い の で あ る 。 こ

の 点 に 関 し て 渡 辺 徹 也 氏 は 、「 基 本 的 考 え 方 」 は 、「 支 配 の 継 続 性 に

つ い て 、 人 的 取 引 と 物 的 取 引 を 区 別 し て い な い の で 、 人 的 共 同 事 業

再 編 成 の 場 合 も 、 支 配 の 継 続 性 を い う た め に 、 対 価 と し て 取 得 し た

株 式 の 継 続 保 有 が 要 求 さ れ て い る と 考 え ら れ る 。」 と し な が ら も 、

「 支 配 の 継 続 が あ る と い う の で あ れ ば 、 組 織 再 編 成 前 の T 社 資 産 に

対 し て 、 T 社 は 所 有 権 に 基 づ く 直 接 支 配 を し て い る が 、 組 織 再 編 成

後 の 移 転 資 産 に つ い て は 、T 社 株 主 が 、A 社 株 式 を 継 続 保 有 す る こ と

で 、T 社 に あ っ た 資 産 を 間 接 的 に 支 配 し て い る と 解 す る の だ ろ う か 。

も し そ う で あ る な ら ば 、 法 人 段 階 課 税 に 関 す る 支 配 の 継 続 の 有 無 を

判 断 す る た め に 株 主 段 階 の 株 式 継 続 保 有 が 審 査 さ れ て い る こ と に
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な る 。 8 8
 
8 9

」 と 疑 問 を 呈 さ れ て い る 。  

本 章 第 １ 節 で 述 べ た と お り 、 取 得 株 式 の 継 続 保 有 が 「 移 転 資 産 に

対 す る 支 配 の 継 続 」 を 1 0 0％ 担 保 し て い る と は ど う し て も 考 え に く

い が 、こ れ を 担 保 す る 他 の 要 件 は 規 定 さ れ て い な い 。平 成 2 9 年 度 税

制 改 正 後 に お い て も 、 分 社 型 分 割 に お い て は 分 割 法 人 に お け る 交 付

株 式 の 継 続 保 有 を 求 め て い る が 、 分 割 型 分 割 に お い て は 支 配 株 主 に

の み 、 そ の 交 付 さ れ た 株 式 の 継 続 保 有 を 求 め て い る に 過 ぎ な い 。  

2 .  吸 収 分 割 に お け る 適 格 要 件 の 妥 当 性  

例 え ば 、 分 割 型 吸 収 分 割 に つ い て 課 税 繰 延 べ の 条 件 を 満 た し て い

る の か ど う か を 考 え て み た い 。 図 表 4 - 4 は 、 前 掲 の 図 表 1 - 3 の う ち

分 割 型 吸 収 分 割 の 部 分 を 抽 出 し た も の で あ る 。  

    
（ 出 所 ： 金 融 庁「 税 制 調 査 会『 税 制 調 査 会 第 3 8 回 総 会

（ 1 9 9 9 年 1 1 月 1 9 日 ） 資 料 』」 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

分 割 型 吸 収 分 割 で は 、 A 社 株 主 は A 社 が 行 っ た 会 社 分 割 に よ り A

社 の 純 資 産 が 減 少 し て 、 そ の 分 A 社 株 式 の 価 値 は 減 少 し て お り 、 そ

                                                  
8 8  同 上 書 ， 2 8 頁  
8 9  同 上 書 に お い て は 、 T 社 は 分 割 法 人 、 A 社 は 分 割 承 継 法 人 と さ れ て い

る 。  

図表 4-4　分割型吸収分割

A社株主 B社株主

A社(分割 会社） B社(吸収会社）

A社・B社株主 B社株主

A社(分割会社） B社 （吸収会社）

株式交付
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の 減 少 分 の 対 価 と し て B 社 株 式 を 取 得 す る こ と に な る 。  

株 主 に と っ て は 、 そ の 株 式 を 保 有 し 続 け る 限 り は キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー に 変 動 は な く 、 そ の 点 で 担 税 力 が 生 じ て い る わ け で は な い の で 、

課 税 の 繰 延 べ に は 合 理 的 な 理 由 が あ る 。こ れ を「 株 主 の 投 資 の 継 続 」

と 呼 ん で い る の で あ る 。 し た が っ て 、 株 主 が そ の 株 式 を 譲 渡 し た と

き に 課 税 の 繰 延 べ が 終 了 す る こ と に な る 。  

し か し 、課 税 繰 延 べ の も う 一 方 の 論 拠 、「移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の

継 続 」 の 観 点 か ら み る と 、 A 社 に よ る 移 転 資 産 の 支 配 は 、 当 然 継 続

し て い な い 。 ま た 、 A 社 株 主 が そ の 株 主 権 に よ り 移 転 資 産 を 支 配 す

る た め に は 、少 な く と も B 社 の 議 決 権 の 5 0％ 以 上 を 保 有 す る 必 要 が

あ る が 、 適 格 要 件 は そ の 点 に つ い て は 全 く 触 れ て い な い 。  

  

（ 出 所 ： 金 融 庁「 税 制 調 査 会『 税 制 調 査 会 第 3 8 回 総 会

（ 1 9 9 9 年 1 1 月 1 9 日 ） 資 料 』」 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

次 に 、 分 社 型 吸 収 分 割 を 考 え て み た い 。 図 表 4 - 5 は 、 前 掲 の 図 表

1 - 3 の う ち 分 社 型 吸 収 分 割 の 部 分 を 抽 出 し た も の で あ る が 、 A 社 が

図表 4-5　分社型吸収分割

B社株主

A社(分割 会社） B社(吸収会社）

A社株主

B社 （吸収会社）

A社株主

B社株主
B社株主

A社(分割会社）

株式交付



 

68 
 

資 産 負 債 の 一 部 を 切 出 し て B 社 に 会 社 分 割 に よ り 移 転 さ せ 、 そ の 対

価 と し て B 社 株 式 を 取 得 し て い る 。  

こ の 場 合 、 A 社 株 主 が 保 有 す る A 社 株 式 の 価 値 は 、 会 社 分 割 前 と

分 割 後 に お い て も 変 化 は な く 、 投 資 は 継 続 し て い る と い え る 。 し か

し 、B 社 に は 従 前 の 株 主 が 存 在 し て お り 、A 社 が 分 割 に よ り 取 得 す る

株 式 は B 社 株 式 の 全 株 式 で は な い 。た と え ば 発 行 済 株 式 の 1 0％ を 分

割 に よ り 取 得 し た と し て も 、 今 ま で 移 転 資 産 を 1 0 0％ 直 接 支 配 し て

い た 状 況 か ら 、 1 0％ の 間 接 支 配 に 移 行 す る こ と に な る 。 1 0％ の 持 ち

株 割 合 で は 、 移 転 資 産 を 支 配 し て い る と は い え な い 。 少 な く と も 、

吸 収 分 割 に よ り B 社 株 式 の 持 ち 株 割 合 が 5 0％ 超 と な る 吸 収 分 割 で

な け れ ば な ら な い は ず で あ る 。 分 割 型 吸 収 分 割 と 同 様 に 、 こ の 当 然

の 疑 問 に も 「 基 本 的 考 え 方 」 は 答 え て い な い 。  

こ の 分 社 型 吸 収 分 割 に 近 い 形 を 、租 税 特 別 措 置 法 は 平 成 1 7 年 3 月

ま で 認 め て い た 9 0 が 、 そ の 場 合 の 要 件 は 、 産 業 活 力 再 生 特 別 措 置 法

に よ る 共 同 計 画 の 認 定 が 前 提 で あ り 、 加 え て 、 株 式 の 保 有 割 合 を 百

分 の 二 十 五 以 上 と 定 め る な ど 要 件 は 厳 格 で あ っ た 。確 か に 2 5％ の 保

有 割 合 で 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 が 担 保 で き る か と い え ば

難 し い か も し れ な い が 、 株 式 保 有 割 合 の 制 限 の な い 現 行 規 定 で は 、

ま っ た く 担 保 さ れ て い な い と い わ ざ る を 得 な い 。  

武 田 昌 輔 氏 は 、 同 じ く 「 基 本 的 考 え 方 」 が 示 さ れ る 前 の 段 階 で 、

支 配 権 に つ い て 、「営 業 譲 渡 的 な 吸 収 分 割 の 場 合 に お い て は 、全 体 と

し て 、 発 行 済 株 式 総 数 に 対 し て 、 僅 少 な 交 付 株 式 を 有 す る だ け で 、

支 配 権 が 全 く 存 し な い 場 合 が あ り う る 。」 と し て 、「 支 配 権 の 維 持 と

                                                  
9 0  旧 租 税 特 別 措 置 法 第 6 6 条  
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い う こ と は あ ま り 重 要 で な く 、 こ れ を 会 社 分 割 の 特 例 の 条 件 と す る

こ と は 必 要 な い の で は な い か と 考 え る 。 9 1」 と 述 べ ら れ て い る 。  

確 か に 、 経 済 団 体 連 合 会 の 提 言 9 2 に お い て も 、 共 同 出 資 会 社 設 立

の た め の 現 物 出 資 に お け る 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 べ が 求 め ら れ て い る

が 、だ と す れ ば 、「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と は 異 な る 課 税 繰

延 べ の 論 拠 が 明 示 さ れ な け れ ば な ら な い 。 営 業 譲 渡 は 、 現 在 に お い

て も 課 税 の 繰 延 べ は 認 め ら れ て は お ら ず 、「 営 業 譲 渡 的 な 吸 収 分 割 」

を 現 行 の 適 格 要 件 に よ り 容 認 す る こ と は 、 整 合 性 を 欠 く と い わ ざ る

を 得 な い 。  

3 .  事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規 模 要 件 に つ い て  

国 税 庁 が 平 成 1 9 年 ４ 月 に 発 表 し た 「 共 同 事 業 を 営 む た め の 組 織

再 編 成 に 関 す る Q＆ A～ 事 業 関 連 性 要 件 の 判 定 に つ い て ～  」 に よ れ

ば 、 事 業 関 連 性 の 判 定 に 関 し て 、 ま ず 、 事 業 内 容 等 の 条 件 を 示 し た

う え で 、 被 合 併 事 業 と 合 併 事 業 と の 間 に 当 該 合 併 の 直 前 に お い て 次

に 掲 げ る い ず れ か の 関 係 が あ る こ と を 求 め て い る 。  

①  当 該 被 合 併 事 業 と 合 併 事 業 と が 同 種 の も の で あ る 場 合 に お け

る 当 該 被 合 併 事 業 と 合 併 事 業 と の 間 の 関 係  

②  当 該 被 合 併 事 業 に 係 る 商 品 、資 産 若 し く は 役 務（ そ れ ぞ れ 販 売

さ れ 、 貸 し 付 け ら れ 、 又 は 提 供 さ れ る も の に 限 る 。） 又 は 経 営

資 源 と 当 該 合 併 事 業 に 係 る 商 品 、資 産 若 し く は 役 務 又 は 経 営 資

源 と が 同 ー の も の 又 は 類 似 す る も の で あ る 場 合 に お け る 当 該

被 合 併 事 業 と 合 併 事 業 と の 間 の 関 係  

③  当 該 被 合 併 事 業 と 合 併 事 業 と が 当 該 合 併 後 に 当 該 被 合 併 事 業

                                                  
9 1  武 田 昌 輔 ， 前 掲 書 「 会 社 分 割 税 制 の 問 題 点 」 7 頁  
9 2  日 本 経 済 団 体 連 合 会 ， 前 掲 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次

提 言 （ 1 9 9 9 年 5 月 1 8 日 ）」  
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に 係 る 商 品 、資 産 若 し く は 役 務 又 は 経 営 資 源 と 当 該 合 併 事 業 に

係 る 商 品 、資 産 若 し く は 役 務 又 は 経 営 資 源 と を 活 用 し て 営 な ま

れ る こ と が 見 込 ま れ て い る 場 合 に お け る 当 該 被 合 併 事 業 と 合

併 事 業 と の 間 の 関 係  

上 記 に 掲 げ ら れ た 事 業 関 連 性 の 判 定 基 準 は 、 事 業 自 体 の 関 連 性 、

事 業 に 係 る 商 品 等 の 関 連 性 、 及 び 合 併 後 合 併 法 人 及 び 被 合 併 法 人 の

事 業 に 係 る 商 品 等 が 活 用 さ れ て 営 ま れ る こ と 、 こ の い ず れ か の 関 連

性 を 持 つ こ と を 要 求 し て い る 。 こ の 考 え 方 は 、 当 然 会 社 分 割 に も 援

用 さ れ る も の と 考 え ら れ る 。  

共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 固 有 の 適 格 要 件 の う ち 、 事 業 関 連

性 要 件 に つ い て 、「 基 本 的 考 え 方 」 が 示 さ れ た 平 成 1 2 年 の 税 制 調 査

会 第 2 回 総 会 9 3に お い て 、 島 田 晴 雄 氏 は 「 実 は 新 し い 産 業 が 伸 び る

と き と い う の は 、 ど う い う 産 業 分 類 に な る か と い う と 、 既 存 の 産 業

分 類 で な い も の が 多 い ん で す ね 。 そ れ は 何 だ と い う と 、 一 見 、 こ れ

ま で の 考 え 方 か ら 見 る と 、 全 く 関 係 が な い よ う に 見 え る と こ ろ に 、

実 は 企 業 の コ ア コ ン ピ テ ン ス を 活 用 し て 新 産 業 が 生 ま れ る と い う

例 が 非 常 に 多 い ん で す 。」と し て 、事 業 関 連 性 を 厳 し く 見 る こ と に 対

す る 問 題 点 を 指 摘 さ れ て い る 。 こ の 要 件 は 、 共 同 事 業 を 行 う た め の

組 織 再 編 成 に 該 当 す る か 否 か の 判 定 を す る た め の 要 件 と さ れ て い

る が 、 そ の 必 要 性 は 明 ら か で は な い 。  

次 に 事 業 規 模 要 件 に つ い て も 問 題 が あ る 。 こ れ は 「 移 転 資 産 の 支

配 の 継 続 」 の 論 点 を 離 れ て も 、 な ぜ 5 倍 と い う 基 準 が 適 格 と 非 適 格

の 境 目 と す る 必 要 が あ る の か の 説 明 は さ れ て い な い 。 規 模 の 相 違 に

                                                  
9 3  金 融 庁 「 税 制 調 査 会 『 第 2 回 総 会 議 事 録 』 ( 2 0 0 0 年 1 0 月 3 日 開 催 )」

（ h t t p : / / w w w . c a o . g o . j p / z e i c h o / g i j i r o k u / a z c 0 0 2 a . h t m l . 2 0 1 1 年 1 0

月 3 1 日 ）  
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よ り 、 一 方 を 売 買 と 同 一 視 し 、 一 方 を 税 制 上 の 組 織 再 編 と み る 必 要

性 が 本 当 に あ る の だ ろ う か 。 渡 辺 徹 也 氏 も こ の 点 に 関 し て 「 事 業 規

模 要 件 に よ っ て 、 一 般 に 、 大 会 社 が 中 小 企 業 を 取 得 す る こ と は で き

な く な る し 、 そ れ 以 外 に 、 規 模 が 5 倍 の 範 囲 内 で な け れ ば 、 非 適 格

に な る の で 、 合 併 お よ び 吸 収 分 割 は か な り 制 限 さ れ る の で は な い か

と 思 わ れ る 9 4。」と 懸 念 を 示 さ れ た う え で 、役 員 引 継 要 件 等 を 含 め て

「 総 じ て 、 こ れ ら の 要 件 に つ い て は 、 な ぜ 税 法 が そ こ ま で 経 済 活 動

に 干 渉 し て い い の か 、 そ の よ う な 要 件 を 設 定 す る こ と が 『 適 正 な 課

税 』 の た め に な ぜ 必 要 な の か 9 5」 と 疑 問 を 呈 さ れ て い る 。  

第 4節  単 独 新 設 分 割 型 分 割 に つ い て  

1 .  2 9 年 度 改 正 以 前 の 単 独 新 設 分 割 型 分 割  

改 正 前 の 適 格 要 件 を 見 る と 、 前 述 の と お り 、 完 全 支 配 関 係 下 の 会

社 分 割 に は 完 全 支 配 関 係 継 続 要 件 が 、 支 配 関 係 下 の 会 社 分 割 に は 支

配 関 係 継 続 要 件 が 付 さ れ て い た 。 つ ま り 、 完 全 支 配 関 係 下 に お け る

会 社 分 割 に お い て は 完 全 支 配 関 係 の 継 続 が 、 支 配 関 係 下 に お け る 会

社 分 割 に お い て は 支 配 関 係 の 継 続 が 、 そ れ ぞ れ 見 込 ま れ る こ と を 求

め て い た の で あ る 。  

そ こ で 、 問 題 と な っ て い た の は 分 割 型 の 単 独 新 設 分 割 で あ る 。 分

割 型 の 会 社 分 割 で は 、 移 転 資 産 の 対 価 と し て の 分 割 承 継 法 人 株 式 は

分 割 法 人 の 株 主 に 交 付 さ れ る か ら 、 単 独 の 新 設 分 割 で は 、 分 割 法 人

と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に は 資 本 関 係 は 生 じ な い 。  

し た が っ て 、少 な く と も 同 一 の 者 に よ っ て 分 割 法 人 株 式 の 5 0％ 超

が 保 有 さ れ て い る 状 況 で の 分 割 し か 適 格 要 件 を 満 た さ な い と 考 え

                                                  
9 4  渡 辺 徹 也 ， 前 掲 書 『 企 業 組 織 再 編 成 と 課 税 （ 租 税 法 研 究 双 書 7）』 2 3 7

頁 ～ 2 3 8 頁  
9 5  同 上 書 ， 2 3 9 頁  
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ら れ て い た 。  

会 社 分 割 法 制 導 入 に 際 し て 、 加 藤 智 子 氏 は 、 会 社 分 割 を 活 用 し た

人 員 整 理 の 可 能 性 の 視 点 か ら で は あ る が 、「 会 社 分 割 の 典 型 的 な 狙

い は 、 リ ス ク 遮 断 の た め の 不 採 算 部 門 の 分 離 で あ る と 新 聞 報 道 等 で

も 強 調 さ れ て お り 、 リ ス ト ラ 目 的 で 会 社 分 割 が な さ れ る お そ れ が あ

る 9 6。」と の 懸 念 を 示 さ れ て い た が 、こ こ で い う リ ス ク 遮 断 を 可 能 に

す る 会 社 分 割 と は 分 割 型 分 割 に 他 な ら な い 。  

ま た 、 同 氏 は 、 当 時 の 国 会 審 議 の 中 で 、 経 団 連 経 済 法 規 部 会 長 西

川 元 啓 参 考 人 か ら 、「人 的 分 割 型 の 新 設 分 割 を 活 用 す れ ば 、既 存 会 社

が 自 ら を 分 割 し 、 相 互 に 資 本 関 係 の 無 い 状 態 に す る こ と も で き る 。

優 良 部 門 が 他 の 部 門 に 埋 没 し て 企 業 価 値 が 低 く 評 価 さ れ る 、 い わ ゆ

る コ ン グ ロ マ リ ッ ト デ ィ ス カ ウ ン ト が 生 じ て い る 場 合 、 成 熟 産 業 を

分 離 し 、 将 来 性 の あ る 事 業 を 継 続 す る な ど し て 、 そ れ を 解 消 す る と

い う よ う な 利 用 が 考 え ら れ る 9 7。」と い う 、当 時 経 済 界 が 考 え て い た

会 社 分 割 制 度 の 導 入 の 利 点 及 び 制 度 の 具 体 的 活 用 方 法 が 紹 介 さ れ

て い る 。 日 本 経 済 団 体 連 合 会 に よ る 前 述 の 「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強

化 に 向 け た 第 １ 次 提 言 9 8」に お い て も 、米 国 型 の ス ピ ン・オ フ あ る い

は ス プ リ ッ ト ・ オ フ と 同 様 の 方 式 の 導 入 を 提 言 さ れ て い た こ と か ら

も 、 当 時 の 経 済 界 の 会 社 分 割 の 狙 い の 一 つ が 新 設 分 割 型 分 割 で あ っ

た と こ と は 間 違 い な い 。  

我 が 国 に お い て は 、 何 故 分 割 型 の 単 独 新 設 分 割 を 実 質 的 に 非 適 格

と し て い た の だ ろ う か 。こ の 点 に つ い て 、渡 辺 徹 也 氏 は「 も し 、『 企

                                                  
9 6  加 藤 智 子 ， 前 掲 書 『 会 社 分 割 制 度 を 導 入 す る 商 法 改 正 』 5 4 頁  
9 7  同 上 書 ， 5 3 頁  
9 8  日 本 経 済 団 体 連 合 会 ，前 掲「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次

提 言 （ 1 9 9 9 年 5 月 1 8 日 ）」  
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業 グ ル ー プ 内 再 編 成 と 共 同 事 業 再 編 成 と い う 2 つ の 基 準 の ど ち ら に

も 結 果 的 に 該 当 し な い か ら 』 と い う こ と 以 外 に 答 え が な い と す れ ば 、

そ の よ う な 2 つ の 基 準 の 設 定 自 体 に 問 題 が あ っ た こ と に は な ら な い

だ ろ う か 。 つ ま り 、 当 該 2 つ の 基 準 が 『 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継

続 性 』 お よ び 『 株 主 の 投 資 の 継 続 性 』 と い う 原 則 を 具 現 化 す る た め

の 『 入 り 口 』 と し て 相 応 し か っ た か ど う か が 、 こ こ で 問 わ れ て い る

の で あ る 。」と し 、さ ら に 続 け て「 分 割 型 の 単 独 新 設 分 割 は 、会 社 法

（ 商 法 ） が 正 面 か ら 認 め る 典 型 的 な 会 社 分 割 の 1 つ で あ る 。 商 法 の

会 社 分 割 制 度 に 対 応 さ せ て 組 織 再 編 税 制 が で き た の で あ れ ば 、 会 社

法 （ 商 法 ） が 認 め る 取 引 を 税 法 が 如 何 な る 理 由 で 非 適 格 と す る の か

が 、 明 ら か に さ れ る べ き で あ る 9 9。」 と 指 摘 さ れ て い た 。  

確 か に 、 第 2 章 第 2 節 で も 触 れ た よ う に 、 会 社 分 割 税 制 が 導 入 さ

れ る 時 点 で の 経 済 界 の 要 望 が 分 割 会 社 と 分 割 承 継 会 社 で リ ス ク を

遮 断 で き る 分 割 型 の 新 設 分 割 に 対 す る 税 制 上 の 手 当 て に あ っ た こ

と を 考 え る と 、 こ れ が 非 適 格 と な る こ と が 多 い と 考 え ら れ る 税 制 と

な っ た こ と は 、 大 き な 問 題 だ っ た の で あ る 。  

2 .  支 配 の 継 続 の 視 点 か ら の ス ピ ン ・ オ フ 税 制  

前 述 の と お り 、 経 済 界 か ら の 要 望 も 強 く あ っ た ス ピ ン ・ オ フ 税 制

を 改 正 前 の 組 織 再 編 税 制 が 非 適 格 と な る よ う に 適 格 要 件 を 定 め た

理 由 は 、 想 像 す る に 「 支 配 の 継 続 」 を 課 税 繰 延 べ の 前 提 と し た こ と

が 強 く 作 用 し た こ と は 想 像 に 難 く な い 。 で は 、 平 成 2 9 年 度 改 正 で

は 、 そ の 点 を ど う 整 理 し た の だ ろ う か 。 こ の 点 に つ い て 課 税 庁 サ イ

ド で は 「 現 行 の 組 織 再 編 税 制 は 、 グ ル ー プ 経 営 の 場 合 に は 、 グ ル ー

                                                  
9 9  渡 辺 徹 也『 企 業 組 織 再 編 成 と 課 税（ 租 税 法 研 究 双 書 7）』（弘 文 堂 ，2 0 0 7）
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プ 最 上 位 の 法 人 が グ ル ー プ 法 人 及 び そ の 資 産 の 実 質 的 な 支 配 者 で

あ る と の 観 点 に 立 っ て 判 断 し て い る と い う 側 面 も あ り （ 例 え ば 、 適

格 組 織 再 編 成 に お け る 株 式 の 保 有 関 係 に 関 す る 要 件 ）、 こ の 考 え 方

を 踏 ま え れ ば 、 グ ル ー プ 最 上 位 の 法 人 （ 支 配 株 主 の な い 法 人 ） の 実

質 的 な 支 配 者 は そ の 法 人 そ の も の 」 で あ る と 、 支 配 株 主 が い な い 法

人 に つ い て 整 理 し た 上 で 、「そ の 法 人 自 身 の 分 割 で あ る ス ピ ン・オ フ

に つ い て は 、 単 に そ の 法 人 が 2 つ に 分 か れ る よ う な 分 割 で あ れ ば 、

移 転 資 産 に 対 す る 支 配 が 継 続 し て い る 1 0 0」と 判 断 し て 差 し 支 え な い

と の 整 理 が な さ れ て い る 。 か な り 強 引 な 論 法 の よ う に 感 じ る が 、 課

税 庁 サ イ ド と し て は あ く ま で も 「 基 本 的 考 え 方 」 が 変 更 さ れ た わ け

で は な い と の 認 識 で あ る 。 い ず れ に し て も 、 経 済 界 か ら の 強 い 要 望

も あ っ た ス ピ ン ・ オ フ 税 制 が 導 入 さ れ た こ と は 、 経 済 の 活 性 化 に と

っ て プ ラ ス で あ る こ と は 間 違 い な い 。  

第 5節  適 格 要 件 の 充 足 期 限 と 課 税 繰 延 停 止 の 問 題  

第 2 節 1 .で 述 べ た と お り 、適 格 要 件 の 中 の い く つ か は 、分 割 の 際

に 「 見 込 ま れ て い る 」 こ と で 足 り る と さ れ て い る 。 し た が っ て 、 例

え ば 会 社 分 割 に よ り 取 得 し た 資 産 を す ぐ に 売 却 し た と し て も 、 合 理

的 理 由 が あ れ ば 、 適 格 性 が 問 わ れ る こ と は な い 。  

こ の 点 は 後 述 す る が 、 原 則 論 を い え ば 、 課 税 の 繰 延 べ が 免 税 措 置

で は な い 以 上 、 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 と い っ た 課 税 繰 延 べ の

前 提 が 途 切 れ た 場 合 に は 、 繰 延 べ ら れ た 課 税 は そ の 時 点 で 実 現 さ れ

な け れ ば な ら な い の で は な い だ ろ う か 。  

ま た 、 共 同 で 事 業 を 行 う 場 合 の 分 割 型 分 割 に お け る 株 式 の 継 続 保
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有 に 関 し て は 、 そ の 制 限 自 体 に 若 干 の 変 遷 を 経 て い る 。 制 度 成 立 当

初 に お い て は 、 株 主 数 が 5 0 人 以 上 の 場 合 に は そ の 要 件 の 充 足 を 求

め て い な か っ た 。 言 い 換 え れ ば 、 課 税 の 繰 延 べ の 論 拠 で あ る 「 株 主

の 投 資 の 継 続 」 を 求 め て い な い の で あ る 。 し た が っ て 、 取 得 し た 株

式 を 売 却 し た 段 階 で 、 個 人 段 階 の 所 得 が 「 配 当 所 得 」 か ら 「 譲 渡 所

得 」 へ 転 換 す る こ と に な る 。 こ の 点 に つ い て 、 渡 辺 徹 也 氏 は 「 分 割

法 人 の 株 主 が 5 0 人 以 上 で あ れ ば 、 配 当 所 得 か ら キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン

へ の 転 換（ す な わ ち 、ベ イ ル ・ ア ウ ト ）」が 可 能 と な っ た 。」と し て 、

「 こ れ は 所 得 種 類 の 転 換 で あ り 、 ア メ リ カ 法 が 歳 入 法 典 3 5 5 条 に よ

っ て 防 止 し よ う と し て い る 租 税 回 避 行 為 に 当 た る 。 つ ま り 、 わ が 国

の 法 人 税 法 は 分 割 法 人 の 株 主 数 が 5 0 人 以 上 で あ る 場 合 に 、 執 行 上

の 理 由 か ら 、 ベ イ ル ・ ア ウ ト を 容 認 し た の で あ る 。 1 0 1」 と 指 摘 さ れ

て い た 。 こ の 制 限 は 、 平 成 ２ ９ 年 度 改 正 に お い て 、 共 同 で 事 業 を 行

う 場 合 の 分 社 型 分 割 に お い て は 、 分 割 法 人 に お け る 交 付 株 式 の 継 続

保 有 を 求 め る こ と と し た 反 面 、 分 割 型 分 割 に お い て は 支 配 株 主 が 存

在 す る 場 合 に つ い て の み 、 そ の 交 付 さ れ た 株 式 の 継 続 保 有 を 求 め る

こ と さ れ た 。 依 然 と し て 渡 辺 徹 也 氏 が 指 摘 さ れ て い た ベ イ ル ・ ア ウ

ト を 容 認 し て い る 状 態 が 継 続 し て い る こ と に 変 わ り は な い 。  

第 6節  む す び  

課 税 繰 延 べ の 根 拠 と し て は「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と「 株

主 の 投 資 の 継 続 」 と い う 視 点 が 「 基 本 的 考 え 方 」 に お い て 明 示 さ れ

た 。 こ の 点 に つ い て 、 完 全 支 配 関 係 下 の 会 社 分 割 、 支 配 関 係 下 の 会

社 分 割 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 そ れ ぞ れ に つ い て 、 適 格 要

件 が 「 基 本 的 考 え 方 」 に 沿 っ た も の で あ る か ど う か を ま ず 比 較 検 討
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し た 。  

適 格 要 件 の 妥 当 性 を 検 討 す る と き 、 こ れ ら の 適 格 要 件 が 「 基 本 的

考 え 方 」が 示 し た 課 税 繰 延 べ の 論 拠 で あ る 、「移 転 資 産 に 対 す る 支 配

の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 を 担 保 し て い る か 否 か を 考 え る 必

要 が あ る 。 し か し 、 た と え ば 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 会 社 分 割 に お

い て 、 特 に 吸 収 分 割 の 場 合 に は 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 が

困 難 な 状 況 が 多 く 発 生 す る 可 能 性 が あ る 。 そ の 意 味 で は 、 こ れ ら の

論 拠 を 現 行 の 適 格 要 件 は 担 保 し て い る と は 言 い 難 い 。 も ち ろ ん 、 逆

に 言 え ば 、 課 税 繰 延 べ の 論 拠 を 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 と

「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 だ け で 説 明 し よ う と し た こ と 自 体 に 問 題 が あ

っ た と も 考 え ら れ る の で あ る 。  

次 に 、 適 格 要 件 の 充 足 期 限 と 課 税 繰 延 停 止 の 問 題 が あ る 。 適 格 要

件 で は 完 全 支 配 関 係 継 続 要 件 、支 配 関 係 継 続 要 件 、従 業 員 引 継 要 件 、

事 業 継 続 要 件 、 投 資 継 続 要 件 、 い ず れ に お い て も 分 割 時 点 で 「 見 込

ま れ て い る こ と 」 で 足 り る と さ れ て お り 、 実 際 に 継 続 す る こ と ま で

は 必 ず し も 要 求 し て い な い こ と で あ る 。 こ れ ら は い ず れ も 重 要 な 要

件 で あ り 、 少 な く と も 一 定 期 間 充 足 し 続 け る こ と を 求 め る べ き で は

な い か 、 そ し て 、 充 足 条 件 が 満 た さ れ な く な っ た と き 、 繰 り 延 べ ら

れ た 課 税 は 実 現 さ れ る べ き で は な い か と 考 え る 。 ま た 、 共 同 事 業 要

件 に お け る 事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規 模 要 件 に つ い て は 、 税 制 の 経 済

的 中 立 の 観 点 か ら き わ め て 問 題 で あ る 。 渡 辺 徹 也 氏 の 「 総 じ て 、 こ

れ ら の 要 件 に つ い て は 、 な ぜ 税 法 が そ こ ま で 経 済 活 動 に 干 渉 し て い

い の か 、 そ の よ う な 要 件 を 設 定 す る こ と が 『 適 正 な 課 税 』 の た め に
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な ぜ 必 要 な の か 1 0 2」 と い う 疑 問 は 、 ま さ し く そ の 視 点 に 立 っ た も の

で あ る 。  

会 社 分 割 に お け る 適 格 要 件 に つ い て 、 解 決 す べ き 問 題 点 は 少 な く

は な い と 言 わ ざ る を 得 な い が 、 経 済 界 も 望 ん で い た に も か か わ ら ず

実 現 し て い な か っ た 、単 独 新 設 分 社 型 分 割 (ス ピ ン ・ オ フ )が 平 成 2 9

年 度 税 制 改 正 で 認 め ら れ た こ と は 朗 報 で あ っ た 。  
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第 5章  合 併 の 適 格 要 件 と そ の 妥 当 性 に つ い て  

本 章 で は 、 政 府 税 制 調 査 会 の 法 人 課 税 小 委 員 会 で 取 り ま と め ら れ た

「 基 本 的 考 え 方 」 が ど の よ う な 形 の 適 格 要 件 と な っ て 規 定 化 さ れ た の

か を 、 企 業 グ ル ー プ 内 合 併 1 0 3と 企 業 グ ル ー プ 外 合 併 そ れ ぞ れ に つ い て

検 討 す る 。 特 に 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継

続 」 と い う 視 点 に 加 え て 、 個 々 の 適 格 要 件 自 体 の 意 義 、 必 要 性 に つ い

て も 検 討 し た い 。な お 、「 基 本 的 考 え 方 」で 示 さ れ た 適 格 性 の 考 え 方 に

つ い て は 、 第 3 章 第 1 節 に お い て 述 べ た 会 社 分 割 に 関 す る 内 容 と 同 一

で あ る こ と か ら 、 本 章 に お い て は 割 愛 す る 。  

第 1節  企 業 グ ル ー プ 内 合 併 の 適 格 要 件 の 妥 当 性  

1 .  「 基 本 的 考 え 方 」 と 適 格 要 件  

「 基 本 的 考 え 方 」 で 示 さ れ た 「 企 業 グ ル ー プ 内 の 組 織 再 編 成 」 に

お け る 適 格 要 件 設 定 の 条 件 は 、 個 別 の 資 産 の 売 買 取 引 と 区 別 す る 観

点 と し て 、 ① 資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ れ る こ と 、 ② 組

織 再 編 成 後 も 移 転 し た 事 業 が 継 続 す る こ と 、の 2 点 を 挙 げ て い る が 、

こ の 点 は 当 然 合 併 の 場 合 に お い て 特 に 違 う こ と を 求 め て い る わ け

で は な い 。し か し 、合 併 に お い て は 、被 合 併 法 人 が 有 す る 資 産 負 債 、

権 利 義 務 、 雇 用 関 係 等 の す べ て が 合 併 法 人 に 包 括 的 に 引 き 継 が れ る

点 は 、 大 き く 会 社 分 割 と は 異 な る 点 で あ る 。 こ の 合 併 の 特 徴 は 上 記

① の 条 件 を 自 動 的 に 充 足 す る も の で 、 ② の 条 件 を 充 足 す る だ け で 足

り る こ と と な る 。 な お 、 完 全 支 配 関 係 1 0 4の 場 合 に は こ れ を 緩 和 し て

も よ い と し て い る 。 こ の 条 件 と 、 規 定 さ れ た 合 併 に お け る 適 格 要 件

                                                  
1 0 3  本 論 文 で は 、 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 及 び 支 配 関 係 下 の 合 併 を 合 わ せ

て「 企 業 グ ル ー プ 内 合 併 」、共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 を「 企 業 グ ル ー プ

外 合 併 」 と 呼 称 す る 。  
1 0 4  法 第 2 条 1 2 号 の ７ の 6  
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を 比 較 す る と 図 表 5 - 1 の と お り で あ る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 は 組 織 再 編 成 後 も 移 転 し た 事 業 等 が 継 続 す る こ

と を 求 め て い る が 、 適 格 要 件 で は 完 全 支 配 関 係 継 続 要 件 、 支 配 関 係

継 続 要 件 、 従 業 員 引 継 要 件 、 事 業 継 続 要 件 の い ず れ に お い て も 、 合

併 時 点 で 「 見 込 ま れ て い る こ と 」 で 足 り る と さ れ て お り 、 実 際 に 継

続 す る こ と ま で は 要 求 し て い な い 点 は 会 社 分 割 の そ れ と 同 様 で あ

る 。  

図 表 5 - 1  企 業 グ ル ー プ 内 の 合 併 に お け る 税 制 適 格 要 件 と 「 基

本 的 考 え 方 」  

区 分  適 格 要 件  
「 基 本 的 考 え 方 」 に

お け る 条 件  

完 全 支 配 関

係 下 の 合 併  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  完 全 支 配 関 係 継 続 要 件  

( 1 )  資 産 の 移 転 が 独

立 し た 事 業 単 位

で 行 わ れ る こ と  

 

( 2 )  組 織 再 編 成 後 も

移 転 し た 事 業 が

継 続 す る こ と  

支 配 関 係 下

の 合 併  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  従 業 員 引 継 要 件  

③  事 業 継 続 要 件  

④  支 配 関 係 継 続 要 件  

（出所：図表 3-5 と前掲「基本的考え方」より筆者作成） 

ま た 、 売 買 と 区 分 す る た め に 「 株 式 の み 交 付 要 件 」 が 設 定 さ れ 、

て い る が 、 こ の 要 件 は 、 組 織 再 編 成 全 体 を 通 じ て 共 通 の 要 件 と さ れ

て い る 。 し か し 、 こ の 要 件 は 、 平 成 2 9 年 度 改 正 に お い て 、「 合 併 法

人 の 被 合 併 法 人 に 対 す る 持 ち 株 割 合 が 3 分 の 2 以 上 の 場 合 に は 、 金

銭 そ の 他 の 資 産 の 交 付 が あ る 場 合 に も 対 価 要 件 を 満 た す 」 と し て 一

定 程 度 緩 和 さ れ て い る 1 0 5。  

2 .  従 業 員 引 継 要 件 と 事 業 継 続 要 件  

支 配 関 係 下 の 合 併 に お い て は 、 従 業 員 引 継 要 件 と 事 業 継 続 要 件 が

置 か れ て い る 。 完 全 支 配 関 係 と 支 配 関 係 に 、 企 業 を 支 配 す る と い う

点 に 関 し て 大 き な 差 が あ る わ け で は な い が 、 な ぜ か 完 全 支 配 関 係 下

                                                  
1 0 5  東 京 税 理 士 会 ， 前 掲 書 『 改 正 税 法 の す べ て （ 平 成 2 9 年 版 ）』 2 3 頁  
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の 合 併 に は こ れ ら の 要 件 は 定 め ら れ て い な い 。 い ず れ に し て も 、 合

併 の 法 律 的 効 果 は 合 併 期 日 に お い て 被 合 併 法 人 の 資 産 負 債 及 び 権

利 義 務 を 包 括 的 に 継 承 す る も の で あ る 。 支 配 関 係 下 の 合 併 に お い て

も 、 被 合 併 法 人 の 事 業 も 従 業 員 も 当 然 に 引 き 継 が れ る こ と に な る 。

合 併 の 効 果 を 最 大 限 に す る た め に 、 程 度 の 差 は あ っ て も 、 合 併 後 の

リ ス ト ラ や 配 置 転 換 、 事 業 そ の も の の 再 編 成 が 行 わ れ る こ と も 、 あ

る 意 味 当 然 で あ り 、 税 制 が こ れ を 合 併 時 点 で 計 画 し た か ら と い う 理

由 で 適 格 性 を 付 与 し な い と い う の は 、 問 題 が あ る 。 特 に 、 従 業 員 の

2 割 以 上 の リ ス ト ラ を 認 め な い と し て い る が 、 1 0 人 の 会 社 で 2 人 、

5 0 人 の 会 社 で 1 0 人 程 度 の 人 員 の 変 動 は 、 通 常 で も 起 こ り 得 る も の

で あ る 。 ま し て 、 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 で は 認 め ら れ て 、 支 配 関 係

下 の 合 併 で は 認 め な い と い う 点 は 、 理 解 に 苦 し む 規 定 振 り で あ る 。

従 業 員 引 継 要 件 と 事 業 継 続 要 件 の 問 題 点 は 、 共 同 事 業 を 行 う た め の

適 格 要 件 に お い て も 同 様 で あ る 。  

第 2節  共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 の 適 格 要 件 の 妥 当 性  

1 .  「 基 本 的 考 え 方 」 と 適 格 要 件  

次 に 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 の 適 格 要 件 を 検 討 す る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 に お け る 条 件 と 、 規 定 さ れ た 適 格 要 件 を 対 比 し

て み る と 、図 表 5 - 2 の と お り で あ る が 、「 基 本 的 考 え 方 」に 示 さ れ た

条 件 は 、 す べ て 適 格 要 件 の 中 に 織 り 込 ま れ て い る 1 0 6。 そ の 内 容 を 見

る と 、 事 業 関 連 性 要 件 や 事 業 規 模 要 件 等 グ ル ー プ 内 合 併 に お い て は

求 め ら れ て い な い 要 件 が 設 定 さ れ て お り 、 適 格 要 件 を 充 足 す る に は

か な り ハ ー ド ル が 高 い も の と な っ て い る 。  

                                                  
1 0 6  「 基 本 的 考 え 方 」 で は 、「 資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ れ る

こ と 」 と い う 条 件 が 示 さ れ て い る が 、 こ れ 自 体 合 併 を 想 定 し て の も の で

は な い と 考 え ら れ る の で「 基 本 的 考 え 方 」に お け る 条 件 か ら は 除 外 し た 。  
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図 表 5 - 2  共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 に お け る 税 制 適 格 要 件 と

「 基 本 的 考 え 方 」  

区 分  適 格 要 件  
「 基 本 的 考 え 方 」 に お

け る 条 件  

共 同 事 業

を 営 む た

め の 合 併  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  事 業 関 連 性 要 件  

 

 

 

 

③  事 業 規 模 要 件 又 は 特

定 役 員 引 継 要 件 (い

ず れ か の 要 件 を 満 た

す こ と )  

④  従 業 員 引 継 要 件  

 

 

 

⑤  投 資 継 続 要 件  

 

 

⑥  事 業 継 続 要 件  

 

 

①  組 織 再 編 成 に よ り 一

つ の 法 人 組 織 で 行 う

こ と と し た 事 業 が 相

互 に 関 連 性 を 有 す る

も の で あ る こ と 。  

②  そ れ ぞ れ の 事 業 の 規

模 が 著 し く 異 な ら な

い こ と 。  

 

③  そ れ ぞ れ の 事 業 に 従

事 し て い た 従 業 員 の

相 当 数 が 引 き 継 が れ

る こ と 。  

④  事 業 の 移 転 の 対 価 と

し て 取 得 し た 株 式 を

継 続 保 有 す る こ と 。  

⑤  組 織 再 編 成 後 も 移 転

し た 事 業 が 継 続 す る

こ と を 要 件 と す る こ

と 。  

（ 出 所 ： 図 表 3 - 5 と 前 掲 「 基 本 的 考 え 方 」 よ り 筆 者 作 成 ）  

2 .  事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規 模 要 件 に つ い て  

事 業 関 連 性 要 件 の 問 題 点 に つ い て は 、 第 ４ 章 第 ３ 節 の 会 社 分 割 税

制 に お い て 述 べ た 問 題 点 と 同 じ 理 由 で 、 そ の 必 要 性 に は 強 い 疑 問 を

感 じ て い る 。 こ の 要 件 は 、 共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 に 該 当

す る か 否 か の 判 定 を す る た め の 要 件 と さ れ て い る が 、 合 併 そ の も の

が 共 同 で 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 で あ る こ と は 、 何 の 条 件 も な

く 必 然 な こ と で あ る 。  

水 野 忠 恒 氏 は こ の 関 連 性 に つ い て 「 こ れ は か な り 厳 し い 要 件 で 、

例 え ば 何 で し ょ う か 、 ち ょ っ と 思 い 浮 か び ま せ ん が 、 例 え ば 建 設 会

社 と 自 動 車 会 社 が 合 併 す る 。 こ れ は あ ま り 関 係 が あ り ま せ ん の で 、
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こ う い う 場 合 に は 関 連 性 が な い 1 0 7。」と 説 明 し て い る 。し た が っ て 、

適 格 要 件 を 満 た さ な い こ と に な る 。 建 設 会 社 と 自 動 車 会 社 が 合 併 す

る と き 、 適 格 性 を 是 認 し た 場 合 の 弊 害 は 何 だ ろ う か 。  

合 併 と い う 組 織 再 編 成 を 企 業 が 考 え る と き 、 事 業 の 多 角 化 と い う

視 点 も 当 然 に 存 在 す る 。 そ の 重 要 な 企 業 の 一 手 を 税 制 は 阻 害 し て い

る の で は な い だ ろ う か 。  

3 .  事 業 規 模 要 件 に つ い て  

会 社 分 割 に お け る 事 業 規 模 要 件 と 同 様 に 、 な ぜ 5 倍 と い う 基 準 を

適 格 と 非 適 格 の 境 目 と す る 必 要 が あ る の か の 説 明 は さ れ て い な い 。

水 野 忠 恒 氏 は こ の 規 模 要 件 に つ い て 、 大 手 の ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト と

小 さ な 八 百 屋 を 例 に 挙 げ 、 両 者 が 合 併 し た 場 合 「 一 人 株 主 と し て 全

部 会 社 を 支 配 し て い た と い う 状 況 が 、 こ の 合 併 に よ っ て 崩 れ て し ま

う わ け で す 。 で す か ら 、 大 手 の 企 業 の 単 な る 株 主 に な っ て し ま う 。

見 方 を 変 え ま す と 、 現 金 と 等 し い 価 値 の あ る 資 産 を 会 社 と の 合 併 の

見 返 り に も ら っ た と い う こ と に な る わ け で す ね 。 で す か ら 、 こ の 八

百 屋 さ ん は 実 質 的 に は も う こ の 段 階 で は 会 社 と は か か わ り な く 、 単

な る 現 金 に 換 金 可 能 な も の を 受 け 取 っ た と 、 こ う い う 形 に な る わ け

で す 。」と し て 、こ の よ う な 場 合 は 課 税 の 繰 延 べ を 認 め な い と し た う

え で 、「 で す か ら 、投 資 の 継 続 と 申 し ま す と 、非 常 に わ か り に く い の

で す が 、 簡 単 に 申 し ま す と 、 い わ ゆ る 従 来 の 経 営 な り 株 の 保 有 関 係

と い っ た も の 、 こ れ に 変 更 が 生 じ た 場 合 に は 課 税 さ れ ま す け れ ど も 、

そ う で な い 場 合 に は 、 課 税 を 先 送 り す る と い う こ と に な っ て い る わ

け で す 1 0 8。」と 解 説 さ れ て い る 。従 来 の 経 営 な り 株 式 の 保 有 関 係 に 変

                                                  
1 0 7  金 融 庁 ， 前 掲 「 税 制 調 査 会 『 第 2 回 総 会 議 事 録 』 ( 2 0 0 0 年 1 0 月 3 日

開 催 )」  
1 0 8  同 上 書  
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更 が 生 じ た 場 合 、 課 税 の 繰 延 べ を 認 め な い 趣 旨 で こ の 規 模 要 件 が 設

定 さ れ て い る と し て い る が 、 こ の 要 件 は 共 同 で 事 業 が 行 わ れ る か ど

う か の 判 定 基 準 で あ り 、 課 税 の 繰 延 べ を 判 断 す る た め の 要 件 で は な

い 。 規 模 が ど う 違 お う と 、 合 併 に よ り 両 社 が 共 同 で 事 業 を 行 う よ う

に な る こ と は 自 明 で あ る 以 上 、 規 模 要 件 の 存 在 自 体 疑 問 で あ る 。  

規 模 の 相 違 に よ り 、 一 方 を 売 買 と 同 一 視 し 、 一 方 を 税 制 上 の 組 織

再 編 と み る 必 要 性 が 本 当 に あ る の だ ろ う か 。 本 来 、 中 立 で あ る べ き

税 制 が 、 経 済 活 動 に 制 約 を 加 え る こ と に な る と す れ ば 、 き わ め て 重

大 な 問 題 で あ る 。  

第 3節  む す び  

本 章 で は 、 合 併 を 資 産 の 譲 渡 と す る 前 提 に 立 っ て 創 設 さ れ た 合 併

税 制 の 適 格 要 件 に つ い て 、 検 討 し た 。  

支 配 関 係 下 の 合 併 、 共 同 事 業 を 行 う た め の 合 併 に お い て 、 従 業 員

引 継 要 件 と 事 業 継 続 要 件 が 規 定 さ れ て い る 。 こ の 2 要 件 は 、 被 合 併

法 人 の 資 産 負 債 及 び 権 利 義 務 を 包 括 承 継 す る 合 併 に お い て は 、 人 も

事 業 も 当 然 に 引 き 継 が れ る も の で あ る こ と 、 そ の う え で 、 事 業 の 効

率 化 等 が 計 画 さ れ る こ と も 必 然 で あ る こ と を 考 慮 す れ ば 、 問 題 の あ

る 要 件 で あ る と い え る 。 ま た 、 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 に お い て は 、

こ れ ら の 要 件 が 求 め ら れ て い な い こ と も 疑 問 な 点 で あ る 。  

事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規 模 要 件 に つ い て は 、 な ぜ こ れ が 共 同 事 業

を 行 う た め の 税 制 上 の 条 件 と な る の だ ろ う か 。  

ま ず 、 事 業 関 連 性 要 件 は 「 基 本 的 考 え 方 」 に お い て 共 同 事 業 を 行

う た め の 組 織 再 編 成 に 該 当 す る か 否 か の 判 定 を す る た め の 要 件 と

さ れ て い る が 、 合 併 そ の も の が 共 同 で 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成

で あ る こ と は 、 何 の 条 件 も な く 必 然 な こ と で あ る 。 合 併 と い う 組 織
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再 編 成 を 企 業 が 考 え る と き 、 事 業 の 多 角 化 と い う 視 点 も 十 分 に 存 在

し う る 。 そ の 重 要 な 企 業 の 選 択 に 税 制 は 影 響 を 及 ぼ す べ き で は な い 。

ま た 、 規 模 要 件 に つ い て 、 規 模 の 相 違 に よ り 、 一 方 を 売 買 と 同 一 視

し 、 一 方 を 税 制 上 の 組 織 再 編 と み る 必 要 性 が 本 当 に あ る の だ ろ う か 。

と く に 、 5 倍 以 内 と い う 制 限 は 、 ど の よ う な 根 拠 で 設 定 さ れ た の だ

ろ う か 。  

こ う 見 て み る と 、 合 併 に お け る 適 格 要 件 の 多 く が 、 本 来 、 自 由 で

あ る べ き 経 済 活 動 に 対 す る 税 制 の 不 当 な 干 渉 で あ り 、 経 済 活 動 に 中

立 で あ る べ き 税 制 と し て は 、 こ れ に 反 す る よ う な 制 約 を 課 し て い る

と 筆 者 は 考 え る 。  
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第 3 部  会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点 と 改 善 へ の 提 言  

第 3 部 で は 、 組 織 再 編 税 制 、 中 で も 会 社 分 割 税 制 に 焦 点 を 当 て て 、

特 に 会 社 分 割 と い う 組 織 再 編 行 為 そ の も の の 構 造 に 由 来 す る 問 題 点

に つ い て 検 討 す る 。  

法 人 組 織 の 再 編 成 の 中 で も 会 社 分 割 は 、一 つ の 法 人 の 資 産 負 債 が 他

の 法 人 に 移 転 す る 点 で は 合 併 と 同 意 義 で あ る 反 面 、必 ず し も 分 割 法 人

が 有 す る 資 産 負 債 の 全 部 が 引 き 継 が れ る わ け で は な い 点 が 合 併 と は

大 き く 異 な る 点 で あ る 。し か し 、組 織 再 編 税 制 で は こ れ を 統 一 的 に 考

え る べ き も の と し て 、 適 格 要 件 等 の 設 定 を 行 っ て い る 。 こ こ に 、 い く

つ か の 問 題 点 が 潜 む 要 因 と な っ た と 筆 者 は 考 え る 。  

組 織 再 編 成 の 本 質 は 、「株 式 と 株 式 の 交 換 」あ る い は「 資 産 と 株 式 の

交 換 」 で あ る 1 0 9が 、 株 式 移 転 、 株 式 交 換 が 「 株 式 と 株 式 の 交 換 」 で あ

る の に 対 し て 、 合 併 、 現 物 出 資 1 1 0 、 会 社 分 割 は 「 資 産 と 株 式 の 交 換 」

と い う 形 態 を と る 。  

異 な る 法 人 間 に お い て 、資 産 と 株 式 の 交 換 が 行 わ れ た 場 合 、例 え ば

分 社 型 分 割 の 場 合 、分 割 法 人 に お い て は そ の 有 し て い た 不 動 産 や 貸 付

金 と い っ た 資 産 が 、 株 式 （ 多 く の 場 合 は 関 係 会 社 株 式 ） に 振 り 替 わ る

こ と に な る 。 こ の こ と に よ り 経 済 的 に 、 会 計 的 に 、 あ る い は 税 務 的 に

ど の よ う な 変 化 が 生 じ る の か 、 そ の 変 化 は 、 本 来 「 経 済 活 動 に 中 立 的

で あ る べ き 税 制 」 を 、 現 在 の 組 織 再 編 税 制 は 担 保 し え て い る の か 、 筆

者 は そ の 点 に 疑 問 を 感 じ て い る 。 こ こ で い う 「 中 立 」 に は 、 も ち ろ ん

税 制 の 体 系 の 中 で 組 織 再 編 税 制 が 中 立 で あ る か と い う 観 点 も 含 ま れ

                                                  
1 0 9  渡 辺 徹 也 ， 前 掲 書 『 企 業 組 織 再 編 成 と 課 税 （ 租 税 法 研 究 双 書 7）』  
1 1 0  現 物 出 資 の う ち 適 格 事 後 設 立 に つ い て は 、 平 成 2 2 年 の 税 制 改 正 に お

い て 、 組 織 再 編 成 に 関 す る 税 制 か ら 削 除 さ れ た 。  
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て い る 。 つ ま り 、 も し 組 織 再 編 税 制 を 活 用 す る こ と が 、 活 用 し な い 場

合 よ り 大 き く 節 税 で き る の で あ れ ば 、法 人 は 組 織 再 編 税 制 を 活 用 す る

行 動 を と る だ ろ う 。 節 税 な の か 、 租 税 回 避 行 為 な の か 、 そ の ボ ー ダ ー

ラ イ ン は 租 税 法 に お け る 重 要 な テ ー マ の 一 つ で あ る が 、 少 な く と も 、

組 織 再 編 税 制 の 活 用 に よ り 他 の 個 別 規 定 が 有 名 無 実 化 す る こ と が あ

っ て は な ら な い と 筆 者 は 考 え る 。  

第 3 部 で は 、会 社 分 割 特 有 の 、言 い 換 え れ ば そ の ス キ ー ム 自 体 か ら

派 生 す る 問 題 点 に つ い て 、会 社 分 割 を 活 用 し た 節 税 の 実 例 も 取 り 上 げ

な が ら 検 討 し た い 。  
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第 6章  会 社 分 割 の 構 造 と 問 題 点  

本 章 で は 、 適 格 分 割 に お い て 強 制 さ れ る 簿 価 引 継 ぎ と い う 点 も 含 め

て 、 会 社 分 割 と い う 組 織 再 編 行 為 に よ っ て 創 造 さ れ る 構 造 が 、 ど の よ

う な 問 題 を 引 き 起 こ す 可 能 性 が あ る の か を 検 討 す る 。  

第 4 章 で 検 討 し た 適 格 要 件 の 問 題 点 は 、 現 行 の 適 格 要 件 が 、 必 ず し

も 課 税 繰 延 べ に つ い て そ の 論 拠 と し た「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」

と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 と を 担 保 し て い る と は 言 い 難 い と い う も の で

あ っ た 。 た だ 、 組 織 再 編 成 が 企 業 グ ル ー プ 内 だ け で 行 わ れ る わ け で は

な い 以 上 、 支 配 の 継 続 や 投 資 の 継 続 を 論 拠 と す る こ と に 固 執 す る こ と

も 、 経 済 の 実 態 を 反 映 し た 税 制 と は 言 い 難 い 。 租 税 回 避 行 為 に 留 意 し

た 適 切 な 適 格 要 件 を 設 定 す る こ と と 併 せ て 、 会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 な

問 題 点 を 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

第 1節  会 社 分 割 の 基 本 的 構 造  

1 .  新 設 分 社 型 分 割  

図 表 6 - 1 の ス キ ー ム は 、 適 格 新 設 分 社 型 分 割 を 想 定 し た も の で あ

る 。  

図 表 6 - 1  新 設 分 社 型 分 割 の ス キ ー ム  

 

(出 所 ： 筆 者 作 成 )  
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分 割 法 人 が 行 っ て い る A 事 業 （ 資 産 2 0 0－ 負 債 1 0 0＝ 純 資 産 1 0 0）

と B 事 業（ 資 産 6 0 0－ 負 債 2 0 0＝ 純 資 産 4 0 0）の う ち B 事 業 を 新 設 分

割 に よ り 分 割 承 継 法 人 に 引 き 継 が せ る と と も に 、 そ の 対 価 と し て 分

割 承 継 法 人 株 式 4 0 0 が 分 割 法 人 に 交 付 さ れ て い る 。  

こ の 場 合 に 求 め ら れ る 適 格 要 件 は 、 実 質 的 に は 「 分 割 後 に 当 該 分

割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 当 事 者 間 の 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す

る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 」 だ け で あ る 。 つ ま り 、 会 社 分 割 を 行

う 時 点 で 完 全 支 配 関 係 の 継 続 が 見 込 ま れ て さ え い れ ば 、 こ の 会 社 分

割 1 1 1は 税 制 適 格 分 割 と な る の で あ る 。 そ の 場 合 は 、 自 動 的 に 簿 価 引

継 ぎ に よ る 課 税 の 繰 延 べ が 強 制 さ れ る こ と に な る 。  

分 社 型 分 割 の 構 造 上 の 特 徴 と し て は 、 も と も と 保 有 し て い た 事 業

用 の 資 産 負 債 が 分 割 子 会 社 に 引 き 継 が れ る と 同 時 に 、 そ の 対 価 と し

て 有 価 証 券 の 交 付 を 受 け る こ と で あ る 。 上 記 の 例 で い え ば 、 分 割 法

人 の み が 保 有 し て い た 純 資 産 4 0 0 の B 事 業 用 資 産 及 び 負 債 が 、 そ の

ま ま の 形 で 分 割 承 継 法 人 に 保 有 さ れ る こ と に な る と 同 時 に 、 分 割 法

人 も 子 会 社 株 式 4 0 0 を 保 有 す る こ と に な る 。 つ ま り 、 単 体 納 税 制 度

下 に お い て は 異 な る 法 人 で あ る 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 そ れ ぞ れ

が 、 4 0 0 の 純 資 産 を 保 有 す る こ と に な る の で あ る 。 言 い 換 え れ ば 、

２ 社 の B 事 業 に 関 係 す る 純 資 産 の 単 純 な 合 計 が 、 4 0 0 か ら 8 0 0 に な

る と い う こ と で あ る 。  

も う 一 点 重 要 な こ と は 、 分 割 法 人 に と っ て は 、 保 有 し て い た B 事

業 に 係 る 純 資 産 4 0 0 が 、投 資 勘 定 で あ る 有 価 証 券（ 子 会 社 株 式 ）4 0 0

に 転 換 す る 問 題 で あ る 。 移 転 し た 事 業 用 資 産 及 び 負 債 は 土 地 、 建 物

                                                  
1 1 1  分 割 法 人 と 完 全 支 配 関 係 に あ る 子 会 社 を 分 割 承 継 法 人 と す る 吸 収 分

社 型 分 割 も 同 様 で あ る 。  
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等 の 有 形 固 定 資 産 、 ソ フ ト ウ ェ ア 等 の 無 形 固 定 資 産 、 金 銭 債 権 等 々

さ ま ざ ま な も の が 考 え ら れ る が 、 分 割 法 人 が 受 取 る 資 産 は 必 ず 子 会

社 株 式 で あ る 。 つ ま り 、 株 式 か ら 株 式 へ の 転 換 が な い わ け で は な い

も の の 、 多 く の 場 合 は 土 地 等 の 資 産 か ら 株 式 へ と 、 質 的 転 換 が 行 わ

れ る の で あ る 。  

こ の 適 格 分 社 型 分 割 が 持 つ 構 造 的 特 質 が 、 ど の よ う な 問 題 を 引 き

起 こ す の か を 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

2 .  新 設 分 割 型 分 割  

図 表 6 - 2 の ス キ ー ム は 、 適 格 新 設 分 割 型 分 割 を 想 定 し た も の で あ

る 。 大 き な 前 提 と し て は 、 分 割 法 人 と そ の 株 主 と の 間 に 完 全 支 配 関

係 あ る い は 支 配 関 係 が あ る こ と で あ る 。  

分 割 法 人 が 行 っ て い る A 事 業（ 純 資 産 1 0 0）と B 事 業（ 純 資 産 4 0 0）

の う ち B 事 業 を 新 設 分 割 に よ り 分 割 承 継 法 人 に 引 き 継 が せ る 点 は 分

社 型 分 割 と 同 じ で あ る が 、 そ の 対 価 と し て の 分 割 承 継 法 人 株 式 4 0 0

は 分 割 法 人 で は な く 、 分 割 法 人 の 株 主 に 交 付 さ れ て い る 。  

図 表 6 - 2  新 設 分 割 型 分 割 の ス キ ー ム  

(出 所 ： 筆 者 作 成 )  
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こ の 場 合 に 求 め ら れ る 適 格 要 件 は 、 実 質 的 に は 「 当 該 単 独 新 設 分

割 後 に 当 該 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る こ と が 見 込 ま れ て い る 1 1 2」こ と

だ け で あ る 。 こ の 要 件 を 満 た し さ え す れ ば 、 こ の 会 社 分 割 は 税 制 適

格 分 割 と な る の で あ り 、 そ の 場 合 も 、 自 動 的 に 簿 価 引 継 ぎ に よ る 課

税 の 繰 延 べ が 強 制 さ れ る こ と に な る 。  

分 割 型 分 割 の 場 合 に お い て は 、 分 割 法 人 が 保 有 し て い た B 事 業 用

の 純 資 産 4 0 0 が 、 そ の ま ま の 形 で 分 割 承 継 法 人 に 保 有 さ れ る こ と と

な る が 、 分 割 法 人 の 株 主 に と っ て み る と 分 割 法 人 の 株 式 の 価 値 が

4 0 0 低 下 し た の と 引 き 換 え に 、 分 割 承 継 法 人 株 式 4 0 0 を 取 得 す る こ

と に な る の で 、 株 主 、 分 割 法 人 、 分 割 承 継 法 人 の 純 資 産 の 総 和 に は

変 更 は な い 1 1 3。 こ の 点 が 分 社 型 分 割 と 大 き く 異 な る 点 で あ る 。  

こ の 点 だ け を と ら え れ ば 、 A， B の 両 事 業 を 行 っ て い た 法 人 が 、 同

じ 株 主 の 下 で A 事 業 を 行 う 法 人 と B 事 業 を 行 う 法 人 に 分 か れ た だ け

と い う こ と に な る 。  

第 2節  適 格 分 社 型 分 割 に お け る 構 造 的 な 問 題 点  

1 .  課 税 の 繰 延 べ 期 限 の 問 題  

ま ず 、 第 4 章 第 5 節 で 指 摘 し た 「 適 格 要 件 の 充 足 期 限 」 の 問 題 が

あ る 。 こ れ は 、 課 税 の 繰 延 べ が 免 税 措 置 で は な い 以 上 、 課 税 繰 延 べ

の 条 件 が 満 た さ れ な い 状 態 と な っ た 場 合 に は 、 会 社 分 割 の 際 繰 り 延

べ ら れ た 課 税 は 、 適 時 に 実 現 さ れ な け れ ば な ら な い と い う 原 則 の 問

題 で あ る 。 こ の 問 題 を 適 格 要 件 の 問 題 と し て と ら え る の か 、 会 社 分

割 税 制 全 体 の 構 造 的 問 題 と し て と ら え る の か は 、 お そ ら く 意 見 の 分

                                                  
1 1 2  法 第 2 条 第 1 2 号 の 1 1 イ 及 び 令 第 4 条 の 2 第 6 項 第 1 号 イ  
1 1 3  分 社 型 分 割 の 場 合 は 分 割 法 人 の 利 益 剰 余 金 は 引 き 継 が れ な い が 、 分

割 型 分 割 の 場 合 に は 、 分 割 法 人 の 利 益 剰 余 金 が 分 割 承 継 法 人 に 移 管 さ れ

る こ と に な る 。  
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か れ る と こ ろ だ と 考 え る 。 そ れ は 、 こ の 問 題 を 突 き 詰 め れ ば 課 税 を

繰 り 延 べ る た め の 技 術 的 な 方 式 ま で た ど り 着 く か ら で あ る 。 つ ま り 、

簿 価 引 継 方 式 の 是 非 で あ る 。  

第 １ 節 で 述 べ た と お り 、 分 社 型 分 割 に お い て は 資 産 の 単 純 な 総 和

が 倍 増 す る と い う 構 造 を も っ て い る 。 こ の と き 、 分 割 法 人 と 分 割 承

継 法 人 と が と も に 簿 価 引 継 ぎ を 行 う 現 在 の 会 社 分 割 税 制 に お い て

は 、 両 法 人 で 課 税 繰 延 べ の 終 了 を 考 え な け れ ば な ら な い と い う こ と

に な る 。 こ の こ と は 、 次 の 二 重 損 益 の 計 上 の 問 題 、 損 失 計 上 時 期 の

任 意 的 調 整 の 問 題 と も 直 結 す る 問 題 で あ る 。  

2 .  二 重 損 益 の 計 上 の 問 題  

合 併 や 会 社 分 割 の 本 質 を ど の よ う に 考 え る か で 、 税 制 の 組 み 立 て

も 変 わ っ て く る も の と 考 え ら れ る が 、 こ の 点 に つ い て は 、 旧 商 法 時

代 か ら 合 併 に つ い て は 「 人 格 合 一 説 」 と 「 現 物 出 資 説 」 の 2 つ の 見

解 が あ っ た 。 前 者 は 2 以 上 の 法 人 の 人 格 合 一 に 他 な ら な い と い う 考

え 方 で あ り 、 後 者 は 被 合 併 法 人 の 営 業 の 全 部 を も っ て 合 併 法 人 へ の

現 物 出 資 で あ る と す る 考 え 方 で あ る 。  

組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ る 以 前 の 合 併 税 制 は 、 実 質 的 に は 人 格 合

一 説 の 立 場 に 立 っ て い て 、 被 合 併 法 人 の 資 産 負 債 に つ い て は 、 合 併

当 事 者 が 望 ま な い 限 り 、 そ の 合 併 直 前 の 帳 簿 価 額 を も っ て 合 併 法 人

に 引 継 ぐ こ と が 可 能 で あ っ た 。 会 社 分 割 に お い て も 、 基 本 的 に は 合

併 と 同 様 に 人 格 合 一 説 と 現 物 出 資 説 の い ず れ の 立 場 を と る の か で

本 来 は 処 理 が 異 な る は ず で あ る 。会 社 分 割 法 制 が 導 入 さ れ た 平 成 1 2

年 当 時 、大 島 恒 彦 氏 は こ の 点 に つ い て 、「 現 行 税 制 の 中 で 、法 人 税 法

5 1 条 の 特 定 現 物 出 資 は 、事 実 上 会 社 分 割 と い っ て よ い 。こ れ に つ い

て は 、 税 法 は 資 産 譲 渡 と 認 定 し て 譲 渡 益 課 税 が 原 則 で あ る と い う 建
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前 を 保 持 し て い る 。 そ の か ぎ り で は 、 会 計 で い う パ ー チ ェ ス 法 の 考

え を 取 り 入 れ て い る 。し か し 、法 人 税 法 第 5 1 条 の 規 定 を み る と 、現

物 出 資 の 出 資 者 側 の 処 理 と し て 、 取 得 株 式 に つ い て の 圧 縮 記 帳 に よ

る 資 産 圧 縮 、 出 資 を 受 け た 側 は 、 受 入 資 産 の 簿 価 以 下 引 継 ぎ が 、 課

税 繰 延 べ の 条 件 と な っ て お り 、 結 局 は 資 産 譲 渡 と は い う も の の 時 価

の 表 現 は 姿 を 消 し て し ま い 、 簿 価 引 継 ぎ に よ る 非 課 税 方 式 と 同 様 の

型 に 落 着 い て い る 1 1 4。」と し て 、考 え 方 は 現 物 出 資 説 的 な 発 想 を 持 ち

つ つ 、 課 税 繰 延 べ 方 式 に お い て は 人 格 合 一 説 的 な 処 理 を 強 制 す る こ

と と な っ て い る 点 を 指 摘 さ れ て い る 。  

出 資 法 人 お よ び 被 出 資 法 人 と も に 現 物 出 資 資 産 の 帳 簿 価 額 を 引

継 ぐ と い う 旧 法 第 5 1 条 の 方 式 は 、 そ の ま ま 会 社 分 割 税 制 に も 採 用

さ れ た こ と か ら 、 そ の 論 理 矛 盾 は そ の ま ま 会 社 分 割 税 制 に も 引 き 継

が れ る こ と に な っ た の で あ る 。  

元 々 、 二 重 損 益 の 計 上 の 問 題 は 、 株 主 が 保 有 す る 株 式 と 、 そ の 株

式 の 発 行 会 社 の 純 資 産 が 基 本 的 に は 連 動 す る 、 つ ま り 、 そ の 株 式 の

発 行 会 社 が 損 失 を 計 上 し て そ の 純 資 産 が 減 少 し た 場 合 に は 、 株 主 が

保 有 す る 株 式 も 同 額 の 含 み 損 を 持 つ と い う 構 造 自 体 に 問 題 の 本 質

が あ る の で あ っ て 、 会 社 分 割 税 制 の 創 設 に よ っ て 引 き 起 こ さ れ た 新

た な 問 題 と い う わ け で は な い 。  

し か し 、 会 社 分 割 税 制 の 創 設 に よ り 、 例 え ば 含 み 損 を 有 す る 資 産

を 切 り 出 し て 子 会 社 化 す る と い っ た こ と が 容 易 に 行 わ れ 得 る こ と

が 問 題 だ と 考 え る の で あ る 。 会 社 分 割 後 に 生 じ た 含 み 損 益 は と も か

く 、 少 な く と も 、 会 社 分 割 の 時 点 で 有 す る 含 み 損 益 に つ い て 生 じ る

                                                  
1 1 4  大 島 恒 彦 「 会 社 分 割 に か か る 新 税 制 の 問 題 点 － 譲 渡 益 課 税 と 課 税 の

繰 延 べ の 関 係 」『 税 務 広 報 』 4 8 巻 第 1 2 号 （ 中 央 経 済 社 ， 2 0 0 0） 8 7 頁  



 

93 
 

二 重 損 益 に つ い て は 、 会 社 分 割 税 制 固 有 の 問 題 点 と し て 考 え る 必 要

が あ る 。 実 務 に 詳 し い 佐 藤 信 祐 氏 は 、 特 に 二 重 損 益 の 計 上 の 問 題 点

に つ い て 、「 法 人 税 法 上 、損 失 が 二 重 に 利 用 で き る ケ ー ス が 存 在 し 、

実 務 に お い て も 活 用 さ れ る ケ ー ス が 多 い 。 損 失 の 二 重 利 用 を 行 う た

め だ け に ス ト ラ ク チ ャ ー を 組 む こ と は 少 な い が 、 事 業 目 的 の た め に

選 択 し た ス ト ラ ク チ ャ ー の 結 果 と し て 、 損 失 が 二 重 に 利 用 で き て し

ま う ケ ー ス も 少 な く な い 1 1 5。」と 指 摘 さ れ て い る 。そ し て 、そ の ス ト

ラ ク チ ャ ー は 、 会 社 分 割 に よ り 容 易 に 創 造 す る こ と が で き る の で あ

る 。 同 氏 は 、 二 重 損 失 の 活 用 事 例 を 、 そ の 著 書 の 中 で い く つ か の ス

キ ー ム 1 1 6を 挙 げ て 、 問 題 提 起 さ れ て い る 。 そ の 中 の 代 表 的 な も の は

図 表 6 - 3 の と お り で あ る 。  

図 表 6 - 3  二 重 損 失 の 計 上 を 活 用 し た 節 税 ス キ ー ム  

現 状 の 想 定  

①  P 社 は A 社 の

発 行 株 式 の す

べ て を 保 有 し

て い る 。  

②  P 社 の 保 有 す

る A 株 式 の 帳

簿 価 額 は 1 0

億 円 で あ り 、

時 価 は 1 億 円

で あ る 。  

 

1 .  子 会 社 株 式 の 譲 渡 に よ る 損 失 の 二 重 利 用  

P 社 が 、 A 社 株 式 を 外 部 の 法 人 X 社 に 譲 渡 し た 場

合 に は 、P 社 に お い て 9 億 円 の 子 会 社 株 式 譲 渡 損

が 発 生 す る と と も に 、買 収 会 社 に お い て は 9 億 円

の 繰 越 欠 損 金 を 有 す る 子 会 社 を 買 収 し た こ と に

な る 。  

  

※ グ ル ー プ 内 で 子 会 社 株 式 を 譲 渡 す る 場 合 に は 、

時 価 の 相 当 性 (営 業 権 の 評 価 )が 問 題 と な る こ と が

多 い と 考 え ら れ る 。  

                                                  
1 1 5  佐 藤 信 祐 ，前 掲 書『 組 織 再 編 に お け る 包 括 的 租 税 回 避 防 止 規 定 の 実 務 』

1 6 7 頁  
1 1 6  著 書 で は 、 図 表 6 - 3 で 紹 介 し た ス キ ー ム 以 外 に 、「 増 資 ＋ 子 会 社 株 式

の 譲 渡 ＋ 合 併 に よ る 損 失 の 二 重 利 用 」、「D E S＋ 子 会 社 株 式 の 譲 渡 ＋ 合 併 に

よ る 損 失 の 二 重 利 用 」、「 適 格 分 社 型 分 割 ＋ 株 式 譲 渡 を 利 用 し た 損 失 の 二

重 利 用 」 の 三 つ の ス キ ー ム を 紹 介 さ れ て い る 。  

P 社

A 社

X 社

A社
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③  A 社 の 資 本 金

等 の 額 は 1 0

億 円 で あ る 。  

④  A 社 に は 繰 越

欠 損 金 が 9 億

円 あ る  

※ こ の 現 状 は 、

含 み 損 を 有 す る

資 産 を 会 社 分 割

に よ り 分 割 承 継

法 人 に 引 継 ぐ こ

と に よ っ て も 、

作 り 出 す こ と が

で き る 。（ 筆 者

注 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 .  子 会 社 株 式 の 譲 渡 ＋ 合 併 に よ る 損 失 の 二 重 利 用  

子 会 社 に お い て 繰 越 欠 損 金 を 使 用 で き る だ け の

収 益 力 が な い 場 合  

( 1 )  外 部 に 子 会 社 株 式 を 譲 渡 す る 場 合  

合 併 法 人 が 、 A 社 株 式 の す べ て を 取 得 し た の ち 、

A 社 を 吸 収 合 併 す る 場 合 、 み な し 共 同 事 業 要 件 を

満 た せ ば 、 合 併 法 人 は 、 A 社 の 繰 越 欠 損 金 を 引 継

ぐ こ と が 可 能 で あ る 。  

( 2 )  グ ル ー プ 内 で 子 会 社 株 式 を 譲 渡 す る 場 合  

P 社 の 他 の 特 定 資 本 関 係 が 生 じ て か ら 5 年 が 経 過

し て い る 子 会 社 Ｘ 社 の 子 会 社 B 社 に A 社 株 式 を 譲

渡 し 、 そ の 後 、 B 社 が A 社 を 吸 収 合 併 す る 。  

  

こ の よ う な 場 合 に は 、 P 社 の 保 有 す る A 社 株 式 の

帳 簿 価 額 が 1 0 億 円 で あ る の に 対 し 、1 億 円 で 譲 渡

を 行 っ て い る こ と か ら 、 P 社 は 9 億 円 の A 社 株 式

譲 渡 損 が 計 上 さ れ る こ と に な る 。 さ ら に 、 B 社 は

A 社 を 吸 収 合 併 す る こ と に よ り 、 本 件 合 併 が 適 格

合 併 に 該 当 し 、 か つ 、 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ 制 限 が

課 さ れ な い 場 合 に は 、 A 社 の 繰 越 欠 損 金 （ 9 億 円 ）

を B 社 に 引 継 ぐ こ と が 可 能 と な る 。 た だ し 、 特 定

資 本 関 係 が 生 じ て か ら 5 年 が 経 過 し て い な い 場 合

に は 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ 制 限 が 課 さ れ る 。  

(出 所 ： 佐 藤 信 祐 ，前 掲 書『 組 織 再 編 に お け る 包 括 的 租 税 回 避 防 止 規 定

の 実 務 』 1 6 7 頁 ～ 1 7 7 頁 よ り 筆 者 抜 粋 )  

本 章 第 1 節 の 基 本 構 造 で 述 べ た 例 を 考 え る と 、 分 割 法 人 の み が 保

有 し て い た 純 資 産 4 0 0 の B 事 業 用 資 産 が 、 そ の ま ま の 形 で 分 割 承 継

P 社

A社 X 社

B社

A社

P社

X社

B社

A社

吸収合併
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法 人 が 保 有 す る こ と と な り 、 加 え て 、 分 割 法 人 が 子 会 社 株 式 4 0 0 を

保 有 す る こ と に な る 。 こ の 4 0 0 の B 事 業 用 資 産 に 含 み 損 が あ れ ば 、

そ れ は そ の ま ま 、 図 表 6 - 3 の 1 及 び 2 の 前 提 と な る の で あ る 。 そ し

て 、 会 社 分 割 税 制 を 活 用 す れ ば 、 そ の 状 況 は 比 較 的 容 易 に 作 る こ と

が 可 能 で あ る 。  

問 題 は 、 会 社 分 割 税 制 に お い て 、 何 故 、 分 割 す る 側 と そ れ を 承 継

す る 側 双 方 で 分 割 対 象 の 資 産 及 び 負 債 の 帳 簿 価 額 を そ の 受 け 入 れ

価 額 に し た の か と い う 点 で あ る 。こ の 問 題 は 、旧 法 第 5 1 条 の 時 代 に

も 指 摘 さ れ て い た が 、 平 成 1 2 年 当 時 武 田 昌 輔 氏 は 、「 新 設 会 社 に お

い て 、 そ の 受 入 価 額 を 時 価 に よ る こ と も 認 め る と す る と 、 出 資 会 社

が あ る 資 産 を 譲 渡 す る 場 合 に 、 ま ず 新 設 子 会 社 を 設 立 し て 、 当 該 資

産 を 時 価 で 受 け 入 れ さ せ て 、 他 に 直 ち に 譲 渡 す れ ば 、 課 税 が な い こ

と と な り 、 他 方 、 そ の 子 会 社 株 式 は 、 そ の ま ま 保 有 し て 、 ま ず 譲 渡

し な い と い う 事 態 を 想 定 す る と 租 税 回 避 行 為 と し て 利 用 さ れ る こ

と を 防 止 し た も の 1 1 7」 と 考 え ら れ て い た 。 こ の 点 に つ い て は 第 7 章

で も う 少 し 詳 し く 検 討 し た い 。  

3 .  含 み 損 益 の 付 替 え の 問 題  

現 行 の 会 社 分 割 税 制 を 活 用 す れ ば 、 損 益 の 二 重 計 上 と 併 せ て 、 含

み 益 あ る い は 含 み 損 の 付 替 え も 可 能 で あ る 。 も っ と も 単 純 な 例 は 、

も と も と 親 子 関 係 に あ る 法 人 間 で の 吸 収 分 割 で あ る 。 親 会 社 に 収 益

力 が な く 保 有 す る 資 産 の 含 み 損 が 譲 渡 等 に よ り 実 現 損 と な っ て も 、

欠 損 金 が 9 年 間 の 繰 越 控 除 期 間 で は 解 消 で き な い こ と が 想 定 さ れ る

場 合 に 、 子 会 社 の 中 の 収 益 力 の あ る 会 社 へ 含 み 損 を 有 す る 資 産 を 吸

                                                  
1 1 7  武 田 昌 輔 「 会 社 再 編 の 場 合 の 簿 価 引 継 基 準 の 問 題 点 」『 税 経 通 信 』 5 5

巻 第 1 0 号 （ 税 務 経 理 協 会 ， 2 0 0 0） 1 8 頁 ～ 1 9 頁  
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収 分 割 に よ り 移 転 し た う え で 、 実 現 損 を 計 上 し て 節 税 す る ス キ ー ム

で あ る 。  

吸 収 分 割 に よ る 会 社 分 割 は 、 既 存 の 法 人 に 資 産 負 債 を 移 転 す る こ

と か ら 、 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 と の 間 に 収 益 力 の 差 が あ る の は 当

然 で あ り 、 い わ ば 吸 収 分 割 と い う 会 社 分 割 そ の も の が 内 包 す る 問 題

点 で あ る と も い え る 。  

4 .  損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題  

第 １ 節 で 述 べ た と お り 、 分 社 型 分 割 に お い て は 資 産 の 単 純 な 総 和

が 倍 増 す る と い う 構 造 を も っ て い る 。 分 割 承 継 法 人 の 純 資 産 の 悪 化

は 、 そ の ま ま 分 割 法 人 が 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 の 資 産 価 値 が 劣 化

す る こ と を 意 味 す る 。（ 当 然 、 逆 も あ り う る 。）  

分 割 承 継 法 人 サ イ ド で 起 こ る 損 益 は 、 実 現 損 益 で あ り 、 そ の 意 味

で 問 題 は な い 。 し か し 、 分 割 法 人 が 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 が 有 価

証 券 で あ る 点 で 問 題 が 生 じ る こ と に な る 。 会 社 分 割 に よ り 分 割 法 人

が 保 有 し て い た 資 産 が 、 子 会 社 株 式 に 転 換 し た 結 果 、 そ の 評 価 は 当

然 、有 価 証 券 に 関 す る 税 法 上 の 制 限 1 1 8を 受 け る こ と に な る か ら で あ

る 。 こ こ で 、 図 表 6 - 4 の と お り 、 あ る 状 況 を 想 定 し て み た い 。 多 額

の 含 み 損 を 有 す る 資 産 を 保 有 し て い る 法 人 が 、 そ の 資 産 の 売 却 を 余

儀 な く さ れ た と す る と 、 そ の 売 却 に よ り 含 み 損 が 実 現 損 と な っ て 、

売 却 し た 期 （ X 2 期 ） の 損 金 に 算 入 さ れ る こ と に な る 。  

こ の 法 人 は 現 在 多 額 の 繰 越 欠 損 金 を 有 し て お り 、 そ れ に 加 え て 上

記 損 失 が 発 生 し た 場 合 に は 、 9 年 間 の 繰 越 控 除 期 間 1 1 9で は 控 除 で き

                                                  
1 1 8  評 価 損 の 計 上 に つ い て は 法 第 3 3 条 及 び 令 第 6 8 条 第 1 項 第 2 号 、 評

価 益 に つ い て は 、 法 第 2 5 条 の 制 限 を 受 け る 。  
1 1 9  青 色 申 告 書 を 提 出 し た 事 業 年 度 の 欠 損 金 の 繰 越 期 間 は 、 平 成 2 3 年 度

税 制 改 正 に よ り 、 平 成 2 0 年 4 月 1 日 以 後 に 終 了 し た 事 業 年 度 で 生 じ た

欠 損 金 に つ い て は 、 従 来 の 7 年 か ら 9 年 と さ れ た 。  
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ず に 期 限 切 れ と な る 繰 越 欠 損 金 が 生 じ る こ と は 明 ら か で あ り 、 損 失

計 上 に よ る 節 税 効 果 を 得 る こ と は 難 し い 状 況 だ と す る 。  

図 表 6 - 4  損 失 発 生 の タ イ ミ ン グ  

 

(出 所 ： 筆 者 作 成 )  

そ こ で 、 会 社 分 割 に よ り 含 み 損 の あ る 資 産 を 分 割 し て 分 割 承 継 法

人 に 移 転 1 2 0し （ X 1 期 ）、 そ の う え で 、 そ の 資 産 を 売 却 す る （ X 2 期 ）

こ と と す る 。 当 然 、 分 割 承 継 法 人 は 多 額 の 損 失 を 計 上 す る こ と に な

る が 、 分 割 法 人 の 処 理 は ど う な る だ ろ う か 。  

会 社 分 割 に よ り 分 割 法 人 が 取 得 し た の は 分 割 承 継 法 人 の 株 式 で

あ り 、 こ の 株 式 に 含 み 損 が 発 生 し た と し て も 、 す ぐ に は 評 価 損 と し

て 損 金 算 入 す る こ と は で き な い 。 逆 に 言 え ば 、 評 価 損 と し て 損 金 算

入 し な く て も よ い の で あ る 。  

し た が っ て 、 分 割 承 継 法 人 で 実 現 損 が 計 上 さ れ 、 純 資 産 が 劣 化 し

た 場 合 で あ っ て も 、 分 割 法 人 が 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 の 含 み 損 の

認 識 は 、 税 務 上 は 行 う 必 要 が な く 、 分 割 承 継 法 人 が 清 算 （ X 5 期 ） を

す る 1 2 1か 、 あ る い は 分 割 承 継 法 人 株 式 を 譲 渡 し て 、 初 め て 清 算 損 失

                                                  
1 2 0  適 格 分 割 で あ る こ と を 前 提 と す る 。  
1 2 1  た だ し 、 平 成 2 2 年 度 の 税 制 改 正 に よ り 完 全 支 配 関 係 が あ る 内 国 法 人

の 残 余 財 産 が 確 定 し た 場 合 に は 、 保 有 す る 株 式 の 清 算 損 失 の 計 上 は 認 め

ら れ な い こ と と さ れ て い る 。 一 方 で 、 そ の 内 国 法 人 の 青 色 欠 損 金 額 等 は

そ の 株 主 で あ る 法 人 に 引 き 継 が れ る こ と と な る 。  

法 人 含み損のある資産

分割承継法人
含み損のある

分割承継資産
売却等による

損失発生

分割法人
含み損のある

分割承継法人株式

（清算）

清算損失

譲渡損失

会

社

分

割

Ⅹ１期 Ⅹ2期 Ⅹ5期

売却等による

損失発生
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と し て 、 あ る い は 譲 渡 損 失 と し て 損 金 に 算 入 さ れ る こ と に な る 。  

そ し て 、 分 割 承 継 法 人 が 分 割 法 人 の 支 配 下 に あ る 限 り 、 そ の 清 算

も 株 式 の 譲 渡 も 分 割 法 人 の 判 断 次 第 と い う こ と に な る 。 つ ま り 、 分

割 法 人 サ イ ド の 損 金 算 入 時 期 は 比 較 的 自 由 に 調 整 す る こ と が 可 能

で あ る 。 し か し 、 分 割 承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 譲 渡 は 、 本 来 は

組 織 再 編 税 制 に お け る 課 税 繰 延 べ の 論 拠 で あ る 分 割 法 人 に よ る 「 資

産 の 支 配 の 継 続 」 が 終 了 し た こ と を 意 味 す る の で あ っ て 、 課 税 の 繰

延 べ は こ の 時 に 終 了 さ せ る べ き で は な い か と 考 え る 。  

第 3節  む す び  

会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点 と し て は 、（ 1） 課 税 の 繰 延 べ 期 限 の

問 題 、（2）二 重 損 益 の 計 上 の 問 題 、（3）含 み 損 益 の 付 け 替 え の 問 題 、

そ し て （ 4） 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 、 が 考 え ら れ る 。  

ま ず 、 課 税 の 繰 延 べ 期 限 の 問 題 は 、 い つ ま で 課 税 を 繰 り 延 べ る の

か と い う 問 題 で あ る 。 こ れ は 、 事 業 継 続 要 件 等 で 、 分 割 の 際 に 「 見

込 ま れ て い る 」 こ と で 足 り る と さ れ て い る 適 格 要 件 の 問 題 で も あ る

が 、 基 本 的 に は 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 と 「 株 主 の 投 資 の

継 続 」 が 満 た さ れ な く な っ た 時 が 課 税 繰 延 べ の 終 了 の と き で あ る と

い う 原 則 を も う 一 度 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

二 重 損 益 計 上 の 問 題 は 、 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 双 方 に お い て 、

適 格 分 割 の 場 合 、 簿 価 引 継 ぎ が 強 制 さ れ る こ と に よ り 生 じ る 問 題 で

あ り 、 ま た 、 含 み 損 益 の 付 け 替 え の 問 題 は 、 そ の 中 で も 、 分 割 承 継

法 人 に 簿 価 引 継 ぎ が 強 制 さ れ る こ と に よ り 生 じ る 問 題 で あ る 。 法 人

間 に お い て 収 益 力 に 差 が あ る こ と は 当 然 で あ り 、 こ の 収 益 力 の 差 を

活 用 す る こ と で 節 税 が 可 能 と な っ て い る の で あ る 。  

損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 は 、 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 制 度
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に お け る 繰 越 期 間 の 制 約 か ら 実 質 的 に 解 放 さ れ る こ と で あ り 、 含 み

損 益 の 付 け 替 え の 問 題 と も 密 接 に 絡 む 問 題 で あ る 。  

こ れ ら の 問 題 を 決 し て 僅 少 な 問 題 と し て 片 付 け る べ き で は な い 。 

一 方 で 会 社 分 割 税 制 を 活 用 し て 大 き な 節 税 効 果 を 享 受 す る 法 人

が あ り 、 一 方 で 当 該 制 度 を 活 用 す る こ と な く 他 の 個 別 規 定 の 制 約 を

甘 受 す る 法 人 が あ る と す る と 、 課 税 の 公 平 と い う 税 制 の 大 原 則 か ら

考 え れ ば 、 税 制 に 対 す る 信 頼 を 大 き く 損 な う こ と に な る は ず で あ る 。 
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第 7章  A 銀 行 グ ル ー プ に お け る 組 織 再 編 成 の 検 証  

本 章 で は 、 あ る 地 方 銀 行 グ ル ー プ 1 2 2で 行 わ れ た 組 織 再 編 成 が 、 ど の

程 度 の 節 税 効 果 を 同 グ ル ー プ に も た ら し た か を 、 試 算 し て み た い 。 こ

れ は 、 公 表 さ れ て い る 有 価 証 券 報 告 書 、 決 算 発 表 の 際 の 決 算 説 明 資 料

等 を 参 考 に 、 筆 者 の 判 断 で 行 う も の で あ り 、 影 響 額 等 の 金 額 に つ い て

は 、 事 実 と は 若 干 異 な る 場 合 も あ り 得 る が 、 そ れ ほ ど 大 き な 乖 離 で は

な い は ず で あ る 。  

第 1節  A 銀 行 グ ル ー プ に お け る 組 織 再 編 成 の 経 緯  

図 表 7 - 1  A フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ の 構 成  

 

(出 所 ： 平 成 2 0 年 3 月 期 の A フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ の 有 価 証 券

報 告 書 よ り 筆 者 作 成 )  

A 銀 行 グ ル ー プ は 、 西 日 本 に 本 社 を 置 く 大 手 地 方 銀 行 グ ル ー プ で

あ る が 、 そ の グ ル ー プ 構 成 は 図 表 7 - 1 の と お り 、 持 株 会 社 で あ る A

フ ィ ナ ン シ ャ ル グ ル ー プ （ 以 下 、「 A F G」 と い う ） と 、 そ の 完 全 子 会

社 で あ る 、 A 銀 行 、 B 銀 行 及 び C 銀 行 の 3 行 に よ っ て 構 成 さ れ て い

る 。 ま た 、 A 銀 行 グ ル ー プ の 組 織 再 編 成 の 経 緯 は 図 表 7 - 2 の と お り

で あ る 。 同 グ ル ー プ で 行 わ れ た 事 業 組 織 再 編 成 は 、 先 ず 、 A F G の 傘

下 銀 行 と な る 以 前 に C 銀 行 が 行 っ た 吸 収 分 社 型 分 割 、 次 に A F G が 行

っ た 株 式 移 転 等 に よ る A 銀 行 、 B 銀 行 及 び C 銀 行 を 傘 下 銀 行 と す る

持 株 会 社 化 1 2 3、さ ら に C 銀 行 と B 銀 行 が A 銀 行 に 対 し て 行 っ た 吸 収

                                                  
1 2 2  本 章 に お け る 法 人 名 は 、 筆 者 の 判 断 で 仮 に 付 し た も の で あ る 。  
1 2 3  こ の 株 式 移 転 に よ り 、 図 表 7 - 1 で 示 し た 現 在 の グ ル ー プ が 形 成 さ れ

た 。  

Aフィナンシャルグループ

A銀行 B銀行 C銀行
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分 割 型 分 割 の 3 回 に 及 ん で い る 。  

第 2節  C コ ー ポ レ ー ト ・ パ ー ト ナ ー ズ に 対 す る 不 良 債 権 の 移 転 と 清 算  

1 .  会 社 分 割 の 内 容  

C 銀 行 は 、 A F G の 傘 下 銀 行 と な る 前 の 平 成 1 7 年 9 月 に 、 不 良 債 権

化 し た 貸 出 金 約 3 1 3 億 円 を 会 社 分 割 に よ り 分 割 承 継 法 人 で あ る C コ

ー ポ レ ー ト ・ パ ー ト ナ ー ズ （ 以 下 、「 C C P」 と い う ） に 移 転 し た 。 会

社 分 割 時 点 と 清 算 結 了 時 点 の 会 計 上 と 税 務 上 の 仕 訳 を 想 定 す る と 、

お よ そ 図 表 7 - 3 の と お り で あ る 。  

こ の 仕 訳 の 前 提 は 次 の と お り で あ る 。  

①  C 銀 行 は 貸 出 金 に つ い て 部 分 直 接 償 却 を 実 施 し て い る 1 2 4。 金 融

機 関 で は 、 資 産 の 自 己 査 定 に よ り 回 収 不 能 ま た は 無 価 値 と 判 定

し た 担 保 ・ 保 証 付 き 債 権 等 に つ い て は 、 全 銀 協 「 担 保 ・ 保 証 付

                                                  
1 2 4  C 銀 行 の 第 1 0 7 期 有 価 証 券 報 告 書 の 重 要 な 会 計 方 針 に 係 る 注 記 に「 破

綻 先 及 び 実 質 破 綻 先 に 対 す る 担 保 ・ 保 証 付 債 権 等 の 一 部 に つ い て は 、 債

権 額 か ら 担 保 の 評 価 額 及 び 保 証 に よ る 回 収 が 可 能 と 認 め ら れ る 額 を 控 除

し た 残 額 を 取 り 立 て 不 能 見 込 み 額 と し て 債 権 額 か ら 直 接 減 額 」 し て い る

と の 記 載 が あ る 。  

図 表 7 - 2  A F G の 組 織 再 編 の 経 緯  

①  平 成 1 7 年 9 月 2 7 日  

 

C 銀 行 が 不 良 債 権 を C コ ー ポ レ ー ト・パ ー ト ナ

ー ズ に 適 格 吸 収 分 社 型 分 割 に よ り 移 転  

②  平 成 1 9 年 4 月 2 日  A F G を 設 立 。株 式 移 転 に よ り A 銀 行 と B 銀 行 を

完 全 子 会 社 化  

③  平 成 1 9 年 1 0 月 1 日  A F G が 持 ち 株 会 社 か ら 株 式 を 購 入 す る こ と に

よ り C 銀 行 を 完 全 子 会 社 化  

④  平 成 2 1 年 2 月 1 3 日  A 銀 行 が 、 B 銀 行 と C 銀 行 か ら 、 両 行 の 不 良 債

権（ C コ ー ポ レ ー ト・パ ー ト ナ ー ズ の 株 式 を 含

む ） を 適 格 吸 収 分 割 型 分 割 に よ り 取 得  

⑤  平 成 2 1 年 5 月 1 5 日  C コ ー ポ レ ー ト ・ パ ー ト ナ ー ズ の 解 散 を 決 議  

⑥  平 成 2 2 年 7 月 2 9 日  C コ ー ポ レ ー ト ・ パ ー ト ナ ー ズ の 清 算 結 了  

⑦  平 成 2 4 年 3 月 期  A F G を 連 結 親 法 人 と す る 連 結 納 税 を 開 始  

（ 出 所 ： A F G 及 び C 銀 行 の 有 価 証 券 報 告 書 及 び 適 時 開 示 資 料 よ り 筆

者 作 成 ）  
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き 債 権 等 の 貸 倒 償 却 の 取 扱 に つ い て 」（ 平 1 0 調 々 第 2 0 5 号 平 成

1 0 年 1 1 月 6 日 ） に 従 っ て 、 債 権 額 か ら 担 保 の 評 価 額 及 び 保 証

等 に よ る 回 収 が 可 能 と 認 め ら れ る 額 を 控 除 し た 残 額 を 貸 倒 償 却

と し て 債 権 額 か ら 直 接 減 額 で き る 」 と さ れ て い る 1 2 5。  

図 表 7 - 3  C 銀 行 の C C P へ の 新 設 分 割 の 処 理  

 

(出 所 ： C 銀 行 の 該 当 期 の 有 価 証 券 報 告 書 等 の 公 表 資 料 よ り 、 筆 者

作 成 )  

そ し て 、 無 税 の 個 別 評 価 に よ る 貸 倒 引 当 金 の う ち 、 Ⅳ 分 類 1 2 6

に 相 当 す る 額 に つ い て 部 分 直 接 償 却 を 行 っ た 場 合 、 税 法 上 の 貸

                                                  
1 2 5  銀 行 経 理 問 題 研 究 会 編『 銀 行 経 理 の 実 務（ 第 7 版 ）』（ 金 融 財 政 事 情 ，

2 0 1 5） 5 3 1 頁  
1 2 6  同 上 書 7 7 6 頁 に お い て 、「 銀 行 は 資 産 実 態 を 正 確 に 把 握 す る た め 、 自

己 査 定 を 実 施 し て い る が 、 こ の 自 己 査 定 に あ た っ て 、 ま ず 貸 出 先 等 の 債

務 者 を そ の 財 務・経 営 状 況 に 応 じ て「 破 綻 先・実 質 破 綻 先 」「破 綻 懸 念 先 」

「 要 注 意 先 」「 正 常 先 」の 債 務 者 区 分 に 分 別 す る 。そ の う え で 、債 務 者 区

分 ご と に 担 保 ・ 保 証 等 に よ る 債 権 回 収 の 可 能 性 を 評 価 し て 、 資 産 を 回 収

リ ス ク の 低 い ほ う か ら 順 に 非 ・ Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ 分 類 の 四 段 階 に 分 類 す る 。」と

解 説 し て い る 。 し た が っ て 、 実 質 的 に は 、 回 収 不 能 が 明 ら か な 部 分 と い

う こ と が で き る 。  

 



 

103 
 

倒 損 失 に は 該 当 し な い が 、 確 定 申 告 書 に お い て 貸 倒 引 当 金 勘 定

に 繰 り 入 れ た 額 の 損 金 算 入 に 関 す る 明 細 の 記 載 を 行 う と 同 時 に 、

財 務 諸 表 に 直 接 減 額 （ 部 分 直 接 償 却 ） を 行 っ た 金 額 を 注 記 す る

こ と を 条 件 に 無 税 で の 処 理 が 認 め ら れ て い る 1 2 7の で あ る 。  

従 っ て 、 会 計 上 移 管 し た と さ れ る 3 1 3 億 円 の 貸 出 金 に は 、 部

分 直 接 償 却 に よ り 貸 出 金 勘 定 か ら 直 接 減 額 さ れ た 貸 倒 引 当 金 相

当 額 は 含 ま れ て い な い 点 に は 留 意 す る 必 要 が あ る 。  

②  C 銀 行 の 有 価 証 券 報 告 書 に よ れ ば 、 税 効 果 会 計 に 関 す る 注 記 と

し て 図 表 7 - 4 の よ う に 記 載 さ れ て い る 。  

図 表 7 - 4 は 、 繰 延 税 金 資 産 の 内 訳 で あ り 、 そ れ ぞ れ の 項 目 の

将 来 減 算 一 時 差 異 及 び 将 来 加 算 一 時 差 異 に 、 法 定 実 効 税 率 を 乗

じ た も の で あ る 。  

図 表 7 - 4  C 銀 行 の 平 成 1 8 年 3 月 期 税 効 果 会 計 関 係 の 注 記  

繰 延 税 金 資 産 及 び 繰 延 税 金 負 債 の 発 生 の 主 な 原 因 別 の 内 訳  

繰 延 税 金 資 産     

 貸 倒 引 当 金  4 1 , 7 3 3 百 万 円  

 退 職 給 付 引 当 金  5 , 5 1 0   

 子 会 社 株 式  1 3 , 4 2 9   

 投 資 損 失 引 当 金  8 8 4   

 減 価 償 却  1 , 5 7 3   

 未 払 事 業 税  1 1 3   

 有 価 証 券 償 却 否 認 額  3 , 0 6 2   

 そ の 他  2 , 4 4 9   

繰 延 税 金 資 産 小 計  6 8 , 7 5 8   

評 価 性 引 当 額  △ 3 0 , 7 8 0   

繰 延 税 金 資 産 合 計  3 7 , 9 7 7   

繰 延 税 金 負 債     

 そ の 他 有 価 証 券 評 価  

 差 額 金  
△ 1 , 1 0 8   

繰 延 税 金 負 債 合 計  △ 1 , 1 0 8   

 繰 延 税 金 資 産 の 純 額  3 6 , 8 6 8 百 万 円  
 

（ 出 所：C 銀 行 の 平 成 1 8 年 3 月 期 有 価 証 券 報 告 書 よ り 筆 者 抜 粋 ） 

ま た 、 評 価 性 引 当 額 は 、 繰 延 税 金 資 産 小 計 と し て 算 定 し た 金

                                                  
1 2 7  銀 行 経 理 問 題 研 究 会 編 ， 前 掲 書 『 銀 行 経 理 の 実 務 （ 第 7 版 ）』 5 3 2 頁  
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額 の う ち 、 何 ら か の 理 由 で 繰 延 税 金 資 産 に 計 上 さ れ な か っ た 金

額 で あ る 。  

こ こ で い う 、「 一 時 差 異 と は 、貸 借 対 照 表 及 び 連 結 貸 借 対 照 表

に 計 上 さ れ て い る 資 産 お よ び 負 債 の 金 額 と 課 税 所 得 計 算 上 の 資

産 お よ び 負 債 の 金 額 と の 差 額 1 2 8」 を い う 。  

そ し て 、「 一 時 差 異 に は 、当 該 一 時 差 異 が 解 消 す る と き に そ の

期 の 課 税 所 得 を 減 額 さ せ る 効 果 を 持 つ も の （ こ れ を 将 来 減 算 一

時 差 異 と い う ） と 、 当 該 一 時 差 異 が 解 消 す る と き に そ の 期 の 課

税 所 得 を 増 額 さ せ る 効 果 を 持 つ も の （ こ れ を 将 来 加 算 一 時 差 異

と い う ） 1 2 9」 と が あ り 、 上 記 注 記 は そ れ ら 一 時 差 異 に 実 効 税 率

を 乗 じ る こ と に よ り 税 金 相 当 額 に 換 算 し て 表 示 し た も の で あ る 。 

し た が っ て 、図 表 7 - 4 の う ち 子 会 社 株 式 が 1 3 , 4 2 9 百 万 円 と さ

れ て い る こ と か ら 、 子 会 社 株 式 に 係 る 将 来 減 算 一 時 差 異 は 、

1 3 , 4 2 9 百 万 円 ÷実 効 税 率 4 0 . 4％ 1 3 0＝ 3 3 , 2 4 0 百 万 円 と 算 定 さ れ

る 。 こ の 将 来 減 算 一 時 差 異 は 、 貸 倒 引 当 金 の 有 税 部 分 で 、 言 い

換 え れ ば 貸 出 金 の 含 み 損 で あ る 。つ ま り 、C 銀 行 は 、C C P に 含 み

損 3 3 2 億 円 を 移 転 し た こ と に 他 な ら な い 。  

ま た 、 投 資 損 失 引 当 金 に 係 る 繰 延 税 金 資 産 が 8 8 4 百 万 円 当 期

                                                  
1 2 8  広 瀬 義 州 『 財 務 会 計 第 1 0 版 』（ 中 央 経 済 社 ， 2 0 1 1） 7 6 9 頁  
1 2 9  同 上 書 ， 7 7 0 頁  
1 3 0  平 成 2 3 年 3 月 期 以 前 に お け る 実 効 税 率 は 、法 人 税 率 3 0％ 、都 道 府 県

民 税 所 得 割 1 4 . 7％ 、法 人 特 別 税 5 . 8％ 、法 人 市 町 民 税 1 4 . 8％ と し た 場 合 、

次 の 通 り 算 定 さ れ る 。本 章 に お い て は 、実 効 税 率 を 4 0 . 4％ と 仮 定 し て 一

時 差 異 の 額 を 試 算 す る 。  

 

　法人税率×（１＋住民税率）＋事業税率　

　　　　　　　　　１＋事業税率

0.3×（1＋0.058＋0.147）＋0.029×（1＋1.48）

1＋0.029×（1＋1.48）

≒ 0.404339（≒40.4％）

実効税率 ＝

＝
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か ら 計 上 さ れ て い る 。 こ れ は 、 お そ ら く C C P 株 式 に つ い て 、 分

割 後 に 生 じ た 含 み 損 失 の 増 加 部 分 に 対 応 す る も の と 判 断 さ れ る 。 

③  平 成 1 8 年 3 月 期 の 貸 借 対 照 表 関 係 の 注 記 と し て 、子 会 社 の 株 式

総 額 （ 帳 簿 価 額 ） は 1 2 , 1 7 6 百 万 円 と 記 載 さ れ て い る 。 平 成 1 7

年 3 月 期 に お い て は 子 会 社 株 式 の 総 額 は 1 3 3 百 万 円 と 記 載 さ れ

て い る こ と か ら 、会 社 分 割 に よ り 増 加 し た 子 会 社 株 式 は 1 2 , 0 4 3

百 万 円 と 想 定 さ れ る 。し た が っ て 、こ の 1 2 , 0 4 3 百 万 円 に 上 記 ②

の 子 会 社 株 式 に 係 る 将 来 減 算 一 時 差 異 3 3 , 2 4 0 百 万 円 を 加 算 し

た 4 5 , 2 8 3 百 万 円 （ 図 表 5 - 3 上 で は 4 5 3 億 円 と し て い る 。） が 、

C 銀 行 が C C P に 会 社 分 割 に よ り 移 転 し た 税 務 上 の 貸 出 金 額 と 判

断 さ れ る 。  

④  清 算 時 の 分 割 子 会 社 の 純 資 産 を 6 , 2 5 7 百 万 円 と 想 定 す る 1 3 1。  

こ れ ら の 前 提 を 要 約 す れ ば 、 平 成 1 8 年 3 月 期 に C C P は 3 3 2 億 円

の 含 み 損 を 持 つ 資 産 を 会 社 分 割 に よ り 取 得 し 、 C 銀 行 は 同 額 の 含 み

損 を 持 つ C C P 株 式 を 保 有 す る こ と と な っ た 。そ し て 、平 成 2 3 年 3 月

期 に 子 会 社 清 算 損 失 3 9 0 億 円 が 、 そ の 株 式 の 移 管 を 受 け た A 銀 行 に

お い て 実 現 し た と い う こ と で あ る 。  

2 .  節 税 効 果 の 有 無  

有 価 証 券 報 告 書 に 記 載 さ れ た C 銀 行 と A 銀 行 の 繰 延 税 金 資 産 の 主

な 内 訳 の 推 移 は 、 図 表 7 - 5 の と お り で あ る 。 こ の う ち 本 分 析 に 必 要

な も の を 中 心 に 、実 効 税 率 4 0 . 4％ で 割 戻 し て 一 時 差 異 ベ ー ス に 引 き

直 す と 、 図 表 7 - 6 の と お り と な る 。  

 

                                                  
1 3 1  平 成 2 1 年 5 月 1 5 日 付 の A F G の 適 時 開 示 資 料 「 子 会 社 （ C C P 株 式 会

社 ）の 解 散 に 関 す る お 知 ら せ 」に お い て 、同 社 の 2 3 年 3 月 期 の 純 資 産 は

6 , 2 5 7 百 万 円 と さ れ て い る 。  
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図 表 7 - 5  C 銀 行 と A 銀 行 の 繰 延 税 金 資 産 の 推 移  

 

（ 出 所 ： C 銀 行 及 び A 銀 行 の 該 当 期 の 有 価 証 券 報 告 書 よ り 、 筆 者 作

成 ）  

「 将 来 の 課 税 所 得 と 相 殺 可 能 な 繰 越 欠 損 金 等 に つ い て は 、 一 時 差

異 と 同 様 に 取 り 扱 わ れ 1 3 2」 る こ と と さ れ て い る 。 図 表 7 - 6 の 繰 越 欠

損 金 は 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 で あ り 、 繰 越 控 除 期 限 は 当 時 の 法 人 税 法

の 規 定 に 従 え ば 7 年 間 と い う こ と に な る 1 3 3。  

節 税 効 果 を 判 断 す る 場 合 、 繰 越 控 除 期 限 内 に 繰 越 欠 損 金 を 解 消 で

き る か ど う か が 重 要 と な る 。  

                                                  
1 3 2  広 瀬 義 州 ， 前 掲 書 『 財 務 会 計 第 1 0 版 』 6 6 1 頁  
1 3 3  改 正 前 の 法 第 5 7 条 第 1 項  

【Ｃ銀行】 （百万円）

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

繰延税金資産

貸倒引当金 52,283 52,450 41,733 65,000 67,725 11,553 7,958 7,612

退職給付引当金 5,113 5,574 5,510 5,250 3,819 3,169 2,218 2,928

子会社株式 - - 13,429 13,429 13,429 - - -

投資損失引当金 - - 884 1,327 2,356 - - -

繰越欠損金 2,833 7,452 - - 30,479 50,999 55,844 52,878

有価証券償却否認 3,937 3,062 4,292 7,669 4,584 1,958 1,962

その他有価証券評価差額金 - - - - 1,846 - - -

その他 1,440 2,915 2,562 1,264 7,074 2,662 2,597 1,399

（小計） 62,665 73,881 68,758 91,927 135,965 74,344 71,767 67,909

評価性引当額 △ 14,115 △ 29,027 △ 30,780 △ 64,740 △ 110,077 △ 54,963 △ 52,435 △ 48,576

（合計） 48,549 44,853 37,977 27,187 25,888 19,380 19,332 19,333

繰延税金負債 △ 6,217 △ 5,311 △ 1,108 △ 2,122 △ 1,618 △ 2,137 △ 6,105 △ 4,153

繰延税金資産の純額 42,332 39,542 36,868 25,064 24,268 17,243 13,227 15,180

【Ａ銀行】

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

繰延税金資産

貸倒引当金 32,147 29,751 27,407 26,857 27,288 86,042 63,764 58,272

減価償却費 1,609 1,676 1,665 1,642 1,681 1,601 1,803 1,942

退職給付引当金 12,840 12,444 9,165 8,294 7,190 6,116 6,131 5,945

繰越欠損金 27,283 7,405 - - - - 10,570 12,086

有価証券償却 2,382 2,480 2,449 2,566 3,069 23,170 25,324 10,389

その他 2,608 3,651 4,425 5,601 8,673 13,335 9,656 11,006

（小計） 78,871 57,409 45,112 44,962 47,902 130,266 117,250 99,640

評価性引当額 △ 4,362 △ 4,839 △ 4,762 △ 4,860 △ 3,515 △ 30,402 △ 16,636 △ 17,308

（合計） 74,509 52,570 40,350 40,101 44,387 99,864 100,614 82,332

繰延税金負債 △ 40,940 △ 42,536 △ 38,529 △ 36,447 △ 21,027 △ 15,602 △ 29,179 △ 25,939

繰延税金資産の純額 33,568 10,033 1,820 3,653 23,359 84,262 71,434 56,392
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図 表 7 - 6  C 銀 行 及 び A 銀 行 の 将 来 減 算 一 時 差 異 の 推 移  

 

（ 出 所 ： 図 表 7 - 5 よ り 、 実 効 税 率 を 一 律 4 0 . 4％ と し て 筆 者 作 成 ）  

会 社 分 割 時 の C 銀 行 の 状 況 を 見 る と 分 割 直 前 期（ 1 7 年 3 月 期 ）に

は 、 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 は 1 8 4 億 円 に 達 し て い た が 、 分 割 実 施 に よ

り 単 体 の 不 良 債 権 処 理 が 大 幅 に 減 少 し た こ と か ら 1 8 年 3 月 期 と 1 9

年 3 月 期 で は 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 は 解 消 し て い る 。  

し か し 、A F G の 傘 下 銀 行 と な っ た 直 後 の 2 0 年 3 月 期 に 、不 良 債 権

の 処 理 を 加 速 し た 1 3 4こ と に よ っ て 、 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 は 7 5 4 億 円

に 、 さ ら に 、 2 1 年 3 月 期 に は 1 , 2 6 2 億 円 に 達 し て い る 。  

C 銀 行 単 体 の 本 業 の 収 益 力 を 示 す コ ア 業 務 純 益 1 3 5は 、直 近 の 2 3 年

3 月 期 で も 8 5 億 円 程 度 で あ り 、 1 , 2 6 2 億 円 規 模 の 繰 越 欠 損 金 を 7 年

                                                  
1 3 4  A F G の 決 算 説 明 資 料 に よ れ ば 、 C 銀 行 の 不 良 債 権 処 理 額 は 平 成 2 0 年

3 月 期 7 0 , 4 5 4 百 万 円 、平 成 2 1 年 3 月 期 2 8 , 1 8 9 百 万 円 と さ れ て い る 。加

え て 、 不 良 債 権 の オ フ バ ラ ン ス 化 実 績 は 、 C C P 分 も 含 め て 2 0 年 3 月 期

9 9 3 億 円 、 2 1 年 3 月 期 2 3 6 億 円 と し て お り 、 当 時 会 計 上 多 額 の 不 良 債 権

処 理 が 行 わ れ て い る 。  
1 3 5  経 常 利 益 か ら 一 般 貸 倒 引 当 金 の 繰 入 を 含 む 不 良 債 権 処 理 額 、 株 式 関

係 損 益 、 国 債 等 債 券 損 益 及 び そ の 他 の 臨 時 損 益 を 除 外 し た も の で 、 決 算

短 信 の 添 付 資 料 で あ る 決 算 説 明 資 料 で 公 表 し て い る 。  

【Ｃ銀行】 （百万円）

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

将来減算一時差異 155,111 182,873 170,193 227,542 336,547 184,019 177,641 168,091

貸倒引当金 129,413 129,826 103,299 160,891 167,636 28,596 19,698 18,841

子会社株式 - - 33,240 33,240 33,240 - - -

投資損失引当金 - - 2,188 3,284 5,831 - - -

繰越欠損金 7,012 18,445 - - 75,443 126,235 138,227 130,886

有価証券償却否認 - 9,745 7,579 10,623 18,982 11,346 4,846 4,856

その他 18,686 24,857 23,887 19,504 35,415 17,842 14,870 13,508

【Ａ銀行】

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

繰延税金資産 195,225 142,101 111,663 111,292 118,569 322,440 290,222 246,633

貸倒引当金 79,571 73,641 67,839 66,477 67,544 212,975 157,831 144,237

繰越欠損金 67,532 18,329 - - - - 26,163 29,915

有価証券償却否認 5,896 6,138 6,061 6,351 7,596 57,351 62,683 25,715

その他 42,226 43,993 37,763 38,464 43,429 52,114 43,545 46,766
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間 の 繰 越 控 除 期 間 で 解 消 す る こ と は 難 し い と 考 え ら れ る 。 当 該 会 社

分 割 が こ の よ う な 繰 越 欠 損 金 の 状 況 と な る こ と を 想 定 し て 実 施 さ

れ た も の と は 考 え に く い 。 し か し 、 も し 、 会 社 分 割 を 行 わ な か っ た

と す れ ば 、 分 割 対 象 と な っ た 貸 出 金 に つ い て 、 倒 産 等 に よ る 貸 出 金

償 却 の 発 生 等 に よ り さ ら に 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 が 積 み 上 が る 結 果

と な っ て い た こ と は 間 違 い な い 。  

次 に 子 会 社 株 式 （ C C P 株 式 ） の 損 失 の 実 現 に つ い て 考 え る 。  

分 割 承 継 法 人 で あ る C C P の 株 式 は 、 平 成 2 1 年 3 月 期 に 行 わ れ た

会 社 分 割 に よ り 、 A 銀 行 が 保 有 す る こ と と な っ た 。  

図 表 7 - 7  C 銀 行 の 会 社 分 割 に よ る 将 来 減 算 一 時 差 異 の 異 動  

 

（ 出 所：C 銀 行 及 び A 銀 行 の 該 当 期 の 有 価 証 券 報 告 書 よ り 、筆 者 作 成 ）  

そ こ で 、 A 銀 行 の 将 来 減 算 一 時 差 異 の 推 移 を み る と 、 図 表 7 - 7 の

と お り C C P の 株 式 を 取 得 し た 2 1 年 3 月 期 に 「 有 価 証 券 償 却 否 認 」

【Ｃ銀行の将来減算一時差異の推移】
（億円）

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

投資損失引当金 － － 22 33 58 － － －

子会社株式 － － 332 332 332 － － －

【Ａ銀行の将来減算一時差異の推移】

16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

繰越欠損金 675 183 － － － － 262 299

有価証券償却否認 59 61 61 64 76 574 627 257

ＣＣＰへ不良債権452

億円を移管

（うち有税332 億円）

ＣＣＰ株式をＣ銀行が

取得（株式移転）

ＣＣＰ解散決議

ＣＣＰ清算

結了

5事業年度のタイムラグ
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が 4 9 8 億 円 増 加 し て 5 7 4 億 円 と な っ て い る 。そ の 後 、平 成 2 2 年 7 月

2 9 日 に 清 算 を 結 了 し た 1 3 6こ と か ら 、 2 3 年 3 月 期 に 、 こ の 「 有 価 証

券 償 却 否 認 」が 認 容 さ れ た と 考 え ら れ 、2 2 年 3 月 期 に 比 べ 3 7 0 億 円

減 少 し て 2 5 7 億 円 と な っ て い る 。 こ の よ う に 、 C 銀 行 の 貸 出 金 に 係

る 含 み 損 が 、 会 社 分 割 に よ り C C P に 移 転 し て 株 式 化 さ れ 、 次 に そ の

C C P 株 式 に 係 る 損 失 が 、 C C P の 清 算 に よ り A 銀 行 に お い て 実 現 し た

こ と は 明 ら か で あ る 。  

  

会 社 分 割 が 行 わ れ な け れ ば 、 貸 倒 損 失 等 と し て も っ と 早 い 時 期 に

C 銀 行 に お い て 実 現 し た は ず の 損 失 が 、 最 大 5 事 業 年 度 の タ イ ム ラ

グ を も っ て A 銀 行 で 実 現 し た の で あ る 。 図 表 7 - 8 の と お り A 銀 行 の

収 益 力 は 年 間 6 0 0 億 円 程 度 あ り 、 そ の 節 税 メ リ ッ ト は 1 0 0％ 享 受 さ

れ た も の と 考 え ら れ る 1 3 7。  

第 3節  A 銀 行 に 対 す る B 銀 行 と C 銀 行 の 不 良 債 権 の 移 転  

1 .  会 社 分 割 の 内 容  

A F G の 事 業 再 生 事 業 等 に か か る 体 制 強 化 を 図 る と し て 、平 成 2 1  年

2 月 1 3 日 を 効 力 発 生 日 と し て 、 B 銀 行 お よ び C 銀 行 が 有 す る 事 業 再

生 事 業 お よ び 不 良 債 権 関 連 事 業 を 吸 収 分 割 に よ り 、 A 銀 行 に 承 継 さ

せ た 。  

                                                  
1 3 6  A F G の 第 4 期 有 価 証 券 報 告 書 4 頁 の「 事 業 の 内 容 」に 、「 C C P は 、平 成

2 2 年 7 月 2 9 日 に 会 社 清 算 を 結 了 し て お り ま す 。」 と の 記 載 が あ る 。  
1 3 7  平 成 2 2 年 度 の 税 制 改 正 に よ り 、 C C P は Ａ 銀 行 の 完 全 子 会 社 で あ る と

こ ろ か ら 、 平 成 2 2 年 1 0 月 1 日 以 降 の 解 散 決 議 で あ れ ば 、 A 銀 行 に お い

て 清 算 損 失 は 損 金 に 算 入 さ れ ず 、 C C P の 未 処 理 欠 損 金 を 受 け 入 れ る こ と

と な っ て い た 。  

 

図表7-8　A 銀行の収益力の推移 （億円）

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

　コア業務純益 600 585 586 599 581

（出所：A 銀行の該当期の決算説明資料より、筆者作成）



 

110 
 

平 成 2 0 年 1 2 月 2 6 日 の A F G の 適 時 開 示 資 料 1 3 8か ら 、 会 計 及 び 税

務 処 理 に 影 響 す る 事 項 を ま と め る と 次 の と お り で あ る 。  

①  B 銀 行 お よ び C 銀 行 を 分 割 会 社 と し 、A 銀 行 を 承 継 法 人 と す る（ 分

割 型 ） 吸 収 分 割 で あ る 。  

②  1 0 0％ 子 会 社 間 に お け る 吸 収 分 割 の た め 、 本 分 割 に 際 し 、 A 銀 行

か ら 両 行 に 対 す る 株 式 の 割 当 て 、お よ び 両 行 か ら 当 社 に 対 す る 株

式 の 交 付 （ 剰 余 金 の 配 当 ） は 省 略 す る 。（ 無 対 価 分 割 ）  

③  分 割 会 社 お よ び 分 割 承 継 法 人 は 共 に A F G の 1 0 0 %子 会 社 で あ り 、

本 分 割 後 も そ の 状 況 に 変 更 は な い た め 、本 分 割 は 共 通 支 配 下 の 取

引 と な り 、 分 割 会 社 の 資 産 お よ び 負 債 は 、 承 継 法 人 に お い て も 、

分 割 会 社 に お け る 当 該 資 産 お よ び 負 債 の 適 正 な 帳 簿 価 額 に て 計

上 す る 。  

④  本 分 割 に 伴 い 、B 銀 行 お よ び C 銀 行 が 分 割 す る 貸 出 金 に 係 る 貸 倒

引 当 金 等 に 対 し て 計 上 し て い た 繰 延 税 金 資 産 が A 銀 行 に 承 継 さ

れ る 一 方 、 税 効 果 会 計 上 新 た に 繰 延 税 金 資 産 と し て B 銀 行 で 4 5  

億 円 程 度 、C 銀 行 で 1 2 0 億 円 程 度 が 計 上 さ れ る こ と に な る こ と か

ら 、 両 行 に お い て 同 額 の 当 期 純 利 益 の 増 加 要 因 と な る 。  

⑤  A 銀 行 に お い て も 、 両 行 か ら 承 継 す る 貸 倒 引 当 金 の う ち 、 両 行 に

お い て 計 上 し て い な か っ た 繰 延 税 金 資 産 を 新 た に 2 5 0 億 円 程 度

計 上 す る こ と か ら 、 同 額 当 期 純 利 益 の 増 加 要 因 と な る 。  

⑥  ④ 及 び ⑤ よ り 、 本 分 割 が A F G の 連 結 業 績 に 与 え る 影 響 に つ い て

は 、 当 期 純 利 益 が 4 1 5 億 円 程 度 増 加 す る 。  

 

                                                  
1 3 8  平 成 2 0 年 1 2 月 2 6 日 付 の A F G の 適 時 開 示 資 料 「 当 社 子 会 社 間 （ A 銀

行 お よ び B 銀 行 並 び に C 銀 行 ） に お け る 事 業 再 生 事 業 等 の 会 社 分 割 に 関

す る お 知 ら せ 」  
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2 .  会 社 分 割 の 会 計 処 理  

平 成 2 1 年 3 月 期 の 有 価 証 券 報 告 書 に よ れ ば 、 実 際 の 勘 定 処 理 は

図 表 7 - 9 の よ う に 行 わ れ た も の と 考 え ら れ る 。  

図 表 7 - 9  B 銀 行 、 C 銀 行 及 び A 銀 行 に お け る 会 社 分 割 時 の 仕 訳  

 

（ 出 所 ： 各 銀 行 の 該 当 期 の 有 価 証 券 報 告 書 よ り 筆 者 作 成 ）  

同 事 業 年 度 の 決 算 説 明 資 料 に よ れ ば 、A 銀 行 単 体 の 決 算 に お い て 、

「 会 社 分 割 に 伴 う 税 効 果 益 」 が 2 5 6 億 円 計 上 さ れ て い る 。 こ の 税 効

果 益 2 5 6 億 円 の 意 味 す る と こ ろ は 、 B 銀 行 と C 銀 行 に お い て は 収 益

力 の 弱 さ か ら 貸 倒 引 当 金 に 係 る 将 来 減 算 一 時 差 異 の う ち 評 価 性 引

当 額 と し て 繰 延 税 金 資 産 と し て 計 上 す る こ と が で き な か っ た と こ

ろ 、 収 益 力 の あ る A 銀 行 に 移 転 さ れ た こ と に よ り 、 計 上 で き る こ と

（億円）

Ｂ銀行 Ｃ銀行

貸倒引当金 276 貸出金 634 貸倒引当金 1,195 貸出金 1,931

利益剰余金 437 その他資産 6 投資損失引当金 58 有価証券 124

繰延税金資産 73 その他負債 11 その他資産 7

利益剰余金 966 繰延税金資産 168

Ａ銀行

貸出金 2,565 貸倒引当金 1,471

有価証券 124 投資損失引当金 58

その他資産 13 その他負債 11

繰延税金資産 241 繰越利益剰余金 1,403

（決算時）

繰延税金資産 256 法人税等調整額 256

（借方）

（借方） （貸方）（借方） （貸方）

（貸方）

会社分割時（平成21年2月）　

（会計上の仕訳）

この分割による将来減算一時差異の増加
（241億円＋256億円）÷40.4％＝1,230億円
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に な っ た と い う こ と で あ る 。  

両 行 か ら 引 き 継 い だ 繰 延 税 金 資 産 2 4 1 億 円 と 「 会 社 分 割 に 伴 う 税

効 果 益 」 2 5 6 億 円 の 合 計 4 9 7 億 円 か ら 、 実 効 税 率 を 4 0 . 4％ と 仮 定 し

て 逆 算 す れ ば 、 F 銀 行 に 移 転 し た 貸 倒 引 当 金 等 に 係 る 将 来 減 算 一 時

差 異 は 1 , 2 3 0 億 円 程 度 あ っ た と 想 定 さ れ る の で あ る 。  

3 .  節 税 効 果 の 有 無  

( 1 )  B 銀 行 か ら の 会 社 分 割 の 効 果  

図 表 7 - 1 0 の と お り B 銀 行 の コ ア 業 務 純 益 は 、A F G の 傘 下 銀 行 と な

っ た 平 成 2 0 年 3 月 期 で は 8 2 億 円 で あ り 、 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 は そ

の 約 1 2 年 分 に 相 当 す る 9 3 7 億 円 に 達 し て い る 。  

 

こ の 繰 越 欠 損 金 自 体 、 当 時 の 7 年 の 繰 越 控 除 期 間 内 で は 解 消 さ れ

な い と 考 え ら れ る こ と か ら 、 会 社 分 割 に よ り A 銀 行 に 移 転 し た 貸 出

金 に 係 る 損 失 に つ い て も 、 そ れ が B 銀 行 に お い て 計 上 さ れ た 場 合 に

は 、 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 制 度 を 活 用 し た 、 将 来 に お け る 節 税 効 果

は 全 く な か っ た と 判 断 さ れ る 。  

図表7-10　B銀行の将来減算一時差異の推移
（億円）

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

将来減算一時差異 1,300 1,406 1,194 1,194 1,148

貸倒引当金 448 317 107 103 114

繰越欠損金 690 937 909 1,001 956

その他 162 152 178 89 78

　コア業務純益 106 82 60 64 66

（出所：B銀行の該当期の有価証券報告書及び決算説明資料より筆者作成）

AFG 傘下

へ

A 銀行へ
会社分割
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( 2 )  C 銀 行 か ら の 会 社 分 割 の 効 果  

図 表 7 - 1 1 の と お り 、C 銀 行 の コ ア 業 務 純 益 は 、A F G の 傘 下 銀 行

と な っ た 平 成 2 0 年 3 月 期 で 1 2 8 億 円 で あ り 、 税 務 上 の 繰 越 欠 損

金 は そ の 約 6 年 分 に 相 当 す る 7 5 4 億 円 に 達 し て い る 。  

2 1 年 3 月 期 に は 、 さ ら に 5 0 7 億 円 増 加 し て 1 , 2 6 2 億 円 と 極 め

て 多 額 と な っ て い る 。こ の こ と か ら 、会 社 分 割 に よ り A 銀 行 に 移

転 し た 貸 出 金 等 に 係 る 損 失 が 、も し 分 割 さ れ る こ と な く C 銀 行 に

お い て 計 上 さ れ た 場 合 に は 、 B 銀 行 と 同 様 に 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控

除 制 度 を 活 用 し た 、将 来 に お け る 節 税 効 果 は 全 く な か っ た と 判 断

さ れ る の で あ る 。  

 

( 3 )  A 銀 行 に お け る 会 社 分 割 の 効 果  

A 銀 行 は 、 B 銀 行 と C 銀 行 の 両 行 か ら 吸 収 分 割 型 分 割 に よ り 会

計 上 貸 出 金 2 , 5 6 5 億 円 、有 価 証 券 1 2 4 億 円 の 移 転 を 受 け た が 、こ

れ ら の 資 産 に 係 る 1 , 2 3 0 億 円 の 将 来 減 算 一 時 差 異 も 同 時 に 移 転

図表7-11　C 銀行の将来減算一時差異の推移
（億円）

19年3月期 20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

　総額 2,275 3,365 1,840 1,776 1,681

貸倒引当金 1,609 1,676 286 197 188

子会社株式 332 332 - - -

投資損失引当金 33 58 - - -

繰越欠損金 - 754 1,262 1,382 1,309

その他 301 544 292 197 184

　コア業務純益 193 128 87 91 86

（出所：C 銀行の該当期の有価証券報告書及び決算説明資料より筆者作成）

AFG 傘下

へ
A 銀行へ
会社分割
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さ れ て い る 。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A 銀 行 に お け る 節 税 効 果 を 判 断 す る う え で は 、 法 第 6 2 条 の 7

の 適 用 が あ っ た か 否 か が 重 要 で あ る 。同 条 で は 、要 約 す る と「 内

国 法 人 と 支 配 関 係 法 人 と の 間 で 、み な し 共 同 事 業 要 件 を 満 た さ な

い 特 定 適 格 組 織 再 編 成 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、当 該 内 国 法 人 の 適

用 期 間 1 3 9に お い て 生 ず る 特 定 資 産 譲 渡 等 損 失 額 は 、当 該 内 国 法 人

の 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、 損 金 の 額 に 算 入 し な い 。」

と し て い る 。み な し 共 同 事 業 要 件 を 満 た し た か ど う か の 直 接 的 な

                                                  
1 3 9  適 用 期 間 と は 、「 特 定 組 織 再 編 成 事 業 年 度 開 始 の 日 か ら 同 日 以 後 3 年

を 経 過 す る 日 を い う 。 た だ し 、 そ の 経 過 す る 日 が 当 該 内 国 法 人 と 当 該 支

配 関 係 法 人 と の 間 に 最 後 に 支 配 関 係 が あ る こ と と な っ た 日 以 後 5 年 を 経

過 す る 日 後 と な る 場 合 に あ っ て は 、 そ の 5 年 を 経 過 す る 日 ま で を い う 。」

と さ れ て い る 。  

図表7-12　将来減算一時差異（含み損）の推移 (億円）

C 銀行 前期比

貸倒引当金 1,676 286 △ 1,389 197 188

投資損失引当金 58 － △ 58

子会社株式 332 － △ 332

B 銀行 前期比

貸倒引当金 317 107 △ 211 103 114

A 銀行 前期比

貸倒引当金 675 2,130 1,462 1,578 1,442

有価証券償却否認 76 574 498 627 257

繰越欠損金 － － － 261 299

(出所：3行の該当期の有価証券報告書より筆者作成）

22年3月期 23年3月期20年3月期 21年3月期

22年3月期 23年3月期

20年3月期 21年3月期 22年3月期 23年3月期

20年3月期 21年3月期

会社分割によりB 銀行とC 銀行

が、A 銀行に不良債権を移管

D 社清算結了

A 銀行に対して、2行合計で
1,230億円の貸倒引当金等
に係る将来減算一時差異が
移管されたと推定される



 

115 
 

検 証 は 難 し い が 、 図 表 7 - 1 2 で 見 る 限 り 、 当 該 会 社 分 割 に よ り

2 , 1 3 0 億 円 に 増 加 し た A 銀 行 の 貸 倒 引 当 金 等 の 有 税 残 高 は 、平 成

2 2 年 3 月 期 に は 1 , 5 7 8 億 円 に 減 少 し て い る 。 ま た 5 7 4 億 円 の 有

価 証 券 償 却 否 認 額 も C C P の 清 算 が 決 了 し た 2 3 年 3 月 期 に は 2 5 7

億 円 ま で 減 少 し て い る 。逆 に 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 が 2 9 9 億 円 に ま

で 拡 大 し て い る 。  

ま た 、 図 表 7 - 1 3 の と お り 、 平 成 2 2 年 3 月 ～ 平 成 2 4 年 3 月 期

の A 銀 行 の 決 算 に お い て「 法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税 」と し て 計

上 さ れ て い る 額 が 極 端 に 少 額 で あ る こ と か ら も 、大 幅 な 損 金 算 入

が 行 わ れ た こ と は 間 違 い な く 、 法 第 6 2 条 の 7 の 適 用 は な か っ た

も の と 考 え ら れ る の で あ る 。  

  

A 銀 行 の 収 益 力 は 図 表 7 - 8 の と お り 年 間 6 0 0 億 円 近 く あ り 、ま

た 、 法 人 税 法 第 6 2 条 の 7 の 規 定 の 適 用 も な い こ と を 考 え る と 、

会 社 分 割 に よ り 受 け 入 れ た 将 来 減 算 一 時 差 異 は 大 き な 節 税 効 果

を も た ら す こ と と な っ た と 考 え ら れ る 。  

第 4節  む す び  

A 銀 行 は 、一 連 の 組 織 再 編 成 に よ り 、課 税 所 得 ベ ー ス で 、C C P 株 式

【A 銀行の決算】 （百万円）

21年3月期 22年3月期 23年3月期 24年3月期 25年3月期

税引前当期純利益 11,371 32,584 46,149 41,596 52,716

 法人税、住民税及び事業税 14,821 134 119 206 23,821

 過年度法人税等 － △ 268 － － －

 法人税等調整額 △ 29,892 △ 972 19,340 21,239 △ 4,177

法人税等合計 △ 15,070 △ 1,106 19,460 21,445 19,644

当期純利益 26,442 33,960 26,689 20,150 33,072

（出所：A 銀行の該当期の有価証券報告書、決算短信より筆者作成）

図表7-13　A 銀行の決算の推移
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に 係 る 含 み 損 約 3 9 0 億 円 1 4 0を 含 め 、 B 銀 行 と C 銀 行 か ら 移 転 を 受 け

た 貸 出 金 等 に 係 る 含 み 損 約 1 , 2 3 0 億 円 1 4 1程 度 に つ い て 、 青 色 欠 損 金

の 繰 越 控 除 制 度 を 活 用 し た 節 税 メ リ ッ ト を 享 受 し た も の と 考 え ら

れ る 。実 効 税 率 を 4 0 . 4％ と 仮 定 す れ ば 、地 方 税 と 併 せ て 4 9 6 億 円 に

上 る 納 税 が 回 避 さ れ た こ と に な る 。  

意 図 し て か 否 か は 別 と し て 、 少 な く と も 、 会 社 分 割 税 制 が 存 在 し

な け れ ば 、 そ し て 、 そ の 税 制 を 活 用 し な け れ ば 、 分 割 会 社 で あ る B

銀 行 と C 銀 行 に お い て は 、享 受 で き な か っ た は ず の メ リ ッ ト で あ る 。 

平 成 2 2 年 6 月 3 0 日 、 日 本 経 済 新 聞 電 子 版 は 、「 ヤ フ ー は 3 0 日 、

東 京 国 税 局 か ら 節 税 目 的 で 企 業 買 収 を し た と 指 摘 さ れ 、 過 少 申 告 加

算 税 を 含 む 追 徴 課 税 約 2 6 5 億 円 を 支 払 う よ う 求 め る 通 知 を 受 け た と

発 表 し た 。（ 中 略 ） ヤ フ ー は 2 0 0 9 年 ２ 月 、 親 会 社 の ソ フ ト バ ン ク か

ら デ ー タ セ ン タ ー 業 務 を 手 掛 け る 子 会 社 『 ソ フ ト バ ン ク I D C ソ リ ュ

ー シ ョ ン ズ 』（ 東 京 ・ 新 宿 ） を 買 収 し た 。 I D C が 多 額 の 繰 越 欠 損 金 を

抱 え て い た こ と か ら 、 国 税 局 は 、 ヤ フ ー が 同 社 を 買 収 し た の は ソ フ

ト バ ン ク の 資 金 需 要 を 満 た す と と も に 、 欠 損 金 を ヤ フ ー の 所 得 と 相

殺 し て 納 税 額 を 減 ら す 節 税 目 的 だ っ た と 指 摘 し た と い う 。」 と 報 じ

た 1 4 2。  

こ れ は 、 組 織 再 編 税 制 を 活 用 し て 適 格 合 併 に よ り I D C の 繰 越 欠 損

金 の 移 転 を う け て 、 結 果 と し て 節 税 効 果 を 得 た 事 例 で あ る 1 4 3。  

A 銀 行 グ ル ー プ の 組 織 再 編 成 が 、 繰 越 欠 損 金 と な る 前 の 含 み 損 の

付 替 え で あ る こ と 、 組 織 再 編 成 の 手 法 が 合 併 で は な く 会 社 分 割 で あ

                                                  
1 4 0  C C P の 清 算 損 失  
1 4 1  最 終 的 な 損 失 は 確 認 で き な い た め 、 分 割 時 点 の 将 来 減 算 一 時 差 異 の

想 定 額 で あ る 。  
1 4 2  日 本 経 済 新 聞 電 子 版 （ h t t p : / / w w w . n i k k e i . c o m， 2 0 1 1 年 1 2 月 4 日 ）  
1 4 3  こ の 事 件 は 第 1 0 章 に お い て 詳 細 を 分 析 す る 。  



 

117 
 

る こ と の 違 い は あ る が 、 他 社 の 損 失 を 活 用 し て 節 税 が 行 わ れ た こ と

で は 、 質 的 な 違 い は 大 き く は な い 。 に も か か わ ら ず 、 ヤ フ ー に お い

て は 、 単 に 節 税 目 的 だ け の 合 併 で あ っ た と 指 摘 さ れ た の で あ る 。  

ヤ フ ー に 対 す る 指 摘 は 、 包 括 否 認 規 定 1 4 4の 適 用 に よ る も の で あ る

が 、 確 か に 、 租 税 回 避 を 目 的 と し た 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 否 認 す る

た め に は 、 同 規 定 の 適 用 し か あ り え な い 。 し か し 、 欠 損 金 化 す る 前

の 含 み 損 の 付 替 え を 目 的 と す る 会 社 分 割 に つ い て は 、 前 章 で 述 べ た

会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 な 問 題 点 と し て 考 え る 必 要 が あ る の で は な

い だ ろ う か 。  

  

                                                  
1 4 4  法 第 1 3 2 条 の 2  
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第 8章  法 人 税 法 に お け る 課 税 繰 延 べ 方 式 の 再 検 討  

従 来 、 法 人 税 制 に お い て 措 置 さ れ て き た 「 課 税 の 繰 延 べ と は 、 課 税

要 件 は 成 立 し て い る が 、 諸 般 の 事 情 か ら 課 税 を 見 送 る の が 妥 当 な 場 合

に 、 あ え て 課 税 を 行 わ ず 将 来 の 一 定 時 期 ま で 課 税 の 先 送 り を す る こ と

を い う 」も の で あ っ た 。「 こ の 課 税 の 繰 延 べ は 、将 来 に わ た っ て 課 税 を

し な い 免 税 、 あ る い は 課 税 は 成 立 し て い る が 徴 収 を 延 ば す 、 延 納 や 猶

予 と は そ の 性 格 を 異 に し て お り 、 会 計 技 術 を 利 用 し た 租 税 政 策 的 な 制

度 で あ る 1 4 5」 と 説 明 さ れ て い る 。  

組 織 再 編 税 制 に お い て も 、 会 社 が 合 併 、 会 社 分 割 等 の 組 織 再 編 成 を

行 っ た 場 合 に は 、 こ れ を 時 価 譲 渡 と し て 課 税 す る 旨 を 明 確 に し た う え

で 、 適 格 要 件 を 満 た す 場 合 に は 簿 価 引 継 ぎ を 強 制 す る こ と に よ り 課 税

関 係 が 生 じ な い よ う 措 置 さ れ て い る 。  

課 税 の 繰 延 制 度 と し て は 、 特 別 償 却 や 圧 縮 記 帳 制 度 が そ の 代 表 的 な

も の で あ る が 、 組 織 再 編 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 べ は 、 損 失 も 繰 り 延

べ る 点 で 、 こ れ ら の 制 度 と は 異 な る 制 度 で あ る 。  

い ず れ に し て も 、 課 税 の 繰 延 べ が 免 税 で は な い 以 上 「 将 来 の 一 定 時

期 」 に は 課 税 が 実 現 化 し な け れ ば な ら な い 。 し た が っ て 、 そ の 制 度 化

に あ た っ て は 、 い つ ま で 課 税 を 繰 り 延 べ る の か が 明 確 に さ れ な け れ ば

な ら な い は ず で あ る 。本 章 で は 、代 表 的 な 課 税 の 繰 延 べ 制 度 に つ い て 、

課 税 が ど の よ う な 形 で 実 現 さ れ る の か を 中 心 に 検 討 し 、 会 社 分 割 税 制

と の 違 い を 明 ら か に し た い 。  

第 1節  課 税 繰 延 制 度 と し て の 特 別 償 却  

1 .  特 別 償 却 制 度 の 本 質  

                                                  
1 4 5  大 島 恒 彦 「 税 制 大 観 （ 第 1 3 回 ） 圧 縮 記 帳 と 簿 価 引 継 ぎ に お け る 課 税

の 繰 延 効 果 」『 旬 刊 国 税 解 説 速 報 』第 1 6 4 5 巻（ 国 税 解 説 協 会 ，2 0 0 4）8 頁  
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特 別 償 却 制 度 は 、 公 正 な 会 計 慣 行 と し て 認 知 さ れ て い る 減 価 償 却

制 度 の 例 外 と し て 、 租 税 特 別 措 置 法 に よ り 認 め ら れ て い る 制 度 で あ

る 。 金 子 宏 氏 は 「 所 得 税 法 お よ び 法 人 税 法 で 定 め ら れ て い る 減 価 償

却 の 方 法 は 、 い ず れ も 、 合 理 的 で 体 系 的 な 方 法 で あ っ て 、 公 正 妥 当

な 会 計 処 理 の 基 準 に 適 合 し て い る と 解 さ れ る が 、 租 税 特 別 措 置 法 は 、

こ の 基 準 に 適 合 し な い 多 数 の 特 別 減 価 償 却 制 度 を 定 め て い る 1 4 6 。」

と し て 、 特 別 償 却 制 度 は 公 正 妥 当 な 会 計 処 理 の 基 準 に は 適 合 し な い

と の 認 識 を 示 さ れ て い る 。 た だ 、 こ の 制 度 が 一 定 の 目 的 を も っ て 導

入 さ れ 、 現 在 で も 広 く 活 用 さ れ て い る 制 度 で あ る こ と は 間 違 い な い 。

こ の 点 に つ い て 、渡 辺 淑 夫 氏 は「『 特 別 償 却 』（ s p e c i a l  d e p r e c i a t i o n）

は 、 い ず れ も 産 業 投 資 政 策 、 エ ネ ル ギ ー 環 境 対 策 、 高 齢 者 向 け 住 宅

対 策 、 障 害 者 雇 用 促 進 対 策 、 次 世 代 育 成 支 援 対 策 、 中 小 企 業 対 策 な

ど の 種 々 の 政 策 的 要 請 か ら 導 入 さ れ て い る も の で あ る が 、 特 定 の 減

価 償 却 資 産 に つ き 、 取 得 初 年 度 又 は 一 定 期 間 に わ た り 、 特 別 に そ の

償 却 限 度 額 を 一 定 額 だ け 拡 大 し て 余 分 の 減 価 償 却 を 認 め る こ と に

よ り 、 そ の 時 点 に お け る 租 税 負 担 を 軽 減 し 、 も っ て 企 業 の 投 資 誘 因

を 醸 成 す る と と も に そ の 内 部 留 保 を 促 進 す る と い う 効 果 を ね ら っ

て い る の で あ る 1 4 7。」と そ の 効 果 を 解 説 さ れ て い る 。山 内 進 氏 も「 租

税 特 別 措 置 と は 産 業 政 策 を 実 現 す る た め の 税 の 優 遇 措 置 、 す な わ ち

特 定 産 業 の 成 長 を 図 る 目 的 で 利 用 さ れ た 税 の 優 遇 措 置 1 4 8」 と 定 義 さ

れ た う え で 、 特 別 償 却 制 度 の 本 質 を 「 租 税 特 別 措 置 の う ち 、 大 き な

割 合 を 占 め る 特 別 償 却 は 、 そ も そ も 設 備 投 資 を 行 っ た 特 定 産 業 な い

                                                  
1 4 6  金 子 宏 ， 前 掲 書 『 租 税 法 （ 第 2 0 版 ）』 3 5 0 頁  
1 4 7  渡 辺 淑 夫 ， 前 掲 書 『 法 人 税 法 (平 成 2 9 年 度 版 )』 4 6 4 頁 ～ 4 6 5 頁  
1 4 8  山 内 進 『 租 税 特 別 措 置 と 産 業 成 長 － 租 税 特 別 措 置 の 効 果 分 析 － 』（ 税

務 経 理 協 会 ， 1 9 9 9） 3 2 頁   
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し は 特 定 企 業 だ け に 多 額 の 償 却 を 認 め る も の で 、 こ れ は 積 極 的 に 設

備 投 資 を 行 っ た 企 業 の 自 主 性 （ 企 業 家 精 神 ） を 重 ん じ た 制 度 で あ る

と い え る 1 4 9」 と 指 摘 さ れ て い る 。  

2 .  特 別 償 却 制 度 の 概 要  

図 表 8 - 1 の と お り 、特 別 償 却 制 度 は 、「 特 別 償 却（ 初 年 度 特 別 償 却

と も い う ） と 割 増 償 却 の ２ 種 類 に 分 か れ る 。  

図 表 8 - 1  租 税 特 別 措 置 法 1 5 0に 定 め る 特 別 償 却 の 特 例  

( 1 )  エ ネ ル ギ ー 環 境 負 荷 低 減 推 進 設 備 等 特 別 償 却 （ 措 法 4 2 の 5① ，

⑥ ， ⑦ ）  

( 2 )  中 小 企 業 者 等 の 機 械 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 2 の 6① ）  

( 3 )  国 家 戦 略 特 別 区 域 の 機 械 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 2 の 1 0① ）  

( 4 )  国 家 戦 略 総 合 特 別 区 域 の 機 械 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 2 の 1 1① ）  

( 5 )  地 域 経 済 索 引 事 業 促 進 区 域 に お け る 特 定 事 業 用 機 械 等 の 特 別 償

却 （ 措 法 4 2 の 1 1 の 2① ）  

( 6 )  地 域 活 力 向 上 地 域 に お け る 特 定 建 物 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 2 の 1 1

の 3① ）  

( 7 )  特 定 中 小 企 業 者 等 の 経 営 改 善 設 備 の 特 区 別 償 却（ 措 法 4 2 の 1 2 の

3① ）  

( 8 )  中 小 企 業 者 等 の 特 定 経 営 向 上 設 備 等 の 特 別 償 却（ 措 法 4 2 の 1 2 の

4① ）  

( 9 )  特 定 設 備 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 3）  

( 1 0 )  耐 震 基 準 適 合 建 物 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 3 の 2① ， ② ）  

( 1 1 )  被 災 代 替 資 産 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 3 の 3）  

( 1 2 )  関 西 文 化 学 術 研 究 都 市 の 文 化 学 術 研 究 区 域 に お け る 文 化 学 術 研

究 施 設 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 4）  

( 1 3 )  共 同 利 用 施 設 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 4 の 3）  

( 1 4 )  特 定 農 産 加 工 品 生 産 設 備 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 4 の 5① ）  

( 1 5 )  特 定 地 域 に お け る 電 気 通 信 設 備 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 4 の 5）  

( 1 6 )  特 定 地 域 に お け る 工 業 用 機 械 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 5① ． ② ）  

( 1 7 )  医 療 用 機 器 等 の 特 別 償 却 （ 措 法 4 5 の 2）  

( 1 8 )  障 害 者 を 雇 用 す る 場 合 の 機 械 等 の 割 増 償 却 等 （ 措 法 4 6）  

( 1 9 )  次 世 代 育 成 支 援 対 策 資 産 の 割 増 償 却 （ 措 法 4 6 の 2）  

( 2 0 )  事 業 再 編 促 進 機 械 等 の 割 増 償 却 （ 措 法 4 7）  

                                                  
1 4 9  同 上 書 ， 3 9 1 頁  
1 5 0  図 表 8 - 1 及 び 8 - 2 に お け る 「 措 法 」 は 、 租 税 特 別 措 置 法 を い う 。  
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( 2 1 )  特 定 都 市 再 生 建 築 物 等 の 割 増 償 却 （ 措 法 4 7 の 2）  

( 2 2 )  倉 庫 用 建 物 等 の 割 増 償 却 （ 措 法 4 8）  

（ 出 所 ： 渡 辺 淑 夫 ， 前 掲 書 『 法 人 税 法 （ 平 成 2 9 年 度 版 ）』 4 6 5 頁 ～

4 6 8 頁 よ り 筆 者 抜 粋 。 な お 、「 東 日 本 大 震 災 の 被 災 者 等 に 係 る 国 税 関

係 法 律 の 臨 時 特 例 に 関 す る 法 律 」に も 特 別 償 却 に 関 す る 規 定 が あ る 。） 

ま ず 、「 特 別 償 却 は 、特 定 の 償 却 資 産 を 取 得 し 、そ れ を 事 業 の 用 に

供 し た 場 合 に 、 そ の 用 に 供 し た 日 を 含 む 事 業 年 度 に お い て 、 普 通 償

却 額 ま た は 普 通 償 却 限 度 額 に 加 え て 、 取 得 価 額 の 一 定 割 合 を 償 却 す

る こ と を 認 め る 制 度 で あ る 。 次 に 、 割 増 償 却 は 、 特 定 の 資 産 に つ い

て 、 特 定 の 年 度 に つ き 、 普 通 償 却 額 ま た は 普 通 償 却 限 度 額 を 一 定 の

割 合 で 割 増 し た 金 額 を 償 却 額 ま た は 償 却 限 度 額 と す る 方 法 で あ る

1 5 1。」特 別 償 却 は 、圧 縮 損 を 計 上 す る こ と に よ り 、一 方 で 実 現 し て い

る 利 益 と 相 殺 す る こ と に よ り 、 特 定 の 利 益 を 一 旦 無 か っ た も の と し

て 課 税 を 繰 り 延 べ る 圧 縮 記 帳 と は 異 な り 、 特 定 の 資 産 に つ い て 減 価

償 却 限 度 額 を 拡 大 し て 損 金 算 入 を 容 認 し 、 課 税 所 得 を 減 少 さ せ る こ

と に よ り 課 税 を 繰 り 延 べ る 制 度 で あ る 。 つ ま り 、 特 別 償 却 制 度 の 適

用 に よ り 企 業 は 社 外 流 出 な し に 経 費 を 増 大 さ せ る こ と が で き 、 本 来

納 付 す べ き 税 額 分 だ け 内 部 留 保 す る こ と が で き る の で あ る 。 し か し 、

そ の 後 の 事 業 年 度 で は 、 特 別 償 却 後 の 取 得 価 額 を ベ ー ス と し て 減 価

償 却 が 行 わ れ る こ と か ら 、 特 別 償 却 を 実 施 し な か っ た 場 合 に 比 較 し

て 減 価 償 却 費 が 減 少 し て 課 税 所 得 が 増 加 す る こ と に な り 、 課 税 が 実

現 し て い く こ と に な る 。  

こ の よ う に 、 特 別 償 却 の 対 象 は 必 ず 減 価 償 却 資 産 で あ り 、 課 税 の

繰 延 べ は 、 以 後 の 減 価 償 却 に よ り 段 階 的 に 終 了 し て 、 課 税 が 実 現 し

て い く 点 に 特 徴 が あ る 。  

                                                  
1 5 1  金 子 宏 ， 前 掲 書 『 租 税 法 （ 第 2 0 版 ）』 3 5 0 頁  
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第 2節  圧 縮 記 帳 制 度 の 再 検 討  

1 .  圧 縮 記 帳 制 度 の 本 質  

金 子 宏 氏 は 圧 縮 記 帳 に つ い て 、「 補 助 金 等 の 特 定 の 収 益 を も っ て

固 定 資 産 を 取 得 し ま た は 改 良 し た 場 合 に 、 そ の 資 産 に 、 実 際 の 取 得

価 額 よ り も そ の 収 益 の 額 に 相 当 す る 金 額 （ ま た は そ の 範 囲 内 の 金 額 ）

だ け 減 額 し た 低 い 帳 簿 価 額 を つ け 、 こ の 減 額 し た 金 額 を 損 金 に 算 入

す る こ と 1 5 2」と 説 明 さ れ て い る 。「 適 格 合 併 、分 割 等 の 場 合 の 引 継 資

産 」 に 関 す る 課 税 の 繰 延 べ も 圧 縮 記 帳 に 含 め る 考 え 方 も あ る 1 5 3 が 、

金 子 宏 氏 が こ こ で い う 圧 縮 記 帳 に は 、 組 織 再 編 税 制 に お け る 課 税 の

繰 延 べ は 含 ん で い な い と 考 え ら れ る 。 つ ま り 、 圧 縮 記 帳 の 対 象 は 、

実 現 し た 「 収 益 」 で あ り 、「 そ の 収 益 の 額 に 相 当 す る 金 額 (ま た は そ

の 範 囲 内 の 金 額 )」 を 限 度 に 課 税 所 得 を 減 額 す る も の と 定 義 づ け ら

れ て い る 。  

こ の 圧 縮 記 帳 に 関 し て は 、「 そ の 本 質 は 圧 縮 該 当 固 定 資 産 勘 定 に

対 す る 評 価 性 引 当 金 に 過 ぎ な い 1 5 4。」と し て 、会 計 上 該 当 資 産 勘 定 か

ら 直 接 控 除 す る 会 計 処 理 に 対 す る 批 判 も あ っ た 。 し か し 、 企 業 会 計

基 準 が 注 解 2 4 で 認 め て い る こ と も あ り 、 税 務 処 理 と 同 様 に 会 計 上

も 該 当 資 産 か ら 直 接 控 除 す る 方 法 が 採 用 さ れ て い る 場 合 が 多 い 。 し

た が っ て 、 交 換 の 圧 縮 記 帳 の よ う な 場 合 に は 、 旧 簿 価 が 引 き 継 が れ

た 状 態 と な る の で あ る 。  

2 .  圧 縮 記 帳 制 度 の 概 要  

圧 縮 記 帳 を 類 型 化 す る と 、 図 表 8 - 2 の と お り 贈 与 型 、 交 換 型 及 び

                                                  
1 5 2  同 上 書 ， 3 7 0 頁  
1 5 3  武 田 昌 輔「 法 人 税 の 原 点 を 探 る (第 7 回 )圧 縮 記 帳 」『 税 務 事 例 』第 3 6

巻 （ 財 形 詳 報 社 ， 2 0 0 4） 4 8 頁  
1 5 4  小 倉 栄 一 郎「 圧 縮 記 帳 を 批 判 す る 」『 産 業 経 理 』第 3 7 巻 第 6 号（ 同 友

館 ， 1 9 7 7） 4 7 頁  
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売 買 型 に 分 類 さ れ る 。  

図 表 8 - 2  圧 縮 記 帳 の 類 型  

類 型  規 定  

贈

与

型

 

①  国 庫 補 助 金 等 で 取 得 し た 固 定 資 産 等 の 圧 縮 記 帳（ 法 第 4 2 条

～ 4 4 条 ）  

②  工 事 負 担 金 で 取 得 し た 固 定 資 産 等 の 圧 縮 記 帳 （ 法 第 4 5 条 ）

③  非 出 資 組 合 が 賦 課 金 で 取 得 し た 固 定 資 産 等 の 圧 縮 記 帳 （ 法

第 4 6 条 ）  

④  農 用 地 等 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 記 帳 （ 措 法 6 1 の 3９ ）  

⑤  技 術 研 究 組 合 が 賦 課 金 で 試 験 研 究 用 資 産 を 取 得 し た 場 合 の

圧 縮 記 帳 （ 措 法 第 6 6 条 の 1 0）  

⑥  転 廃 業 助 成 金 等 で 固 定 資 産 等 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 記 帳

（ 法 第 6 7 条 の 4）  

交

換

型

 

①  交 換 に よ り 取 得 し た 資 産 の 圧 縮 記 帳 （ 法 第 5 0 条 ）  

②  換 地 処 分 等 に 伴 い 資 産 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 記 帳 （ 措 法 第

6 5 条 ）  

③  特 定 の 交 換 分 合 に よ り 土 地 等 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 記 帳

（ 措 法 第 6 5 条 の 1 0）  

④  特 定 普 通 財 産 と そ の 隣 接 す る 土 地 等 の 交 換 の 場 合 の 圧 縮 記

帳 （ 措 法 第 6 6 条 ）  

売

買

型
 

①  保 険 金 等 で 取 得 し た 固 定 資 産 等 の 圧 縮 記 帳（ 法 第 4 7 条 ～ 4 9

条 ）  

②  収 用 等 に 伴 い 代 替 資 産 を 取 得 し た 場 合 の 圧 縮 記 帳 （ 措 法 第

6 4 条 ， 6 4 条 の 2）  

③  特 定 の 資 産 の 買 換 え の 場 合 等 の 圧 縮 記 帳（ 措 法 6 第 5 の 7～

第 6 5 条 の 9）  

④  土 地 等 の 先 行 取 得 を し た 場 合 の 圧 縮 記 帳（ 措 法 第 6 6 条 の 2）

（ 出 所：成 松 洋 一『 法 人 税 法 － 理 論 と 計 算 ( 1 4 訂 版 )』（ 税 務 経 理 協 会 ，

2 0 1 8） 1 6 3 頁 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

「 贈 与 型 は 、 補 助 金 や 賦 課 金 な ど の 交 付 を 受 け て 資 産 を 取 得 し た

場 合 の 圧 縮 記 帳 で あ る 。 交 換 型 は 、 同 種 資 産 の 交 換 で あ る た め 実 質

的 に は 資 産 の 譲 渡 は な か っ た と し て 圧 縮 記 帳 が 認 め ら れ る 。 売 買 型

は 、 資 産 の 売 買 が あ り 譲 渡 益 は 実 現 し た が 、 政 策 的 に 課 税 を 繰 り 延

べ よ う と す る も の で あ る 1 5 5」。  

                                                  
1 5 5  成 松 洋 一 ， 前 掲 書 『 法 人 税 法 － 理 論 と 計 算 ( 1 4 訂 版 )』 1 6 4 頁  
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交 換 型 と 売 買 型 は 、「 い ず れ に し て も 資 産 を 有 し て お り 、そ れ が 失

わ れ た が 、 そ の 代 替 資 産 を 取 得 し た 場 合 1 5 6」 の 特 例 で あ る 。 こ れ に

対 し て 贈 与 型 は 、 国 庫 補 助 金 等 の 「 資 金 を 交 付 す る 目 的 は 資 産 を 取

得 せ し め る こ と に あ る の で 、 こ れ ら に 課 税 さ れ た の で は 、 そ の 目 的

を 達 成 す る こ と は で き な い 。そ こ で 、圧 縮 記 帳 (一 時 償 却 )を 認 め て 、

そ の 所 得 と 相 殺 し よ う と す る の で あ る 1 5 7。」  

問 題 と な る の は 、 ど の よ う な 状 況 に な っ た 時 に 課 税 の 繰 延 べ が 終

了 し 、 そ の 時 ど の よ う な 形 で 課 税 が 実 現 す る の か で あ る 。 上 記 に 掲

げ た 圧 縮 記 帳 制 度 に お け る 課 税 の 実 現 は 、 贈 与 型 、 交 換 型 及 び 売 買

型 を 問 わ ず 、 取 得 し た 資 産 に 応 じ て 画 一 的 に 行 わ れ る 。 つ ま り 、 圧

縮 記 帳 を し た 資 産 が 土 地 で あ れ ば 、 そ の 土 地 を 売 買 し た 時 点 が 課 税

繰 延 べ の 終 了 時 点 で あ り 、 そ の 時 、 圧 縮 後 の 帳 簿 価 額 と 売 却 価 額 と

の 差 額 が 課 税 所 得 を 構 成 す る こ と に な る 。 ま た 、 圧 縮 記 帳 を し た 資

産 が 減 価 償 却 資 産 で あ れ ば 、 売 却 す る ま で は 、 毎 期 減 価 償 却 費 を 損

金 算 入 す る こ と に な る が 、 減 価 償 却 限 度 額 は 圧 縮 後 の 価 額 を 基 礎 と

し て 行 わ れ る こ と か ら 、 毎 期 の 減 価 償 却 費 が 圧 縮 記 帳 を し な か っ た

場 合 と 比 べ て 少 な く な り 、 漸 次 課 税 が 実 現 し て い く こ と に な る 。  

と こ ろ で 、 圧 縮 記 帳 制 度 は 課 税 の タ イ ミ ン グ が ず れ る だ け の メ リ

ッ ト だ け か と い え ば 、 必 ず し も そ う で は な い 。 例 え ば 、 X 1 期 に 時 価

1 億 円 の 土 地 を 購 入 し 、 8 0 百 万 円 を 損 金 経 理 に よ り 圧 縮 記 帳 し て 、

帳 簿 価 額 2 0 百 万 円 を 貸 借 対 照 表 に 計 上 し て い た と す る 。当 然 、法 人

税 法 の 原 則 か ら す れ ば 、 X 1 期 に 計 上 す べ き 課 税 所 得 が 8 0 百 万 円 減

少 し た こ と に な る 。 実 効 税 率 を 4 0％ と す れ ば 3 2 百 万 円 の 課 税 が 延

                                                  
1 5 6  武 田 昌 輔 ， 前 掲 書 「 法 人 税 の 原 点 を 探 る (第 7 回 )圧 縮 記 帳 」 5 2 頁  
1 5 7  同 上 書 ， 5 2 頁  
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期 さ れ た わ け で あ る 。  

図 表 8 - 3  圧 縮 記 帳 の 課 税 所 得 へ の 影 響  

圧 縮 記 帳

の 適 用  

X 1 期  X 5 期  X 1 4 期  

な し  ＋ 8 0 百 万 円 △ 9 0 百 万 円  

（ 繰 越 欠 損 金 8 5 百 万 円 ）

欠 損 金 切 捨 額  

4 0 百 万 円

あ り  △ 8 0 百 万 円 △ 1 0 百 万 円  

（ 繰 越 欠 損 金 5 百 万 円 ）

－

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

そ し て 、5 年 後 の X 5 期 に な っ て こ の 土 地 を 売 却 し た と し て 、こ の

と き 極 端 で は あ る が 売 却 価 額 1 0 百 万 円 ま で 時 価 が 下 落 し て い た と

す る と 、売 却 損 9 0 百 万 円 が 計 上 さ れ 、全 額 損 金 に 算 入 さ れ る こ と に

な る 。 こ の 法 人 の 毎 期 の 課 税 所 得 は 5 百 万 円 程 度 し か な い と 仮 定 す

る と 、 課 税 所 得 の 推 移 は 図 表 8 - 3 の と お り で あ る 1 5 8。  

つ ま り 、 上 記 法 人 は 圧 縮 記 帳 の 適 用 が あ っ た こ と に よ り 、 繰 越 欠

損 金 の 期 限 切 れ が 回 避 さ れ る こ と に な る の で あ る 。 こ の よ う な こ と

は 、 な か な か 意 図 し て は で き な い こ と で は あ る が 、 繰 越 欠 損 金 の 繰

越 期 限 9 年 間 の 制 約 が あ る こ と に よ っ て 、 有 利 不 利 が 生 じ る 可 能 性

が あ る と い う こ と は 明 ら か で あ る 。  

た だ 、 少 な く と も 特 別 償 却 と 同 様 に 、 該 当 資 産 を 売 却 し た 場 合 と

減 価 償 却 に よ り 課 税 が 実 現 す る と い う 点 は 、 明 快 で あ る 。  

大 島 恒 彦 氏 は 、 圧 縮 記 帳 と 組 織 再 編 成 に お け る 簿 価 引 継 ぎ と の 相

違 点 に つ い て 、「 圧 縮 記 帳 が 資 産 の 取 得 者 側 の 会 計 処 理 で あ る の に

対 し て 、 簿 価 引 継 ぎ は 資 産 の 出 し 手 側 の 会 計 処 理 で あ る 点 で あ る 。

                                                  
1 5 8  平 成 2 3 年 度 の 改 正 に よ り 中 小 法 人 等 を 除 き 繰 越 欠 損 金 の 控 除 額 は 、

繰 越 控 除 を す る 事 業 年 度 の 繰 越 控 除 前 の 所 得 金 額 の 一 定 割 合 ま で と す る

制 限 措 置 が 講 じ ら れ て い る が 、 上 記 は 中 小 法 人 等 に 該 当 す る も の と し て

の 試 算 で あ る 。  
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利 益 の 繰 延 べ が 期 待 で き る 点 で 両 者 は 同 一 の よ う に 思 え る が 、 利 益

の 繰 延 べ の メ リ ッ ト を 享 受 す る の は 、 圧 縮 記 帳 で は 資 産 の 取 得 者 側

で あ り 、 簿 価 引 継 ぎ で は 資 産 を 手 放 す 出 し 手 側 な の で あ る 。 企 業 再

編 に 際 し て 最 大 の 税 務 上 の 課 題 は 、資 産 の 出 し 手 側 (被 合 併 会 社 、分

割 会 社 )の 譲 渡 益 課 税 の 繰 延 べ で あ っ た 1 5 9。」 と そ の 違 い を 強 調 さ れ

て い る 。  

第 3節  旧 法 第 5 1 条 の 再 検 討  

1 .  制 度 の 概 要  

第 2 章 第 1 節 で 述 べ た 旧 法 第 5 1 条 は 、 平 成 1 2 年 に 組 織 再 編 税 制

が 導 入 さ れ る 以 前 に お い て 、 会 社 分 割 に つ い て の 税 制 上 の 特 例 を 認

め る も の で あ っ た 。 旧 商 法 に は 会 社 分 割 の 制 度 は 定 め ら れ て い な か

っ た 1 6 0か ら 、 こ れ と 実 質 的 に 同 一 の 効 果 を 持 つ 方 法 を 考 え る と す れ

ば 、 従 来 か ら 有 し て い た 資 産 で 分 割 対 象 と な る 資 産 を 現 物 出 資 す る

こ と に よ っ て 会 社 を 設 立 す れ ば 、 そ の 部 門 を 一 会 社 と し て 独 立 せ し

め て 事 業 が 行 わ れ る こ と に な る 。 つ ま り 、 こ の こ と に よ っ て 会 社 分

割 の 目 的 を 達 す る 1 6 1こ と に な る が 、 税 制 上 は 現 物 出 資 も 資 産 の 譲 渡

で あ る 以 上 課 税 の 対 象 と な る こ と か ら 、 こ れ を 回 避 す る 規 定 と し て

置 か れ た も の で あ る 。  

現 物 出 資 の 圧 縮 記 帳 に よ っ て 課 税 を 繰 り 延 べ る 根 拠 に つ い て 、 大

野 新 二 氏 は 次 の 3 点 に つ い て 検 討 さ れ て い る 1 6 2。  

                                                  
1 5 9  大 島 恒 彦 「 税 制 大 観 （ 第 1 4 回 ） 圧 縮 記 帳 と 簿 価 引 継 ぎ に お け る 課 税

の 繰 延 効 果 」『 旬 刊 国 税 解 説 速 報 』 第 1 6 4 9 巻 （ 国 税 解 説 協 会 ， 2 0 0 5） 1 6

頁  
1 6 0  会 社 分 割 法 制 は 平 成 1 2 年 5 月 に 成 立 し た 。  
1 6 1  武 田 昌 輔『 現 代 税 務 全 集 1 9  合 併・分 割 の 税 務 』（ぎ ょ う せ い ，1 9 8 2）

2 1 9 頁  
1 6 2  大 野 新 二 「 圧 縮 記 帳 に お け る 課 税 繰 延 べ 趣 旨 の 再 吟 味 」『 税 大 論 叢 』

第 3 5 巻 （ 税 務 大 学 校 ， 2 0 0 0） 4 5 頁 ～ 4 6 頁  
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( 1 )  資 産 が 子 会 社 株 式 に 変 わ っ た だ け で あ り 、利 益 の 実 現 は な か っ

た と す る 考 え 方  

( 2 )  課 税 上 弊 害 が な い と す る 考 え 方  

( 3 )  子 会 社 設 立 の 阻 害 要 因 の 排 除 措 置 と す る 考 え 方  

( 1 )の 利 益 の 実 現 は な か っ た と す る 点 に つ い て は 、「 現 物 出 資 の 場

合 に は 、 交 換 の 場 合 と 異 な り 、 取 引 の 当 事 者 と し て 第 三 者 が 介 在 し

な い こ と 、 ま た 、 全 株 所 有 の 子 会 社 の 設 立 を し よ う と す る 場 合 に 、

特 段 の 事 情 が な い 限 り 、 現 物 出 資 に よ ら ず 現 物 (資 産 )を あ え て 換 金

し た 上 で 子 会 社 を 設 立 し よ う と い う 企 業 行 動 は 考 え ら れ な い こ と

か ら 、 経 済 取 引 の 中 立 性 を 害 す る こ と は な い 」 と し て 支 持 さ れ て い

る 。  

( 2 )の 課 税 上 の 弊 害 が な い と す る 点 に つ い て は 、「 単 に 課 税 繰 延 の

効 果 の こ と を 述 べ て い る に 過 ぎ な い の で は な い か 。 減 少 し た 資 産 と

増 加 し た 株 式 が 全 く 同 価 値 で あ る と い っ て も 、 そ れ は 帳 簿 価 額 を 引

き 継 が せ た こ と に よ る 当 然 の 結 果 で あ り 、 こ の 説 明 で は 、 交 換 の 圧

縮 記 帳 の 場 合 に 同 種 の も の と い っ た 限 定 を す る 必 要 性 を 否 定 す る

も の と な り 、 ま た 、 一 般 的 な 買 い 換 え に 圧 縮 記 帳 を 認 め て も 差 し 支

え な い こ と と な る 。」 と 否 定 的 な 見 解 を 述 べ ら れ て い る 。  

( 3 )の 子 会 社 設 立 の 阻 害 要 因 の 排 除 措 置 と い う 考 え 方 に つ い て も 、

「 確 か に 、 現 物 出 資 に 課 税 す る こ と に よ り 、 子 会 社 の 設 立 に 悪 影 響

を 及 ぼ し 得 る こ と は 事 実 」と し な が ら も 、「課 税 し た 場 合 の 悪 影 響 と

い う の は 、 い わ ば 租 税 と い う 性 格 上 避 け て と お れ な い も の で あ り 、

法 人 税 法 上 何 故 に 子 会 社 の 設 立 の 阻 害 要 因 を 排 除 す る 必 要 が あ る

の か ど う か の 説 明 が 更 に 必 要 で は な い か 。」 と 税 法 と し て の 基 本 姿

勢 に 触 れ た う え で 、な お 、「 こ の 点 に つ い て は 、法 人 税 の 課 税 単 位 の
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問 題 と し て 捉 え る こ と が で き る の で は な い か 。 例 え ば 、 企 業 が 新 た

な 事 業 に 進 出 す る 場 合 や 事 業 の 効 率 化 等 を 図 る 場 合 に お い て 、 事 業

部 制 を 採 用 す る の か 子 会 社 と し て 分 離 さ せ た 上 で 実 施 す る の か に

よ っ て 、 課 税 関 係 が 異 な る こ と と な る 。 こ れ は 、 法 人 税 が 一 法 人 を

単 位 と し て 課 税 す る こ と と し て い る こ と か ら 生 じ る 問 題 で あ り 、 中

立 性 を 欠 く 結 果 に な っ て い る 。 そ こ で 、 繰 越 欠 損 金 の 控 除 や 欠 損 金

の 繰 戻 し の 制 度 が 、 法 人 税 が 事 業 年 度 単 位 で 課 税 す る こ と と な っ て

い る こ と を 前 提 に 設 け ら れ た こ と と 同 様 に 、 圧 縮 記 帳 に よ り 解 決 を

図 っ て い る と 考 え て よ い の で は な い か 。」 と 述 べ ら れ て い る 。  

筆 者 も 旧 法 第 5 1 条 の 規 定 は 、 利 益 の 実 現 が な い 点 で 担 税 力 が 生

じ た わ け で は な い こ と と 、 事 業 部 制 の 創 設 と 分 社 化 と の 間 で 課 税 関

係 が 異 な る と い う 弊 害 を 排 除 す る 必 要 が あ る と い う 点 で 課 税 繰 延

べ の 論 拠 と し て は 十 分 理 解 で き る 。  

2 .  旧 法 第 5 1 条 の 要 件 の 再 検 討  

旧 法 第 5 1 条 は 圧 縮 記 帳 を 認 め る た め に 次 の 4 要 件 を 定 め て い た 。 

( 1 )  新 た に 法 人 を 設 立 す る た め の 出 資 で あ る こ と 。  

法 人 の 設 立 の た め の 出 資 1 6 3と さ れ て い る の で 、増 資 の た め の 現 物

出 資 に つ い て は 対 象 と は さ れ て い な い 。も と も と 旧 法 第 5 1 条 は 、会

社 分 割 を 税 法 の 立 場 か ら 容 認 す る た め の 規 定 で あ っ た 。 前 述 の と お

り 旧 会 社 の 一 部 を 分 割 し て 新 会 社 を 設 立 す る こ と を 会 社 分 割 と 考

え た 経 緯 が あ り 、 そ の 範 囲 の 会 社 分 割 を 税 法 上 も 認 め た も の で あ る 。

武 田 昌 輔 氏 も 「 今 問 題 と し て い る の は 、 会 社 分 割 の 場 合 の 課 税 の 特

                                                  
1 6 3  旧 法 人 税 基 本 通 達 1 0 - 7 - 1 に お い て は 、「 資 産 の 譲 渡 が そ の 出 資 の 時

に お い て あ ら か じ め 予 定 さ れ て い た も の で あ り 、 か つ 、 当 該 新 設 法 人 の

設 立 後 遅 滞 な く 一 時 に 行 わ れ る こ と 」 等 の 要 件 を 満 た し た 場 合 に は 、 設

立 後 に お け る 現 物 出 資 も 、「 設 立 の た め の 出 資 」 と み な さ れ て い た 。  
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例 を 問 題 と し て い る か ら で あ る 。」 と し て 、「 全 く 別 の 問 題 と し て 、

増 資 の 場 合 の 現 物 出 資 に つ い て も 認 め る べ き か ど う か の 立 法 論 は

あ り う る 1 6 4」 と 解 説 さ れ て い る こ と か ら も 、 会 社 分 割 の 定 義 を 現 在

よ り か な り 狭 義 に 考 え て い た も の と 考 え ら れ る 。 つ ま り 、 現 在 の 会

社 分 割 税 制 に お け る 「 新 設 分 社 型 分 割 」 が 対 象 と さ れ て い た こ と に

な る 。  

( 2 )  新 設 法 人 の 発 行 済 株 式 の 総 数 又 は 出 資 金 額 の 9 5 %以 上 を 現 物 出 資

法 人 が 所 有 す る こ と 。  

前 述 の と お り 「 新 設 分 社 型 分 割 」 を 会 社 分 割 と 考 え た 以 上 、 当 然

の 要 件 で あ る 。 武 田 昌 輔 氏 も 「 税 法 の 建 前 か ら 言 え ば 、 子 会 社 は 親

会 社 の 分 身 で あ る こ と を 前 提 と す る 以 上 は 、 こ の 点 を 徹 底 す れ ば 、

全 額 を 所 有 す る と い う こ と で あ ろ う 。」 と し た う え で 、「 し か し 、 商

法 上 で は 、 7 名 の 発 起 人 が 必 要 で あ る こ と か ら 、（ 中 略 ） 9 5％ 以 上 と

さ れ て い る の で あ る 1 6 5。」と 、9 5％ と し た 理 由 を 述 べ ら れ て い る 。つ

ま り 、 当 時 に お い て は 実 質 1 0 0％ の 支 配 関 係 を 意 味 し て い る の で あ

り 、 そ の 関 係 が 継 続 す る こ と が 要 件 と な っ て い る 。 こ の 点 、 完 全 支

配 関 係 ま た は 支 配 関 係 の 継 続 が 、 会 社 分 割 時 点 で 見 込 ま れ て い れ ば

適 格 性 が 付 与 さ れ る 現 在 の 会 社 分 割 税 制 と は 大 き く 異 な っ て い る 。 

( 3 )  新 設 法 人 の 出 資 者 の う ち 親 会 社 以 外 の 者 が 設 立 の 際 払 い 込 ん だ 1

株 当 た り の 金 額 が 、 親 会 社 が 払 い 込 ん だ 1 株 当 た り の 金 額 に 比 し

著 し く 低 く な い こ と 。  

上 記 ( 2 )の 要 件 か ら 、最 大 5％ の 親 会 社 以 外 の 株 主 が 存 在 す る 可 能

性 が あ る こ と に な り 、 親 会 社 と 親 会 社 以 外 の 出 資 者 と の 1 株 当 た り

                                                  
1 6 4  武 田 昌 輔 ， 前 掲 書 『 現 代 税 務 全 集 1 9 合 併 ・ 分 割 の 税 務 』 2 2 8 頁  
1 6 5  同 上 書 ， 2 3 0 頁  
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の 出 資 額 に つ い て バ ラ ン ス を 維 持 す る よ う 規 定 し た も の で あ る 。 武

田 昌 輔 氏 は「 こ の 要 件 は 、子 会 社 の 株 主 側 に つ い て の 問 題 」で あ り 、

「 親 会 社 に つ い て は 、 含 み 益 の あ る 資 産 を 出 資 す る こ と に な る が 、

残 り の 株 主 が 現 金 払 い 込 み を す る こ と に な る と 、 そ の 含 み 益 が 残 り

の 株 主 に 流 出 す る こ と に な る 1 6 6」 こ と か ら 、 こ れ を 防 止 す る た め に

設 け ら れ た 要 件 と 解 説 さ れ て い る 。  

( 4 )  新 設 法 人 の 受 入 価 額 が 親 会 社 の 出 資 直 前 の 帳 簿 価 額 以 下 で あ る こ

と 。  

武 田 昌 輔 氏 は 、「こ の 条 件 の 基 本 的 な 考 え 方 は 、親 会 社 の 資 産 が そ

の ま ま の 帳 簿 価 額 で 子 会 社 に 受 け 入 れ ら れ 、 従 っ て 、 親 会 社 か ら の

所 有 を 離 れ た 資 産 が 、 そ の 意 味 で は 譲 渡 さ れ て 本 来 は 収 益 の 実 現 が

あ っ た も の と さ れ る の で あ る が 、 親 会 社 の 帳 簿 価 額 を 引 継 ぐ こ と に

よ っ て 、 い わ ば 収 益 の 実 現 が そ の 特 定 出 資 段 階 で は な か っ た も の と

す る 、 と い う こ と で あ る 。」 と し 、さ ら に 続 け て「 つ ま り 、 子 会 社 に

お い て 例 え ば 時 価 等 に よ っ て 帳 簿 価 額 を 引 継 い だ 場 合 に 、 そ の 資 産

を 子 会 社 に お い て 譲 渡 し た と す れ ば そ の 資 産 の 譲 渡 益 は 半 永 久 的

に 実 現 さ れ な い こ と に な る 。 つ ま り 、 親 会 社 の 有 す る 子 会 社 株 式 を

譲 渡 し な い 以 上 は 、 収 益 の 実 現 は な い こ と と な る の で あ る 1 6 7 」 と 、

新 設 法 人 側 で の 帳 簿 価 額 で の 引 継 ぎ が 要 件 と さ れ た 理 由 を 解 説 さ

れ て い る 。  

旧 法 第 5 1 条 は 基 本 的 に は 現 行 の 会 社 分 割 税 制 に お け る 完 全 支 配

関 係 下 の 新 設 分 社 型 分 割 に 相 当 す る と 考 え ら れ る が 、 会 社 分 割 税 制

と 決 定 的 に 異 な る 点 が あ る と す る と 、 前 述 し た 支 配 の 継 続 期 間 の 問

                                                  
1 6 6  同 上 書 ， 2 3 1 頁  
1 6 7  同 上 書 ， 2 3 7 頁  
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題 と と も に 、 含 み 損 の あ る 資 産 に 対 す る 考 え 方 で あ る 。  

旧 法 第 5 1 条 は 、そ の 第 1 項 に お い て「 そ の 特 定 出 資 に よ り 生 じ た

差 益 金 の 額 と し て 政 令 で 定 め る と こ ろ に よ り 計 算 し た 金 額 の 範 囲

内 で そ の 帳 簿 価 額 を 損 金 経 理 に よ り 減 額 し た と き は 、 そ の 減 額 し た

金 額 に 相 当 す る 金 額 は 、 当 該 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算 上 、 損 金

の 額 に 算 入 す る 。」と 規 定 し て い た 。つ ま り 、特 定 の 現 物 出 資 に よ っ

て そ の 現 物 出 資 資 産 の 含 み 益 が 実 現 し た 時 、 一 定 の 要 件 の 下 で そ の

収 益 に つ い て 課 税 所 得 の 減 額 を 認 め て い た も の で あ っ た 。 し た が っ

て 、 現 物 出 資 資 産 に 含 み 損 が あ っ て 、 現 物 出 資 に よ っ て そ の 含 み 損

が 実 現 し た 場 合 に は 、 現 物 出 資 し た 法 人 に お い て 損 失 の 計 上 が 行 わ

れ る こ と に な り 、 損 失 の 繰 延 べ は 認 め ら れ て い な か っ た と 考 え ら れ

る 。 そ の 意 味 で は 、 会 社 分 割 税 制 は 、 収 益 は も と よ り 損 失 も 繰 延 べ

の 対 象 と す る こ と で 、 本 来 の 圧 縮 記 帳 と は 本 質 的 に 異 な る も の と な

っ た と 考 え る べ き で あ る 。  

第 4節  グ ル ー プ 法 人 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 べ 方 式  

1 .  グ ル ー プ 法 人 税 制 の 概 要  

法 人 税 法 は 、 内 国 法 人 が そ の 有 す る 譲 渡 損 益 調 整 資 産 を 完 全 支 配

関 係 の あ る 他 の 内 国 法 人 に 譲 渡 し た 場 合 に は 、 そ の 譲 渡 損 益 調 整 資

産 に 係 る 譲 渡 利 益 額 は そ の 譲 渡 し た 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 の 計 算

上 損 金 の 額 に 算 入 し 、 譲 渡 損 失 額 に 相 当 す る 金 額 は 益 金 の 額 に 算 入

す る 1 6 8と 定 め て い る 。 そ の う え で 、 譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 譲 渡 を 受 け

た 法 人 に お い て そ の 譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 譲 渡 、 償 却 、 評 価 換 え 、 貸

倒 れ 、 除 却 等 の 一 定 の 事 由 が 生 じ た と き は 、 譲 渡 時 に 益 金 の 額 ま た

                                                  
1 6 8  法 6 1 条 の 1 3 第 1 項  
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は 損 金 の 額 に 算 入 さ れ な か っ た 譲 渡 利 益 金 額 ま た は 譲 渡 損 失 金 額

は 、 そ の 時 点 で 益 金 の 額 又 は 損 金 の 額 に 算 入 さ れ る こ と に な る 1 6 9 。 

こ れ が 平 成 2 2 年 度 の 税 制 改 正 で 導 入 さ れ た「 グ ル ー プ 法 人 税 制 」

の 概 要 で あ る 。 つ ま り 、 完 全 支 配 関 係 に あ る 法 人 同 士 で 土 地 等 の 資

産 の 譲 渡 が あ っ た 場 合 に お い て は 、 そ の 取 引 は 一 旦 無 か っ た も の と

し て 、 譲 渡 利 益 は 益 金 不 算 入 に 、 譲 渡 損 失 は 損 金 不 算 入 と し て 処 理

す る の で あ る 。 そ の う え で 、 そ の 対 象 資 産 が さ ら に 他 の 法 人 に 譲 渡

さ れ た と き に 、 益 金 不 算 入 と し た 譲 渡 利 益 金 額 に つ い て は 益 金 に 算

入 し 、 損 金 不 算 入 と し た 譲 渡 損 失 に つ い て は 損 金 に 算 入 と す る の で

あ る 。  

「 グ ル ー プ 法 人 税 制 と は 、 グ ル ー プ 法 人 に 対 し て 適 用 さ れ る 各 個

別 制 度 が 一 体 と な っ た 制 度 の 総 称 で あ り 、 こ の う ち 、 グ ル ー プ 法 人

を 一 体 の も の と し て 損 益 通 算 ま で を 行 う 形 態 の も の を 連 結 納 税 制

度 と い い 、 そ れ 以 外 の 単 体 納 税 を す る グ ル ー プ 法 人 に 適 用 さ れ る 部

分 を 連 結 納 税 制 度 と 区 別 す る 意 味 で 『 グ ル ー プ 法 人 単 体 納 税 制 度 』

1 7 0」 と も 呼 称 さ れ て い る 。  

2 .  譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 課 税 の 繰 延 べ  

会 社 分 割 税 制 と の 比 較 に お い て 留 意 す べ き 点 は 、 グ ル ー プ 法 人 税

制 で は 、 譲 渡 損 益 の 繰 延 べ は 譲 渡 し た 法 人 に お い て 適 用 さ れ る と い

う 点 で あ る 。 会 社 分 割 税 制 の よ う に 、 譲 受 法 人 の 取 得 価 額 を 譲 渡 法

人 の 譲 渡 直 前 の 帳 簿 価 額 と す る も の で は な い 。 譲 渡 損 益 調 整 資 産 1 7 1

                                                  
1 6 9  法 6 1 条 の 1 3 第 2 項  
1 7 0  武 田 昌 輔 監 修 『 (加 除 式 )グ ル ー プ 法 人 税 制 の 実 務 』（ 第 一 法 規 ， 2 0 1 3

最 終 加 除 ） 8 4 頁  
1 7 1  法 第 6 1 条 の 1 3 及 び 令 第 1 2 2 条 の 1 4 第 1 項 に お い て 、 固 定 資 産 、 土

地 、 有 価 証 券 、 金 銭 債 権 及 び 繰 延 資 産 （ 売 買 目 的 有 価 証 券 及 び そ の 譲 渡

直 前 の 帳 簿 価 額 が 1 , 0 0 0 万 円 に 満 た な い 資 産 を 除 く ） と さ れ て い る 。  
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に 関 し て 譲 渡 者 側 に お け る 譲 渡 損 益 を 繰 り 延 べ る だ け で あ っ て 、 譲

受 法 人 側 は 基 本 的 に そ の 取 引 価 額 を 取 得 価 額 と し て 処 理 す る 。 そ の

た め 、 例 え ば 譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 減 価 償 却 資 産 に 該 当 す る 資 産 で あ

る と き は 、 そ の 取 引 価 額 を 取 得 価 額 と し て 減 価 償 却 費 の 計 算 を 行 う

こ と に な る 1 7 2。  

次 に 、 そ の 繰 り 延 べ ら れ た 損 益 が 、 い つ 実 現 す る の か が 重 要 で あ

る 。 具 体 的 に は 、 譲 受 法 人 に 次 に 掲 げ る 事 由 が 生 じ た と き は 、 そ の

事 由 に 応 じ て 定 め ら れ て い る 金 額 を 、 そ の 事 由 が 生 じ た 日 の 属 す る

譲 受 法 人 の 事 業 年 度 終 了 の 日 の 属 す る 内 国 法 人 の 事 業 年 度 に お い

て 、 繰 延 べ た 譲 渡 損 益 を 益 金 の 額 ま た は 損 金 の 額 と し て 戻 し 入 れ る

こ と と さ れ て い る 1 7 3。 ど の よ う な 状 況 が 生 じ た 場 合 に 、 課 税 の 繰 延

べ が 停 止 さ れ る の か 、 規 定 の 内 容 を 確 認 し て お き た い 。 図 表 8 - 4 の

と お り 、 グ ル ー プ 法 人 税 制 に お け る 課 税 繰 延 べ の 停 止 条 件 と そ の 調

整 額 に つ い て は 、 か な り 詳 細 な 規 定 が 設 け ら れ て い る 。 ま た 、 こ れ

ら の 措 置 が 的 確 に 行 わ れ る よ う 、 譲 受 法 人 に は 一 定 の 通 知 義 務 が 課

さ れ て い る 。  

図 表 8 - 4 グ ル ー プ 法 人 税 制 に お け る 課 税 繰 延 べ の 停 止 条 件 と そ の

調 整 額  

繰 延 停 止 事 由  調 整 額  

①  譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 譲 渡 、貸

倒 れ 、除 却 そ の 他 こ れ ら に 類

す る 事 由 が 生 じ た 場 合  

※ そ の 他 こ れ ら に 類 す る 事 由

と は 、例 え ば 金 銭 債 権 に つ い

て そ の 全 額 が 回 収 さ れ た 場

合 、償 還 有 価 証 券 に つ い て 償

そ の 繰 延 べ ら れ た 譲 渡 利 益 額 又

は 譲 渡 損 失 額 相 当 額  

 

 

 

 

 

                                                  
1 7 2  同 上 書 ， 5 3 0 頁 ～ 5 3 1 頁  
1 7 3  令 第 1 2 2 条 の 1 4 第 4 項  
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還 期 限 前 に そ の 全 額 が 償 還

さ れ た 場 合 、固 定 資 産 に つ い

て 災 害 等 に よ り 滅 失 し た 場

合 な ど が こ れ に 該 当 す る 。ま

た 、有 価 証 券 に つ い て は 令 第

1 1 9 条 の 1 1 の 有 価 証 券 の 区

分 変 更 等 に よ る み な し 譲 渡

の 規 定 の 適 用 が あ る と き は 、

有 価 証 券 の 譲 渡 に 該 当 す る

こ と に な る 。  

②  譲 受 法 人 が 法 第 2 5 条 第 2 項

( 資 産 の 評 価 益 の 益 金 不 算 入

等 ) に 規 定 す る 評 価 換 え に よ

り そ の 帳 簿 価 額 を 減 額 さ れ 、

そ の 増 額 さ れ た 部 分 の 金 額 が

益 金 の 額 に 算 入 さ れ た こ と 又

は 同 条 第 3 項 に 規 定 す る 資 産

に 該 当 し 、 当 該 譲 渡 損 益 調 整

資 産 の 同 項 に 規 定 す る 評 価 益

の 額 と し て 政 令 で 定 め る 金 額

が 益 金 の 額 に 算 入 さ れ た と き

③  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 譲 受 法 人

に お い て 減 価 償 却 資 産 に 該 当

し 、 そ の 償 却 費 が 損 金 の 額 に

算 入 さ れ た 場 合  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そ の 譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡 損 失 額

に 相 当 す る 金 額  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡 損 失 額 に 相

当 す る 金 額 に 、 譲 受 法 人 の そ の

減 価 償 却 資 産 の 取 得 価 額 の う ち

償 却 費 と し て 損 金 の 額 に 算 入 し

た 金 額 の 占 め る 割 合 を 乗 じ て 計

算 し た 金 額 を 戻 し 入 れ る 。  

な お 、 譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 減 価

償 却 資 産 に 該 当 す る と き は 、 そ

の 戻 入 れ に つ い て 譲 渡 法 人 の 選

択 に よ り 簡 便 法 ( 譲 受 法 人 の 償

却 期 間 で 均 等 に 戻 し 入 れ る 方
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④  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 譲 受 法 人

に お い て 繰 延 資 産 に 該 当 し 、

そ の 償 却 費 が 損 金 の 額 に 算 入

さ れ た 場 合  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 譲 受 法 人

に お い て 、 法 第 3 3 条 第 2 項

( 資 産 の 評 価 損 の 損 金 不 算 入

等 ) に 規 定 す る 評 価 換 え に よ

り そ の 帳 簿 価 額 が 減 額 さ れ 、

そ の 資 産 の 帳 簿 価 額 と 時 価 と

の 差 額 に 達 す る ま で の 金 額 に

つ い て 損 金 の 額 に 算 入 さ れ た

場 合 、 会 社 更 生 法 等 の 規 定 に

よ る 更 生 計 画 の 認 可 の 決 定 が

あ っ た こ と に よ り 法 律 の 規 定

に 従 っ て 行 う 評 価 換 え に よ り

帳 簿 価 額 が 減 額 さ れ そ れ が 損

金 の 額 に 算 入 さ れ た 場 合 又 は

民 事 再 生 法 の 規 定 に よ る 再 生

計 画 認 可 の 決 定 が あ っ た こ と

な ど に よ り 評 価 損 の 損 金 算 入

が さ れ た 場 合  

⑥  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 有 価 証 券

法 )が 認 め ら れ る 。  

譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡 損 失 額 に 相

当 す る 金 額 に 、 譲 受 法 人 の そ の

繰 延 資 産 の 取 得 価 額 の う ち 償 却

費 と し て 損 金 の 額 に 算 入 し た 金

額 の 占 め る 割 合 を 乗 じ て 計 算 し

た 金 額 を 戻 し 入 れ る 。  

な お 、 譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 繰 延

資 産 に 該 当 す る と き は 、 そ の 戻

入 れ に つ い て 譲 渡 法 人 の 選 択 に

よ り 簡 便 法 ( 譲 受 法 人 の 償 却 期

間 で 均 等 に 戻 し 入 れ る 方 法 ) が

認 め ら れ る 。  

繰 り 延 べ た 譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡

損 失 額 の 全 額 を 戻 し 入 れ る 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

繰 り 延 べ た 譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡
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(売 買 目 的 有 価 証 券 を 除 く 。）

に 該 当 す る 場 合 に お い て 、 譲

受 法 人 が 譲 り 受 け た 譲 渡 損 益

調 整 資 産 で あ る 有 価 証 券 と 銘

柄 を 同 じ く す る 有 価 証 券 ( 売

買 目 的 有 価 証 券 を 除 く 。）を 譲

渡 し た 場 合  

さ ら に 、 法 人 が 譲 渡 損 益 調 整

資 産 で あ る 銘 柄 を 同 じ く す

る 有 価 証 券 を 2 回 以 上 に わ た

っ て 完 全 支 配 関 係 法 人 に 譲

渡 し た 後 に 、 当 該 完 全 支 配 関

係 法 人 が 当 該 有 価 証 券 を 譲

渡 し た 場 合  

⑦  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 譲 受 法 人

に お い て 償 還 有 価 証 券 ( 売 買

目 的 有 価 証 券 を 除 く 。）に 該 当

し 、 法 人 税 法 施 行 令 第 1 3 9 条

の 2 第 l 項 に 規 定 す る 調 整 差

益 又 は 調 整 差 損 が 益 金 の 額 又

は 損 金 の 額 に 算 入 さ れ た 場 合

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

損 失 額 に 相 当 す る 金 額 の う ち 譲

渡 し た 有 価 証 券 の 数 に 対 応 す る

部 分 の 金 額 を 戻 し 入 れ る 。  

譲 渡 法 人 に お け る 譲 渡 損 益 調 整

額 の 戻 入 れ 計 算 は 、 譲 受 法 人 が

最 も 早 く 取 得 し た も の か ら 順 次

譲 渡 し た も の と み な し て 戻 入 れ

額 を 算 出 す る こ と と さ れ て い

る 。  

 

 

 

 

 

譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡 損 失 額 に 相

当 す る 金 額 ( 既 に こ の 規 定 に 掲

げ る 事 由 が 生 じ た こ と に よ る 調

整 済 額 が あ る と き は 、 そ の 調 整

済 額 を 控 除 し た 金 額 ) に 事 業 年

度 開 始 の 日 か ら そ の 償 還 有 価 証

券 の 償 還 の 日 ま で の 期 間 の 日 数

の う ち そ の 事 業 年 度 の 日 数 の 占

め る 割 合 を 乗 じ て 計 算 し た 金 額

を 戻 し 入 れ る 。  

 (注 )調 整 済 額 と は 、譲 渡 損 益 調

整 資 産 に か か る 譲 渡 利 益 額 又 は

譲 渡 損 失 額 に 相 当 す る 金 額 に つ

き 、 既 に 譲 渡 法 人 の 各 事 業 年 度

の 所 得 の 金 額 又 は 各 連 結 事 業 年

度 の 連 結 所 得 の 金 額 の 計 算 上 益

金 の 額 ま た は 損 金 の 額 に 算 入 さ

れ た 金 額 の 合 計 額 を い う 。  
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⑧  譲 渡 損 益 調 整 資 産 が 譲 受 法 人

に お い て 、 法 第 6 1 条 の 1 1 第

l 項 ( 連 結 納 税 の 開 始 に 伴 う

資 産 の 時 価 評 価 損 益 ) に 規 定

す る 時 価 評 価 資 産 に 該 当 し 、

評 価 益 又 は 評 価 損 が 益 金 又 は

損 金 の 額 に 算 入 さ れ た 場 合  

繰 り 延 べ た 譲 渡 利 益 額 又 は 譲 渡

損 失 額 の 全 額 を 戻 し 入 れ る 。  

（ 出 所 ： 武 田 昌 輔 監 修 ， 前 掲 書 『 グ ル ー プ 法 人 税 制 の 実 務 』 5 2 3 頁

～ 5 2 6 頁 よ り 筆 者 抜 粋 ）  

 

図 表 8 - 5  会 社 分 割 税 制 と グ ル ー プ 法 人 税 制 の 相 違 点  

 会 社 分 割 税 制  グ ル ー プ 法 人 税 制  

分 割 法 人  分 割 承 継 法 人 譲 渡 法 人  譲 受 法 人  

取 得 価 額  移 転 資 産 の 分

割 直 前 の 帳 簿

価 額  

移 転 資 産 の 分

割 直 前 の 帳 簿

価 額  

時 価（ 申 告 調

整 に よ り 課

税 を 繰 り 延

べ る ）  

時 価  

課 税 繰 延

べ の 停 止  

分 割 承 継 法 人

株 式 の 譲 渡 等

に よ り 停 止 さ

れ る 。（ 支 配 の

継 続 等 が 分 割

時 点 で 見 込 ま

れ て い れ ば 、そ

の 後 の 移 転 資

産 の 譲 渡 等 は

停 止 事 由 と は

な ら な い 。）  

譲 受 資 産 の 譲

渡 等 に よ り 停

止 さ れ る 。  

課 税 繰 延 べ

の 停 止 に つ

い て 、 図 表

8 - 4 の と お

り 、詳 細 に 規

定 さ れ て い

る 。  

（ 課 税 は 繰

延 べ ら れ て

い な い 。）  

（ 出 所 ： 武 田 昌 輔 監 修 ， 前 掲 書 『 グ ル ー プ 法 人 税 制 の 実 務 』 を 参 考 に

筆 者 作 成 ）  

会 社 分 割 税 制 と の 主 な 違 い は 図 表 8 - 5 の と お り で あ る が 、 同 じ 資

産 の 譲 渡 に お け る 課 税 の 繰 延 べ 措 置 で あ り な が ら 、 組 織 再 編 税 制 と



 

138 
 

は 大 き く 異 な っ て い る 。  

資 産 が 移 転 す る と い う 点 で は 、 会 社 分 割 も 譲 渡 損 益 調 整 資 産 の 譲

渡 も 異 な る こ と は な い 。 特 に 、 会 社 分 割 の 中 で も 新 設 分 割 に つ い て

は 基 本 的 に は 完 全 支 配 関 係 が 成 立 す る 場 合 が 多 い と 思 わ れ る が 、 会

社 分 割 で 移 転 し た 場 合 と 、 単 な る 譲 渡 で 移 転 し た 場 合 と で こ の よ う

な 差 が 生 じ る こ と に は 問 題 が あ り 、 整 合 性 を 取 る 必 要 が あ る と 筆 者

は 考 え る 。  

第 5節  む す び  

我 が 国 の 代 表 的 な 課 税 の 繰 延 べ の 規 定 と し て は 、 ま ず 特 別 償 却 が

あ げ ら れ る 。 取 得 資 産 そ の も の の 特 質 、 取 得 す る 法 人 、 そ の 資 産 が

存 在 す る 地 域 等 に 着 目 し て 、 そ の 資 産 の 早 期 償 却 を 認 め る も の で あ

る 。 特 別 償 却 に 類 似 す る も の と し て は 、 圧 縮 記 帳 が あ る 。 圧 縮 記 帳

の 場 合 も 、 取 得 資 産 そ の も の の 特 質 、 取 得 す る 法 人 、 そ の 資 産 が 存

在 す る 地 域 等 に 着 目 す る 点 、 加 え て 、 い ず れ も 資 産 の 取 得 者 側 の 処

理 で あ る 点 は 共 通 し て い る が 、 圧 縮 記 帳 が 一 方 で 利 益 の 計 上 が あ り 、

そ の 利 益 を 原 資 と す る 点 が 、 特 別 償 却 と は 異 な る 点 で あ る 。  

旧 法 第 5 1 条 が 定 め て い た 現 物 出 資 の 圧 縮 記 帳 に つ い て 言 え ば 、

そ の 本 質 を 資 産 の 譲 渡 と 認 定 し 、 い っ た ん 認 識 さ れ る 譲 渡 益 に つ い

て 課 税 を 繰 り 延 べ よ う と す る た め に 取 得 価 額 を 圧 縮 す る 手 法 を と

っ た 。 そ し て 、 会 社 分 割 に お け る 資 産 の 移 転 に つ い て も 、 法 人 税 法

は 「 資 産 の 譲 渡 」 で あ る こ と を 明 示 す る と と も に 、 分 割 法 人 と 分 割

承 継 法 人 双 方 に お い て 「 簿 価 引 継 ぎ 」 を 要 件 と し た の で あ る 。 こ の

点 は 、 グ ル ー プ 法 人 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 べ と は 全 く 異 な る も の

で あ り 、 税 制 に お け る 整 合 性 の 問 題 と し て も 検 討 す べ き で あ る 。  

会 社 分 割 そ の も の が 、 資 産 の 出 し 手 側 の 問 題 で あ る と い う 認 識 が
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正 し い の で あ れ ば 、 課 税 の 繰 延 べ 方 式 も そ の 点 か ら 考 え る 必 要 が あ

る 。  
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第 9章  会 社 分 割 税 制 に お け る あ る べ き 課 税 の 繰 延 べ 方 式  

前 章 ま で の 議 論 を 踏 ま え れ ば 、 会 社 分 割 に お け る 簿 価 引 継 方 式 等 に

問 題 が あ る こ と は 明 ら か で あ る 。  

本 章 で は 、第 4 章 で 挙 げ た 会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点 で あ る 、（1）

課 税 繰 延 べ 期 限 の 問 題 、（ 2） 二 重 損 益 の 計 上 の 問 題 、（ 3） 含 み 損 ま た

は 含 み 益 の 付 替 え の 問 題 、そ し て（ 4）損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問

題 に 対 処 す る 方 法 を 検 討 す る 。  

第 1節  二 重 損 益 の 計 上 問 題 へ の 対 応 に つ い て  

武 田 昌 輔 氏 は 、 旧 法 第 5 1 条 時 代 に 二 重 損 益 計 上 の 問 題 点 を 指 摘

さ れ た 中 で 、 こ の よ う な 「 二 重 の 負 担 が あ っ て も 是 認 す べ き で あ る

と い う 考 え 方 も あ ろ う 。」 と し た う え で 、「 し か し 他 方 に お い て は 、

保 有 の 短 期 、 長 期 を 問 わ ず 、 二 重 課 税 的 要 素 は 排 除 す べ き で は な い

か と す る 考 え 方 も あ ろ う 。 こ の 点 は 、 特 定 出 資 会 社 に お け る 子 会 社

株 式 を そ の ま ま 圧 縮 額 の 金 額 で 保 有 し て い る 点 に 問 題 が 存 す る の

で あ る か ら 、 こ れ を 無 税 に よ る 引 上 げ を す る こ と に よ る 調 整 を 図 る

べ き で あ る と い う こ と に な ろ う 。」と 、分 割 会 社 に お い て 無 税 で の 評

価 益 を 認 め る こ と に よ り 二 重 課 税 が 行 わ れ な い よ う に し た う え で 、

子 会 社 株 式 の 譲 渡 の 際 に 、「 新 設 会 社 の 純 資 産 価 額 を 基 準 と し て 当

該 子 会 社 株 式 の 調 整 を 認 め る こ と と す れ ば 改 善 で き る も の と 考 え

る 。」と 対 応 策 を 提 案 さ れ て い た 。こ の よ う な 対 応 策 に は 納 税 事 務 の

簡 素 化 の 観 点 か ら 問 題 と な る と い う 指 摘 が 考 え ら れ る が 、 こ の 点 に

つ い て も 、「 も と も と 完 全 子 会 社 に 近 い 会 社 で あ る か ら 計 算 の ル ー

ル さ え 確 立 す れ ば 、困 難 な も の と は い え ず 、か つ 、課 税 上 、 特 定 出

資 会 社 に お い て 有 利 と な る 手 続 き で あ る か ら 、 そ の 手 数 を い と わ な

い こ と と な ろ う 。 い ず れ に し て も 、 こ の 問 題 は 、 今 回 の 会 社 分 割 に
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伴 う 税 制 上 問 題 と な る 事 項 で あ る か ら 、 こ の 点 を 検 討 す べ き で あ

る 。」 と 述 べ ら れ て い る 。 ま た 、 分 割 型 分 割 に つ い て は 、「 も と も と

受 入 価 額 を 出 資 会 社 の 帳 簿 価 額 と す る こ と は 基 本 的 に は 妥 当 で な

い と 考 え る 。 い わ ば 発 行 株 式 に よ っ て 対 価 を 支 払 っ て い る か ら で あ

る 。 こ の 点 か ら は 、 基 本 的 に は 、 時 価 で の 受 入 価 額 と す る こ と を 認

め る も の と し 特 に 弊 害 が あ る 場 合 に 限 り 、 帳 簿 価 額 基 準 を 設 け る 等

の こ と を な す べ き で あ る 1 7 4。」 と さ れ て い る 。  

要 約 す れ ば 、 図 表 9 - 1 の よ う な 提 案 で あ っ た 。  

図 表 9 - 1  武 田 昌 輔 氏 の 提 案 （ 2 0 0 0 年 当 時 ）   

分 割 の 形 態  分 割 法 人  分 割 承 継 法 人 分 割 法 人 の 株 主

分 社 型 分 割  

 

分 割 承 継 法 人 株 式

を 時 価 で 受 入 れ

る 。た だ し 、評 価 益

部 分 に つ い て 益 金

不 算 入 と す る 。  

（ 子 会 社 株 式 を 売

却 し た 際 は 、 分 割

承 継 法 人 の 純 資 産

価 額 を 基 準 と し て

調 整 を 行 う 。）  

移 転 資 産 を 帳

簿 価 額 で 受 入

れ る 。  

 

分 割 型 分 割   移 転 資 産 を 帳

簿 価 額 で 受 入

れ る 。  

分 割 承 継 法 人

株 式 を 時 価 で

受 入 れ る 。  

（ 出 所 ： 武 田 昌 輔 ，前 掲 書『 会 社 再 編 の 場 合 の 簿 価 引 継 基 準 の 問 題

点 』 1 8 頁 ～ 1 9 頁 よ り 筆 者 要 約 ）  

も と も と 二 重 損 益 の 計 上 問 題 に つ い て は 、 有 価 証 券 で あ る 株 式 の

                                                  
1 7 4  武 田 昌 輔 ， 前 掲 書 『 会 社 再 編 の 場 合 の 簿 価 引 継 基 準 の 問 題 点 』 1 8 頁

～ 1 9 頁  
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価 値 そ の も の が 、 基 本 的 に は そ の 株 式 の 発 行 会 社 の 純 資 産 と 連 動 し

て 動 く と い う 性 質 を 持 っ て お り 、 二 重 に 損 益 が 計 上 さ れ る こ と 自 体

は 避 け る こ と は で き な い 。 つ ま り 、 二 重 損 益 の 計 上 自 体 が 問 題 な の

で は な い 。 問 題 は 、 分 割 会 社 が 保 有 し て い た 資 産 の 分 割 時 点 の 含 み

損 益 が 、 会 社 分 割 に よ っ て 分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 に ダ ブ ル カ ウ ン

ト さ れ る こ と で あ る 。 会 社 分 割 税 制 に お け る 二 重 損 益 計 上 の 問 題 へ

の 対 処 も 、 そ の 点 に 限 定 し た も の で な け れ ば な ら な い と 考 え る 。  

第 2節  私 案 と し て の 分 社 型 分 割 に お け る 課 税 繰 延 べ 方 式  

1 .  改 善 案 の 提 示  

も う 一 度 、 現 行 の 会 社 分 割 税 制 に お け る 分 割 時 点 の 分 割 法 人 と 分

割 承 継 法 人 の 処 理 を 整 理 す る と 、 図 表 9 - 2 の と お り で あ る 。  

つ ま り 、 移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 と 時 価 と の 間 に い か な る 乖 離 が あ っ

た と し て も 、 分 割 法 人 、 分 割 承 継 法 人 い ず れ も 移 転 資 産 の 帳 簿 価 額

が 受 入 価 額 と な る 。  

会 社 分 割 税 制 に 起 因 す る 二 重 課 税 を 排 除 す る た め に は 、 分 割 法 人

と 分 割 承 継 法 人 の い ず れ の 法 人 に お い て も 帳 簿 価 額 を 引 継 ぐ と い

う 旧 法 第 5 1 条 時 代 か ら の 方 式 を 改 め て 、い ず れ か の 法 人 で 、分 割 時

点 で 存 在 す る 含 み 損 益 を 解 消 し て お く 必 要 が あ る 。  

さ ら に 、 分 割 法 人 に お け る 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 に 対 処 す る

た め に は 、移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 、「分 割 時 点 の 含 み 損 益

の 範 囲 内 」 で 、 分 割 法 人 が 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 に つ い て 、 課 税

の 繰 延 べ の 全 部 ま た は 一 部 を 停 止 し 、 課 税 を 実 現 さ せ る 処 理 が 必 要

で あ る 。  

こ こ で 分 割 時 点 の 含 み 損 益 の 範 囲 内 と し た の は 、 そ れ を 超 え た 譲

渡 益 、 あ る い は 譲 渡 損 に つ い て は 、 会 社 分 割 時 点 以 後 に 起 因 す る も
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の で あ り 、 通 例 の 有 価 証 券 の 評 価 損 益 に 関 す る 個 別 規 定 に 従 う 必 要

が あ る と 考 え る か ら で あ る 。  

 

そ の 方 法 と し て は 、 図 表 9 - 3 の と お り 、 分 割 法 人 が 取 得 す る 分 割

承 継 法 人 株 式 を 時 価 で 受 入 れ る 方 法（ 以 下 、「分 割 承 継 法 人 株 式 時 価

受 入 方 式 」 と い う ） と 、 分 割 承 継 法 人 が 取 得 す る 移 転 資 産 を 時 価 で

受 入 れ る 方 法（ 以 下 、「 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 」と い う ）の い ず

れ か の 方 法 が 考 え ら れ る 。  

ま ず 、 私 案 と し て の 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 で は 、 分 割 法

図表9-2　適格分割における簿価引継方式

（分割前） （分割法人） （分割承継法人）

（出所：筆者作成）
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人 が 取 得 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 に は 、 移 転 資 産 の 時 価 を 付 す と と も

に 、 分 割 承 継 法 人 は 移 転 資 産 を 帳 簿 価 額 で 受 入 れ る 。  

  

こ の と き 、 分 割 法 人 側 で 生 じ る 譲 渡 損 益 は 、 申 告 調 整 に よ り 課 税

所 得 を 生 じ な い よ う に 措 置 す る 必 要 が あ る 。 そ の う え で 、 分 割 承 継

法 人 に お い て 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 そ の 分 割 時 点

図表9-3　適格分割における受入資産の取得価額

（分割前） （分割法人） （分割承継法人） （分割法人）

（出所：筆者作成）
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の 申 告 調 整 額 の 範 囲 内 で 分 割 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 帳 簿 価 額 の 調

整 を 行 う こ と と す る 。  

逆 に 、 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 で は 、 分 割 法 人 が 取 得 す る 分 割

承 継 法 人 株 式 に は 、 移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 を 付 す と と も に 、 分 割 承 継

法 人 は 移 転 資 産 を 時 価 で 受 入 れ る 。 こ の 場 合 、 分 割 法 人 で は 、 移 転

資 産 の 帳 簿 価 額 を そ の ま ま 分 割 承 継 法 人 株 式 の 帳 簿 価 額 と す る た

め 、 税 務 上 の 申 告 調 整 を 行 う 必 要 は な い 。 た だ し 、 分 割 承 継 法 人 に

お い て 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 分 割 時 点 の 含 み 損 益

の 範 囲 内 で 、 分 割 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 簿 価 の 調 整 を 行 う こ と と

す る が 、 こ の 調 整 は 課 税 所 得 の 変 動 を 伴 う こ と に な る 。  

時 価 の 算 定 が 難 し い と の 批 判 が あ る か も し れ な い が 、 す で に 会 計

の 分 野 で は 企 業 結 合 会 計 を 見 て も パ ー チ ェ ス 法 が 原 則 的 方 法 と な

っ て お り 、 上 場 会 社 ほ ど の 会 計 能 力 の な い 中 小 企 業 と い え ど も 、 会

社 分 割 と い う 高 度 な 組 織 再 編 を 行 え る ほ ど の 企 業 で あ れ ば 、 そ の 程

度 の 事 務 処 理 能 力 は 求 め て 良 い の で は な い か と 考 え る 。  

ま た 、 両 方 式 と も 、 分 割 後 の 譲 渡 資 産 の 管 理 、 分 割 法 人 に 対 す る

通 知 等 の 事 後 処 理 が 必 要 と な る た め 、 事 務 処 理 が 煩 雑 に な り す ぎ る

と の 批 判 も 考 え ら れ る が 、 こ れ も 上 記 と 同 様 の 理 由 で 対 応 し て も ら

わ ざ る を 得 な い の で は な い だ ろ う か 。  

で は 、 い ず れ の 方 法 が 、 筆 者 が 懸 念 し て い る 会 社 分 割 税 制 の 構 造

的 問 題 点 に 対 処 し う る だ ろ う か 。  

2 .  分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式  

前 述 の と お り 、 私 案 と し て の 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 で は 、

分 割 法 人 が 取 得 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 に 時 価 を 付 す と と も に 、 こ の

時 実 現 す る 損 益 に つ い て は 、 法 人 税 の 課 税 所 得 算 定 上 、 申 告 調 整 を
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行 う 。 こ の 申 告 調 整 に お け る 加 減 算 は 「 流 出 」 と し て 処 理 し 、 そ の

資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 こ の 分 割 時 の 申 告 調 整 額 の 範 囲

内 で 分 割 承 継 法 人 株 式 の 簿 価 調 整 を 行 う こ と に な る 。  

具 体 的 な 税 務 処 理 等 を 示 せ ば 、 分 割 時 点 で 移 転 資 産 に 含 み 益 が あ

る 場 合 は 図 表 9 - 4 の 処 理 と な り 、 含 み 損 が あ る 場 合 は 図 表 9 - 5 の 処

理 と な る 。  

な お 、 図 表 9 - 4 及 び 9 - 5 で 分 割 法 人 が 取 得 し た 分 割 承 継 法 人 株 式

は 、 関 係 会 社 株 式 で あ る た め 、 分 割 承 継 法 人 （ 以 下 図 表 9 - 4、 9 - 5、

9 - 6、 9 - 7 に お い て 、「 承 継 法 人 」 と い う ） に お い て 分 割 移 転 資 産 の

譲 渡 等 が 行 わ れ て も 、 分 割 法 人 に お い て は 評 価 損 益 の 会 計 上 の 認 識

は 行 わ ず 、 申 告 調 整 の み を 行 う こ と と し て い る 。  

図 表 9 - 4  分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 （ 含 み 益 が あ る 場 合 ）  

分 割 法 人

は 、 帳 簿 価

額 6 0（ 時 価

1 0 0）の 資 産

を 新 設 分 社

型 分 割 に よ

り 承 継 法 人

に 移 転 し

た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

※ 承 継 法 人 は 、 移 転 資 産 を 分 割 法 人 の 帳 簿 価 額 で 受

入 れ る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

資 産     6 0 資 本 金  6 0  

分 割 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

減 算  譲 渡 益 益 金 不 算 入 4 0   4 0

 

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

承 継 法 人 株 式

 

1 0 0 資 産  

譲 渡 益  

6 0  

4 0  
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（ 図 表 上 、 承 継 法 人 株 式 を A 社 株 式 と し て い る 。

以 下 同 じ ）  

承 継 法 人 株 式 の 取 得 価 額 を 移 転 資 産 の 分 割 時 の 時 価

と す る た め 、譲 渡 益 4 0 を 会 計 上 計 上 す る 。こ の 譲 渡

益 4 0 は 、法 人 税 の 課 税 所 得 の 算 定 上 は 、減 算 の 申 告

調 整 を 行 う こ と に よ り 課 税 所 得 に は 影 響 さ せ な い も

の と す る 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 1 1 0 で 売

却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 5 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

1 1 0 資 産  

譲 渡 益  

6 0  

5 0  

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

承 継 法 人 に お い て 、 移 転 資 産 が 分 割 時 の 移 転 資 産 の

時 価 1 0 0 を 上 回 る 価 額 で 売 却 さ れ た が 、 分 割 法 人 に

（分割前） （分割時）

分

割

資

産

の

簿

価

含

み

益

時
価

分割資産の分

割時の簿価

譲渡益
(益金不算入）

100

60

取
得
し
た
A
社
株
式
の

税
務
上
の
簿
価

100

60

（分割時） （分割資産売却時）

分割資産の分

割時の簿価

譲渡益
(益金不算入）

取
得
し
た
A
社
株
式
の

税
務
上
の
簿
価

100

60

取
得
し
た
A
社
株
式

の
税
務
上
の
簿
価

100

60

110
調整なし
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お け る 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 簿 価 は 1 0 0 と な っ て

お り 、 分 割 法 人 に お い て は 申 告 調 整 の 必 要 は な い 。

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 4 0 で 売 却

し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 2 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

4 0

2 0

資 産  

 

6 0  

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
  

  区 分  総 額 留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 損 損 金 不 算 入  4 0   4 0

減 算  評 価 損 損 金 算 入  4 0 4 0  

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 分 割 時 の

帳 簿 価 額 6 0 を 下 回 る 4 0 で あ っ た 。 承 継 法 人 株 式 に

つ い て は 、 分 割 時 点 で 税 務 上 の 簿 価 を 1 0 0 ま で 引 き

上 げ て お り 、 こ の 処 理 を 取 り 消 す 必 要 が あ る 。 そ こ

で 分 割 時 の 帳 簿 価 額 6 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を 引 き 下

げ る た め 、 上 記 の 申 告 調 整 を 行 う 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 7 0 で 売 却

し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 1 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

7 0 資 産  

譲 渡 益  

6 0  

1 0  

（分割時） （分割資産売却時）

分割資産の分

割時の簿価

譲渡益
(益金不算入）

取
得
し
た
A
社
株
式
の

税
務
上
の
簿
価

100

60
取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

100

60

簿価引下
(損金不算入）

40
調整なし
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分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額 留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 損 損 金 不 算 入 3 0   3 0

減 算  評 価 損 損 金 算 入  3 0 3 0  

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 分 割 時 の

帳 簿 価 額 6 0 を 上 回 る 7 0 で あ っ た が 、 分 割 時 の 時 価

か ら は 3 0 下 回 る 水 準 で あ っ た 。承 継 法 人 株 式 に つ い

て は 、 分 割 時 点 で 税 務 上 の 簿 価 を 1 0 0 ま で 引 き 上 げ

て お り 、 こ の 処 理 を 一 部 取 り 消 す 必 要 が あ る 。 そ こ

で 7 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を 引 き 下 げ る た め 、上 記 の 申

告 調 整 を 行 う 。  

   （ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

移 転 資 産 に 含 み 益 が あ る 場 合 、 ま ず 分 割 時 点 に お い て 含 み 益 相 当

額 だ け 、 課 税 所 得 に 影 響 さ せ る こ と な く 、 分 割 承 継 法 人 株 式 の 税 務

上 の 帳 簿 価 額 を 引 き 上 げ る 。 そ し て 、 分 割 承 継 法 人 で 移 転 資 産 の 譲

渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 分 割 時 の 含 み 益 の 範 囲 内 で 分 割 時 の 申 告

調 整 額 を 再 度 調 整 す る の で あ る 。 た だ し 、 も と も と 、 無 税 で 簿 価 引

き 上 げ を 行 っ て い る こ と か ら 、 そ の 範 囲 内 で 税 務 上 の 簿 価 を 引 き 下

げ る 必 要 が あ る 場 合 も 、 課 税 所 得 に 変 動 が 起 こ ら な い よ う 措 置 す る

必 要 が あ る 。 そ こ で 、 加 減 算 を 同 時 に 起 こ す 必 要 が あ り 、 上 記 の よ

（分割時） （分割資産売却時）

分割資産の分

割時の簿価

譲渡益
(益金不算入）

取
得
し
た
A
社
株
式
の

税
務
上
の
簿
価

100

60 取
得
し
た
A
社
株
式

の
税
務
上
の
簿
価

100

60

簿価引下
(損金不算入）
70
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う な 申 告 調 整 を 行 う 案 と し て い る 。  

次 に 含 み 損 が あ る 場 合 を 示 す と 図 表 9 - 5 の と お り で あ る 。  

図 表 9 - 5  分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 （ 含 み 損 が あ る 場 合 ）  

分 割 法 人

は 、 帳 簿 価

額 1 0 0（ 時 価

6 0 ） の 資 産

を 新 設 分 社

型 分 割 に よ

り 承 継 法 人

に 移 転 す

る 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

※ 承 継 法 人 は 、移 転 資 産 を 分 割 法 人 の 帳 簿 価 額 で 受 入

れ る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

資 産     1 0 0 資 本 金  1 0 0  

分 割 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額 留 保  社 外 流 出

加 算  譲 渡 損 損 金 不 算 入 4 0   4 0

 

 

承 継 法 人 株 式 の 取 得 価 額 を 移 転 資 産 の 分 割 時 の 時 価

と す る た め 、 譲 渡 損 4 0 を 会 計 上 計 上 す る 。 こ の 譲 渡

損 4 0 は 、 法 人 税 の 課 税 所 得 の 算 定 上 は 、 加 算 の 申 告

調 整 を 行 う こ と に よ り 課 税 所 得 に は 影 響 さ せ な い も

の と す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

承 継 法 人 株 式

譲 渡 損  

6 0

4 0

資 産  1 0 0  

 

  

（分割前） （分割時）

時
価

簿価引下

(損金不算入）

100

60

100

60

分
割
資
産
の
簿
価

含
み
損

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価
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承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 1 1 0

で 売 却 し

た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 1 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

1 1 0 資 産  

譲 渡 益  

1 0 0  

1 0  

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額 留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 益 益 金 算 入  4 0 4 0  

減 算  評 価 益 益 金 不 算 入  4 0  4 0

 

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 分 割 時 の

時 価 6 0、分 割 時 の 移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 1 0 0 を 共 に 上

回 る 1 1 0 で あ っ た 。 承 継 法 人 株 式 に つ い て は 、 分 割

時 点 で 税 務 上 の 簿 価 を 6 0 ま で 引 き 下 げ て お り 、こ の

処 理 を 取 り 消 す 必 要 が あ る 。 そ こ で 分 割 時 の 帳 簿 価

額 1 0 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を 引 き 上 げ る た め 、 上 記 の

申 告 調 整 を 行 う 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 4 0 で

売 却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 6 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

4 0

6 0

資 産  

 

1 0 0  

 

（分割時） （分割資産売却時）

簿価引下

(損金不算入）

100

60

取
得
し
た
A
社
株
式

の
税
務
上
の
簿
価

100

60

110

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

簿価引上

(益金不算入）

調整なし
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分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

承 継 法 人 に お い て 、 移 転 資 産 が 分 割 時 の 移 転 資 産 の

時 価 6 0 を 下 回 る 価 額 で 売 却 さ れ た が 、分 割 法 人 に お

け る 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 簿 価 は 6 0 と な っ て お

り 、 分 割 法 人 に お い て は 申 告 調 整 の 必 要 は な い 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 7 0 で

売 却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 3 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

7 0

3 0

資 産  1 0 0  

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 益 益 金 算 入  1 0  1 0  

 評 価 益 益 金 不 算 入 1 0  1 0

 

 

 

 

 

 

 

 

（分割時） （分割資産売却時）

簿価引下

(損金不算入）

100

60

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

100

60

40
調整なし

調整なし

（分割時） （分割資産売却時）

簿価引下

(損金不算入）

100

60

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

取
得
し
た
A
社
株
式

の
税
務
上
の
簿
価

100

60

調整なし

70
簿価引上

(益金不算入）
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承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、移 転 資 産 の

分 割 時 の 時 価 6 0 を 上 回 る 7 0 で あ っ た 。承 継 法 人 株 式

に つ い て は 、 分 割 時 点 で 税 務 上 の 簿 価 を 6 0 ま で 引 き

下 げ て お り 、 こ の 処 理 を 一 部 取 り 消 す 必 要 が あ る 。 そ

こ で 、承 継 法 人 株 式 に つ い て 、7 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を

引 き 上 げ る た め 、 上 記 の 申 告 調 整 を 行 う 。  

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

移 転 資 産 に 含 み 損 が あ る 場 合 、 ま ず 分 割 時 点 に お い て 含 み 損 相 当

額 だ け 、 課 税 所 得 に 影 響 さ せ る こ と な く 、 分 割 承 継 法 人 株 式 の 税 務

上 の 帳 簿 価 額 を 引 き 下 げ る 。 そ し て 、 分 割 承 継 法 人 で 移 転 資 産 の 譲

渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 分 割 時 の 含 み 損 の 範 囲 内 で 、 分 割 時 の 申

告 調 整 額 を 再 度 調 整 す る の で あ る 。 こ の 場 合 も 、 課 税 所 得 に 変 動 が

起 こ ら な い よ う 措 置 す る こ と は 、 含 み 益 が あ る 場 合 の 処 理 と 同 様 で

あ る 。  

3 .  分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式  

分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 で は 、 前 述 の と お り 分 割 法 人 が 取 得 す

る 分 割 承 継 法 人 株 式 に は 帳 簿 価 額 を 付 す と と も に 、 分 割 承 継 法 人 は

移 転 資 産 を 時 価 に よ り 受 け 入 れ る 。 こ の 場 合 、 分 割 の 段 階 で は 特 に

申 告 調 整 は 不 要 で あ る 。 具 体 的 に 税 務 処 理 等 を 示 せ ば 、 分 割 時 点 で

移 転 資 産 に 含 み 益 が あ る 場 合 は 図 表 9 - 6 の 処 理 と な り 、 含 み 損 が あ

る 場 合 は 図 表 9 - 7 の と お り と な る 。  

な お 、 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 と 同 様 、 分 割 法 人 が 保 有 す

る 分 割 承 継 法 人 株 式 は 、 関 係 会 社 株 式 と し て 、 分 割 承 継 法 人 に お い

て 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ て も 、 分 割 法 人 に お い て は 評 価 損 益 の

会 計 上 の 認 識 は 行 わ ず 、 申 告 調 整 の み が 生 じ る も の と 想 定 す る 。  

分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 の 場 合 、 問 題 と な る の は 、 分 割 承 継 法

人 で 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に 、 分 割 法 人 に お い て 帳 簿 価
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額 で 引 き 継 い だ 分 割 承 継 法 人 株 式 を ど の よ う に 調 整 す る か で あ る 。 

図 表 9 - 6  分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 （ 含 み 益 が あ る 場 合 ）  

分 割 法 人

は 、 帳 簿 価

額 6 0（ 時 価

1 0 0）の 資 産

を 新 設 分 社

型 分 割 に よ

り 承 継 法 人

に 移 転 す

る 。  

 

 

 

 

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

※ 承 継 法 人 は 、 移 転 資 産 を 時 価 で 受 入 れ る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

資 産     1 0 0 資 本 金  1 0 0  

分 割 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

 

 

分 割 に よ り 交 付 を 受 け る 承 継 法 人 株 式 に 、 移 転 資 産

の 帳 簿 価 額 を 付 す 。 し た が っ て 、 分 割 法 人 に お い て

は 含 み 損 益 の 実 現 は な く 、 申 告 調 整 は 必 要 な い 。  

（ 承 継 法 人 株 式 に つ い て 、 評 価 益 4 0 を 認 識 し て 帳

簿 価 額 を 1 0 0 と し た 後 に 、 圧 縮 引 当 損 4 0 を 計 上 す

る こ と と 同 義 で あ る 。）  

 

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

承 継 法 人 株 式 6 0 資 産  6 0  

承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 1 1 0

で 売 却 し

た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 1 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

1 1 0 資 産  

譲 渡 益  

1 0 0  

1 0  

  

（分割前） （分割時）

含

み

益

分

割

資

産

の

簿

価

調整なし

100

60

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

時
価

100

60
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 分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

 

 

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 分 割 時 の

移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 6 0 を 超 え る 1 1 0 で あ っ た た め 、

分 割 時 に 6 0 で 受 入 れ た 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 簿

価 を 、 1 0 0 ま で 引 き 上 げ て 課 税 を 実 現 す る 必 要 が あ

る 。  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 益 益 金 算 入  4 0 4 0  －

承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 4 0 で

売 却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 6 0 を 計 上 す る  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

4 0

6 0

資 産  

 

1 0 0  

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（分割時） （分割資産売却時）

調整なし

100

60

取
得
し
た
A
社
株
式

の
税
務
上
の
簿
価

100

60

110

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

簿価引上

(益金算入）

調整なし

（分割時） （分割資産売却時）

調整なし

100

60

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

取
得
し
た
A
社

株
式
の
税
務
上

の
簿
価

100

60

40

調整なし

調整なし
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承 継 法 人 に お い て 、 移 転 資 産 が 分 割 時 の 移 転 資 産 の

帳 簿 価 額 6 0 を 下 回 る 価 額 で 売 却 さ れ た が 、 分 割 法

人 に お け る 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 帳 簿 価 額 は 6 0

で あ り 、 分 割 法 人 に お い て は 申 告 調 整 の 必 要 は な

い 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産

1 0 0 を 7 0 で

売 却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 3 0 を 計 上 す る 。  

 

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

7 0

3 0

資 産  1 0 0  

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

加 算  評 価 益 益 金 算 入  1 0 1 0  －

 

 

 

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 分 割 時 の

移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 6 0 を 上 回 る 7 0 で あ っ た 。 そ こ

で 、 承 継 法 人 株 式 に つ い て 、 7 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を

引 き 上 げ て 、 課 税 を 実 現 さ せ る 必 要 が あ る 。  

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

上 記 私 案 で は 、 含 み 益 が 実 現 し た 場 合 に は 分 割 時 の 含 み 益 の 範 囲

内 で 益 金 算 入 を 行 う こ と と し て い る 。 た だ 、 株 式 評 価 益 を 認 識 し て

こ れ を 税 務 上 益 金 に 算 入 す る と 、 分 割 法 人 側 に 担 税 力 が 生 じ て い な

（分割時） （分割資産売却時）
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い 状 況 で 益 金 を 認 識 す る こ と に な る の で 、 こ の 点 を 考 慮 し て 分 割 法

人 が 分 割 承 継 法 人 株 式 を 譲 渡 す る ま で 課 税 を 繰 り 延 べ る こ と は 考

え ら れ る 。  

次 に 、含 み 損 が あ る 場 合 の 処 理 を 示 す と 図 表 9 - 7 の と お り で あ る 。 

図 表 9 - 7  分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 （ 含 み 損 が あ る 場 合 ）  

分 割 法 人

は 、 帳 簿 価

額 1 0 0（ 時 価

6 0 ） の 資 産

を 新 設 分 社

型 分 割 に よ

り 承 継 法 人

に 移 転 す

る 。  

 

 

 

 

 

 

 

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 は 、 移 転 資 産 を 時 価 で 受 入 れ る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

資 産     6 0 資 本 金  6 0  

分 割 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

 

分 割 に よ り 取 得 す る 承 継 法 人 株 式 に 、 移 転 資 産 の 帳

簿 価 額 を 付 す 。 し た が っ て 、 分 割 法 人 に お い て は 含

み 損 益 の 実 現 は な い た め 、 申 告 調 整 は 必 要 な い 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

承 継 法 人 株 式 1 0 0 資 産  1 0 0  

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 1 1 0 で 売

却 し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 5 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

1 1 0 資 産  

譲 渡 益  

6 0  

5 0  
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 分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  な し  

 

 

承 継 法 人 に お い て 、 移 転 資 産 が 分 割 時 の 移 転 資 産 の

帳 簿 価 額 1 0 0 を 上 回 る 価 額 で 売 却 さ れ た が 、 分 割 法

人 に お け る 承 継 法 人 株 式 の 税 務 上 の 簿 価 は 1 0 0 で あ

り 、 分 割 法 人 に お い て は 申 告 調 整 の 必 要 は な い 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 4 0 で 売 却

し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 損 2 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

譲 渡 損  

4 0

2 0

資 産  

 

6 0  

 

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

減 算  評 価 損 損 金 算 入  4 0 4 0  －

 

 

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 移 転 資 産

の 分 割 時 の 時 価 6 0 を 下 回 る 4 0 で あ っ た 。 そ こ で 、

（分割時） （分割資産売却時）
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承 継 法 人 株 式 に つ い て 移 転 資 産 の 分 割 時 の 時 価 6 0

ま で 税 務 上 の 簿 価 を 引 き 下 げ る た め 、 上 記 の と お り

減 算 の 申 告 調 整 を 行 う 。  

承 継 法 人 が

移 転 資 産 6 0

を 7 0 で 売 却

し た 。  

承 継 法 人 の 会 計 上 の 処 理  

 

 

 

 

※ 承 継 法 人 に お い て 譲 渡 益 1 0 を 計 上 す る 。  

（ 借 方 ）  （ 貸 方 ）  

現 預 金   

 

7 0 資 産  

譲 渡 益  

6 0  

1 0  

分 割 法 人 の 税 務 上 の 処 理  

 

 

 

 

 

 

 

承 継 法 人 に お け る 移 転 資 産 の 売 却 価 額 は 、 移 転 資 産

の 分 割 時 の 時 価 6 0 を 上 回 る 7 0 で あ っ た 。 そ こ で 、

承 継 法 人 株 式 に つ い て 、 7 0 ま で 税 務 上 の 簿 価 を 引

き 下 げ る た め 、 上 記 の と お り 減 算 の 申 告 調 整 を 行

う 。  

（ 別 表 4）  
   

  区 分  総 額  留 保  社 外 流 出

減 算  評 価 損 損 金 算 入  3 0 3 0  －

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 で は 、 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式

と 異 な り 、 分 割 法 人 が 会 社 分 割 に よ り 取 得 し た 分 割 承 継 法 人 株 式 に

は 移 転 資 産 の 帳 簿 価 額 が 付 さ れ る た め 、 含 み 損 が 実 現 し た 場 合 に 、

い つ の 時 点 で 分 割 法 人 側 の 株 式 に 評 価 損 を 認 識 さ せ る か が 問 題 と
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な る 。 特 に 含 み 損 を 有 す る 資 産 が 、 会 社 分 割 に よ っ て 関 係 会 社 株 式

に 振 り 替 わ る こ と に よ り 、 実 質 的 に 分 割 法 人 側 で の 損 失 計 上 が 繰 り

延 べ ら れ て 、青 色 繰 越 欠 損 金 に 認 め ら れ た 9 年 間 の 控 除 期 間 1 7 5が 有

名 無 実 化 す る 恐 れ が あ る こ と は 、 第 6 章 第 2 節 で 述 べ た と お り で あ

る 。 こ れ を 回 避 す る た め に は 、 移 転 資 産 の 譲 渡 に よ っ て 損 失 が 実 現

し た 場 合 に は 、 適 時 に 分 割 法 人 側 に 株 式 の 評 価 損 が 計 上 さ れ る 必 要

が あ る た め 、 上 記 の よ う な 調 整 を 行 う 案 と し て い る 。  

4 .  採 用 す べ き 方 式 の 提 言  

で は 、「 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 」と「 分 割 移 転 資 産 時 価 受

入 方 式 」 の い ず れ の 方 法 を 採 用 す べ き だ ろ う か 。  

先 ず 分 社 型 分 割 の 場 合 、「 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 」は 、図

表 7 - 4 と 7 - 5 で 示 し た 通 り 、 移 転 資 産 の 分 割 時 点 の 含 み 損 益 は 分 割

承 継 法 人 に 移 転 す る こ と に な る 。  

分 割 承 継 法 人 に お い て 分 割 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に

は 、 分 割 法 人 側 に 税 務 処 理 が 必 要 と な る が 、 こ れ は 分 割 時 に 行 っ た

申 告 調 整 の 再 調 整 で あ り 、 課 税 関 係 を 生 じ さ せ る も の で は な い の で 、

ス キ ー ム と し て は シ ン プ ル な 構 成 で あ る 。  

逆 に 、「 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 」を 取 る と 、分 割 承 継 法 人 で 移

転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に は 、 分 割 法 人 に お い て そ の 保 有 す

る 分 割 承 継 法 人 株 式 の 評 価 損 益 を 認 識 す る こ と に よ り 、 課 税 関 係 を

生 じ さ せ る こ と に な る 。 特 に 評 価 益 の 認 識 は 、 何 ら 分 割 承 継 法 人 株

式 に 起 因 す る 担 税 力 が 生 じ て い な い 状 況 で 益 金 算 入 が 行 わ れ る こ

と に な る た め 、 こ れ を 回 避 す る と す れ ば 、 さ ら に こ の 益 金 を 繰 延 べ

る 手 当 て が 必 要 と な る こ と は 前 述 の と お り で あ る 。 そ の 場 合 で も 、

                                                  
1 7 5  法 第 5 7 条  
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益 金 の 場 合 は 繰 り 延 べ て 、 損 金 の 場 合 は 繰 り 延 べ な い と い う ア ン バ

ラ ン ス が 生 じ る こ と に な る 。  

特 に 問 題 な の は グ ル ー プ 法 人 税 制 と 同 様 の 通 知 義 務 を 分 割 承 継

法 人 に 課 さ な け れ ば な ら な い た め 、 分 割 承 継 法 人 側 に 移 転 資 産 の 管

理 の た め の 事 務 負 担 を 課 す る こ と に な る 点 で あ る 。  

筆 者 と し て は 、 上 記 の よ う な 問 題 は あ る か も し れ な い が 「 分 割 移

転 資 産 時 価 受 入 方 式 」 を 支 持 し た い 。 こ の 方 式 で は 、 分 割 承 継 法 人

は 含 み 損 益 の な い 状 態 、 つ ま り 時 価 で 移 転 資 産 を 保 有 す る こ と に な

る 。 旧 法 第 5 1 条 に お け る 簿 価 引 継 ぎ の 強 制 が 、「 子 会 社 に お い て 例

え ば 時 価 等 に よ っ て 帳 簿 価 額 を 引 継 い だ 場 合 に 、 そ の 資 産 を 子 会 社

に お い て 譲 渡 し た と す れ ば そ の 資 産 の 譲 渡 益 は 半 永 久 的 に 実 現 さ

れ な い こ と に な る 1 7 6 。」 と い う 理 由 に よ り 帳 簿 価 額 で の 引 継 が 強 制

さ れ 、 こ の 考 え 方 が 会 社 分 割 税 制 に も 引 き 継 が れ た の で あ れ ば 、 譲

渡 が 行 わ れ た 時 点 で 分 割 法 人 の 課 税 の 繰 延 べ 措 置 を 停 止 し て 、 益 金

あ る い は 損 金 に 算 入 す る こ と に よ っ て 課 税 関 係 を 生 じ さ せ 得 れ ば 、

弊 害 は 生 じ な い こ と に な る 。  

「 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 」は 、基 本 的 に は 旧 法 第 5 1 条 の

考 え 方 を 引 継 ぎ つ つ 、 二 重 損 益 に 対 処 す る 方 式 で あ る が 、 筆 者 が 構

造 的 問 題 と し て 挙 げ た 含 み 損 益 の 分 割 承 継 法 人 へ の 付 替 え が 可 能

で あ る し 、 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 も 回 避 す る こ と が で き な い 。 

組 織 再 編 税 制 そ の も の が 、 再 編 時 の 時 価 課 税 を 原 則 と し 、 簿 価 引

継 を 例 外 と し て い る 建 前 か ら 考 え て も 、 移 転 資 産 の 譲 渡 と い う 状 況

は 課 税 繰 延 べ の 前 提 が 満 た さ れ な く な っ た 状 況 で あ り 、 そ の 時 点 で

分 割 法 人 の 課 税 繰 延 べ の メ リ ッ ト （ あ る い は デ メ リ ッ ト ） も 解 消 さ

                                                  
1 7 6  武 田 昌 輔 ， 前 掲 書 『 現 代 税 務 全 集 1 9 合 併 ・ 分 割 の 税 務 』 2 3 7 頁  
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れ な け れ ば な ら な い は ず で あ る 。 そ の 意 味 で は 、 担 税 力 の 生 じ な い

段 階 で の 益 金 算 入 も ま た や む を 得 な い と 考 え ら れ る の で あ る 。  

図 表 7 - 6 と 7 - 7 で 示 し た 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 に 齟 齬 が あ る

か な い か は 、 適 用 期 間 を 限 定 す る こ と 等 も 含 め て 、 さ ら に 慎 重 に 検

討 す る 必 要 が あ る 。 し か し 、 二 重 損 益 計 上 の 問 題 へ の 対 処 、 損 益 計

上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 へ の 対 処 等 、 会 社 分 割 税 制 が 現 在 持 っ て

い る 構 造 的 な 問 題 点 に 対 処 す る に は 、 有 用 な 方 式 で あ る と 考 え る 。 

第 3節  私 案 と し て の 分 割 型 分 割 に お け る 課 税 繰 延 べ 方 式  

次 に 分 割 型 分 割 に つ い て 検 討 す る 。 現 行 の 簿 価 引 継 方 式 で は 、 例

え ば 、 図 表 9 - 8 の よ う な 会 社 分 割 を 想 定 す る と 、 も と も と 親 子 関 係

に あ っ た 子 会 社 に つ い て 分 割 型 分 割 を 行 っ て 2 社 体 制 と す る よ う な

場 合 、 税 務 的 に は 一 旦 分 割 法 人 に 分 割 承 継 法 人 株 式 を 交 付 し て 、 同

時 に 親 会 社 に 対 し て 分 割 承 継 法 人 株 式 の 現 物 配 当 を 行 う こ と に よ

り 新 た な グ ル ー プ 体 制 が 成 立 す る 。  

図 表 9 - 8  株 主 が 法 人 の 場 合 の 新 設 分 割 型 分 割  

 

 

 

 

 

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

親 会 社 に と っ て は 子 会 社 1 社 の 株 式 の 一 部 が 承 継 法 人 株 式 に 振 り

替 わ っ た だ け で あ り 、 株 主 に お け る 変 化 は そ の 意 味 で は な い 。 し か

し 、 移 転 資 産 と 分 割 事 業 を ど の よ う な 構 成 で 切 り 出 す か に よ っ て は 、
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こ と が で き る 。  

ま た 、 吸 収 分 割 の 場 合 に は 図 表 9 - 9 の と お り 分 割 会 社 に 兄 弟 会 社

が あ っ て 、 こ の 兄 弟 会 社 に 対 し て 吸 収 分 割 を 行 う よ う な 場 合 に も や

は り 問 題 が あ る 。  

図 表 9 - 9  株 主 が 法 人 の 場 合 の 吸 収 分 割 型 分 割  

 

（ 出 所 ： 筆 者 作 成 ）  

懸 念 さ れ る の は 、 吸 収 分 割 に よ る 、 収 益 力 の あ る 兄 弟 会 社 に 対 す

る 含 み 損 を 有 す る 資 産 の 移 転 で あ り 、 あ る い は そ れ と は 逆 の 欠 損 金

の あ る 兄 弟 会 社 へ の 含 み 益 の あ る 資 産 の 移 転 で あ る 。  

こ れ ら を 回 避 す る た め に は 、 分 割 型 分 割 に お い て も 、 分 割 時 の 含

み 損 益 部 分 に つ い て は 、 分 割 法 人 が そ の 責 任 を 分 割 後 も 担 う こ と を

原 則 と す べ き で あ る と 考 え る 。 こ の 方 式 に よ れ ば 、 分 割 型 分 割 が 行

わ れ た 後 、 分 割 承 継 法 人 に お い て 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が あ っ た 場 合 に

は 、 分 社 型 分 割 と 同 様 に 、 分 割 法 人
． ． ． ．

に お い て 分 割 時 点 の 含 み 損 益 の

範 囲 内 で 申 告 調 整 を 行 う 必 要 が あ る 。 そ の 場 合 、 分 割 承 継 法 人 株 式

を 保 有 し て い な い こ と か ら 、 評 価 益 を 認 識 す る 場 合 の 益 金 算 入 、 評

価 損 を 認 識 す る 場 合 の 損 金 算 入 は 、 い ず れ も 「 流 出 」 の み の 処 理 と

な る 。  

も う 一 つ の 問 題 は 、 分 割 法 人 の 株 主 に お け る 分 割 承 継 法 人 株 式 の

損益の付替え
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受 入 価 額 を ど う す る か で あ る 。  

分 割 型 分 割 に お い て も 、 株 主 の 分 割 承 継 法 人 株 式 の 受 入 価 額 に つ

い て は 、「 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 」を 基 礎 と し て 、株 主 に お い て

時 価 受 入 と す る 方 式 と 、 簿 価 受 入 と す る 方 式 が 考 え ら れ る 。 た だ 、

株 主 が 多 数 に 上 る 可 能 性 の あ る 分 割 型 分 割 に お い て は 、 株 主 の 申 告

に お け る 手 数 、 正 確 性 の 維 持 等 を 考 慮 す れ ば 、 株 主 に お け る 税 務 的

調 整 は 出 来 う る 限 り 簡 素 に す べ き で あ る 。 し た が っ て 、 株 主 に お い

て は 、 分 割 承 継 法 人 に お い て 移 転 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ た 場 合 に お

い て も 、 特 に 申 告 上 の 調 整 は 不 要 と し 、 な お か つ 、 税 務 上 弊 害 が 生

じ な い 方 式 を 採 用 す べ き で あ る 。 そ の 点 も 含 め て 考 え れ ば 、 所 得 税

の 課 税 関 係 を 分 割 時 点 で は 生 じ さ せ な い 方 法 、 つ ま り 帳 簿 価 額 で 受

入 れ る 方 法 を 採 用 す る こ と が 妥 当 で あ る と 考 え る 。  

第 4節  む す び  

分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 と 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 の

税 務 処 理 等 に つ い て 検 討 し た 。  

ま ず 、 会 社 分 割 税 制 に 起 因 す る 二 重 課 税 を 排 除 す る た め に は 、 分

割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 の い ず れ の 法 人 に お い て も 帳 簿 価 額 を 引 継

ぐ と い う 旧 法 第 5 1 条 時 代 か ら の 方 式 を 改 め て 、 原 則 的 方 法 に 則 り

い ず れ か の 法 人 で 、 分 割 時 点 で 存 在 す る 含 み 損 益 を 解 消 し て お く 必

要 が あ る 。 つ ま り 、 分 割 法 人 か 分 割 承 継 法 人 の い ず れ か の 法 人 は 時

価 で 受 入 れ る と い う こ と で あ る 。 そ し て 、 い ず れ の 法 人 が 時 価 で 受

入 れ た ほ う が よ い の か は 、い ず れ の 方 法 が 、「含 み 損 益 の 付 替 え の 問

題 」 と 「 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 」 に 対 処 で き る か と い う

点 で 考 え な け れ ば な ら な い 。 加 え て 、 課 税 の 繰 延 べ 期 限 の 問 題 に も

対 処 す る 必 要 が あ る 。  
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結 論 と し て は 、 分 割 法 人 が 時 価 で 受 入 れ 、 分 割 承 継 法 人 が 帳 簿 価

額 で 受 入 れ る 分 割 承 継 法 人 株 式 時 価 受 入 方 式 で は 、 上 記 の 「 含 み 損

益 の 付 替 え の 問 題 」 と 「 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 」 は 解 決

で き な い 。 し た が っ て 、 分 割 法 人 が 帳 簿 価 額 で 受 入 れ 、 分 割 承 継 法

人 が 時 価 で 受 入 れ る 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 を 筆 者 と し て は 支

持 し た い 。  

分 割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 双 方 に お い て 簿 価 引 継 ぎ を 行 う 現 行 税

制 に 比 べ れ ば 、 煩 雑 な 管 理 を 両 者 に 課 す こ と は 間 違 い な い 。 た だ 、

時 価 課 税 を 回 避 す る 条 件 と し て の 負 担 で あ り 、 必 要 な コ ス ト と 考 え

る べ き で は な い だ ろ う か 。  
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第 4 部  適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ 要 件 の 問 題 点  

平 成 2 8 年 2 月 2 9 日 、最 高 裁 判 所 は 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金

の 引 継 ぎ に 関 し て 、極 め て 問 題 の あ る 最 終 判 断 1 7 7を 示 し た 。一 般 に は

ヤ フ ー 事 件 (以 下 、 第 4 部 に お い て 「 本 件 事 案 」 と い う )と 呼 称 さ れ る

事 件 で あ る 。  

本 件 事 案 は 、 組 織 再 編 成 に 係 る 包 括 否 認 規 定 で あ る 法 第 1 3 2 条 の

2 1 7 8の 解 釈 に 関 し て 、「法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と

認 め ら れ る も の 」に は 、「組 織 再 編 成 に 係 る 行 為 の 一 部 が 、組 織 再 編 成

に 係 る 個 別 規 定 の 要 件 を 形 式 的 に は 充 足 し 、当 該 行 為 を 含 む 一 連 の 組

織 再 編 成 に 係 る 税 負 担 を 減 少 さ せ る 効 果 を 有 す る も の の 、当 該 効 果 を

容 認 す る こ と が 組 織 再 編 税 制 の 趣 旨 ・ 目 的 又 は 当 該 個 別 規 定 の 趣 旨 ・

目 的 に 反 す る こ と が 明 ら か で あ る も の も 含 む 」 と 判 示 し た こ と か ら 、

多 く 包 括 否 認 規 定 の 射 程 の 問 題 と し て 議 論 さ れ て い る 。も ち ろ ん 重 大

                                                  
1 7 7  最 高 裁 判 決 平 成 2 8 年 2 月 1 8 日 （ 日 税 連 税 法 デ ー タ ベ ー ス ， T A I N S

コ ー ド Z 2 6 6 - 1 2 8 0 3）  
1 7 8  法 第 1 3 2 条 の 2  

税 務 署 長 は 、 合 併 、 分 割 、 現 物 出 資 若 し く は 現 物 分 配 又 は 株 式 交 換

等 若 し く は 株 式 移 転（ 以 下 こ の 条 に お い て「 合 併 等 」と い う 。）に 係 る

次 に 掲 げ る 法 人 の 法 人 税 に つ き 更 正 又 は 決 定 を す る 場 合 に お い て 、 そ

の 法 人 の 行 為 又 は 計 算 で 、 こ れ を 容 認 し た 場 合 に は 、 合 併 等 に よ り 移

転 す る 資 産 及 び 負 債 の 譲 渡 に 係 る 利 益 の 額 の 減 少 又 は 損 失 の 額 の 増 加 、

法 人 税 の 額 か ら 控 除 す る 金 額 の 増 加 、 第 一 号 又 は 第 二 号 に 掲 げ る 法 人

の 株 式（ 出 資 を 含 む 。第 二 号 に お い て 同 じ 。）の 譲 渡 に 係 る 利 益 の 額 の

減 少 又 は 損 失 の 額 の 増 加 、 み な し 配 当 金 額 （ 第 二 十 四 条 第 一 項 （ 配 当

等 の 額 と み な す 金 額 ） の 規 定 に よ り 第 二 十 三 条 第 一 項 第 一 号 又 は 第 二

号（ 受 取 配 当 等 の 益 金 不 算 入 ）に 掲 げ る 金 額 と み な さ れ る 金 額 を い う 。）

の 減 少 そ の 他 の 事 由 に よ り 法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な

る と 認 め ら れ る も の が あ る と き は 、 そ の 行 為 又 は 計 算 に か か わ ら ず 、

税 務 署 長 の 認 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 法 人 に 係 る 法 人 税 の 課 税 標 準 若

し く は 欠 損 金 額 又 は 法 人 税 の 額 を 計 算 す る こ と が で き る 。  

一  合 併 等 を し た 法 人 又 は 合 併 等 に よ り 資 産 及 び 負 債 の 移 転 を 受 け

た 法 人  

二  合 併 等 に よ り 交 付 さ れ た 株 式 を 発 行 し た 法 人 （ 前 号 に 掲 げ る 法

人 を 除 く 。）  

三  前 二 号 に 掲 げ る 法 人 の 株 主 等 で あ る 法 人 （ 前 二 号 に 掲 げ る 法 人

を 除 く 。）  
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な 論 点 で あ り 、そ の 点 か ら の 警 鐘 は き わ め て 重 要 で あ る こ と は 間 違 い

な い 。 し か し 、 第 4 部 の 目 的 は 、 本 件 判 決 の 妥 当 性 を 検 証 す る 中 で 、

む し ろ 法 第 1 3 2 条 の 2 を 更 正 の 根 拠 と せ ざ る を 得 な か っ た 適 格 合 併 に

お け る 未 処 理 欠 損 金 1 7 9 の 引 継 ぎ に 関 す る 立 法 上 の 要 件 設 定 の 不 備 に

つ い て 、租 税 法 律 主 義 あ る い は 課 税 要 件 明 確 主 義 と い っ た 租 税 法 の 原

則 等 の 見 地 か ら 検 討 す る こ と で あ る 。  

合 併 は 、被 合 併 法 人 が 有 す る 資 産 負 債 の 全 部 が 合 併 法 人 へ 引 き 継 が

れ 、そ の 対 価 の 支 払 い が 被 合 併 法 人 の 株 主 に 対 し て な さ れ る 点 で 、 そ

の 態 様 は 会 社 分 割 と は 異 な り 単 純 で あ る 。し た が っ て 、合 併 に お け る

最 大 の 課 題 は 、ど の よ う な 合 併 に 適 格 性 を 付 与 し て 簿 価 引 継 ぎ を 認 め

る の か と い う 適 格 要 件 の 問 題 と 、未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を ど の よ う な

要 件 で 認 め る の か と い う 2 点 に 集 約 さ れ る と 筆 者 は 考 え て い る 。そ し

て 本 件 事 案 は 、 こ れ ら の 課 題 の う ち 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し て 、

重 要 な 教 材 を 提 示 す る 事 案 と な っ た 。  

合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ が 、制 度 と し て 一 定 の 要 件 の 充

足 を 条 件 に 容 認 さ れ て か ら か な り の 年 数 が 経 過 し た が 、そ の 間 見 直 し

は 行 わ れ て い な い 。  

判 決 に 対 す る 筆 者 の 疑 問 の 一 つ は 、法 人 税 法 は 未 処 理 欠 損 金 の 引 継

ぎ に 関 し て 、経 営 上 一 定 の 状 況 が 維 持 さ れ る こ と を 念 頭 に 置 い た う え

で 、そ の よ う な 状 況 が 実 質 的 に 維 持 さ れ る こ と を 求 め て い る の か と い

う 点 で あ る 。こ れ は 、法 人 税 法 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 繰 越 し に 関 す

る 位 置 づ け に 直 結 す る 問 題 で あ る 。  

も う 一 つ の 疑 問 は 、 課 税 要 件 明 確 主 義 の 観 点 か ら 、 法 人 税 法 の 委 任

                                                  
1 7 9  引 用 等 の 都 合 上 、青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 と 称 す る と き が あ る が 、同 義

で あ る 。  
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を 受 け て 、 法 人 税 法 施 行 令 に お い て 規 定 さ れ た 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ

要 件 の 解 釈 は い か に あ る べ き か と い う 点 で あ る 。 こ れ は 、 課 税 要 件 明

確 主 義 そ の も の の 定 義 に か か わ る 問 題 で あ る 。  

そ し て 最 後 の 疑 問 は 、 法 人 税 法 施 行 令 に 定 め ら れ た 未 処 理 欠 損 金 の

引 継 ぎ 要 件 そ の も の が 、 租 税 法 律 主 義 に 抵 触 す る も の で は な い か と い

う 点 で あ る 。 こ れ は 、 法 律 の 政 令 委 任 の 問 題 で あ る 。  

こ れ ら の 疑 問 を 検 討 す る こ と に よ り 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ 要 件 の

問 題 点 が 明 確 な も の と な り 、 自 ず と そ の 改 善 策 も 模 索 で き る も の と 考

え て い る 。  
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第 1 0章  ヤ フ ー 事 件 の 概 要 と 争 点  

本 章 で は 、 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 に に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ

に 関 し て 争 わ れ た 事 案 に お け る 、 裁 判 所 の 判 断 に 関 し て 検 証 す る 。 本

件 事 案 は 、 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 要 件 そ の も の に 関 し

て 、 重 要 な 問 題 を 提 起 す る こ と と な っ た が 、 本 来 の 意 味 で 、 問 題 の 所

在 が ど こ に あ る の か を 洗 い 出 す こ と が 重 要 で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

第 1節  訴 訟 上 の 争 点  

争 点 と な っ た の は 、ヤ フ ー 株 式 会 社（ 以 下「 ヤ フ ー 」と い う ）が 、

い わ ゆ る み な し 共 同 事 業 要 件 を 少 な く と も 形 式 的 に は 充 足 し て 行

っ た 適 格 合 併 に よ り 、 被 合 併 法 人 の 未 処 理 欠 損 金 を 引 き 継 い だ こ と

に つ い て 、 課 税 庁 が 法 第 1 3 2 条 の 2 を 根 拠 と し て 損 金 算 入 を 認 め な

い と す る 更 正 処 分 を 行 っ た こ と の 是 非 に つ い て で あ る 。 本 件 判 決 に

は 、平 成 2 6 年 3 月 の 東 京 地 方 裁 判 所 の 課 税 庁 勝 訴 の 判 決 以 来 、批 判

的 な 反 論 が 多 く 発 表 さ れ て い る 。  

平 成 1 3 年 度 の 税 制 改 正 に お い て 成 立 し た 組 織 再 編 税 制 に お い て 、

「 適 格 合 併 又 は 1 0 0％ の 完 全 支 配 関 係 の 下 に あ る 他 の 法 人 に つ い て

残 余 財 産 の 確 定 が あ っ た 場 合 に 限 り 、 被 合 併 法 人 又 は 残 余 財 産 確 定

法 人 に お い て 控 除 未 済 の 青 色 欠 損 金 を 合 併 法 人 又 は 残 余 財 産 の 分

配 を 受 け た 株 主 法 人 に 引 継 ぎ 、 合 併 法 人 等 に お い て 引 続 き 繰 越 控 除

の 適 用 を う け る こ と 1 8 0」 が 原 則 と し て 認 め ら れ た 1 8 1。 た だ し 、 無 条

件 の 引 継 ぎ が 許 容 さ れ た わ け で は な く 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に よ

る 租 税 回 避 を 排 除 す る た め 、 一 定 の 制 限 が 設 け ら れ て い る 1 8 2。 加 え

て 、「 い わ ゆ る『 逆 さ 合 併 』等 に よ る 租 税 回 避 を 防 止 す る た め に 、適

                                                  
1 8 0  渡 辺 淑 夫 ， 前 掲 書 『 法 人 税 法 （ 第 2 9 年 度 版 ）』 7 4 7 頁  
1 8 1  法 人 税 法 第 5 7 条 第 2 項  
1 8 2  同 条 第 3 項  
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格 合 併 、 完 全 支 配 関 係 法 人 間 取 引 、 適 格 分 割 、 適 格 現 物 出 資 又 は 適

格 現 物 分 配 に よ り 簿 価 引 継 ぎ さ れ た 資 産 の 含 み 損 失 が 一 定 期 間 内

に 実 現 し た 場 合 な ど 一 定 の 場 合 に は 、 一 定 条 件 の 下 で そ の 損 失 を 損

金 に 算 入 せ ず 、 か つ 、 青 色 欠 損 金 と し て の 繰 越 控 除 も 認 め な い な ど

の 所 要 の 措 置 が 講 じ ら れ て い る 1 8 3  1 8 4」。  

上 記 の 制 限 措 置 を ク リ ア す る 要 件 が 、 い わ ゆ る み な し 共 同 事 業 要

件 と 呼 ば れ て い る も の で あ る 。  

み な し 共 同 事 業 要 件 と は 、 適 格 合 併 等 の う ち 、 次 に 掲 げ る ① か ら

④ の 要 件 、 又 は ① 及 び ⑤ の 要 件 に 該 当 す る も の を い う と さ れ て い る

1 8 5。  

①  事 業 の 相 互 関 連 性 要 件  

②  事 業 規 模 要 件  

③  被 合 併 等 事 業 の 事 業 規 模 継 続 要 件  

④  合 併 等 事 業 の 事 業 規 模 継 続 要 件  

⑤  特 定 役 員 引 継 要 件  

未 処 理 欠 損 金 の 引 継 制 限 と 同 様 の 制 限 が 、 特 定 資 産 等 譲 渡 損 失 に

つ い て も 課 さ れ て い る が 、 こ れ は 、 適 格 合 併 や 適 格 会 社 分 割 等 の 組

織 再 編 成 が 行 わ れ 、 そ の 後 含 み 損 が 実 現 し た 場 合 に 、 一 定 期 間 そ の

損 失 を 損 金 不 算 入 と す る 措 置 で あ る 1 8 6。 こ の 措 置 も 、 み な し 共 同 事

業 要 件 を 充 足 す る こ と に よ り 損 金 算 入 が 認 め ら れ る こ と と さ れ て

い る 。  

東 京 地 裁 が 判 決 の 中 で 明 示 し た 本 件 事 案 の 「 争 点 」 は 次 の と お り

                                                  
1 8 3  渡 辺 淑 夫 ， 前 掲 書 『 法 人 税 法 （ 第 2 9 年 度 版 ）』 7 4 6 頁  
1 8 4  法 人 税 法 第 5 7 第 4 項 及 び 法 人 税 法 第 6 2 条 の 7 第 １ 項  
1 8 5  令 第 1 1 2 条 第 3 項 第 1 号 ～ 第 5 号  
1 8 6  法 第 6 2 条 の 7  
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で あ る 1 8 7。  

（ 争 点 １ ） 法 1 3 2 条 の 2 の 意 義  

①  法 第 1 3 2 条 の 2 に 規 定 す る「 そ の 法 人 の 行 為 」で 、「 こ れ を 容 認

し た 場 合 に は 、（ 中 略 ）法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と

な る と 認 め ら れ る も の 」 と は ど の よ う な 行 為 を い う か 。  

②  同 条 の 規 定 に 基 づ き 否 認 す る こ と が で き る 行 為 又 は 計 算 は 、 法

人 税 に つ き 更 正 又 は 決 定 を 受 け る 法 人 の 行 為 又 は 計 算 に 限 ら れ

る か 否 か 。  

（ 争 点 ２ ） ヤ フ ー の 代 表 取 締 役 が I D C S 取 締 役 副 社 長 就 任 （ 本 件 副 社

長 就 任 ） し た こ と を 、 法 1 3 2 条 の 2 の 規 定 に 基 づ き 否 認

す る こ と が で き る か 否 か  

①  本 件 副 社 長 就 任 は 、「 そ の 法 人 の 行 為 」 で 、「 こ れ を 容 認 し た 場

合 に は 、（ 中 略 ）法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と

認 め ら れ る も の 」 に 該 当 す る か 否 か 。  

②  本 件 副 社 長 就 任 は 、 ヤ フ ー の 行 為 か 否 か 。  

（ 争 点 ３ ） 本 件 更 正 処 分 に 理 由 付 記 の 不 備 が あ る か 否 か  

第 2節  本 件 事 案 の 概 要  

1 .  本 件 事 案 の 当 事 者 1 8 8  

本 件 事 案 の 当 事 者 は 、 上 記 の と お り ヤ フ ー 、 そ の 子 会 社 で あ る ソ

フ ト バ ン ク 株 式 会 社（ 以 下「 ソ フ ト バ ン ク 」と い う ）、株 式 会 社 ソ フ

ト バ ン ク I D C ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ （ 以 下 「 I D C S」 と い う ） 及 び 株 式 会

社 I D C フ ロ ン テ ィ ア （ 以 下 「 I D C F」 と い う ） の ４ 社 で あ る が 、 そ れ

                                                  
1 8 7  東 京 地 裁 判 決 平 成 2 6 年 3 月 1 8 日 『 訟 務 月 報 』 第 6 0 巻 第 9 号

（ h t t p : / / w w w . s h o u m u d a t a b a s e . m o j . g o . j p / s e a r c h / h t m l / u p f i l e / g e p p o u /

p d f s / d 0 6 0 0 9 / s 0 6 0 0 9 0 1 3 . p d f , 2 0 1 6 年 1 1 月 1 0 日 ）  
1 8 8  同 上 書  
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ぞ れ の 概 要 は 次 の と お り で あ る 。  

①  ヤ フ ー （ 原 告 ）  

平 成 8 年 に 設 立 さ れ 、 情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 及 び 情 報 提 供 サ ー ビ ス

業 等 を 目 的 と す る 株 式 会 社 で あ り 、「 Y a h o o！ 」 ブ ラ ン ド で 行 う 個 人

向 け 及 び 小 規 模 事 業 者 向 け の イ ン タ ー ネ ッ ト サ ー ビ ス 事 業 を 主 力

と し て い る 。  

ヤ フ ー の 議 決 権 の 所 有 割 合 は 、 ソ フ ト バ ン ク が 約 4 2 . 1 パ ー セ ン

ト 、米 国 ヤ フ ー が 約 3 4 . 9 パ ー セ ン ト 、多 数 の 少 数 株 主 を 含 む そ の 他

の 株 主 が 約 2 3 . 0 パ ー セ ン ト で あ っ た 。本 件 合 併 当 時 、ヤ フ ー の 取 締

役 会 長 は 甲 氏 で あ り 、 代 表 取 締 役 は 乙 氏 で あ っ た 。  

②  ソ フ ト バ ン ク  

昭 和 5 6 年 に 設 立 さ れ た 、コ ン ピ ュ ー タ 、そ の 周 辺 機 器 ・ 関 連 機 器

及 び そ の ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発 、 設 計 、 製 造 、 販 売 並 び に 輸 出 入 業 務

等 を 行 う と と も に 、 こ れ に 相 当 す る 業 務 を 行 う 外 国 会 社 の 株 式 又 は

持 分 を 取 得 ・ 所 有 す る こ と に よ り 、 当 該 会 社 の 事 業 活 動 を 支 配 ・ 管

理 す る こ と を 目 的 と す る 株 式 会 社 で あ る 。 ソ フ ト バ ン ク は 、 ブ ロ ー

ド バ ン ド ・ イ ン フ ラ 事 業 を 営 む 会 社 、 移 動 体 通 信 事 業 を 営 む 会 社 、

固 定 通 信 事 業 を 営 む 会 社 な ど 、 多 く の グ ル ー プ 子 会 社 を 傘 下 に 抱 え

て い る 。  

本 件 合 併 当 時 、 代 表 取 締 役 社 長 は 甲 氏 で あ り 、 乙 氏 は 取 締 役 で あ

っ た 。  

③  I D C S  

昭 和 6 1 年 に 設 立 さ れ た 、情 報 通 信 事 業 用 施 設 の 保 守 、管 理 及 び 運

営 等 を 目 的 と す る 株 式 会 社 で あ る 。 本 件 合 併 直 前 の 資 本 金 の 額 は １

億 円 で あ り 、 平 成 2 0 年 3 月 期 に お い て 、 売 上 高 は 約 9 8 億 円 、 営 業
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利 益 は 約 2 2 億 円 、貸 借 対 照 表 上 の 資 産 合 計 は 約 1 8 1 億 円 で あ っ た 。  

I D C S は 、ソ フ ト バ ン ク の 完 全 子 会 社 で あ っ た が 、ソ フ ト バ ン ク が 、

ヤ フ ー に 対 し 、 平 成 2 1 年 2 月 2 4 日 、 保 有 し て い た 同 社 の 発 行 済 株

式 全 部 を 譲 渡 し た こ と に よ り 、ヤ フ ー の 完 全 子 会 社 と な り 、そ の 後 、

同 年 3 月 3 0 日 、 合 併 に よ り 解 散 し た 。  

④  I D C F  

I D C F（ 平 成 2 1 年 4 月 1 日 ま で の 商 号 は 「 ソ フ ト バ ン ク I D C 株 式

会 社 」。 以 下 、 商 号 変 更 の 前 後 を 通 じ て 「 I D C F」 と い う 。） は 、 平 成

2 1 年 2 月 2 日 、 I D C S か ら 新 設 分 割 に よ り 設 立 さ れ た 。 I D C F は 、 ソ

フ ト バ ン ク の 完 全 子 会 社 で あ っ た が 、 ソ フ ト バ ン ク が 、 ヤ フ ー に 対

し 、 同 月 2 0 日 、 保 有 し て い た I D C F の 発 行 済 株 式 全 部 を 譲 渡 し た こ

と に よ り 、 ヤ フ ー の 完 全 子 会 社 と な っ た 。 I D C F は 、 本 件 合 併 当 時 、

情 報 通 信 事 業 用 施 設 の 保 守 、 管 理 及 び 運 営 に 関 す る サ ー ビ ス 提 供 等

を 目 的 と し て ｚ い た 。  

2 .  本 件 事 案 の 概 要 1 8 9  

ヤ フ ー を 中 心 と す る 組 織 再 編 成 の 推 移 は 図 表 1 0 - 1 の と お り で あ

る が 、 最 終 的 に ヤ フ ー は 、 ソ フ ト バ ン ク か ら 、 I D C S の 発 行 済 株 式 全

部 を 譲 り 受 け た 後 、 同 年 3 月 3 0 日 、 ヤ フ ー を 合 併 法 人 、 I D C S を 被

合 併 法 人 と す る 合 併 を 行 っ た  。そ し て 、ヤ フ ー は 平 成 2 1 年 3 月 期

の 法 人 税 の 確 定 申 告 に 当 た り 、I D C S の 未 処 理 欠 損 金 約 5 4 2 億 円 を ヤ

フ ー の 欠 損 金 額 と み な し て 損 金 の 額 に 算 入 し た の で あ る 。  

 

 

 

                                                  
1 8 9  同 上 書 ， 1 8 5 8 頁 ～ 1 8 5 9 頁  
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図 表 1 0 - 1 事 案 の 経 緯  

（ 出 所 ： 東 京 地 裁 判 決 で 示 さ れ た 本 件 事 案 の 概 要 か ら 筆 者 作 成 ）  

 

①乙副社長就任

②会社分割

※ＩＤＣＦ事件
本件非適格分割は否認され適格
分割とされた。その結果、以後の
事業年度での負債調整勘定の損
金算入が否認された。
（平成28年2月29日最高裁判決）

③譲渡１

③譲渡２

③合併

ＩＤＣＦ

ＩＤＣＳ

ソフトバンク

ＩＤＣＳ

ヤフー

ソフトバンク ヤフー

ソフトバンク ヤフー

ＩＤＣＳ ＩＤＣＦ

ソフトバンク ヤフー

ＩＤＣＳ ＩＤＣＦ

ＩＤＣＦ

ソフトバンク ヤフー

ＩＤＣＳ ＩＤＣＦＩＤＣＳ

⾮適格分割

100％

（IDCS副社長：乙）

42.1％

100％ （ヤフー社長：乙）

42.1％

100％

100％

42.1％

100％
100％

42.1％

100％ 100％

100％

42.1％

100％

平成21年2月2日

非適格分割により

ＩＤＣＦを設立

ＩＤＣＦは,資産調整勘定

100億円を計上、以後5年

間で損金算入

平成20年12月26日

ヤフーの社長である乙が、Ｉ

ＤＣＳの副社長に就任

平成21年2月19日

ＩＤＣＦ㈱の株式100％をヤ

フーに譲渡

ＩＤＣＳは譲渡益の計上により、

繰越欠損金140億円を処理

平成21年2月23日

ＩＤＣＳの株式100％をヤフーに

譲渡

平成21年3月30日

ヤフーがＩＤＣＳを適格合併

未処理欠損金542億円を損金

算入
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こ れ に 対 し 行 政 処 分 庁 は 、 本 件 買 収 、 本 件 合 併 及 び こ れ ら の 実 現

に 向 け ら れ た ヤ フ ー の 一 連 の 行 為 は 、 旧 令 （ 平 成 2 2 年 政 令 第 5 1 号

に よ る 改 正 前 の も の 。）第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 1 9 0（ 現 令 第 1 1 2 条 第 3

項 第 5 号 ） を 形 式 的 に 満 た し 、 租 税 回 避 を す る こ と を 目 的 と し た 異

常 な い し 変 則 的 な も の で あ り 、 そ の 行 為 又 は 計 算 を 容 認 し た 場 合 に

は 、 法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ る と し

て 、法 第 1 3 2 条 の 2 の 規 定 に 基 づ き 、I D C S の 未 処 理 欠 損 金 額 を ヤ フ

ー の 欠 損 金 額 と み な す こ と を 認 め な い 旨 の 更 正 処 分 及 び 過 少 申 告

加 算 税 賦 課 決 定 処 分 を し た 。  

本 件 は 、 ヤ フ ー が 、 本 件 更 正 処 分 等 は 同 条 の 要 件 を 満 た し て い た

に も か か わ ら ず な さ れ た 違 法 な も の で あ る と 主 張 し て 、 本 件 更 正 処

分 の 一 部 及 び 本 件 賦 課 決 定 処 分 の 取 消 し を 求 め た 事 案 で あ る 。  

3 .  本 件 事 案 の 論 点  

本 件 判 決 は 、 租 税 法 上 の 遵 守 す べ き 原 則 の 視 点 か ら も 考 察 す る 必

要 が あ る 。 そ し て 、 お そ ら く そ の 論 点 を 追 及 す る と 、 組 織 再 編 税 制

そ の も の の 問 題 点 に 行 き つ か ざ る を 得 な い は ず で あ る 。  

東 京 地 裁 判 決 で は 、 み な し 共 同 事 業 要 件 の 中 で 、 特 定 役 員 引 継 ぎ

                                                  
1 9 0  旧 令 第 1 1 2 条 7 項 第 5 号 （ 現 令 第 1 1 2 条 第 3 項 第 5 号 ）  

適 格 合 併 等 に 係 る 被 合 併 法 人 等 の 当 該 適 格 合 併 等 の 前 に お け る 特 定 役

員 （ 社 長 、 副 社 長 、 代 表 取 締 役 、 代 表 執 行 役 、 専 務 取 締 役 若 し く は 常 務

取 締 役 又 は こ れ ら に 準 ず る 者 で 法 人 の 経 営 に 従 事 し て い る 者 を い う 。）で

あ る 者 の い ず れ か の 者 （ 当 該 被 合 併 法 人 等 が 当 該 適 格 合 併 等 に 係 る 合 併

法 人 等 と 特 定 資 本 関 係 が 生 じ た 日 前 （ 当 該 特 定 資 本 関 係 が 当 該 被 合 併 法

人 等 と な る 法 人 又 は 当 該 合 併 法 人 等 と な る 法 人 の 設 立 に よ り 生 じ た も の

で あ る 場 合 に は 、同 日 。）に お い て 当 該 被 合 併 法 人 等 の 役 員 又 は 当 該 こ れ

ら に 準 ず る 者 （ 同 日 に お い て 当 該 被 合 併 法 人 等 の 経 営 に 従 事 し て い た 者

に 限 る 。） で あ つ た 者 に 限 る 。） と 当 該 合 併 法 人 等 の 当 該 適 格 合 併 等 の 前

に お け る 特 定 役 員 で あ る 者 の い ず れ か の 者 （ 当 該 特 定 資 本 関 係 が 生 じ た

日 前 に お い て 当 該 合 併 法 人 等 の 役 員 又 は 当 該 こ れ ら に 準 ず る 者 （ 同 日 に

お い て 当 該 合 併 法 人 等 の 経 営 に 従 事 し て い た 者 に 限 る 。）で あ つ た 者 に 限

る 。）と が 当 該 適 格 合 併 等 の 後 に 当 該 合 併 法 人 等（ 当 該 適 格 合 併 等 が 法 人

を 設 立 す る も の で あ る 場 合 に は 、当 該 適 格 合 併 等 に よ り 設 立 さ れ た 法 人 ）

の 特 定 役 員 と な る こ と が 見 込 ま れ て い る こ と 。  
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要 件 を 特 に 取 上 げ て 重 要 な 意 味 が 付 加 さ れ た こ と に つ い て 、「 事 業

規 模 要 件 及 び 事 業 継 続 要 件 の 点 に お い て 施 行 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 2

号 か ら ４ 号 ま で の 要 件 が 充 足 さ れ な い 場 合 で あ っ て も 、 一 般 に 、 合

併 法 人 の み な ら ず 被 合 併 法 人 の 特 定 役 員 が 合 併 後 に お い て 特 定 役

員 に 就 任 す る の で あ れ ば 、 合 併 の 前 後 を 通 じ て 移 転 資 産 に 対 す る 支

配 が 継 続 し て い る と 評 価 す る こ と が 可 能 で あ っ て 、 合 併 後 も 共 同 で

事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き 、 特 定 資 本 関 係 発 生 時 か ら 5

年 以 内 に 行 わ れ る 適 格 合 併 で あ っ て も 、 課 税 上 の 弊 害 が 少 な い と い

う こ と が で き る こ と か ら 、 未 処 理 欠 損 金 額 の 引 継 ぎ を 認 め る こ と と

し た も の と 解 さ れ る 。」 と 解 釈 し て い る 。  

特 定 役 員 の 引 継 ぎ ＝ 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 ＝ 共 同 事 業 の

継 続 ＝ 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 課 税 の 弊 害 は な い 、 と い う こ の 一 連

の 推 論 は 正 し い だ ろ う か 。 な ぜ 、 特 定 役 員 を 引 継 ぐ こ と が 移 転 資 産

に 対 す る 支 配 の 継 続 を 担 保 し て い る の か 、 そ も そ も 、 支 配 の 主 は 誰

な の か 、 こ の 判 示 の 文 脈 を ど う 解 釈 し た ら よ い の だ ろ う か 。  

判 決 は さ ら に 続 け て 、 こ の 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め る に 際 し

て み な し 共 同 事 業 要 件 を 置 い た 趣 旨 は 、「 従 来 は 認 め ら れ て い な か

っ た 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 一 定 の 範 囲 で 認 め る こ

と と し た が 、 企 業 グ ル ー プ 内 の 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 額 の

引 継 ぎ に つ い て は 、 租 税 回 避 に 利 用 さ れ 得 る こ と を 念 頭 に お い て 、

な お 制 限 的 に 認 め る に と ど め 、 適 格 合 併 等 に 係 る 被 合 併 法 人 等 と 合

併 法 人 等 と の 間 に 特 定 資 本 関 係 が 発 生 し て か ら ５ 年 以 内 に 行 わ れ

る 適 格 合 併 に つ い て は 、「共 同 で 事 業 を 営 む た め の 適 格 合 併 等 」と し

て 政 令 で 定 め る 例 外 要 件（ み な し 共 同 事 業 要 件 ）に 該 当 し な い 限 り 、

被 合 併 法 人 等 の 未 処 理 欠 損 金 額 を 合 併 法 人 等 が 引 継 ぐ こ と は で き
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な い こ と と し た 上 、 企 業 グ ル ー プ 内 の 適 格 合 併 が 、 双 方 の 法 人 の 従

来 の 事 業 が 合 併 の 前 後 に お い て 継 続 し て お り 合 併 後 に は 共 同 で 事

業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き る も の で あ る か 否 か を 判 定 す

る た め 」 だ と し て い る 。  

も っ と も 、 こ の 支 配 の 継 続 と い う 言 回 し は 、 高 裁 判 決 及 び 最 高 裁

判 決 で は 使 わ れ て い な い 。最 高 裁 判 決 で は 、「合 併 法 人 と 被 合 併 法 人

の 特 定 役 員 が 合 併 後 に お い て 共 に 合 併 法 人 の 特 定 役 員 に 就 任 す る

の で あ れ ば 、 双 方 の 法 人 の 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担 っ て

き た 者 が 共 同 し て 合 併 後 の 事 業 に 参 画 す る こ と に な り 、 経 営 面 か ら

み て 、 合 併 後 も 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き る こ と

か ら 、 同 項 第 2 号 か ら 4 号 ま で の 要 件 に 代 え て 同 項 第 5 号 の 要 件

（ 特 定 役 員 引 継 要 件 ）で 足 り る と さ れ た も の と 解 さ れ る 。」と 判 断 し

た 。  

つ ま り 、 東 京 地 裁 の 、 特 定 役 員 の 引 継 ぎ ＝ 移 転 資 産 に 対 す る 支 配

の 継 続 ＝ 共 同 事 業 の 継 続 ＝ 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 課 税 の 弊 害 は

な い 、と い う 推 論 か ら 、「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と い う ス テ

ッ プ を 外 し て 、 特 定 役 員 の 引 継 ぎ ＝ 共 同 事 業 の 継 続 ＝ 未 処 理 欠 損 金

の 引 継 ぎ に 課 税 の 弊 害 は な い 、 と い う 推 論 に 変 更 し た の で あ る 。  

い ず れ に し て も 、 東 京 地 裁 判 決 で 示 し た と お り 、 み な し 共 同 事 業

要 件 の 趣 旨 は 、「 双 方 の 法 人 の 従 来 の 事 業 が 合 併 の 前 後 に お い て 継

続 し て お り 合 併 後 に は 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で

き る も の で あ る か 否 か を 判 定 す る た め 」 で あ り 、 共 同 事 業 の 継 続 を

未 処 理 欠 損 金 引 継 ぎ の 論 拠 と す る 認 識 は 同 じ で あ る 。  

租 税 回 避 行 為 を 防 止 す る た め に 設 け ら れ た 法 第 5 7 条 第 3 項 に つ

い て の 解 説 は 次 項 に 譲 る が 、 当 該 規 定 の 趣 旨 が 、 完 全 支 配 関 係 下 あ
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る い は 支 配 関 係 下 の 適 格 合 併 で あ ろ う と も 、 共 同 事 業 要 件 並 み の 厳

し い 要 件 を 満 た す こ と を 被 合 併 法 人 の 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 求

め た こ と は 間 違 い は な い 。 同 規 定 が 租 税 回 避 行 為 防 止 の た め の 個 別

規 定 と い わ れ る 所 以 で あ る 。 し か し 、 特 定 役 員 の 引 継 ぎ を も っ て 、

共 同 事 業 が 継 続 し て い る と 判 断 す る こ と に 問 題 は な い だ ろ う か 。 ま

た そ れ 以 上 に 、 な ぜ 共 同 事 業 が 継 続 し て い る と の 判 断 が 、 未 処 理 欠

損 金 の 引 継 ぎ の 条 件 な の だ ろ う か 。法 第 5 7 条 第 3 項 は 、共 同 事 業 要

件 並 み の 要 件 を 満 た す こ と を 求 め て は い る が 、 共 同 事 業 が 継 続 し て

い る こ と を 条 件 と し て い る の で は な い の で は な い だ ろ う か 。  

法 第 5 7 条 第 3 項 と 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 関 係 と 、 こ の 規 定 が 求

め る も の に 関 し て 次 の 論 点 を あ げ た い 。  

①  合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に つ い て「 共 同 事 業 の 継 続 」を

そ の 根 拠 と す る こ と に つ い て  

未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し て 、 完 全 支 配 関 係 下 あ る い は 支 配 関

係 下 の 組 織 再 編 成 に お い て も 、「共 同 事 業 の 継 続 」の 実 態 の 有 無 を 未

処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ の 条 件 と 認 定 す る こ と に 問 題 は な い か 。  

②  課 税 要 件 明 確 主 義 の 視 点 か ら み た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 解 釈 に つ

い て  

特 定 役 員 に つ い て 「 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担 っ て き た

者 と い う 施 行 令 1 1 2 条 7 項 5 号 の 特 定 役 員 引 継 要 件 に お い て 想 定 さ

れ て い る 特 定 役 員 の 実 質 を 備 え て 」 い な け れ ば な ら な い と す る 最 高

裁 の 判 断 に 問 題 は な い か 。  

ま た 、 こ の 論 点 は 、 施 行 令 か ら 本 法 へ 振 戻 す こ と に つ い て の 疑 問

に 通 じ る 。つ ま り 、法 第 5 7 条 第 3 項 と 、そ の 委 任 を 受 け て 規 定 さ れ

た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 と が 個 別 否 認 規 定 で あ る と す る な ら ば 、 同 条
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で 定 め た み な し 共 同 事 業 要 件 を 少 な く と も 形 式 的 に は 充 足 し て い

る 場 合 に お い て も 、 再 び 法 人 税 法 本 法 に 戻 っ て 、 法 第 1 3 2 条 の 2 の

包 括 否 認 規 定 を 発 動 す る こ と は 、 妥 当 な 判 断 と い え る の か 。  

③  租 税 法 律 主 義 の 視 点 か ら み た 法 第 5 7 条 第 3 項 と 旧 令 第 1 1 2 条 第 7

項 と の 関 係 に つ い て  

法 第 5 7 条 第 2 項 の 委 任 を 受 け て 設 定 さ れ た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項

は 、 共 同 で 事 業 を 行 う 場 合 の い わ ゆ る 共 同 事 業 要 件 を 大 幅 に 緩 和 し

た 規 定 と な っ て い る が 、 こ の こ と は 租 税 法 律 主 義 の 原 則 に 違 背 し て

い な い か 。  

と い う 点 で あ る 。  

第 3節  む す び  

ヤ フ ー 事 件 の 争 点 は 、 い わ ゆ る み な し 共 同 事 業 要 件 を 少 な く と も

形 式 的 に は 充 足 し て 行 っ た 適 格 合 併 に お い て 、 被 合 併 法 人 の 未 処 理

欠 損 金 を 引 き 継 い だ こ と に つ い て 、 課 税 庁 が 法 第 1 3 2 条 の 2 を 根 拠

と し て 損 金 算 入 を 認 め な い と す る 更 正 処 分 を 行 っ た こ と の 是 非 に

つ い て で あ る 。 し た が っ て 、 多 く は 包 括 否 認 規 定 の 射 程 の 問 題 と し

て 論 じ ら れ て い る 。 し か し 、 本 章 で は 事 案 の 概 要 を ま と め る 中 で 、

次 の 3 点 に 論 点 を 絞 る こ と と し た 。  

①  合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に つ い て「 共 同 事 業 の 継 続 」

を そ の 根 拠 と す る こ と に つ い て  

②  課 税 要 件 明 確 主 義 の 視 点 か ら み た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 解 釈 に

つ い て  

③  租 税 法 律 主 義 の 視 点 か ら み た 法 第 5 7 条 第 3 項 と 旧 令 第 1 1 2 条

第 7 項 と の 関 係 に つ い て  

① は 、 法 第 5 7 条 第 3 項 が 共 同 事 業 要 件 並 み の 要 件 を 満 た す こ と
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を 求 め て い る こ と は 間 違 い な い と し て も 、 共 同 事 業 が 実 際 に 継 続 し

て い る こ と を 条 件 と し て い る の か と い う 疑 問 で あ る 。  

② の 論 点 は 、 課 税 要 件 明 確 主 義 の 観 点 か ら 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項

第 5 号 の 特 定 役 員 引 継 要 件 に お い て 、 特 定 役 員 の 実 質 を 備 え て い る

こ と を 求 め て い る の か と い う 疑 問 で あ る 。  

③ の 論 点 は 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 規 定 が 、 法 第 5 7 条 第 2 項 の

委 任 の 趣 旨 を 逸 脱 し て い る の で は な い か と い う 疑 問 で あ る 。  

上 記 論 点 を 中 心 に 、 次 章 で 検 証 を 行 う こ と と す る 。  
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第 1 1章  未 処 理 欠 損 金 の 引 継 要 件 の 問 題 点  

前 章 に お い て 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 要 件 そ の も の に 関 し て 重 要 な 論

点 が あ る こ と が 明 ら か と な っ た 。 本 章 で は 、 そ れ ぞ れ の 論 点 に 関 し て

検 証 を 行 う こ と と す る 。  

第 1節  未 処 理 欠 損 金 引 継 ぎ の 根 拠 と し て の 共 同 事 業 の 継 続  

1 .  問 題 の 所 在  

本 件 事 案 に 関 し 最 高 裁 判 決 は 、「 合 併 法 人 と 被 合 併 法 人 の 特 定 役

員 が 合 併 後 に お い て 共 に 合 併 法 人 の 特 定 役 員 に 就 任 す る の で あ れ

ば 、 双 方 の 法 人 の 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担 っ て き た 者 が

共 同 し て 合 併 後 の 事 業 に 参 画 す る こ と に な り 、 経 営 面 か ら み て 、 合

併 後 も 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き る 。」 と 判 示 し

た 。こ の こ と は 、法 第 5 7 条 第 3 項 の 委 任 を 受 け て 制 定 さ れ た 旧 令 第

1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 の 解 釈 に あ た っ て 、 特 定 役 員 引 継 要 件 を 「 未 処

理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め る み な し 共 同 事 業 要 件 の 充 足 を 判 定 す る

た め 『 双 方 の 経 営 者 が 共 同 し て 合 併 後 の 事 業 に 参 画 し て お り 、 経 営

面 か ら み て 、 合 併 後 も 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き

る 』 か 否 か の 指 標 と し た 1 9 1」 こ と に 他 な ら な い 。 逆 に い え ば 、 法 第

5 7 条 第 3 項 自 体 が「 合 併 後 も 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る 」こ と を 未

処 理 欠 損 金 引 継 ぎ の 条 件 と し て い る こ と に な る 。 こ の 認 識 が 正 し い

の か を 検 討 す る 。  

2 .  組 織 再 編 税 制 に お け る 課 税 繰 延 べ の 論 拠  

組 織 再 編 税 制 を 創 設 し た 当 時 の 政 府 税 制 調 査 会 は 、 そ の 「 基 本 的

考 え 方 」に お い て 、「 会 社 分 割 ・ 合 併 等 の 組 織 再 編 成 に 係 る 法 人 税 制

                                                  
1 9 1  宮 塚 久「 も う 一 度 整 理「 I B M，ヤ フ ー 事 件 の 概 略 と 争 点 」『 税 務 広 報 』

6 4 巻 第 1 号 （ 中 央 経 済 社 ， 2 0 1 6） 3 9 頁  



 

182 
 

の 検 討 の 中 心 と な る の は 、 組 織 再 編 成 に よ り 移 転 す る 資 産 の 譲 渡 損

益 の 取 扱 い と 考 え ら れ る が 、 法 人 が そ の 有 す る 資 産 を 他 に 移 転 す る

場 合 に は 、 移 転 資 産 の 時 価 取 引 と し て 譲 渡 損 益 を 計 上 す る の が 原 則

で あ り 、 こ の 点 に つ い て は 、 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移 転 す る 場 合

も 例 外 で は な い 」と し た う え で 、「 た だ し 、組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を

移 転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質 的 な 変 更 が 無 い と 考 え ら れ る 場 合

に は 、 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る の が 適 当 と 考 え ら れ る 。 し た が っ て 、

組 織 再 編 成 に お い て 、 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 が 再 編 成 後 も 継 続 し て

い る と 認 め ら れ る も の に つ い て は 、 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰

り 延 べ る こ と が 考 え ら れ る 。」と い う 、極 め て 重 要 な 指 針 を 表 明 し て

い る 。  

つ ま り 、 現 行 の 組 織 再 編 税 制 を 体 系 づ け る も の は 、  

①  会 社 分 割 ・ 合 併 等 の 組 織 再 編 成 に よ り 法 人 が そ の 有 す る 資 産 を

他 に 移 転 す る 場 合 に は 、 移 転 資 産 の 時 価 取 引 と し て 譲 渡 損 益 を 計

上 す る こ と を 原 則 と す る 。  

②  た だ し 、 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移 転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実

質 的 な 変 更 が 無 い と 考 え ら れ る 場 合 に は 、課 税 関 係 を 継 続 さ せ る 。 

と の 基 本 的 な 考 え 方 で あ る 。 そ の う え で 、   

（ ア ） 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 が 再 編 成 後 も 継 続 し て い る と 認 め ら

れ る も の  

（ イ ） 分 割 型 の 会 社 分 割 や 合 併 に お け る 分 割 法 人 や 被 合 併 法 人 の

株 主 の 旧 株 で 、株 主 の 投 資 が 継 続 し て い る と 認 め ら れ る も の  

を 挙 げ て 、 こ れ ら の 場 合 に は 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 延 べ る こ と が 考 え

ら れ る と し た の で あ る 。  

こ こ で 注 意 す べ き 点 は 、「 移 転 資 産 に か か る 譲 渡 損 益 の 繰 延 の 根
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拠 」 と し て 、 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 を 挙 げ て い る 点 で あ り 、

決 し て 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に つ い て そ の 根 拠 を 述 べ て い る の で

は な い 。  

こ の 点 に つ い て 、 水 野 忠 恒 氏 は 「 適 格 組 織 再 編 成 の 規 定 と は 、 資

産 の 譲 渡 損 益 の 課 税 繰 延 べ に 関 す る も の で あ り 、 欠 損 金 の 引 継 ぎ を

認 め る か ど う か は 、 改 め て 、 法 人 税 の 属 性 （ a t t r i b u t e s ） と し て 、

議 論 し な け れ ば な ら な い 論 点 で あ る 1 9 2。」と し て 、東 京 地 裁 判 決 を 批

判 さ れ て い る 。  

最 も 、 こ の 「 基 本 的 考 え 方 」 自 体 も 、 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移

転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質 的 な 変 更 が 無 い こ と の 証 左 と し て 、 な

ぜ「 支 配 の 継 続 」を 挙 げ た の か 明 確 で は な い 。例 え ば 、合 併 の 場 合 、

支 配 権 を 有 す る の は 株 主 で あ り 、 株 主 に 変 更 が な い こ と が 、 な ぜ 経

済 実 態 に 変 更 が な い こ と に な る の か 判 然 と し な い の で あ る 。  

ま た 、 本 件 最 高 裁 判 決 で は 前 述 の と お り 「 共 同 事 業 の 継 続 」 を 未

処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ の 論 拠 と し て い る 。 特 定 役 員 へ の 就 任 が 実 質 的

な も の で あ っ た と し て も 、 な ぜ そ の こ と で 共 同 事 業 が 継 続 し て い る

と み な す こ と が 可 能 と な り 、 そ の 結 果 と し て 未 処 理 欠 損 金 が 引 き 継

げ る と 解 釈 で き る の か 。 共 同 事 業 要 件 は 、 共 同 事 業 を 行 う 場 合 に 求

め ら れ る 適 格 要 件 で あ る 。 こ の 場 合 、 こ の 要 件 の す べ て を 満 た し て

は じ め て 、「 基 本 的 考 え 方 」で い う 、組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を 移 転 す

る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質 的 な 変 更 が 無 い と の 認 定 を 受 け る は ず で

あ り 、 一 つ で も 欠 け れ ば そ の 認 定 を 受 け る こ と が で き ず に 、 非 適 格

合 併 と な る の で あ る 。 こ れ を 論 拠 と す る の で あ れ ば 、 み な し 共 同 事

                                                  
1 9 2  水 野 忠 恒 「 東 京 地 裁 平 成 2 6  年 3  月 1 8  日 判 決 （ ヤ フ 一 事 件 ） の 検

討 ： 組 織 再 編 成 と 租 税 回 避 」『 月 刊 国 際 税 務 』 第 3 4 巻 第 8 号 （ 国 際 税 務

研 究 会 ， 2 0 1 4） 1 0 9 頁  
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業 要 件 全 体 を 満 た し て は じ め て 共 同 事 業 が 継 続 し て い る と 認 定 で

き る は ず で あ る 。 特 定 役 員 を 引 継 ぐ こ と を も っ て 共 同 事 業 の 継 続 が

あ っ た と 認 定 す る 考 え 方 は 、 法 律 の 趣 旨 に 即 し た 考 え 方 で は な い と

筆 者 は 考 え る 。  

3 .  組 織 再 編 税 制 に お け る 課 税 繰 延 べ と 関 連 諸 制 度 の 引 継 ぎ  

組 織 再 編 税 制 に お い て は 、 前 述 の と お り 組 織 再 編 成 に よ り 資 産 を

移 転 す る 前 後 で 経 済 実 態 に 実 質 的 な 変 更 が 無 い と 考 え ら れ る 場 合

に は 、 課 税 関 係 を 継 続 さ せ る こ と と し て 、 適 格 要 件 を 充 足 す る 会 社

分 割 や 合 併 に つ い て 簿 価 引 継 ぎ を 強 制 す る こ と と し て い る こ と か

ら 、 そ れ に 密 接 に 関 連 す る 法 人 税 に お け る 諸 制 度 に つ い て も 、 こ れ

を 引 継 ぐ べ き も の と さ れ て い る 。「基 本 的 考 え 方 」が 税 制 調 査 会 総 会

に 報 告 さ れ た 際 、 そ の 別 紙 と し て 添 付 さ れ た 資 料 1 9 3で は 、 次 の よ う

な 項 目 を 挙 げ て い る 。  

①  受 取 配 当 の 益 金 不 算 入  

受 け 入 れ た 株 式 に 係 る 特 定 株 式 の 所 有 期 間 要 件 の 判 定 を す る と

き は 、新 設・吸 収 法 人 等 の 所 有 期 間 に 分 割 法 人 等 の 所 有 期 間 を 含 め

る こ と が 適 当 で あ る 。   

②  棚 卸 資 産  

洗 替 低 価 法 が 適 用 さ れ た 棚 卸 資 産 を 受 け 入 れ た 場 合 に は 、 そ の

棚 卸 資 産 の 期 末 評 価 額 の 計 算 の 基 礎 と な る 取 得 価 額 は 、 分 割 法 人

等 に お け る 原 価 法 に よ る 評 価 額 と す る こ と が 適 当 で あ る 。   

③  減 価 償 却 等  

移 転 す る 減 価 償 却 資 産 は 、 償 却 超 過 額 も 含 め そ の 時 の 帳 簿 価 額

                                                  
1 9 3  金 融 庁 「 税 制 調 査 会 『 第 1 2 回 法 人 課 税 小 委 員 会 議 事 録 』（ 2 0 0 1 年 5

月 1 1 日 開 催 ）」（ h t t p : / / w w w . c a o . g o . j p / z e i c h o / g i j i r o k u / h o 0 1 2 . h t m l .，

2 0 1 6 年 5 月 1 0 日 ）  
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で 引 き 継 が れ る こ と か ら 、新 設・吸 収 法 人 等 に お け る 償 却 限 度 額 の

計 算 の 基 礎 と な る 取 得 価 額 も 分 割 法 人 等 に お け る 取 得 価 額 と す る

こ と が 適 当 で あ る 。   

④  圧 縮 記 帳  

資 産 を 移 転 す る 場 合 、 そ の 資 産 に 係 る 圧 縮 積 立 金 勘 定 等 も 一 体

的 に 引 継 ぐ 必 要 が あ る と 考 え ら れ る が 、現 行 制 度 は 、商 法・会 計 上

の 処 理 を 前 提 と し て お り 、そ れ と の 調 整 の 方 法 も 含 め 、そ の 取 扱 い

を 実 務 的 に 検 討 す る 必 要 が あ る 。  

⑤  引 当 金 等  

引 当 金 の う ち 、 移 転 す る 資 産 と 個 別 的 な 対 応 関 係 に あ る も の に

つ い て は 、そ の 資 産 と 一 体 的 に 引 継 ぐ こ と が 適 当 で あ る 。他 方 、資

産 と の 個 別 的 な 対 応 関 係 が 無 い 引 当 金 は 、 分 社 型 の 会 社 分 割 及 び

現 物 出 資 の 場 合 に は 、 基 本 的 に は 引 き 継 が な い こ と と す べ き で あ

る が 、そ れ ぞ れ の 引 当 金 の 趣 旨・性 格 等 を 考 慮 し 、そ の 取 扱 い を 検

討 す る 必 要 が あ る 。   

⑥  有 価 証 券  

売 買 目 的 有 価 証 券 が 移 転 す る 場 合 に は 、 時 価 法 適 用 後 の 帳 簿 価

額 を 引 き 継 ぎ 、そ の 評 価 益 又 は 評 価 損 の 戻 入 れ 処 理 は 、新 設・吸 収

法 人 等 で 行 う こ と が 適 当 で あ る 。  

⑦  長 期 割 賦 販 売 等 、 工 事 進 行 基 準  

長 期 割 賦 販 売 等 に 係 る 契 約 を 引 き 継 い だ と き は 、新 設・吸 収 法 人

等 は 継 続 し て 延 払 基 準 を 適 用 で き る こ と と す る こ と が 適 当 で あ る 。  

長 期 大 規 模 工 事 に 係 る 契 約 を 引 き 継 い だ と き は 、新 設・吸 収 法 人

等 は 継 続 し て 工 事 進 行 基 準 を 適 用 す る こ と が 適 当 で あ る 。ま た 、工

事 進 行 基 準 を 適 用 す る そ の 他 の 工 事 に 係 る 契 約 を 引 き 継 い だ と き
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は 、 継 続 し て 工 事 進 行 基 準 を 適 用 で き る こ と と す る こ と が 適 当 で

あ る 。   

⑧  繰 越 欠 損 金   

合 併 の 場 合 に は 、 租 税 回 避 行 為 を 防 止 す る た め の 措 置 を 講 じ た

上 、 被 合 併 法 人 の 繰 越 欠 損 金 を 引 継 ぐ こ と が 適 当 で あ る 。   

⑨  租 税 特 別 措 置  

特 別 償 却 、税 額 控 除 等 の 各 種 の 租 税 特 別 措 置 に つ い て は 、そ れ ぞ

れ の 政 策 目 的 を 考 慮 し つ つ 、 法 人 税 法 に お け る 諸 制 度 に 準 じ た 取

扱 い と す る 方 向 で 検 討 す る 必 要 が あ る 。   

⑩  所 得 税 額 控 除  

利 子 配 当 等 の 元 本 が 移 転 し た 場 合 に お い て 、新 設・吸 収 法 人 等 が

原 則 法 に よ り そ の 控 除 所 得 税 額 を 計 算 す る と き は 、 そ の 所 有 期 間

に 分 割 法 人 等 の 所 有 期 間 を 含 め る こ と が 適 当 で あ る 。   

⑪  外 国 税 額 控 除  

国 外 所 得 に 係 る 事 業 が 移 転 し た 場 合 、新 設・吸 収 法 人 等 は 、繰 越

控 除 余 裕 額 及 び 繰 越 限 度 超 過 額 を 国 外 所 得 に 係 る 基 準 に よ り 合 理

的 に 計 算 で き る 限 り に お い て 、こ れ ら を 引 継 ぐ こ と が 適 当 で あ る 。  

受 け 入 れ た 株 式 に 係 る 外 国 子 会 社（ 孫 会 社 ）の 所 有 期 間 要 件 の 判

定 に つ い て は 、新 設・吸 収 法 人 等 の 所 有 期 間 に 分 割 法 人 等 の 所 有 期

間 を 含 め る こ と が 適 当 で あ る 。  

4 .  未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ 論 拠  

合 併 に お け る 税 制 諸 制 度 の 合 併 法 人 へ の 引 継 ぎ が 検 討 さ れ る 中

で 、 繰 越 欠 損 金 以 外 の 項 目 は 、 そ の 制 度 に 密 接 に 関 連 す る 資 産 等 が

簿 価 で 引 き 継 が れ る と す れ ば 、 制 度 の 内 容 に よ っ て は 一 定 の 調 整 が

必 要 で あ る と し て も 、 引 き 継 が な け れ ば む し ろ 矛 盾 が 生 じ る 項 目 で
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あ り 、 そ の 意 味 で 、 引 継 ぐ こ と が 「 適 当 」 な の で あ る 。 そ う 考 え る

と 、「 繰 越 欠 損 金 」 は 異 質 で あ る 。「 繰 越 欠 損 金 」 は 、 特 に そ の 基 礎

と な る 資 産 等 と 密 接 に 結 び つ く も の で は な く 、 過 年 度 の 事 業 の 結 果

と し て の 欠 損 金 の 集 合 で あ り 、 当 然 に は 引 継 ぐ こ と が 「 適 当 」 と は

な ら な い 項 目 で あ る 。 そ れ に も か か わ ら ず 、 引 継 ぐ こ と に 関 し て 、

そ の 理 由 は 明 ら か に さ れ て い な い 。  

上 記 「 基 本 的 考 え 方 」 が 提 出 さ れ た 税 制 調 査 会 の 総 会 に は 、 参 考

資 料 と し て 平 成 1 2 年 9 月 2 2 日 の 法 人 課 税 小 委 員 会 で 討 議 さ れ た 説

明 資 料 1 9 4が 添 付 さ れ た が 、 そ の 資 料 に お い て 、 青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ

に 関 し 、 次 の よ う な 論 点 が あ る こ と が 明 示 さ れ て い る 。  

①  現 行 の 合 併 税 制 に お い て は 、被 合 併 法 人 の 青 色 欠 損 金 は 、ど の よ

う な 合 併 の 場 合 で あ っ て も 合 併 法 人 へ の 引 継 ぎ を 認 め ら れ な い

仕 組 み と な っ て い る が 、移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 繰 延 べ が 認 め

ら れ る 場 合 に 、合 併 法 人 へ の 青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ を ど の よ う に 考

え る か 。  

②  事 業 年 度 の 中 途 で 分 割 が 行 わ れ る 場 合 、そ の 事 業 年 度 開 始 の 日 か

ら 分 割 の 日 ま で の 期 間 を 一 事 業 年 度 と し て 所 得 計 算 を 行 わ な け

れ ば 、分 割 法 人 に お け る 青 色 欠 損 金 の 有 無 及 び そ の 金 額 は 把 握 で

き な い の で は な い か 。  

③  所 得 金 額 や 欠 損 金 額 は そ の 法 人 全 体 の 事 業 活 動 の 結 果 と し て 算

定 さ れ る も の で あ り 、分 割 に よ っ て 移 転 す る 事 業 に 対 応 す る 青 色

欠 損 金 を 正 し く 算 定 す る の は 非 常 に 難 し い の で は な い か 。  

④  青 色 欠 損 金 を 有 す る 法 人 の そ の 青 色 欠 損 金 を 利 用 す る 目 的 で 分

割 、合 併 等 を 行 う と い っ た 問 題 が 生 ず る 懸 念 が あ り 、諸 外 国 に お

                                                  
1 9 4  金 融 庁 ， 前 掲 「 税 制 調 査 会 『 第 1 2 回 法 人 課 税 小 委 員 会 議 事 録 』」  
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い て も 欠 損 金 を 利 用 し た 様 々 な 租 税 回 避 行 為 に 対 す る 防 止 策 が

講 じ ら れ て い る こ と か ら す れ ば 、青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め る 場

合 に は 、万 全 の 租 税 回 避 行 為 防 止 策 を 講 ず る こ と が 前 提 と な る の

で は な い か 。  

⑤  青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 制 度 以 外 に 、欠 損 金 に 関 連 す る 諸 制 度 が 複

数 存 在 し て お り 、こ れ ら の 全 体 を 通 じ て 整 合 的 な 取 扱 い と す る 必

要 が あ る の で は な い か 。  

結 局 、 会 社 分 割 の 際 の 未 処 理 損 失 金 の 引 継 ぎ は 、 承 継 会 社 が 全 事

業 を 承 継 し 、 分 割 会 社 は 消 滅 す る 会 社 分 割 の 場 合 の み に 求 め ら れ る

こ と と さ れ た た め 、 ② と ③ の 論 点 に つ い は 解 決 策 を 見 い だ せ な い こ

と か ら 見 送 ら れ た も の と 考 え ら れ る 。 結 果 と し て 適 格 合 併 に 際 し て

は 、 法 第 5 7 条 第 2 項 及 び 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 に よ る 制 限 を 付 し て

未 処 理 損 失 金 の 引 継 ぎ を 認 め る こ と と な っ た 。  

論 点 ① の 「 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 繰 延 べ が 認 め ら れ る 場 合 に 、

合 併 法 人 へ の 青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ を ど の よ う に 考 え る か 」 と い う 課

題 に 関 し て は 、 組 織 再 編 成 前 と 再 編 成 後 に 経 済 実 態 に 変 更 が な い こ

と を も っ て 、 移 転 資 産 の 簿 価 引 継 ぎ を 強 制 す る 組 織 再 編 税 制 の 基 本

的 考 え 方 か ら す れ ば 、 適 格 合 併 に つ い て 課 税 関 係 を 変 更 さ せ な い た

め に は 青 色 欠 損 金 も 引 継 ぐ こ と が 適 当 と 判 断 し た の か も し れ な い 。

い ず れ に し て も 、 そ の 判 断 は 必 ず し も 論 理 的 に 当 然 の 帰 結 で は な く 、

そ う 決 め た か ら そ う な っ た と 考 え る べ き で あ る 。  

そ の 結 論 の 上 で 、「青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め る 場 合 に は 、万 全 の

租 税 回 避 行 為 防 止 策 を 講 ず る こ と が 前 提 」 と の 認 識 に 立 っ て 、 特 定

資 本 関 係 発 生 以 来 5 年 を 超 え て い る 場 合 、 及 び 共 同 事 業 を 行 う 場 合

の 合 併 に 関 し て は 無 条 件 の 引 継 ぎ を 認 め た う え で 、 特 定 資 本 関 係 発
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生 か ら 合 併 ま で の 期 間 が 5 年 以 下 の 場 合 に は 、 共 同 事 業 を 行 う た め

の 合 併 の 場 合 と 同 様 の 要 件 を 設 定 す る こ と に し た の で あ る 。  

長 門 貴 之 氏 も「 も と も と 、『 基 本 的 考 え 方 』に お い て 、課 税 繰 延 と

租 税 属 性 引 継 と の 関 係 は 一 対 一 対 応 す る も の で は な く 、 ま た 、 租 税

属 性 引 継 は 、 組 織 再 編 成 に お け る 原 則 時 価 主 義 導 入 へ の 見 合 い と し

て 導 入 さ れ た 経 緯 が あ り 、 み な し 共 同 事 業 要 件 に 係 る 特 定 役 員 引 継

要 件 の 趣 旨 は 暖 味 だ っ た 。 こ の よ う な 趣 旨 の 暖 昧 さ は 、 そ の ま ま 判

旨 Ⅱ の 規 範 と し て の 妥 当 性 に 疑 問 を 投 げ か け る 。 す な わ ち 、 法 1 3 2

条 の 2 の 適 用 を 、 趣 旨 ・ 目 的 の 暖 味 な 特 定 役 員 引 継 要 件 の 趣 旨 ・ 目

的 に 明 ら か に 反 す る か 否 か で 判 断 す る こ と に は 無 理 が な か ろ う か

1 9 5。」 と の 疑 問 を 呈 さ れ て い る 。  

適 格 性 を 判 断 す る 共 同 事 業 要 件 と 同 様 の 要 件 の 充 足 を 求 め る こ

と と 、 同 様 の 実 態 を 求 め る こ と と は 意 味 が 異 な る 。 も と も と 、 適 格

合 併 が 否 認 さ れ な い 限 り 、 法 人 税 法 は 組 織 再 編 成 前 と 組 織 再 編 成 後

と に 経 済 実 態 の 変 更 が な い こ と を 認 定 し て い る の で あ る 。 こ の よ う

に 見 る と き 、 あ た か も 実 質 的 に 共 同 事 業 の 継 続 の 実 態 が あ る こ と が 、

未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 す る 条 件 で あ る か の よ う な 認 識 は 誤 り

で あ り 、 あ く ま で も 外 形 的 に そ の 要 件 に 該 当 す る の か ど う か で 判 断

す べ き で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

第 2節  課 税 要 件 明 確 主 義 の 視 点 か ら の 旧 令 第 1 1 2 条 の 解 釈  

1 .  法 人 税 法 に お け る 未 処 理 欠 損 金 に 関 す る 過 去 の 最 高 裁 判 例  

未 処 理 欠 損 金 の 繰 越 控 除 の 意 義 に つ い て は 、 合 併 法 人 が 被 合 併 法

                                                  
1 9 5  長 門 貴 之 「 法 人 税 法 1 3 2 条 の 2 の 適 用 が 肯 定 さ れ た 事 例 ― ヤ フ ー 事

件 最 高 裁 判 決 」『 ジ ュ リ ス ト 』 第 1 4 9 0 巻 （ 有 斐 閣 ， 2 0 1 6） 1 3 8 頁 （ 引 用

文 中 「 判 示 Ⅱ 」 と は 、 当 該 最 高 裁 判 決 が 特 定 役 員 引 継 要 件 に つ い て 、 実

質 を 問 う べ き と し た 点 を 指 す 。（ 筆 者 注 ））  
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人 の 権 利 義 務 を 包 括 的 に 承 継 す る と い う 会 社 法 の 考 え 方 か ら み れ

ば 、 税 務 上 も 未 処 理 欠 損 金 を 控 除 す る 権 利 も 当 然 に 引 き 継 が れ る と

い う 考 え 方 が あ る が 、 過 去 の 判 例 は こ れ を 否 定 し て い る 。  

①  過 去 の 事 案 の 概 要 1 9 6  

株 式 会 社 で あ る 原 告 が 、昭 和 2 8 年 7 月 3 0 日 に 行 っ た 合 併 に よ り 、

被 合 併 法 人 の 権 利 義 務 を 包 括 承 継 し 、 法 人 税 法 3 条 に よ る 同 会 社 の

法 人 税 の 納 税 義 務 を も 承 継 し た 。 原 告 並 び に 被 合 併 法 人 は い ず れ も

青 色 申 告 法 人 で あ っ た た め 、 原 告 は 、 昭 和 2 8 年 １ 月 １ 日 か ら 同 年

1 2 月 3 1 日 ま で の 事 業 年 度 の 法 人 税 の 確 定 申 告 書 中 に 、 被 合 併 法 人

の 欠 損 金 を 包 括 算 入 し た 。 こ れ に 対 し て 所 轄 税 務 署 長 が 、 被 合 併 法

人 の 欠 損 金 の 承 継 を 否 認 し 、 更 正 処 分 を 行 っ た た め 、 原 告 が こ れ を

不 服 と し て 訴 訟 に 至 っ た も の で あ る 。  

②  原 告 の 主 張  

合 併 に よ り 合 併 法 人 が 、 被 合 併 法 人 の 納 税 義 務 を 承 継 し （ 法 人 税

法 3 条 ）、被 合 併 法 人 の 権 利 義 務 を 継 承 す る（ 商 法 1 0 3 条 ）こ と は 判

例 通 説 の 認 め る と こ ろ で あ る 。 そ し て 、 右 被 合 併 法 人 の 権 利 義 務 の

承 継 と は 、 被 合 併 法 人 の 財 産 を 合 併 法 人 が 個 別 的 に 承 継 す る の で は

な く 、 被 合 併 法 人 の 資 産 負 債 の 一 切 、 す な わ ち 権 利 義 務 一 切 を 包 括

的 に 承 継 す る こ と で 、 こ の こ と は 商 法 上 の 通 説 で あ り 、 ま た 、 税 法

上 の 権 利 も 義 務 と 同 様 に 、 当 然 に 合 併 に よ り 被 合 併 法 人 か ら 合 併 法

人 に 承 継 さ れ る の で あ る 。 従 っ て 、 被 合 併 法 人 の 青 色 申 告 法 人 と し

て の 欠 損 金 の 繰 越 控 除 権 も 当 然 に 合 併 法 人 に 承 継 さ れ る の で あ る

（ 名 城 大 学 教 授 中 川 一 郎 氏 の 学 説 ）。  

                                                  
1 9 6  事 案 の 概 要 及 び 原 告 の 主 張 は 、大 阪 地 裁 判 決 昭 和 3 6 年 3 月 1 3 日（ 日

税 連 税 法 デ ー タ ベ ー ス ， T A I N S コ ー ド Ｚ 0 3 5 - 1 0 1 2）   
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③  最 高 裁 の 判 断 1 9 7  

本 件 事 案 の 対 す る 最 高 裁 の 判 示 は 、 次 の 通 り で あ っ た 。  

ア )  法 人 の 各 事 業 年 度 に お け る 純 益 金 額 、欠 損 金 額 の ご と き は 、企

業 会 計 上 表 示 さ れ る 観 念 的 な 数 額 に す ぎ ず 、被 合 併 会 社 に お け る

こ れ ら 数 額 は 、も と よ り 商 法 1 0 3 条 に 基 づ き 合 併 の 効 果 と し て 合

併 会 社 に 当 然 承 継 さ れ る 権 利 義 務 に 含 ま れ る も の で は な い 。  

イ )  欠 損 金 額 の 繰 越 控 除 と は 、い わ ば 欠 損 金 額 の 生 じ た 事 業 年 度 と

所 得 の 申 告 を す べ き 年 度 と の 間 に お け る 事 業 年 度 の 障 壁 を 取 り

払 っ て そ の 成 果 を 通 算 す る こ と に ほ か な ら な い 。  

ウ )  各 事 業 年 度 毎 の 所 得 に よ っ て 課 税 す る 原 則 を 貫 く と き は 所 得

額 に 変 動 あ る 数 年 度 を 通 じ て 所 得 計 算 を し て 課 税 す る に 比 し て

税 負 担 が 過 重 と な る 場 合 が 生 ず る の で 、そ の 緩 和 を 図 る た め に あ

る 。  

エ )  合 併 会 社 と は 無 関 係 な 経 営 の も と に 生 じ た 被 合 併 会 社 の 既 往

の 欠 損 金 額 を 合 併 に よ り こ れ と 経 営 を 異 に す る 合 併 会 社 に 承 継

利 用 さ せ る 合 理 的 な 理 由 は 、通 常 の 場 合 見 出 だ し が た く 、ま た 被

合 併 会 社 の 欠 損 金 額 は 、合 併 会 社 に お い て 受 入 資 産 の 価 額 の 定 め

方 に よ っ て 当 然 調 整 で き る も の で あ る か ら 、普 通 に は 欠 損 金 額 の

引 継 な ど を 考 慮 す る 要 も な い の で あ る 。  

オ )  結 局 、合 併 に よ る 欠 損 金 額 の 引 継 、そ の 繰 越 控 除 の 特 典 の 承 継

の ご と き は 、立 法 政 策 上 の 問 題 と い う べ く 、そ れ を 合 理 化 す る よ

う な 条 件 を 定 め て 制 定 さ れ た 特 別 な 立 法 が あ っ て 、は じ め て 認 め

う る も の と 解 す る の が 相 当 で あ る 。  

                                                  
1 9 7  最 高 裁 判 決 昭 和 4 3 年 5 月 2 日 （ 日 税 連 税 法 デ ー タ ベ ー ス ， T A I N S コ

ー ド Ｚ 0 5 2 - 1 7 2 6）  



 

192 
 

最 高 裁 判 所 は 、 法 人 税 法 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 控 除 は 、 権 利 で

は な く 特 典 で あ る と の 見 解 を 示 し た の で あ る 。 そ の 見 解 は 、 今 日 に

至 る ま で 変 更 さ れ て は い な い 。 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 が 税 法 上 の 特

典 で あ る 以 上 、 ど の よ う な 場 合 に そ の 特 典 が 適 用 さ れ る か ど う か は 、

法 律 が 設 定 し た 要 件 を 厳 密 に 満 た す か ど う か に 係 る の で あ る 。 そ の

視 点 か ら 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 を 考 え る 必 要 が あ る 。  

2 .  旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 に 関 す る 最 高 裁 の 判 断  

前 節 に お い て は 、第 5 7 条 第 3 項 の 解 釈 に あ た っ て 、共 同 事 業 の 継

続 の 実 態 を 要 件 充 足 の 判 断 基 準 と す る こ と に 対 し て 、 疑 問 を 提 起 し

た 。 こ の 疑 問 と 表 裏 一 体 の 問 題 と し て 、 法 律 の 委 任 を 受 け て 規 定 さ

れ た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 の 解 釈 に 関 し て 、 こ れ を 課 税 要 件 明

確 主 義 の 観 点 か ら 検 証 す る 必 要 が あ る 。  

支 配 関 係 下 の 適 格 合 併 に お い て は 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 で 定 め る

み な し 共 同 事 業 要 件 は 、 実 質 的 に は 同 項 第 5 号 の 特 定 役 員 引 継 要 件

さ え 満 た せ ば 、未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 容 認 し て い る 。し た が っ て 、

こ の 特 定 役 員 引 継 要 件 の 解 釈 は 極 め て 重 要 で あ る 。  

旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 は 、「 適 格 合 併 に 係 る 被 合 併 法 人 の 当

該 適 格 合 併 の 前 に お け る 特 定 役 員 で あ る 者 の い ず れ か の 者 と 当 該

合 併 法 人 の 当 該 適 格 合 併 の 前 に お け る 特 定 役 員 で あ る 者 の い ず れ

か の 者 と が 当 該 適 格 合 併 の 後 に 当 該 合 併 法 人 の 特 定 役 員 と な る こ

と が 見 込 ま れ て い る こ と 」 と し た う え で 、 そ の 内 容 に つ い て 、 次 の

よ う な 注 釈 を 入 れ て い る 。  

①  特 定 役 員 と は 、社 長 、副 社 長 、代 表 取 締 役 、代 表 執 行 役 、専 務 取 締

役 若 し く は 常 務 取 締 役 又 は こ れ ら に 準 ず る 者 で 法 人 の 経 営 に 従 事

し て い る 者 を い う 。  
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②  被 合 併 法 人 が 合 併 法 人 と 最 後 に 支 配 関 係 が あ る こ と と な つ た 日 前

に お い て 被 合 併 法 人 の 特 定 役 員 で あ つ た 者 に 限 る 。  

上 記 ① で は 、 社 長 以 下 常 務 取 締 役 ま で は 自 動 的 に 特 定 役 員 に な る

と し た う え で 、 加 え て 「 こ れ ら に 準 ず る も の で 経 営 に 従 事 し て い る

者 」 も 特 定 役 員 に 該 当 す る と し て い る 1 9 8。  

こ の 条 文 か ら 読 み 取 れ る 被 合 併 法 人 側 の 要 件 は 、特 定 支 配 関 係 が 生

じ た 日 の 前 か ら 特 定 役 員 で あ っ た も の で 、合 併 後 も 、合 併 法 人 の 特 定

役 員 と な る こ と が 合 併 の 段 階 で 見 込 ま れ て い る こ と で あ る 。  

最 高 裁 は そ の 判 示 の 中 で 、 副 社 長 で あ る 乙 に つ い て 、  

①  取 締 役 副 社 長 に 就 任 し て い た 期 間 は わ ず か ３ か 月 程 度 で あ り 、 本

件 買 収 に よ り 特 定 資 本 関 係 が 発 生 す る ま で の 期 間 に 限 れ ば わ ず か

２ か 月 程 度 に す ぎ な い 。  

②  本 件 副 社 長 就 任 後 、 取 締 役 副 社 長 と し て 一 定 の 業 務 を 行 っ て い る

も の の 、そ の 業 務 の 内 容 は 、お お む ね 本 件 合 併 等 に 向 け た 準 備 や そ

の 後 の 事 業 計 画 に 関 す る も の に と ど ま る 。  

③  取 締 役 副 社 長 と な っ た も の の 、 代 表 権 の な い 非 常 勤 の 取 締 役 で あ

っ た 上 、 具 体 的 な 権 限 を 伴 う 専 任 の 担 当 業 務 を 有 し て い た わ け で

も な く 、役 員 報 酬 も 受 領 し て い な か っ た こ と な ど の 事 情 が 存 す る 。 

と し て 、 こ れ ら の 事 情 に 鑑 み る と 、 乙 が I D C S の 経 営 の 中 枢 を 継 続 的

か つ 実 質 的 に 担 っ て き た 者 と い う 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 の 特 定

                                                  
1 9 8  「 法 人 の 経 営 に 従 事 し て い る も の 」が 、そ の 直 前 の 社 長 以 下「 こ れ ら

に 準 ず る も の 」 全 部 に 係 る の か 、 そ れ と も 「 こ れ ら に 準 ず る も の 」 の み

に 係 る の か に つ い て は 、 法 人 税 法 基 本 通 達 1 - 4 - 7（ 特 定 役 員 の 範 囲 ） に

お い て 「 令 第 4 条 の 2 第 3 項 第 2 号 《 適 格 合 併 に 係 る 共 同 事 業 要 件 》 に

規 定 す る 「 こ れ ら に 準 ず る 者 」 と は 、 役 員 又 は 役 員 以 外 の 者 で 、 社 長 、

副 社 長 、 代 表 取 締 役 、 専 務 取 締 役 又 は 常 務 取 締 役 と 同 等 に 法 人 の 経 営 の

中 枢 に 参 画 し て い る 者 を い う 。」と し て い る こ と か ら 、直 前 の「 こ れ ら に

準 ず る 者 」 の み に 係 る こ と は 明 ら か で あ る 。  
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役 員 引 継 要 件 に お い て 想 定 さ れ て い る 特 定 役 員 の 実 質 を 備 え て い た

と い う こ と は で き ず 、本 件 副 社 長 就 任 は 、本 件 合 併 後 に 乙 が ヤ フ ー の

代 表 取 締 役 社 長 の 地 位 に と ど ま っ て さ え い れ ば 特 定 役 員 引 継 要 件 が

満 た さ れ る こ と と な る よ う 企 図 さ れ た も の で あ っ て 、実 態 と は 乖 離 し

た 上 記 要 件 の 形 式 を 作 出 す る 明 ら か に 不 自 然 な も の と い う べ き で あ

る 、 と 断 じ て い る 。  

最 高 裁 は 、 特 定 役 員 に つ い て 、 被 合 併 法 人 の 経 営 の 中 枢 を 継 続 的

か つ 実 質 的 に 担 っ て き た 者 を 想 定 し て い る と 述 べ て い る が 、 法 令 に

は こ の よ う な 文 言 は 一 切 な い 。  

確 か に 、 日 本 租 税 研 究 協 会 が 平 成 1 3 年 3 月 に 主 催 し た 懇 談 会 の

質 疑 応 答 の 中 で 、当 時 の 立 法 担 当 者 が 、「共 同 事 業 を 行 う た め の 分 割

の 要 件 の 一 つ に 、 役 員 の 引 継 ぎ の 要 件 が あ り ま す が 、 具 体 的 な 任 期

の 目 安 は あ る の で し ょ う か 」 と の 質 問 に 対 し て 「 法 令 上 、 具 体 的 な

任 期 や 期 間 が 示 さ れ る 予 定 は あ り ま せ ん 。 課 税 の 特 例 の 適 用 を 受 け

る た め に 、 短 期 間 だ け 役 員 に す る と い っ た よ う な 不 自 然 、 不 合 理 な

も の は 別 に し て 、 通 常 の 法 人 と 役 員 と の 関 係 を 念 頭 に 置 き 、 判 断 さ

れ る べ き も の と 考 え ら れ ま す 。」 と 回 答 し て い る 1 9 9。  

こ の 質 疑 応 答 は 、 共 同 事 業 要 件 の 中 の 特 定 役 員 引 継 要 件 と 同 じ 内

容 に な っ て い る こ と か ら 、 お そ ら く 同 じ 考 え 方 が 判 示 の 中 で も 取 ら

れ た も の と 考 え ら れ る が 、 こ の 中 で も 「 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実

質 的 に 担 っ て き た 者 」 と い う よ う な 説 明 は な さ れ て い な い 。 ま た 、

「 課 税 の 特 例 の 適 用 を 受 け る た め に 、 短 期 間 だ け 役 員 に す る と い っ

た よ う な 不 自 然 、不 合 理 な も の 」は 仮 に 問 題 が あ る と し て も 、「 課 税

                                                  
1 9 9  日 本 租 税 研 究 会 「 企 業 組 織 再 編 成 に 係 る 税 制 に つ い て の 質 問 に 対 す

る 回 答 」『 企 業 組 織 再 編 成 に か か る 税 制 に つ い て の 講 演 録 集 』（ 日 本 租 税

研 究 協 会 ， 2 0 0 1） 4 3 頁 ～ 4 8 頁  
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の 特 例 の 適 用 を 受 け る た め 」 か ど う か 、 そ の 判 断 基 準 は い か な る も

の な の だ ろ う か 。  

こ の よ う に 考 え る と 、 こ の 特 定 役 員 引 継 要 件 を 充 足 す る か ど う か

は 、 単 に 就 任 の 事 実 、 経 営 会 議 等 へ の 実 質 的 な 経 営 参 画 の 事 実 の み

な ら ず 、 本 当 の 意 図 を 斟 酌 す る こ と が 必 要 と い う こ と に な る 。 も し

そ う だ と す れ ば 、 当 該 要 件 そ の も の が 課 税 要 件 明 確 主 義 に 違 背 す る

の で は な い か と い う 疑 問 が 生 ず る の で あ る 。  

3 .  課 税 要 件 明 確 主 義 の 視 点 か ら み た 特 定 役 員 引 継 要 件  

課 税 要 件 は 明 確 で な け れ ば な ら な い 。日 本 国 憲 法 は 、そ の 第 3 0 条

で 「 国 民 は 、 法 律 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 納 税 の 義 務 を 負 ふ 」 と し

て 、 さ ら に 第 8 4 条 で 、「 あ ら た に 租 税 を 課 し 、 又 は 現 行 の 租 税 を 変

更 す る に は 、 法 律 又 は 法 律 の 定 め る 条 件 に よ る こ と を 必 要 と す る 。」

と 規 定 し て い る 。 こ れ は 一 般 に 租 税 法 律 主 義 と よ ば れ る も の で あ り 、

憲 法 が 保 障 す る 大 原 則 で あ る 。 し た が っ て 、 租 税 法 律 主 義 は 言 う ま

で も な く 課 税 の 基 本 原 則 で あ る 。 金 子 宏 氏 は 「 租 税 は 、 公 共 サ ー ビ

ス の 資 金 を 調 達 す る た め に 、 国 民 の 富 の 一 部 を 国 家 の 手 に 移 す も の

で あ る か ら 、 そ の 賦 課 ・ 徴 収 は 必 ず 法 律 の 根 拠 に 基 づ い て 行 わ な け

れ ば な ら な い 。 換 言 す れ ば 、 法 律 の 根 拠 に 基 づ く こ と な し に は 、 国

家 は 租 税 を 賦 課 ・ 徴 収 す る こ と は で き ず 、 国 民 は 租 税 の 納 付 を 要 求

さ れ る こ と は な い 。こ の 原 則 を 租 税 法 律 主 義 と い う 2 0 0。」と そ の 意 義

を 説 明 さ れ て い る 。  

そ の 上 で 、 課 税 要 件 等 を 法 律 で は な い 政 令 等 に 委 任 す る こ と に つ

い て は 、「 法 律 ま た は そ の 委 任 の も と に 政 令 や 省 令 に お い て 課 税 要

件 及 び 租 税 の 賦 課 ・ 徴 収 の 手 続 に 関 す る 定 め を な す 場 合 に 、 そ の 定

                                                  
2 0 0  金 子 宏 ， 前 掲 書 『 租 税 法 （ 第 2 0 版 ）』 7 3 頁  
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め は な る べ く 一 義 的 で 明 確 で な け れ ば な ら な い 。」と し て 、そ の 理 由

を 「 み だ り に 不 明 確 な 定 め を な す と 、 結 局 は 行 政 庁 に 一 般 的 ・ 白 紙

的 委 任 を す る の と 同 じ 結 果 に な り か ね ず 、 ま た 、 納 税 者 の 経 済 活 動

に お け る 法 的 安 定 性 と 予 測 可 能 性 を 害 す る こ と に な り か ね な い 2 0 1 」

か ら だ と し て い る 。 こ れ を 、 課 税 要 件 明 確 主 義 と い う 。  

委 任 の 対 象 は 、 専 門 的 技 術 的 か つ 細 目 的 な 事 項 に つ い て 、 一 義 的

で 明 確 で あ る 必 要 が あ る 。当 然 な が ら 、こ こ で い う「 一 義 的 で 明 確 」

で あ る と は 、 そ れ 以 外 に 意 味 や 解 説 が 考 え ら れ な い 程 度 に 明 確 で あ

る と い う こ と で あ る 。 た だ 、 必 ず し も 抽 象 的 ・ 多 義 的 な 概 念 が 排 除

さ れ て い る わ け で は な い 。金 子 宏 氏 は 、「不 確 定 概 念 を 用 い る こ と に

も 十 分 に 慎 重 で な け れ ば な ら な い 。」 と し な が ら も 、「 法 の 執 行 に 際

し て 具 体 的 事 情 を 考 慮 し 、 税 負 担 の 公 平 を 図 る た め に は 、 不 確 定 概

念 を 用 い る こ と は 、あ る 程 度 は 不 可 避 で あ り 、ま た 必 要 で も あ る 2 0 2。」

と 判 断 さ れ て い る 。そ の う え で 、許 容 で き る 不 確 定 概 念 は 、「 中 間 目

的 な い し 経 験 概 念 を 内 容 と す る 不 確 定 概 念 で あ っ て 、 こ れ は 一 見 不

明 確 に 見 え て も 、 法 の 趣 旨 ・ 目 的 に 照 ら し て そ の 意 識 を 明 確 に な し

う る も の で あ る 。 し た が っ て 、 そ れ は 、 租 税 行 政 庁 に 自 由 裁 量 を 認

め る も の で は な く 、 あ る 具 体 的 な 場 合 が そ れ に 該 当 す る か ど う か の

問 題 は 、 法 の 解 釈 の 問 題 で あ り 、 当 然 に 裁 判 所 の 審 査 に 服 す る 問 題

で あ る と 解 さ れ る 。 そ の 必 要 性 と 合 理 性 が 認 め ら れ る 限 り 、 こ の 種

の 不 確 定 概 念 を 用 い る こ と は 、 課 税 要 件 明 確 主 義 に 反 す る も の で は

な い と 解 す べ き 2 0 3」 と し て い る 。  

つ ま り 、 通 常 法 律 の 委 任 を 受 け て 政 令 等 で 定 め ら れ た 課 税 要 件 は 、
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専 門 的 技 術 的 か つ 細 目 的 な 事 項 に つ い て 、 一 義 的 で 明 確 に 規 定 さ れ

る は ず で あ り 、 そ こ に は 解 釈 の ブ レ は 生 じ な い 。 し か し 、 不 確 定 概

念 と し て 定 め ら れ た 課 税 要 件 に つ い て は 、 法 の 趣 旨 ・ 目 的 に 照 ら し

て 解 釈 す る 余 地 が 生 じ る と い う こ と に な る 。  

問 題 は 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 で 定 め ら れ た 要 件 が 、 法 の 趣

旨 ・ 目 的 に 照 ら し て 解 釈 す る 必 要 が あ る よ う な 不 確 定 概 念 か 否 か と

い う こ と で あ る 。  

租 税 法 に お け る 不 確 定 概 念 に つ い て 、 野 村 篤 史 氏 は 「 法 文 上 の 用

語 ま た は フ レ ー ズ 自 体 が 一 定 の 幅 を 有 し 、 そ の 意 味 に お い て 明 確 性

を 欠 く も の や 、 そ の 文 言 自 体 に 納 税 者 等 の 内 心 に か か わ る こ と が 含

ま れ 、 将 来 予 測 が 伴 う も の 2 0 4」 と 定 義 さ れ て い る 。  

そ れ で は 、 特 定 支 配 関 係 が 生 じ た 日 の 前 か ら 社 長 、 副 社 長 、 代 表

取 締 役 、 代 表 執 行 役 、 専 務 取 締 役 若 し く は 常 務 取 締 役 又 は こ れ ら に

準 ず る 者 で 法 人 の 経 営 に 従 事 し て い る 者 で あ っ た も の で 、 合 併 後 も 、

合 併 法 人 の 特 定 役 員 と な る こ と が 合 併 の 段 階 で 見 込 ま れ て い る こ

と と い う 要 件 の 中 に 不 確 定 概 念 が 含 ま れ て い る だ ろ う か 。 あ え て 言

え ば 「 こ れ ら に 準 ず る も の で 、 経 営 に 従 事 し て い た 」 か ど う か と い

う 部 分 が 該 当 す る 可 能 性 が あ る 。 た だ 、 こ れ は 事 実 認 定 の 問 題 で あ

り 、 不 確 定 概 念 に あ た る か ど う か は 検 討 す る 余 地 が あ る 。 た だ 、 乙

の 判 断 に 関 す る 限 り 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 で 定 め ら れ た 要 件

が 不 確 定 概 念 で は な い 以 上 、「 一 義 的 で 明 確 」な 要 件 と し て 、判 断 す

る べ き な の で あ る 。  

本 件 事 案 に お け る 特 定 支 配 関 係 の 成 立 は 平 成 2 1 年 2 月 1 9 日 、 乙
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の I D C S の 特 定 役 員 で あ る 副 社 長 へ の 就 任 が 平 成 2 0 年 1 2 月 2 6 日 で

あ る こ と 、 経 営 会 議 に 出 席 し 意 見 を 述 べ る な ど 、 形 式 的 な 役 員 就 任

と は 言 い 難 い こ と 、 合 併 後 も 合 併 法 人 で あ る ヤ フ ー の 社 長 で あ る こ

と 、 と い う 事 実 を 見 れ ば 、 上 記 特 定 役 員 引 継 要 件 の す べ て を 満 た し

て い る こ と は 間 違 い な い 。  

大 淵 義 弘 氏 も 、 み な し 事 業 要 件 の 解 釈 に つ い て 「 ① 事 業 関 連 性 、

⑤ 特 定 役 員 就 任 要 件（ 経 営 参 画 要 件 ）」の 2 つ の 要 件 を 充 足 し て い る

以 上 、 共 同 事 業 と み な し 被 合 併 法 人 等 の 青 色 欠 損 金 を 承 継 ・ 控 除 す

る 権 能 を 付 与 し た も の と 解 す る こ と が で き る 。 条 文 の 文 言 に そ れ 以

上 の 要 件 を 付 加 し て い な い 以 上 、 か か る 解 釈 が 文 理 解 釈 に よ る 合 理

的 な 結 論 で あ る 2 0 5。」と し て 、常 識 的 な 分 離 解 釈 を 求 め ら れ て い る 。  

最 高 裁 は そ の 判 示 の 中 で 、 副 社 長 で あ る 乙 に つ い て 、 前 述 の と お

り 、 乙 の 取 締 役 副 社 長 就 任 期 間 は わ ず か ３ か 月 程 度 で あ っ た こ と 、

取 締 役 副 社 長 と し て 一 定 の 業 務 を 行 っ て い る も の の 、 そ の 業 務 の 内

容 は 、 お お む ね 本 件 合 併 等 に 向 け た 準 備 や そ の 後 の 事 業 計 画 に 関 す

る も の に と ど ま っ て い る こ と 、 取 締 役 副 社 長 と な っ た も の の 、 代 表

権 の な い 非 常 勤 取 締 役 で 、 担 当 業 務 も な く 、 無 報 酬 で あ っ た 、 と い

っ た 状 況 を 問 題 視 し て い る 。  

ま ず 、 合 併 ま で の 就 任 期 間 が わ ず か 3 か 月 程 度 で あ っ た こ と を 問

題 視 し た こ と に 関 し て 、 大 淵 博 義 氏 は 「 そ も そ も 、 合 併 法 人 と 特 定

資 本 関 係 の な い 被 合 併 法 人 の 特 定 役 員 に 就 任 す る こ と が 、 被 合 併 法

人 の 株 主 総 会 で 正 式 に 承 認 さ れ た の で あ る か ら 、 そ の 特 定 役 員 就 任

と 合 併 後 の 合 併 法 人 の 特 定 役 員 就 任 と い う み な し 共 同 事 業 要 件 を

                                                  
2 0 5  大 淵 博 義 「『 法 人 税 法 1 3 2 条 の 2』 の 射 程 範 囲 と 租 税 回 避 行 為 概 念 」
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充 足 し た も の で あ り 、 そ の こ と に よ り 、 ま さ に 被 合 併 法 人 の 事 業 に

対 す る 支 配 の 継 続 と い う こ と が 発 生 し た と 解 す べ き も の で あ る 。」

と し た う え で 、「 短 期 間 の 特 定 役 員 就 任 で は『 事 業 の 継 続 性 』を 満 た

さ な い と い う の で あ れ ば 、 そ の 『 短 期 間 』 の 期 間 を 法 定 し て 、 か か

る 特 定 役 員 就 任 は み な し 共 同 事 業 要 件 の 特 定 役 員 就 任 要 件 を 充 足

し な い と す る 法 条 と す る の が 、 租 税 法 律 主 義 の 要 請 す る と こ ろ で あ

る 。 し か る に 、 本 判 決 の よ う に 解 釈 上 、 法 文 に な い 『 短 期 間 』 と い

う 抽 象 的 な 不 確 定 概 念 を 措 定 し て 特 定 役 員 就 任 要 件 を 満 た さ な い

と 解 す る こ と は 、 租 税 法 律 主 義 （ 課 税 要 件 法 定 主 義 ・ 課 税 要 件 明 確

主 義 ） に 違 背 す る と 解 さ れ る の で あ る 2 0 6。」 と 指 摘 さ れ て い る 。  

ま た 、 実 務 家 で あ る 佐 藤 信 祐 氏 は 「 ヤ フ ー 事 件 に お い て は 、 副 社

長 に 就 任 し て か ら 買 収 ま で の 期 間 が 通 常 の 任 期 よ り も は る か に 短

い 2 カ 月 と い う 期 間 で あ る 点 が 問 題 視 さ れ て お り 、 保 守 的 な 対 応 を

す る の で あ れ ば 、 買 収 ま で の 期 間 を 1 年 な い し 2 年 と す べ き で あ っ

た と い う こ と が い え る 。 こ の よ う な 考 え 方 は あ ま り に 形 式 的 で あ り 、

2 カ 月 と 2 年 と の 間 に 何 の 違 い が あ る の か と い う 批 判 が 考 え ら れ 、

そ の よ う な 批 判 に 対 す る 反 論 の 余 地 は な い 。」と し つ つ 、実 務 家 の 見

地 か ら は 、「 し か し な が ら 、実 務 上 は 、税 務 専 門 家 の な か で そ れ な り

に 存 在 す る 暗 黙 の 了 解 を 否 定 す る わ け に は い か ず 、 税 務 調 査 官 の 感

情 論 を 考 え た う え で の バ ラ ン ス 感 覚 が 必 要 に な る と 考 え ら れ る 2 0 7 。」

と 正 直 な 感 想 を 述 べ ら れ て い る 。 こ の よ う な 実 務 家 の 諦 観 は 「 納 税

者 の 経 済 活 動 に お け る 法 的 安 定 性 と 予 測 可 能 性 を 害 す る こ と に な
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り か ね な い 2 0 8」 非 常 に 由 々 し き 事 態 で あ る と 考 え る べ き で あ る 。  

就 任 期 間 以 外 の 問 題 点 と し て 指 摘 さ れ た 点 に つ い て も 疑 問 が あ

る 。 経 営 従 事 の 内 容 が 合 併 関 連 に 限 ら れ て い た と い う 指 摘 、 判 決 文

で は「 副 社 長 と い う 肩 書 に は 、事 業 上 の 意 味 は 極 め て 希 薄 で あ っ た 」

と も 述 べ て い る が 、 こ の 指 摘 に つ い て も 、 組 織 再 編 を 行 お う と し て

い る 時 節 柄 当 然 の こ と で あ る こ と と 、 お そ ら く 、 そ れ 以 外 の 案 件 も

当 然 経 営 会 議 等 に は 付 議 さ れ て い た は ず で あ り 、 そ れ ら の 案 件 に 関

し て は 経 営 会 議 を 退 席 す る こ と が あ っ た と は 到 底 考 え ら れ ず 、 当 然

意 見 を 述 べ 、 決 議 に 参 画 し て い た と 考 え る の が 順 当 で あ る こ と を 考

え れ ば 、 こ の 点 の 問 題 視 は 適 切 と は 言 え な い 。 ま た 、 無 報 酬 で あ っ

た 点 に つ い て は 、 関 連 会 社 間 に お い て は 、 社 長 で す ら 無 報 酬 で 兼 務

す る こ と も 多 い 経 営 の 現 場 を 考 え れ ば 、 的 外 れ な 指 摘 と 言 わ ざ る を

得 な い 。  

4 .  個 別 否 認 規 定 と 包 括 否 認 規 定  

法 律 の 委 任 を 受 け た 施 行 令 で 定 め た み な し 共 同 事 業 要 件 を 充 足

し て い る 場 合 に お い て も 、 包 括 否 認 規 定 を 適 用 す る こ と は 排 除 さ れ

な い と し て 、 再 び 本 法 に も ど っ て 、 法 第 1 3 2 条 の 2 の 包 括 否 認 規 定

を 発 動 す る こ と は 、 妥 当 な 判 断 と い え る だ ろ う か 。  

法 第 5 7 条 第 3 項 と 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 規 定 が 個 別 否 認 規 定 に

あ た る か ど う か に つ い て は 、 平 成 1 3 年 の 5 月 に 開 催 さ れ た 法 人 課

税 小 委 員 会 の 議 事 録 の 中 で 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し て 事 務 局

と し て 「 新 た に グ ル ー プ 内 法 人 と な っ た 法 人 の グ ル ー プ 加 入 前 に 持

っ て い た 繰 越 欠 損 金 に つ い て は 、 例 え ば 、 適 格 組 織 再 編 成 に 当 た り

引 継 ぎ を 制 限 す る 。あ る い は 、加 入 後 、繰 越 欠 損 金 が 出 た け れ ど も 、
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も と も と 含 み 損 の あ る 資 産 を そ の と き に 実 現 し て 、 そ れ が 出 て き た

の だ と 考 え ら れ る 部 分 の 金 額 は や は り 引 継 ぎ を 制 限 す る 、 こ ん な 措

置 を 講 じ て お り ま す 2 0 9。」と 説 明 し て い る 。ま た 、そ の 説 明 資 料 に は 、

「 組 織 再 編 成 の 形 態 や 方 法 は 複 雑 か つ 多 様 で あ り 、 諸 外 国 の 例 に 見

ら れ る よ う に 租 税 回 避 の 手 段 と し て 濫 用 さ れ る お そ れ が 大 き い 。  

⇒  適 正 な 課 税 を 実 現 す る た め 、 租 税 回 避 の 防 止 措 置  

①  繰 越 欠 損 金 ・ 含 み 損 の 使 用 制 限  

②  包 括 的 な 租 税 回 避 防 止 措 置  」  

と し て お り 、 明 ら か に 「 繰 越 欠 損 金 ・ 含 み 損 の 使 用 制 限 」 に 関 す

る 規 定 自 体 が 、 個 別 否 認 規 定 で あ る こ と を 明 ら か に し て い る の で あ

る 。 水 野 忠 恒 氏 も こ の 点 に つ い て 「 繰 越 欠 損 金 等 を 利 用 し た 租 税 回

避 を 防 止 す る た め に 、 立 法 的 に 、 法 人 税 法 施 行 令 旧 第 1 1 2 条 7 項 5

号 の 規 定 を 創 設 し た の で あ り 、 こ の よ う な 政 令 に お い て 個 別 的 に 、

租 税 回 避 防 止 規 定 を 設 け 、 さ ら に 、 そ の 拡 大 解 釈 を 認 め て お き な が

ら 、 そ れ に も 当 て は ま ら な い 場 合 に は 、 適 用 基 準 の 不 明 確 な 法 人 税

法 1 3 2 条 の 2 の 適 用 が 認 め ら れ る と す る の は 、 そ も そ も 、 企 業 の 組

織 再 編 成 を 促 進 す る た め に 創 設 さ れ た 組 織 再 編 成 税 制 の 趣 旨 を 没

却 す る も の で あ る 2 1 0。」 と 厳 し く 非 難 さ れ た う え で 、「 個 別 的 租 税 回

避 防 止 規 定 が 存 在 す る 以 上 、 包 括 的 な 租 税 回 避 防 止 規 定 の 役 割 は 限

定 的 に 考 え る べ き で あ る 。し た が っ て 、単 に 、『 組 織 再 編 成 税 制 の 趣

旨 ・ 目 的 に か ん が み て 不 合 理 ・ 不 自 然 と 評 価 さ れ る 行 為 』 と い う の

で は 恣 意 的 な 適 用 を 許 す も の で 、 不 十 分 な も の で あ り 、 企 業 の 経 営

                                                  
2 0 9  金 融 庁 ，前 掲「 税 制 調 査 会『 第 1 2 回 法 人 課 税 小 委 員 会 議 事 録 』（ 2 0 0 1

年 5 月 1 1 日 開 催 ）」  
2 1 0  水 野 忠 恒 ， 前 掲 書 「 東 京 地 裁 平 成 2 6  年 3  月 1 8  日 判 決 （ ヤ フ 一 事

件 ） の 検 討 ： 組 織 再 編 成 と 租 税 回 避 」 1 0 6 頁  

 



 

202 
 

判 断 を 十 分 考 慮 す る こ と 、 つ ま り 、 事 業 目 的 の 全 く 存 在 し な い 取 引

の み が 否 認 さ れ る と す る 解 釈 の 方 が 、 恣 意 的 な 課 税 で は な く 、 よ り

優 れ て い る と 解 さ れ る 2 1 1。」 と の 見 解 を 示 さ れ て い る 。  

ま た 、 高 裁 判 決 の 後 、 太 田 洋 氏 も 法 律 家 の 立 場 か ら 「 法 人 税 法 施

行 令 1 1 2 条 7 項 5 号 所 定 の 特 定 役 員 引 継 要 件 は 、 同 法 5 7 条 3 項 に

基 づ き 、 同 項 に よ る 個 別 否 認 の 適 用 を 回 避 す る た め の 要 件 の l つ と

し て 設 け ら れ た も の で あ っ て 、 そ の 意 味 で 、 組 織 再 編 税 制 に 含 ま れ

る 個 別 否 認 規 定 の 1 つ で あ る 同 項 の 内 容 を 構 成 し て い る （ 同 項 に 基

づ く 個 別 否 認 を 回 避 す る た め の セ ー フ ・ ハ ー バ ー を 構 成 す る 要 件 の

1 つ で あ る ） の で あ る か ら 、 そ の 解 釈 に 際 し て 一 般 的 な 行 為 計 算 否

認 規 定 が 存 在 す る こ と を 援 用 し て 明 文 に な い 限 定 的 な 要 件 を 付 加

す る こ と は 、 個 別 否 認 規 定 の 存 在 意 義 を 失 わ せ る の で は な い か と の

疑 問 が 残 る 。 言 い 換 え れ ば 、 そ の よ う な こ と が で き る の で あ れ ば 、

個 別 否 認 規 定 自 体 が も は や 不 要 で は な い か と の 疑 義 を 招 く の で は

な か ろ う か 。」と し た う え で「 こ の 点 に 関 し て は 、租 税 法 解 釈 の 根 幹

に 関 わ る 重 要 な 点 で も あ り 、最 高 裁 の 判 断 が 強 く 望 ま れ る 2 1 2。」と の

見 解 を 示 さ れ て い た が 、 最 高 裁 判 所 が そ の 点 に 言 及 し な か っ た こ と

は 、 極 め て 残 念 と 言 わ ざ る を 得 な い 。  

第 3節  租 税 法 律 主 義 の 視 点 か ら の 法 第 5 7 条 と 旧 令 第 1 1 2 条 の 解 釈  

1 .  問 題 の 所 在  

旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 法 第 5 7 条 第 3 項 の 委 任 を 受 け て 制 定 さ れ

た 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 可 能 と す る い わ ゆ る み な

し 共 同 事 業 要 件 を 定 め て い る 。 特 に 、 特 定 役 員 引 継 要 件 に 非 常 に 大

                                                  
2 1 1  同 上 書 ， 1 1 5 頁  
2 1 2  太 田 洋「 ヤ フ ー 事 件 控 訴 審 判 決 の 分 析 と 検 討 」『 税 務 広 報 』第 6 3 巻 第

3 号 （ 中 央 経 済 社 ， 2 0 1 5） 3 3 頁 ～ 3 4 頁  
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き な 役 割 を 担 わ せ た も の と な っ て い る 。  

本 件 事 案 に お い て 最 高 裁 は 「 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担

っ て き た 者 と い う 施 行 令 1 1 2 条 7 項 5 号 の 特 定 役 員 引 継 要 件 に お い

て 想 定 さ れ て い る 特 定 役 員 の 実 質 を 備 え て 」 い な け れ ば な ら な い と

判 示 し た 。  

と こ ろ が 、法 第 5 7 条 第 3 項 と 、そ の 委 任 を 受 け て 制 定 さ れ た 旧 令

第 1 1 2 条 第 7 項 の ど こ に も 、 特 定 役 員 の 実 質 に 関 す る 記 述 は な い 。

そ れ ど こ ろ か 、 な ぜ み な し 共 同 事 業 要 件 に お い て 特 定 役 員 引 継 要 件

に こ れ ほ ど の 重 き を 置 い た の か 、そ れ が 、法 第 5 7 条 第 3 項 の 委 任 に

係 る 意 思 な の か 、言 い 換 え れ ば 、法 第 5 7 条 第 3 項 が 示 し た 委 任 の 意

図 を 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 具 現 化 し て い る と い え る の か 、 甚 だ 疑 問

で あ る 。  

こ の 問 題 を 租 税 法 律 主 義 の 観 点 か ら 検 討 し て み た い 。  

2 .  政 令 委 任 に 関 す る 裁 判 所 の 見 解  

使 用 人 賞 与 の 損 金 算 入 時 期 に つ い て 定 め た 令 第 1 3 4 条 の 2  の 規

定 が 、 法 第 2 2 条 第 3 項 の 定 め る 損 金 の 通 則 的 規 定 に 反 し 無 効 か 否

か が 問 題 と な っ た 訴 訟 に お い て 、 大 阪 高 裁 2 1 3  2 1 4 は 、「 租 税 法 規 は 、

複 雑 か つ 多 様 な 経 済 事 象 を そ の 規 律 の 対 象 と す る も の で あ り 、 課 税

の 公 平 及 び 徴 税 の 適 正 等 の 観 点 か ら 技 術 的 か つ 細 目 的 な 定 め を 設

け る 必 要 が あ る と と も に 、 上 記 の よ う な 経 済 事 象 の 変 動 に 即 応 し た

規 律 を 行 う 必 要 が あ る こ と を 考 慮 す れ ば 、 課 税 要 件 等 に 係 る 技 術 的

細 目 的 事 項 ま で す べ て 法 律 に よ っ て 定 め 、 ま た 、 経 済 事 象 の 変 動 に

                                                  
2 1 3  大 阪 高 裁 判 決 平 成 2 1 年 1 0 月 1 6 日 『 訟 務 月 報 』 第 5 7 巻 2 号

（ h t t p : / / w w w . s h o u m u d a t a b a s e . m o j . g o . j p / s e a r c h / h t m l / u p f i l e / g e p p o u /

p d f s / d 0 5 7 0 2 / s 0 5 7 0 2 0 0 3 . p d f， 2 0 1 7 年 2 月 3 日 ）  
2 1 4  平 成 2 3 年 4 月 2 8 日 最 高 裁 に お い て 上 告 が 棄 却 さ れ 、 確 定 し た 。  
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即 応 し て 法 律 を 制 定 又 は 改 廃 す る こ と は 実 際 上 困 難 で あ り 、 憲 法 も

こ の よ う な 場 合 を 予 定 し て 、憲 法 8 4 条 に お い て『 法 律 又 は 法 律 の 定

め る 条 件 に よ る こ と を 必 要 と す る 』 と 定 め 、 課 税 要 件 等 の 定 め を 政

令 に 委 任 す る こ と を 許 容 し て い る も の と 解 さ れ る 。」 と し た う え で 、

「 し か し な が ら 、 こ の よ う に 、 課 税 要 件 等 の 規 定 に つ い て 政 令 に 委

任 す る こ と 自 体 は 許 さ れ る と し て も 、 憲 法 が 定 め る 前 記 租 税 法 律 主

義 の 趣 旨 か ら す れ ば 、 課 税 要 件 の 具 体 的 内 容 の 定 め を 包 括 的 に 委 任

す る よ う な い わ ゆ る 一 般 的 白 紙 的 委 任 は 許 さ れ な い と 解 さ れ 、 課 税

要 件 等 に 係 る 基 本 的 事 項 に つ い て は 法 律 に お い て 定 め る こ と を 要

し 、 政 令 そ の 他 の 下 位 法 令 に 委 任 す る こ と が 許 さ れ る の は そ の 技 術

的 細 目 的 事 項 に 限 ら れ る も の と い う べ き で あ り 、 ま た 、 委 任 を 認 め

る 法 律 自 体 か ら 委 任 の 範 囲 が 明 確 に 読 み 取 れ る こ と を 要 す る も の

と い う べ き で あ る 。」と 判 示 し 、政 令 そ の 他 の 下 位 法 令 に 委 任 す る こ

と が 許 さ れ る の は そ の 技 術 的 細 目 的 事 項 に 限 ら れ る こ と を 明 ら か

に し て い る 。  

ま た 、別 の 判 例 で も 、「 委 任 が 認 め ら れ る と い っ て も 、そ れ は 具 体

的 個 別 的 な 委 任 に 限 ら れ 、 概 括 的 白 地 的 な 委 任 は 許 さ れ な い と 解 さ

れ る と こ ろ 、 具 体 的 個 別 的 な 委 任 で あ る と い い 得 る た め に は 、 委 任

を 認 め る 法 律 自 体 か ら 委 任 の 目 的 、 内 容 、 程 度 な ど が 明 確 に さ れ て

い る こ と が 必 要 と い う べ き で あ り 、 ま た 、 租 税 法 律 主 義 （ 課 税 要 件

法 定 主 義 ） の 趣 旨 及 び 右 委 任 が 必 要 と さ れ る 根 拠 に 照 ら せ ば 、 課 税

要 件 の う ち 基 本 的 事 項 は 法 律 で 定 め る こ と が 求 め ら れ 、 委 任 の 対 象

は 専 門 的 技 術 的 か つ 細 目 的 な 事 項 で あ る こ と を 要 す る と い う べ き

で あ る 。 い ず れ に し て も 、 法 律 の 委 任 を 受 け て 定 め ら れ る 課 税 要 件

は 、 な る べ く 一 義 的 で 明 確 で な け れ ば な ら ず 、 技 術 的 細 目 的 事 項 に
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限 ら れ て い る と い う こ と で あ る 2 1 5。」 と の 判 示 が な さ れ て い る 。  

3 .  共 同 事 業 を 行 う た め の 適 格 要 件 と み な し 共 同 事 業 要 件  

法 第 5 7 条 第 3 項 は 、未 処 理 欠 損 金 に つ い て 、次 の 要 件 を 満 た し た

と き の み そ の 引 継 ぎ を 認 め る と し て い る 。  

①  当 該 適 格 合 併 が 共 同 で 事 業 を 営 む た め の 合 併 と し て 政 令 で 定 め

る も の に 該 当 す る 場 合  

②  当 該 被 合 併 法 人 等 と 同 項 の 内 国 法 人 と の 間 に 当 該 内 国 法 人 の 当

該 適 格 合 併 の 日 の 属 す る 事 業 年 度 開 始 の 日 の 五 年 前 の 日 、当 該 被

合 併 法 人 等 の 設 立 の 日 若 し く は 当 該 内 国 法 人 の 設 立 の 日 の う ち

最 も 遅 い 日 か ら 継 続 し て 支 配 関 係 が あ る 場 合  

上 記 の と お り 法 律 は 、 原 則 5 年 以 上 の 長 期 間 に わ た っ て 支 配 関 係

が あ っ た 場 合 と 、 み な し 共 同 事 業 要 件 を 満 た す 合 併 の 場 合 に の み 、

未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め て い る の で あ る 。 こ れ は 、 取 り も 直 さ

ず 未 処 理 欠 損 金 を 利 用 す る こ と を 最 大 の 目 的 と す る 合 併 に 対 す る

牽 制 に 他 な ら な い 。 そ の 意 味 で 、 法 律 は 委 任 の 目 的 、 内 容 、 程 度 を

明 確 に 示 し て い る と い え る だ ろ う 。 つ ま り 、 原 則 5 年 以 上 の 支 配 関

係 が な い 場 合 に は 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 に 適 用 さ れ る 要 件 に

準 じ た 要 件 を 満 た す こ と を 求 め た の で あ る 。 合 併 に お け る 共 同 事 業

要 件 と 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 要 件 と は 図 表 1 1 - 1 の と お り 若 干 異 な っ

て い る 。 た だ 、 合 併 に お い て 適 格 性 を 判 断 す る た め の 要 件 と 、 未 処

理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め る 要 件 と で は 、 1 0 0％ 同 じ で あ る 必 要 は な

く 、 む し ろ 、 矛 盾 を 生 じ る こ と も あ り 得 る こ と か ら 、 そ の 具 体 的 な

内 容 に つ い て は 政 令 に 委 任 し た も の と 解 す る こ と が で き る 。  

                                                  
2 1 5  大 阪 地 裁 判 決 平 成 1 1 年 2 月 2 6 日 『 訟 務 月 報 』 第 4 7 巻 第 5 号

（ h t t p : / / w w w . s h o u m u d a t a b a s e . m o j . g o . j p / s e a r c h / h t m l / u p f i l e / g e p p o u /

p d f s / d 0 5 7 0 2 / s 0 5 7 0 2 0 0 3 . p d f， 2 0 1 7 年 2 月 3 日 ）  
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「 基 本 的 考 え 方 」 で は 、 共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 に 関 し

て 「 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 が 繰 り 延 べ ら れ る 共 同 で 事 業 を 行 う

た め の 組 織 再 編 成 に 該 当 す る か 否 か は 、 組 織 再 編 成 に よ り 一 つ の 法

人 組 織 で 行 う こ と と し た 事 業 が 相 互 に 関 連 性 を 有 す る も の で あ る

こ と 、 そ れ ぞ れ の 事 業 の 規 模 が 著 し く 異 な ら な い こ と 、 そ れ ぞ れ の

事 業 に 従 事 し て い た 従 業 員 の 相 当 数 が 引 き 継 が れ る こ と な ど に よ

り 判 定 す る の が 適 当 で あ る 。」 と し た う え で 、「 ま た 、 先 に 述 べ た と

お り 、 移 転 資 産 の 譲 渡 損 益 の 計 上 を 繰 り 延 べ る た め に は 、 事 業 の 移

転 の 対 価 と し て 取 得 し た 株 式 を 継 続 保 有 す る と の 要 件 が 必 要 で あ

る 。 さ ら に 、 共 同 で 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 に つ い て も 、 組 織

再 編 成 に よ る 資 産 の 移 転 を 個 別 の 資 産 の 売 買 取 引 と 区 別 す る 観 点

か ら 、 資 産 の 移 転 が 独 立 し た 事 業 単 位 で 行 わ れ る こ と 、 組 織 再 編 成

後 も 移 転 し た 事 業 が 継 続 す る こ と を 要 件 と す る こ と が 必 要 で あ る 。」

と し て い る 。  

図 表 1 1 - 1  共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 の 適 格 要 件 と 未 処 理

欠 損 金 の 引 継 要 件  

共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 の

適 格 要 件  

未 処 理 欠 損 金 の 引 継 要 件 ( 5

年 以 上 支 配 関 係 が な い 場 合 )  

次 の す べ て の 要 件 を 満 た す

こ と  

①  株 式 の み 交 付 要 件  

②  従 業 者 引 継 要 件  

③  事 業 継 続 要 件  

④  事 業 関 連 性 要 件  

⑤  規 模 要 件 ま た は 特 定 役 員

引 継 要 件  

⑥  投 資 継 続 要 件  

① ～ ④ の 要 件 を 満 た す か 、 ①

及 び ⑤ の 要 件 を 満 た す こ と  

①  事 業 の 相 互 関 連 性 要 件  

②  事 業 規 模 要 件  

③  被 合 併 等 事 業 の 事 業 規 模

継 続 要 件  

④  合 併 等 事 業 の 事 業 規 模 継

続 要 件  

⑤  特 定 役 員 引 継 要 件  

（ 出 所 ： 令 第 4 条 の 2 第 第 3 項 及 び 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 よ

り 筆 者 作 成 ）  
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こ の 「 基 本 的 考 え 方 」 か ら す る と 、 事 業 関 連 性 要 件 、 規 模 類 似 要

件 、 従 業 員 引 継 要 件 を 主 要 な 要 件 と 位 置 付 け 、 加 え て 、 譲 渡 損 益 を

繰 延 べ る た め の 要 件 と し て 株 式 の 継 続 保 有 要 件 を 、 資 産 の 移 転 を 売

買 取 引 と 区 別 す る た め の 要 件 と し て 事 業 継 続 要 件 を 加 え た も の と

考 え ら れ る 。  

そ う す る と 、 事 業 関 連 性 要 件 、 規 模 類 似 要 件 、 従 業 員 引 継 要 件 の

3 要 件 は 、 共 同 で 事 業 を 行 う た め の 合 併 の 適 格 要 件 と し て は 重 要 な

も の で あ る と い う こ と が で き る 。  

こ の よ う な 視 点 に 立 っ て 、 み な し 共 同 事 業 要 件 を 見 る と 、 主 要 な

3 要 件 の う ち 事 業 関 連 性 要 件 と 規 模 類 似 要 件 は あ る も の の 、 従 業 員

引 継 要 件 は 含 ま れ て い な い 。 そ の う え 、 特 定 役 員 引 継 要 件 を 満 た す

場 合 に は 事 業 規 模 類 似 要 件 も 不 要 と さ れ て い る 。  

こ の 特 定 役 員 引 継 要 件 は 、 共 同 事 業 要 件 の 中 で は 規 模 類 似 要 件 の

代 替 要 件 と し て の 位 置 づ け 程 度 で あ る こ と を 考 え る と 、 み な し 共 同

事 業 要 件 に お い て も 同 程 度 の 位 置 づ け と す べ き も の で あ る 。  

4 .  旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 違 法 性  

水 野 忠 恒 氏 は 本 件 事 案 に 関 連 し て「 本 法 の 委 任 立 法 と は 、技 術 的 、

細 目 的 事 項 に 限 ら れ る の で あ り 、 施 行 令 に よ り 、 さ ら に 規 制 し て 、

い わ ば 、 納 税 義 務 を 拡 大 す る よ う な 立 法 は 委 任 立 法 の 濫 用 で あ る 。

つ ま り 、 合 併 に お け る 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 の 規

定 に よ り 認 め な い と す る こ と は 、政 令 に よ り 、納 税 義 務 を 、い わ ば 、

創 設 す る も の で あ り 、 租 税 法 律 主 義 か ら み て も 許 さ れ な い 、 委 任 立

法 で あ る と い わ な け れ ば な ら な い 2 1 6」 と し て 、 地 裁 判 決 の 判 断 が 正

                                                  
2 1 6  水 野 忠 恒 ， 前 掲 書 「 東 京 地 裁 平 成 2 6  年 3  月 1 8  日 判 決 （ ヤ フ ー 事

件 ） の 検 討 ： 組 織 再 編 成 と 租 税 回 避 」 1 1 1 頁  
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し い と す れ ば 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 そ の も の が 違 法 な も の で あ る と

説 か れ て い る 。  

政 令 に お け る 定 め は 、 法 律 の 委 任 を 受 け て 一 義 的 で 明 確 な 定 め を

す る こ と が 求 め ら れ て い る が 、 本 件 事 案 に お け る 最 高 裁 判 決 で は

「 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 額 の 引 継 ぎ を 定 め る 法 5 7 条 2 項 、

み な し 共 同 事 業 要 件 に 該 当 し な い 適 格 合 併 に つ き 同 項 の 例 外 を 定

め る 同 条 3 項 及 び 特 定 役 員 引 継 要 件 を 定 め る 施 行 令 1 1 2 条 7 項 5 号

の 本 来 の 趣 旨 及 び 目 的 を 逸 脱 す る 態 様 」で あ る な ら ば 、「法 1 3 2 条 の

2 に い う 『 法 人 税 の 負 担 を 不 当 に 減 少 さ せ る 結 果 と な る と 認 め ら れ

る も の 』 に 当 た る と 解 す る の が 相 当 」 と 判 示 し て い る 。 法 律 で あ る

法 第 5 7 条 第 2 項 及 び 第 3 項 と そ の 委 任 を 受 け て 一 義 的 で 明 確 な 定

め を し て い る は ず の 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 と を 同 列 に 並 べ て 、

そ の 趣 旨 及 び 目 的 を 斟 酌 し ろ と い う の は い か が な も の で あ ろ う か 。

旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 第 5 号 は そ れ ほ ど あ い ま い な 規 定 と い う こ と だ

ろ う か 。  

当 時 の 立 法 担 当 者 2 1 7は 、 平 成 2 4 年 7 月 7 日 行 わ れ た 座 談 会 2 1 8で

旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 に つ い て 「 最 終 的 に 確 定 さ せ る 直 前 ま で は 、 三

号 と 四 号 の 規 模 継 続 要 件 は 、 両 方 に 共 通 の 要 件 と し て い ま し た 。 講

演 録 （『 企 業 組 織 再 編 成 に 係 る 税 制 に つ い て の 講 演 録 集 』 平 成 1 3 年

8 月 1 0 日 ） を 見 て い た だ く と 分 か り ま す が 、 そ こ に は 、『 一 、 二 、

三 、 四 』 と 『 一 、 三 、 四 、 五 』 の い ず れ か 、 つ ま り 二 号 を 五 号 で 代

替 す る と い う 案 が 書 い て あ り ま す 。 講 演 録 の 出 版 の 時 点 で は 、 既 に

現 在 の よ う な 内 容 で 政 令 を 出 し て い た わ け で す が 、 立 法 の 過 程 を そ

                                                  
2 1 7  朝 長 秀 樹 氏 (座 談 会 当 時  日 本 税 制 研 究 所 代 表 理 事  税 理 士 )  
2 1 8  ロ ー タ ス 2 1 編 「 解 説 記 事 （ 座 談 会 行 為 計 算 否 認 と 最 近 の 法 人 税 税 務

事 例 」『 T & A m a s t e r』 第 4 6 5 巻 （ 新 日 本 法 規 出 版 ， 2 0 1 2） 3 3 頁  
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の ま ま 残 し て お い た 方 が よ い と 考 え て 、 最 終 的 な 結 論 と は 違 っ て も 、

そ の ま ま 残 す こ と と し ま し た 。」 と 述 べ 、 さ ら に 続 け て 、「 要 件 を 提

示 さ せ て い た だ き 、 中 身 に つ い て 阿 部 さ ん 2 1 9と お 話 し た 後 に 、 も う

少 し 緩 和 し た 部 分 が あ っ て 、『一 、三 、四 、五 』で あ っ た も の を 、三 、

四 を 落 と し て 、『 一 、五 』と し た わ け で す 。こ れ は 、も う 少 し 緩 和 し

た 方 が 皆 さ ん の 使 い 勝 手 が い い だ ろ う と い う こ と で 、 私 の 判 断 で そ

う い う こ と に さ せ て い た だ き ま し た 2 2 0。」と 述 べ て い る 。使 い 勝 手 を

良 く す る た め に 法 第 5 7 条 第 3 項 が 求 め る 課 税 要 件 を 立 案 者 の 判 断

で 緩 和 し た と す る こ の 発 言 は 、 極 め て 重 大 で あ り 、 看 過 で き な い 内

容 を 含 む も の と 言 わ ざ る を 得 な い 。  

前 述 の と お り 、み な し 共 同 事 業 要 件 は 、「 基 本 的 考 え 方 」が 示 し た

共 同 事 業 要 件 の 主 要 な 3 要 件 の う ち の 事 業 関 連 性 要 件 と 適 格 要 件 の

中 で は 規 模 類 似 要 件 の 代 替 要 件 と し て の 位 置 づ け 程 度 で あ る 特 定

役 員 引 継 要 件 を 満 た す こ と で み な し 共 同 事 業 要 件 の 充 足 を 認 め 、 未

処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ を 認 め て い る 。こ れ は 、法 第 5 7 条 第 3 項 が 示 し

た 委 任 の 目 的 、 内 容 、 程 度 を 斟 酌 す る と き 、 み な し 共 同 事 業 要 件 は

技 術 的 細 目 的 事 項 に 限 定 し た 規 定 と な っ て い る と い え る だ ろ う か 。

法 第 5 7 条 第 3 項 は 「 当 該 適 格 合 併 が 共 同 で 事 業 を 営 む た め の 合 併

と し て 政 令 で 定 め る も の に 該 当 す る 場 合 」 と し て お り 、 少 な く と も

前 述 の 主 要 三 要 件 の 充 足 を 求 め て い る と 筆 者 は 考 え る 。 特 定 役 員 引

継 要 件 に 意 味 を 持 た せ る と す れ ば 、 事 業 規 模 要 件 の 代 替 要 件 と す る

程 度 ま で の は ず で あ る 。 ま た 、 当 然 な が ら 、 従 業 員 引 継 要 件 も 加 え

な け れ ば な ら な い 。  

                                                  
2 1 9  阿 部 泰 久 氏 （ 座 談 会 当 時  日 本 経 済 団 体 連 合 会 経 済 基 盤 本 部 長 ）  
2 2 0  ロ ー タ ス 2 1 編 ， 前 掲 書 「 座 談 会 行 為 計 算 の 否 認 と 最 近 の 法 人 税 税 務

事 例 」 3 3 頁  



 

210 
 

こ の よ う に 見 た と き 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 法 律 の 委 任 の 範 囲

を 逸 脱 し た 違 法 な 規 定 で あ る と 判 断 す べ き で あ る 。  

第 4節  む す び  

本 章 で は 、 前 章 で 挙 げ た 論 点 に 関 し て 検 証 を 行 っ た 。  

ま ず 、 第 一 の 論 点 は 、 実 質 的 に 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る か ど う

か を 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ の 条 件 と し た こ と の 是 非 に つ い て で あ

る 。  

こ の 点 に 関 し て は 、 も と も と 、 適 格 合 併 が 否 認 さ れ な い 限 り 、 法

人 税 法 は 再 編 成 前 と 再 編 成 後 と に 経 済 実 態 の 変 更 が な い こ と を 認

定 し て い る 。 そ う だ と す る と 、 あ た か も 実 質 的 に 共 同 事 業 の 継 続 の

実 態 が あ る こ と が 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 す る 条 件 で あ る か の

よ う な 認 識 は 誤 り で あ り 、 あ く ま で も 外 形 的 に そ の 要 件 に 該 当 す る

の か ど う か で 判 断 す べ き で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

第 二 の 論 点 は 、 課 税 要 件 明 確 主 義 の 観 点 か ら 、 未 処 理 欠 損 金 の 引

継 ぎ 要 件 の 解 釈 は い か に あ る べ き か と い う 点 で あ る 。  

課 税 要 件 明 確 主 義 に 立 て ば 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 一 義 的 で 明

確 な も の で あ る は ず で あ り 、 そ の 要 件 を 形 式 的 に 満 た す 限 り 、 未 処

理 欠 損 金 の 引 継 ぎ は 認 め ら れ な け れ ば な ら な い は ず で あ る 。  

む し ろ 問 題 は 、 特 定 役 員 の 引 継 ぎ と い う 事 象 に 、 な ぜ こ の よ う な

重 大 な 判 断 基 準 を 置 い た の か と い う 点 で は な い だ ろ う か 。 旧 令 第

1 1 2 条 第 7 項 が 「 合 併 の 時 点 」 で 特 定 役 員 で あ っ た も の と い う こ と

に 視 点 を 置 い て い る こ と も 含 め て 、 む し ろ 、 こ の 引 継 ぎ 要 件 自 体 に

重 大 な 欠 陥 が あ る と い わ ざ る を 得 な い の で あ る 。  

第 三 の 論 点 は 、 法 人 税 法 施 行 令 に 定 め ら れ た 未 処 理 欠 損 金 の 引 継

ぎ 要 件 そ の も の が 、 租 税 法 律 主 義 に 抵 触 す る も の で は な い か と い う
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点 で あ る 。  

過 去 の 判 例 で は 、 課 税 要 件 の う ち 基 本 的 事 項 は 法 律 で 定 め る こ と

が 求 め ら れ 、 法 律 の 委 任 を 受 け て 定 め ら れ る 課 税 要 件 は 、 な る べ く

一 義 的 で 明 確 で な け れ ば な ら ず 、 技 術 的 細 目 的 事 項 に 限 ら れ て い る

と い う こ と で あ る 。  

と こ ろ が 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 事 業 の 相 互 関 連 性 要 件 と 特 定

役 員 引 継 要 件 を 満 た す こ と を 求 め た だ け で あ っ た 。 共 同 事 業 を 営 む

場 合 の 適 格 要 件 に つ い て は 、 事 業 関 連 性 要 件 、 規 模 類 似 要 件 、 従 業

員 引 継 要 件 を 主 要 な 要 件 と 位 置 付 け て い た 点 か ら 考 え て も 、法 第 5 7

条 第 3 項 は 、 共 同 事 業 要 件 に 準 じ た 形 で み な し 共 同 事 業 要 件 が 定 め

ら れ る こ と を 求 め た と 考 え る こ と が 至 当 で は な い だ ろ う か 。 と こ ろ

が 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 事 業 の 相 互 関 連 性 要 件 と 特 定 役 員 引 継

要 件 を 満 た す こ と を 求 め た だ け で あ っ た 。  

当 時 の 立 法 担 当 者 の 「 も う 少 し 緩 和 し た 方 が 皆 さ ん の 使 い 勝 手 が

い い だ ろ う と い う こ と で 、 私 の 判 断 で そ う い う こ と に さ せ て い た だ

き ま し た 」 と い う 発 言 と 併 せ て 考 え る と き 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 が

租 税 法 律 主 義 に 反 す る の で は な い か と い う 疑 念 を 拭 い 去 る こ と は

で き な い 。  

支 配 関 係 の 継 続 期 間 の 短 縮 、 共 同 事 業 要 件 そ の も の の 緩 和 に よ る

み な し 共 同 事 業 要 件 の 適 切 化 が 必 要 と 筆 者 は 考 え る 。  
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第 5 部  合 併 の 本 質 と 合 併 税 制 の 問 題 点  

組 織 再 編 税 制 が 法 人 税 法 本 法 に 平 成 1 3 年 に 導 入 さ れ て 以 来 す で に

か な り の 年 月 を 数 え て き た 。実 務 的 に は 定 着 し 、問 題 点 の 指 摘 や 改 善

へ の 提 言 は 、 あ ま り 多 く は 聞 こ え て こ な い 。 第 ５ 部 の 主 題 は 、 組 織 再

編 税 制 、そ の 中 で も 我 が 国 に お い て も 古 い 歴 史 を 持 つ 合 併 税 制 に つ い

て 、 改 め て 検 討 す る こ と に あ る 。  

会 社 分 割 税 制 が 、 平 成 1 3 年 の 税 制 改 正 に よ っ て 新 た に 導 入 さ れ た

の に 対 し て 、 合 併 税 制 は 古 く か ら そ れ な り の 歴 史 を 積 み 上 げ て き た 。 

古 い 歴 史 を 持 つ と 述 べ た が 、組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ る ま で 、特 に

合 併 税 制 と 言 え る も の が 明 確 に 存 在 し て い た わ け で は な い 。商 法 及 び

旧 法 人 税 法 の 合 併 に 関 連 す る 規 定 か ら 類 推 さ れ る 解 釈 か ら 、慣 例 的 に

簿 価 引 継 ぎ が 行 わ れ て き た と い っ た 方 が よ い の か も し れ な い 。  

合 併 税 制 は 、第 3 部 で 論 じ た 会 社 分 割 税 制 の よ う な 構 造 的 な 問 題 を

内 包 し て い な い 。 し た が っ て 、 そ の 問 題 点 は 、 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ を

認 め る べ き か 、認 め る と す れ ば ど の よ う な 条 件 下 で 認 め る べ き か と い

う 繰 越 欠 損 金 の 引 継 ぎ の 問 題 と 、合 併 に 際 し て 簿 価 引 継 ぎ に 制 限 を か

け る べ き な の か ど う か 、か け る と す る と ど の よ う な 制 限 で あ る べ き か

と い う 、 適 格 要 件 の 問 題 と に 集 約 さ れ る と 筆 者 は 考 え て い る 。  

従 来 は 、被 合 併 法 人 が 有 す る 繰 越 欠 損 金 は 一 切 引 継 ぎ が 認 め ら れ て

は い な か っ た が 、組 織 再 編 税 制 の 整 備 に 際 し て 、原 則 と し て 引 継 ぎ が

認 め ら れ る こ と と な っ た 。こ の 問 題 に 関 し て は 、第 4 部 で 論 じ た よ う

に 租 税 回 避 の 問 題 と し て 、大 き な 租 税 訴 訟 事 案 が 発 生 し 、そ の 結 果 と

し て 、 多 岐 に わ た る 問 題 点 が 明 ら か に な っ た 。  

そ し て も う 一 つ の 論 点 で あ る 、合 併 税 制 は い か に あ る べ き か を 論 じ

る と き 、そ の 議 論 の 原 点 と し て 、合 併 の 本 質 は い ず れ に あ る の か を も
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う 一 度 確 認 す る 必 要 が あ る と 筆 者 は 考 え る 。 現 行 税 法 が 、 も し 、 こ の

本 質 論 か ら 大 き く 逸 脱 し た 処 理 を 求 め 、そ の こ と が 、経 済 的 中 立 あ る

い は 課 税 の 公 平 と い う 税 法 の 本 義 に 抵 触 し て い る の で あ れ ば 、当 然 に

是 正 さ れ な け れ ば な ら な い 。  

組 織 再 編 税 制 は 、そ の 基 本 的 な 考 え 方 に お い て 、資 産 の 移 転 を 伴 う

組 織 再 編 成 を 、一 つ の 統 一 的 な 考 え 方 の も と に 再 構 築 す る こ と を き わ

め て 厳 格 に 守 っ て 規 定 さ れ た 。つ ま り 、少 な く と も 会 社 分 割 税 制 と 合

併 税 制 の 考 え 方 は 、 完 全 に 平 仄 を 合 わ せ て い る と み る こ と が で き る 。 

し か し 、当 時 の 政 府 税 制 調 査 会 や 、そ の 下 部 組 織 で あ る 法 人 課 税 小

委 員 会 等 の 議 事 録 や 資 料 を 見 て も 、合 併 に 関 す る 本 質 論 的 な 議 論 が 行

わ れ た 形 跡 は は ほ と ん ど な い 。  

ま た 、本 質 論 を 離 れ て も 、現 行 の 適 格 要 件 が 経 済 的 制 約 要 素 と な っ

て い な い の か と い っ た 視 点 も き わ め て 重 要 で あ り 、適 時 開 示 資 料 等 を

足 が か り と し て 、実 際 に 行 わ れ て い る 合 併 の 状 況 に つ い て 検 証 を 加 え

た い と 考 え て い る 。  
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第 1 2章  合 併 の 本 質 論 と 合 併 税 制  

平 成 1 3 年 の 組 織 再 編 税 制 導 入 前 の 合 併 税 制 に お い て は 、 簿 価 引 継

ぎ が 容 認 さ れ て い た 。こ の 合 併 に お け る 税 制 を 、平 成 1 3 年 の 組 織 再 編

税 制 は 、 大 き く 転 換 さ せ る こ と と な っ た 。  

合 併 を ど の よ う に 捉 え る か に つ い て は 種 々 の 見 解 が あ る が 、 現 行 税

法 は 、 基 本 的 に は 、 被 合 併 法 人 の 課 税 関 係 を 合 併 法 人 に 継 続 さ せ る と

い う 観 点 に 立 っ て い る と 考 え ら れ る 。 と こ ろ が 、 そ の よ う な 趣 旨 に 立

ち な が ら 、 ど の よ う な 意 図 で 適 格 要 件 が 定 め ら れ た の か 、 判 然 と し な

い の で あ る 。  

本 章 で は 、 も う 一 度 合 併 と は 何 な の か と い う 合 併 の 本 質 論 に 立 ち 返

り 、 導 入 前 の 段 階 に お け る 経 済 界 の 要 望 が ど の よ う な も の で あ っ た の

か と い っ た 点 も 考 慮 に 入 れ な が ら 、 現 行 の 合 併 税 制 の 問 題 点 を 検 討 す

る 。  

第 1節  合 併 の 本 質  

1 .  人 格 合 一 説 と 現 物 出 資 説  

合 併 の 本 質 論 に 関 し て は 、 従 来 か ら 「 人 格 合 一 説 」 と 「 現 物 出 資

説 」 の 2 つ の 学 説 が あ っ た 。  

「 人 格 合 一 説 」に 立 て ば 、「会 社 合 併 を 複 数 の 会 社 の 人 格 の 合 一 な

い し 複 数 の 会 社 の 合 同 と い う 物 権 的 効 果 を も た ら す 社 団 法 上 な い

し 組 織 法 上 の 一 種 特 別 な 契 約 と し て 捉 え 、 解 散 会 社 が そ の ま ま 新 設

会 社 ま た は 存 続 会 社 に 包 摂 さ れ る と い う 、 い わ ば 法 人 た る 会 社 自 身

の 併 合 ・ 人 格 の 合 一 化 こ そ が 会 社 合 併 の 目 的 ・ 内 容 で あ っ て 、 会 社

財 産 の 移 転 ・ 株 主 の 収 容 は こ の 人 格 合 一 の 結 果 と し て 生 ず る も の と
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理 解 2 2 1」 さ れ る こ と と な る 。  

逆 に 、現 物 出 資 説 に 立 て ば 、「合 併 を 人 格 の 合 一 と 捉 え た の で は 、

合 併 を 常 識 的 に 捉 え た に す ぎ ず 、 合 併 に 関 す る 法 律 問 題 の 解 決 の た

め に 確 実 な 拠 点 を 与 え な い か ら 、 こ れ は 一 種 の 比 喩 的 、 浪 漫 的 説 明

の 範 囲 を 出 な い も の と 批 判 し 、 会 社 合 併 の 本 質 は 、 解 散 会 社 の 営 業

全 部 を 現 物 出 資 と す る 存 続 会 社 の 資 本 増 加 （ 吸 収 合 併 の 場 合 ） ま た

は 新 会 社 の 設 立（ 新 設 合 併 の 場 合 ）で あ る と 主 張 す る 2 2 2」の で あ る 。  

上 記 2 つ の 考 え 方 の う ち 、 ど ち ら を 合 併 の 本 質 と と ら え る か に よ

っ て 、 合 併 の 処 理 は 異 な る こ と と な る 。 す な わ ち 、 現 物 出 資 説 を 合

併 の 本 質 と と ら え れ ば 、 合 併 に よ り 消 滅 す る 会 社 の 資 産 負 債 を 存 続

会 社 に 現 物 出 資 す る と 考 え る 以 上 、 そ れ は 時 価 に よ り 行 わ れ 、 利 益

剰 余 金 等 は 引 き 継 が れ な い こ と な る 。 ま た 、 消 滅 会 社 の 株 主 は そ の

会 社 の 時 価 相 当 額 の 株 式 を 取 得 す る こ と に な る 。  

一 方 、 合 併 を 人 格 の 合 一 、 承 継 と み れ ば 、 特 別 な 契 約 を も っ て 複

数 の 会 社 が 一 つ の 会 社 に な る の で あ っ て 、 そ の 消 滅 会 社 の す べ て の

状 況 が 継 続 さ れ な け れ ば な ら な い こ と に な る 。 し た が っ て 、 す べ て

の 資 産 負 債 は 、 簿 価 で 引 き 継 が れ 、 当 然 利 益 剰 余 金 等 も 、 そ の 構 成

を 変 え る こ と な く 引 き 継 が れ る こ と に な る 。  

こ こ で 言 え る こ と は 、 合 併 を 資 産 負 債 の 譲 渡 と み る 現 行 組 織 再 編

税 制 の 考 え 方 は 、 少 な く と も 理 論 上 は 存 在 し な か っ た と い う こ と で

あ る 。  

2 .  商 法 上 の 立 場  

                                                  
2 2 1  大 賀 祥 充 「『 会 社 合 併 の 本 質 』 考 」『 法 学 研 究 』 第 7 0 巻 第 1 号 （ 慶 應

義 塾 大 学 法 学 研 究 会 ， 1 9 9 7） 1 9 8 頁  
2 2 2  同 上 書 ， 1 9 8 頁  
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昭 和 4 4 年 に 編 纂 さ れ た 「 体 系 会 計 学 辞 典 」 で は 、「 商 法 は 現 物 出

資 説 に 立 つ と い わ れ る 。 そ の 理 由 と し て 、 合 併 差 益 を 資 本 準 備 金 と

し て 積 み 立 て る こ と を 要 求 し て い る 規 定 2 2 3が 挙 げ ら れ る 。」と し て 、

商 法 自 体 の 規 定 振 り に つ い て の 解 釈 は 現 物 出 資 説 だ と し て い る 。 し

か し 、 研 究 者 の 立 場 か ら み る と 「 こ の 説 を 唱 え る 商 法 学 者 は き わ め

て 少 な い 」 と し て 人 格 合 一 説 は 「 合 併 を も っ て 、 消 滅 会 社 の 人 格 が

存 続 会 社 ま た は 新 設 会 社 に そ の ま ま 承 継 さ れ る 、 い わ ば 人 格 の 合 一

化 ま た は 人 格 の 合 併 で あ る と す る も の で あ る 。 こ れ は 合 併 の 法 律 的

説 明 と し て は 通 説 と さ れ て い る と こ ろ で あ る 2 2 4。」と 解 説 し て い る 。

商 法 の 規 定 振 り は と も か く 、 合 併 を 純 粋 に 法 的 な 側 面 で 見 た と き 、

人 格 そ の も の を 包 括 的 に 承 継 す る 以 上 、 人 格 合 一 説 を 支 持 す る 商 法

学 者 が 大 勢 を 占 め て い た と 考 え ら れ る の で あ る 。  

宮 島 司 氏 は 「 合 併 は そ れ 自 体 が 会 社 法 上 の 単 一 の 行 為 で あ っ て 、

こ の 場 合 に お け る 解 散 ・ 新 株 発 行 ・ 設 立 は 、 そ れ ぞ れ が 独 立 の 法 律

要 件 と し て 別 々 に 法 律 効 果 を も た ら す も の で は な く 、 合 併 と い う 一

個 の 法 律 要 件 の 中 に 、 そ の 構 成 要 素 と し て 含 ま れ て い る も の で あ る 。

合 併 が 法 人 格 の 合 一 を 目 的 と す る 法 律 行 為 で あ る と い う の は そ の

                                                  
2 2 3  旧 商 法 第 2 8 8 条 の 2 第 １ 項 第 5 号 に お い て は 「 合 併 に 因 り 消 滅 し た

る 会 社 よ り 承 継 し た る 財 産 の 価 額 が 其 の 会 社 よ り 承 継 し た る 債 務 の 額 、

其 の 会 社 の 株 主 に 支 払 ひ た る 金 額 及 第 4 0 9 条 の 2 の 規 定 に 依 り 其 の 会 社

の 株 主 に 移 転 し た る 株 式 に 付 会 計 帳 簿 に 記 載 し た る 価 額 の 合 計 額 並 に 存

続 す る 会 社 の 増 加 し た る 資 本 の 額 又 は 合 併 に 因 り 設 立 し た る 会 社 の 資 本

の 額 を 超 ゆ る と き は 其 の 超 過 額 」 を 資 本 準 備 金 と し て 積 み 立 て る こ と を

要 求 し て い た 。し か し 、昭 和 3 8 年 改 正 に お い て 、同 条 第 2 項 と し て「 第

1 項 第 5 号 の 超 過 額 中 合 併 に 因 り 消 滅 し た る 会 社 の 利 益 準 備 金 其 の 他 会

社 に 留 保 し た る 利 益 の 額 に 相 当 す る 金 額 は 之 を 資 本 準 備 金 と 為 さ ざ る こ

と を 得  此 の 場 合 に 於 て は 其 の 利 益 準 備 金 の 額 に 相 当 す る 金 額 は 之 を 合

併 後 存 続 す る 会 社 又 は 合 併 に 因 り 設 立 し た る 会 社 の 利 益 準 備 金 と 為 す こ

と を 要 す 」 と の 規 定 が 追 加 さ れ た 。  
2 2 4  木 村 重 義 編 『 体 系 会 計 学 辞 典 』（ ダ イ ヤ モ ン ド 社 ， 1 9 6 9） 4 6 9 頁  
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こ と を 意 味 す る（ 特 殊 な 社 団 法 上 の 契 約 ）。し た が っ て 、合 併 を も っ

て 、 現 物 出 資 を も っ て す る 新 株 発 行 ま た は 会 社 の 設 立 と 解 し 、 そ の

目 的 物 が 会 社 の 全 財 産 で あ る と こ ろ に 、 通 常 の 現 物 出 資 に 対 す る 特

色 が あ る と す る 現 物 出 資 説 は と り え な い 。」と し「 す な わ ち 、合 併 は 、

一 面 に お い て は 、 資 本 増 加 ま た は 設 立 に 向 か っ て 進 行 す る 手 続 で あ

る が 、 他 面 で は 、 会 社 が 消 滅 し て 行 く 手 続 で あ り 、 こ の 二 面 が 不 可

分 に 結 合 し 、 結 局 会 社 が 合 体 す る こ と に そ の 本 質 が あ る か ら で あ る

2 2 5。」 と の 解 釈 を 示 さ れ て い る 。  

次 に 、平 成 1 5 年 に 施 行 さ れ た 現 行 会 社 法 に お い て 、合 併 に つ い て

ど の よ う な 本 質 論 的 な 立 場 が と ら れ る こ と に な っ た か で あ る が 、 神

田 秀 樹 氏 は 「 会 社 が 合 体 す る 組 織 法 上 の 特 別 の 契 約 で あ る と 考 え る

見 解 （ 人 格 合 一 説 ） と 消 滅 会 社 が す べ て の 財 産 を 現 物 出 資 し 、 存 続

会 社 が 株 式 を 発 行 し ま た は 新 設 会 社 が 設 立 さ れ る と 考 え る 見 解 （ 現

物 出 資 説 ）と が 対 立 し て き た 。」と し て「 債 務 超 過 の 会 社 を 消 滅 会 社

と す る 合 併 は で き な い と 解 さ れ て き た が （ た だ し 例 外 的 場 合 あ り ）、

こ れ は 後 者 の ほ う が 説 明 が し や す い 。 し か し 、 現 物 出 資 説 は 、 消 滅

会 社 が 合 併 に よ り 清 算 を 必 要 と せ ず に 当 然 消 滅 す る 面 を 説 明 で き

な い 。」と し て 、い ず れ の 説 を と る に し て も 、現 行 制 度 と は 矛 盾 が あ

る 点 を 指 摘 し た う え で 、「 い ず れ に せ よ 、今 日 で は 、ど ち ら の 見 解 を

と っ て も 具 体 的 問 題 の 解 決 に 差 異 は な い 2 2 6」 と し て 、 ご 自 身 の は っ

き り と し た 見 解 は 示 さ れ て い な い 。 ま た 、 岸 田 雅 雄 氏 も ま っ た く 同

様 の 考 え 方 を 示 さ れ て 2 2 7、 合 併 の 本 質 論 に 関 し て は 、 そ の 立 場 を 明

                                                  
2 2 5  宮 島 司「 合 併 法 制 そ の 手 続 的 ・ 理 論 的 課 題 」『 判 例 タ イ ム ズ 』第 5 4 巻

第 1 8 号 （ 判 例 タ イ ム ズ 社 ， 2 0 0 3） 1 3 頁  
2 2 6  神 田 秀 樹 ， 前 掲 書 『 法 律 学 講 座 双 書  会 社 法 （ 第 1 3 版 ）』 3 1 9 頁  
2 2 7  岸 田 雅 雄 ， 前 掲 書 『 ゼ ミ ナ ー ル 会 社 法 入 門 』 4 5 7 頁  
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確 に は さ れ て い な い 。  

3 .  会 計 上 の 立 場  

會 田 義 雄 氏 は 昭 和 5 1 年 当 時 の 著 書 の 中 で 「 合 併 の 本 質 は 会 計 理

論 で は 現 物 出 資 説 が 通 説 で あ る が 、 商 法 解 釈 と し て は 人 格 承 継 説 が

通 説 と 解 さ れ て い る 2 2 8。」と し て 、会 計 理 論 上 の 通 説 が 現 物 出 資 説 で

あ る と の 判 断 を 示 さ れ て い る 。 山 枡 忠 恕 氏 は そ の 理 由 を 、 合 併 差 益

が 生 ず る 前 提 と し て 、 両 者 の 自 己 資 本 評 価 の 過 程 が 存 在 す る と し た

う え で 、「も し も そ の 点 に 着 目 す る な ら ば 、こ の 合 併 差 益 と い う の は 、

存 続 会 社 な り 新 設 会 社 な り が 、 同 社 の 資 本 評 価 額 と 消 滅 会 社 の 資 本

評 価 額 と の 差 額 だ け 、 後 者 の 株 主 か ら こ れ を 別 途 に 徴 収 す る 代 わ り

に 、 こ れ に 交 付 す る 株 式 の 割 当 を 減 額 す る こ と に よ っ て 生 ま れ る も

の で あ る と 解 釈 す る こ と が で き よ う 。 し て み る と 、 合 併 差 益 も ま た

株 式 の 発 行 に 伴 っ て 発 生 す る 広 義 の 払 込 剰 余 金 の 一 種 」 で あ る と し

て 、 こ れ は 「 株 式 発 行 差 金 な ど と も 、 そ の 性 格 に お い て さ し て 大 差

の な い 項 目 で あ る よ う に 思 え る 2 2 9」 と 述 べ ら れ て い る 。  

上 記 の よ う な 会 計 理 論 の 立 場 は 、 企 業 会 計 原 則 が 「 注 解 1 9」 に お

い て 合 併 差 益 を 原 則 と し て 資 本 剰 余 金 と し て い る 2 3 0 こ と に も 表 れ

て い る 。  

こ の よ う な 伝 統 的 な 会 計 学 の 考 え 方 も 、 平 成 1 5 年 に 公 表 さ れ た

「 企 業 結 合 に 係 る 会 計 基 準 の 設 定 に 関 す る 意 見 書 」 と そ れ に 続 く 平

成 2 0 年 の 改 正 基 準 に よ っ て 大 き く 変 化 す る こ と と な っ た 。  

                                                  
2 2 8  會 田 義 雄 『 会 計 学 』（ 国 元 書 房 ， 1 9 7 6） 1 7 2 頁  
2 2 9  山 枡 忠 恕 『 増 補 改 訂  近 代 会 計 理 論 （ 学 習 版 」 第 5 版 ）（ 国 元 書 房 、

1 9 7 4 年 ） 2 3 4 頁  
2 3 0  た だ 、な お 書 き と し て「 合 併 差 益 の う ち 消 滅 し た 会 社 の 利 益 剰 余 金 に

相 当 す る 金 額 に つ い て は 、資 本 剰 余 金 と し な い こ と が で き る 。」と し て い

る 。  
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図 表 1 2 - 1  企 業 結 合 の 種 類 別 会 計 処 理 の 方 法  

企 業 結 合 の 種 類  定 義  会 計 処 理 方 法  

取 得  あ る 企 業 が 他 の 企 業

又 は 企 業 を 構 成 す る

事 業 に 対 す る 支 配 を

獲 得 す る こ と （ 共 同

支 配 企 業 の 形 成 及 び

共 通 支 配 下 の 取 引 以

外 の 企 業 結 合 ）  

被 取 得 企 業 又 は 取 得 し

た 事 業 の 取 得 原 価 は 、

原 則 と し て 、 取 得 の 対

価（ 支 払 対 価 ）と な る 財

の 企 業 結 合 日 に お け る

時 価 で 算 定 す る 。 支 払

対 価 が 現 金 以 外 の 資 産

の 引 渡 し 、 負 債 の 引 受

け 又 は 株 式 の 交 付 の 場

合 に は 、 支 払 対 価 と な

る 財 の 時 価 と 被 取 得 企

業 又 は 取 得 し た 事 業 の

時 価 の う ち 、 よ り 高 い

信 頼 性 を も っ て 測 定 可

能 な 時 価 で 算 定 す る 。  

共 同 支 配 企 業 の 形 成  複 数 の 独 立 し た 企 業

が 契 約 等 に 基 づ き 、

当 該 共 同 支 配 企 業 を

形 成 す る 企 業 結 合 を

い う 。（「 共 同 支 配 企

業 」と は 、複 数 の 独 立

し た 企 業 に よ り 共 同

で 支 配 さ れ る 企 業 を

い う ）  

共 同 支 配 投 資 企 業 か ら

移 転 す る 資 産 及 び 負 債

を 、 移 転 直 前 に 共 同 支

配 投 資 企 業 に お い て 付

さ れ て い た 適 正 な 帳 簿

価 額 に よ り 計 上 す る 。  

共 通 支 配 下 の 取 引  結 合 当 事 企 業 （ 又 は

事 業 ）の す べ て が 、企

業 結 合 の 前 後 で 同 一

の 株 主 に よ り 最 終 的

に 支 配 さ れ 、か つ 、そ

の 支 配 が 一 時 的 で は

な い 場 合 の 企 業 結 合

を い う 。  

共 通 支 配 下 の 取 引 に よ

り 企 業 集 団 内 を 移 転 す

る 資 産 及 び 負 債 は 、 原

則 と し て 、 移 転 直 前 に

付 さ れ て い た 適 正 な 帳

簿 価 額 に よ り 計 上 す

る 。  

(出 所 ： 財 務 会 計 基 準 機 構 『 企 業 会 計 基 準 第 2 1 号  企 業 結 合 に 関 す

る 会 計 基 準 』 よ り 筆 者 作 成 ）  

平 成 1 5 年 の 意 見 書 で は 、 ま ず は 「 企 業 結 合 の 経 済 的 実 態 に 応 じ

て 、 い わ ゆ る パ ー チ ェ ス 法 （ 被 結 合 企 業 か ら 受 け 入 れ る 資 産 及 び 負
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債 の 取 得 原 価 を 、 対 価 と し て 交 付 す る 現 金 及 び 株 式 等 の 時 価 （ 公 正

価 値 ） と す る 方 法 ） と 持 分 プ ー リ ン グ 法 （ す べ て の 結 合 当 事 企 業 の

資 産 、 負 債 及 び 資 本 を 、 そ れ ぞ れ の 適 切 な 帳 簿 価 額 で 引 継 ぐ 方 法 ）

の 両 者 を 使 い 分 け る 取 扱 い 2 3 1」 が 認 め ら れ る こ と に な っ た 。  

そ し て 「 平 成 2 0  年 改 正 会 計 基 準 で は そ れ ら の 影 響 も 比 較 衡 量 し

て 、 会 計 基 準 の コ ン バ ー ジ ェ ン ス を 推 進 す る 観 点 か ら 、 従 来 『 持 分

の 結 合 』 に 該 当 し た 企 業 結 合 の う ち 、 共 同 支 配 企 業 の 形 成 以 外 の 企

業 結 合 に つ い て は 取 得 と な る も の と し て 、 パ ー チ ェ ス 法 に よ り 会 計

処 理 を 行 う こ と と し た 。 こ の 結 果 、 持 分 プ ー リ ン グ 法 は 廃 止 さ れ る

こ と と な っ た 2 3 2。」の で あ る 。そ の 結 果 、図 表 1 2 - 1 の と お り 現 在 の

合 併 法 人 の 会 計 上 の 受 入 価 額 は 、 共 同 支 配 企 業 の 形 成 及 び 共 通 支 配

下 の 取 引 に 該 当 す る 場 合 に は 簿 価 で 、 そ れ 以 外 の 取 得 と 認 識 さ れ る

場 合 に は 時 価 と い う こ と に な っ て い る 。  

そ の 意 味 で は 、 従 来 の 人 格 合 一 説 あ る い は 現 物 出 資 説 と は 違 っ た

視 点 で 合 併 を と ら え て お り 、従 来 の 人 格 合 一 説 的 立 場 か ら 、取 得（ 被

合 併 法 人 側 か ら 見 れ ば 譲 渡 ） と 認 識 さ れ る 部 分 を 分 離 し た と も い え

る の で あ る 。 税 法 が こ の 立 場 を 支 持 し て 、 同 様 の 考 え 方 を 採 用 す る

こ と は あ り 得 る が 、 そ の 考 え 方 は 採 用 し て い な い 。  

4 .  組 織 再 編 税 制 導 入 前 の 法 人 税 法 上 の 立 場  

で は 法 人 税 法 は ど の よ う な 視 点 に 立 っ て い た の で あ ろ う か 。  

組 織 再 編 税 制 導 入 以 前 の 法 人 税 法 (以 下 「 旧 法 人 税 法 」 と い う )で

は 、 特 に 合 併 に 関 す る 定 め は な い 。 商 法 の 解 釈 、 旧 法 人 税 法 等 の 解

釈 か ら 、 実 質 的 に 簿 価 引 継 ぎ が 行 わ れ て き た こ と は 前 述 の と お り で

                                                  
2 3 1  財 務 会 計 基 準 機 構 『 企 業 会 計 基 準 第 2 1 号  企 業 結 合 に 関 す る 会 計 基

準 』（ 企 業 会 計 基 準 委 員 会 ， 最 終 改 正 平 成 2 5 年 9 月 1 3 日 ） 1 7 頁  
2 3 2  同 上 書 ， 2 0 頁  
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あ る 。 こ れ ら の 関 連 規 定 は 、 組 織 再 編 税 制 の 導 入 に よ り す べ て 廃 止

さ れ て い る 。  

吉 牟 田 勲 氏 は 、 「 合 併 の 税 務 の 中 心 は 、 解 散 と 同 じ く 、 法 人 の 組

織 体 の 終 了（ 被 合 併 法 人 ）に 伴 う 法 人 所 得 の 最 終 的 課 税 (清 算 所 得 課

税 )で あ る 2 3 3。」 と し て 、 税 務 上 の 合 併 の 視 点 は 被 合 併 法 人 の 清 算 所

得 に 対 す る 課 税 を ど う 考 え る か に あ る と し た う え で 、「し か し 、合 併

と 解 散 に つ い て の 合 併 税 務 の 中 心 で あ る こ の 清 算 所 得 課 税 の 考 え

方 は 、 異 な っ て い る 。 す な わ ち 、 解 散 の 場 合 は 、 法 人 が な く な る の

で 、 そ の 資 産 の 含 み 益 を 強 制 的 に す べ て 計 上 さ せ 、 清 算 所 得 の 課 税

が 行 わ れ る 。 こ れ に 対 し 、 合 併 の 場 合 は 、 合 併 法 人 が 継 続 し 、 営 業

を 続 け て い く の で あ る か ら 、 通 常 の 事 業 活 動 を 行 っ て い る 法 人 と 同

じ く 、 取 得 原 価 主 義 に よ り 、 資 産 の 含 み 益 の 計 上 は 強 制 さ れ な い 」

と の 解 釈 を 示 さ れ て い る 。 つ ま り 、 被 合 併 法 人 の 事 業 を 合 併 法 人 が

引 継 ぐ 合 併 に お い て は 、 課 税 の 必 要 性 は な い と の 認 識 を 示 さ れ て い

る 。そ し て 、「 合 併 の 際 に 、法 人 の 必 要 に よ り 含 み 益 の 実 現 は 認 め ら

れ る が 、 強 制 は さ れ な い 。 す な わ ち 、 資 産 は 合 併 の 際 は 簿 価 引 継 が

認 め ら れ 、清 算 所 得 は 発 生 さ せ な い こ と が 、む し ろ 通 常 な の で あ る 。

合 併 の 税 務 の 中 心 で あ る 含 み 益 課 税 に つ い て 、 こ の 点 を 十 分 に 理 解

し て お く こ と が 肝 要 で あ る 2 3 4。」 と し て い る 。  

組 織 再 編 税 制 の 導 入 時 点 の 税 制 調 査 会 の 委 員 で あ っ た 水 野 忠 恒

氏 も 組 織 再 編 税 制 導 入 の 議 論 の 中 で 「 合 併 の 場 合 に は 取 得 価 額 、 帳

簿 価 額 を い わ ゆ る 被 合 併 法 人 か ら 合 併 法 人 に 引 継 ぐ と い う こ と が

認 め ら れ て き て お り ま す 。 で す か ら 、 合 併 と い う の は 従 来 、 よ く 言

                                                  
2 3 3  吉 牟 田 勲 ， 前 掲 書 「 合 併 ・ 減 資 の 税 務 研 究 （ 1）」 2 頁  
2 3 4  同 上 書 ， 2 頁  
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え ば 柔 軟 な 対 応 で す が 、 ど う い う 価 額 で 引 継 ぐ の か と い う と き に 、

そ れ は も っ ぱ ら 企 業 に 任 さ れ て お り ま し た の で 、 当 然 の こ と な が ら

課 税 関 係 が 生 じ な い よ う に 、 帳 簿 価 額 が そ の ま ま 合 併 す る 会 社 に 引

き 継 が れ た 。こ う い う よ う な 形 に な っ て い た わ け で す 。」と 述 べ ら れ

て い る 2 3 5。  

武 田 昌 輔 氏 は 、旧 法 の 合 併 に 対 す る 考 え 方 に つ い て 、「合 併 を も っ

て い わ ゆ る 現 物 出 資 と 考 え る こ と が 理 解 が 容 易 で あ る 。」 と し た う

え で 、「 課 税 上 、合 併 と 現 物 出 資 と の 異 な っ て い る の は 、被 合 併 会 社

の 合 併 会 社 へ 移 転 す る 資 産 に つ い て は 譲 渡 益 課 税 を 行 わ な い の に

対 し て 、 通 常 の 現 物 出 資 を し た 場 合 に は 、 そ の 行 為 を 譲 渡 と み て 譲

渡 益 に 対 す る 課 税 を 行 う こ と と し て い る こ と で あ る 。 こ の 点 が 合 併

と 基 本 的 に 異 な っ て い る と こ ろ で あ る 。 い い か え れ ば 、 本 来 は 合 併

で あ れ 、 現 物 出 資 で あ れ 、 こ れ を 受 け 入 れ た 側 （ つ ま り 合 併 会 社 、

現 物 出 資 受 入 会 社 ） に お い て は 、 資 本 増 加 と プ レ ミ ア ム （ も し あ れ

ば ） が 生 ず る だ け で あ る が 、 被 合 併 会 社 又 は 現 物 出 資 会 社 に お い て

は そ の 資 産 の 移 転 を も っ て と も に 譲 渡 と み な す べ き も の で あ ろ う 。」

と の 基 本 的 な 考 え 方 を 述 べ ら れ た う え で 、「し か し 、合 併 に お い て は 、

被 合 併 会 社 の 所 有 し て い た 一 部 の 資 産 の 移 転 で は な く て 、 全 人 格 的

に 合 併 会 社 に 投 入 す る と い う 法 制 が 採 ら れ て お り 、 い わ ば 単 な る 資

産 の 譲 渡 と は み て い な い と い う 点 か ら 、 税 法 上 で も 、 そ の 資 産 移 転

を も っ て キ ャ ピ タ ル ・ ゲ イ ン の 実 現 と は み て い な い の で あ る 。 こ の

こ と か ら 、 被 合 併 会 社 の あ る が ま ま の 状 態 で 合 併 会 社 に 合 一 し て い

る 場 合 に は 、 そ こ に は 何 ら の 課 税 問 題 は 生 じ な い 2 3 6」 と 結 論 付 け ら

                                                  
2 3 5  金 融 庁 ， 前 掲 「 税 制 調 査 会 『 第 1 2 回 法 人 課 税 小 委 員 会 議 事 録 』」  
2 3 6  武 田 昌 輔「 会 社 合 併 ・ 分 割 等 の 税 務 問 題 」『 企 業 会 計 』第 3 2 巻 第 7 号

（ 中 央 経 済 社 ， 1 9 8 0） 2 7 頁 ～ 2 8 頁  
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れ て い る 。 つ ま り 、 合 併 に お け る 資 産 の 移 転 を 現 物 出 資 と 整 理 し た

う え で 、 商 法 上 の 考 え 方 に 沿 っ て 、 キ ャ ピ タ ル ゲ イ ン の 実 現 と は み

な い と す る 税 法 上 の 見 解 を 示 さ れ て い る 。  

こ の 税 務 の 考 え 方 は 、 組 織 再 編 税 制 導 入 前 の 法 人 税 法 が 、 結 果 的

に は 人 格 合 一 説 的 な 考 え 方 を 受 け 入 れ て い た こ と を 示 し て い る と

筆 者 は 考 え る 。 合 併 が 単 な る 譲 渡 と 決 定 的 に 異 な る の は 、 基 本 的 に

担 税 力 が 生 じ な い 点 で あ る 。 対 価 の 柔 軟 化 に よ り 現 金 等 の 交 付 が 認

め ら れ る こ と と な っ た が 、 そ の 場 合 の み 課 税 を 実 現 す れ ば 十 分 な の

で は な い だ ろ う か 。  

第 2節  全 体 と し て の 整 合 性 を 重 視 し た 組 織 再 編 税 制  

合 併 を 資 産 の 譲 渡 と み る「 基 本 的 考 え 方 」に 沿 っ て 、平 成 1 3 年 の

改 正 法 人 税 法 第 6 2 条 で 「 内 国 法 人 が 合 併 又 は 分 割 に よ り 合 併 法 人

又 は 分 割 承 継 法 人 に そ の 有 す る 資 産 又 は 負 債 の 移 転 を し た と き は 、

当 該 合 併 法 人 又 は 分 割 承 継 法 人 に 当 該 移 転 を し た 資 産 及 び 負 債 の

当 該 合 併 又 は 分 割 の 時 の 価 額 に よ る 譲 渡 を し た も の と し て 、 当 該 内

国 法 人 の 各 事 業 年 度 の 所 得 の 金 額 を 計 算 す る 。」 と 定 め た こ と か ら 、

税 制 上 合 併 は 資 産 負 債 の 譲 渡 と さ れ る こ と と な っ た こ と は す で に

述 べ た と お り で あ る 。  

「 基 本 的 考 え 方 」 で は 、 会 社 分 割 等 の 組 織 法 上 の 再 編 の 場 合 に お

け る 整 合 性 の 問 題 と 、 同 じ 営 業 の 譲 受 で も 営 業 譲 渡 と 合 併 と で は 税

制 が 異 な る と い う 問 題 の 2 点 を 指 摘 し て い る 2 3 7。特 に 前 者 に つ い て

は 、 整 合 性 を 欠 く こ と に な れ ば 、 租 税 回 避 行 為 の 温 床 に な り か ね な

                                                  
2 3 7  後 者 の 問 題 は 、組 織 法 上 の 再 編 と 契 約 上 の 営 業 譲 渡 で 、経 済 実 態 が 同

じ 場 合 に 税 制 上 の 取 り 扱 い が 異 な る こ と を 問 題 視 し た も の で あ り 、 経 済

団 体 連 合 会 の 要 望 に も 含 ま れ て い た が 、 現 在 ま で の と こ ろ 、 こ の 点 に つ

い て は 税 制 上 の 手 当 て は さ れ て い な い 。  
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い と の 強 い 懸 念 を 表 明 し て い る 。  

危 惧 さ れ る の は 、 会 社 分 割 税 制 の 円 滑 な 導 入 を 最 大 の 目 的 と す る

組 織 再 編 税 制 の 導 入 作 業 の な か で 、 会 社 分 割 の 態 様 の 中 に 合 併 類 似

の も の が あ る こ と の 対 応 策 と し て 、 会 社 分 割 の 土 俵 の 上 に 合 併 を 並

べ 、 会 社 分 割 の 考 え 方 と 同 様 の 本 質 論 の 網 を か ぶ せ て し ま っ た の で

は な い か と い う 点 で あ る 。長 年 に わ た り 実 務 上 定 着 し て 、い わ ば「 慣

習 法 」 的 な 地 位 を 占 め て い た と さ え 思 え る 合 併 税 制 を 、 合 併 の 本 質

論 的 検 証 す ら な さ れ な い ま ま 、 合 併 も 資 産 の 譲 渡 と し て し ま っ た の

で あ る 。 こ れ は 、 正 し か っ た の だ ろ う か 。  

確 か に 、 分 割 型 分 割 に つ い て は 、 事 業 に 関 す る 権 利 義 務 を 移 転 し

て 、 そ の 対 価 と し て の 株 式 を 分 割 法 人 に 交 付 す る の で は な く 、 分 割

法 人 の 株 主 に 交 付 す る こ と か ら 、 形 態 と し て は 合 併 に 近 い と み る こ

と が で き る 。 特 に 吸 収 分 割 に 際 し て 、 分 割 法 人 の す べ て の 資 産 負 債

を 移 転 し て 、 そ の 後 分 割 会 社 が 清 算 す る 場 合 を 考 え る と 、 合 併 と そ

の 効 果 は 同 一 で あ る と い え る 2 3 8。  

「 基 本 的 考 え 方 」 が 指 摘 す る よ う に 、 全 体 の 整 合 性 を 保 つ 必 要 が

あ る こ と に 異 論 は な い が 、 会 社 分 割 の 形 態 は 大 き く 分 け て 合 併 型 と

現 物 出 資 型 と に 分 か れ る こ と を 考 え る と 、 整 合 性 の と り 方 、 特 に 適

格 要 件 の 設 定 に つ い て は 十 分 な 検 討 が 必 要 だ っ た は ず で あ る 。  

合 併 税 制 の 大 き な 変 更 に あ た っ て 、 合 併 の 本 質 論 か ら 導 き 出 さ れ

る あ る べ き 合 併 税 制 の 議 論 が 全 く さ れ な か っ た の は な ぜ だ ろ う か 。

資 産 の 一 部 が 任 意 的 に 切 り 出 さ れ る 会 社 分 割 と 資 産 負 債 を 含 む 権

利 義 務 の す べ て が 移 転 す る 合 併 と は 本 質 的 に 異 な る と 筆 者 は 考 え

                                                  
2 3 8  一 定 の 要 件 を 満 た す「 合 併 類 似 適 格 分 割 型 分 割 」に つ い て は 、欠 損 金

の 引 継 ぎ 等 に つ い て 適 格 合 併 と 同 様 の 扱 い が で き る こ と と さ れ て い た が 、

平 成 2 2 年 度 の 税 制 改 正 に よ り こ の 措 置 は 廃 止 さ れ て い る 。  
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る 。 合 併 類 似 型 の 会 社 分 割 に つ い て は 、 こ れ を 合 併 と み れ ば よ か っ

た の で は な い だ ろ う か 。  

第 3節  合 併 税 制 改 正 に 対 す る 経 済 界 の 認 識  

平 成 1 1 年 5 月 1 8 日 に 公 表 さ れ た 日 本 経 済 団 体 連 合 会 に よ る 「 わ

が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次 提 言 」 2 3 9を 見 る と 、 そ の 冒 頭

に 、「新 た な 環 境 に 企 業 が 迅 速 に 対 応 し て い く こ と が で き る よ う 、企

業 組 織 や 企 業 グ ル ー プ の 再 編 に 係 る 法 制 、 税 制 の 構 築 を 、 政 府 が 計

画 的 ・ 統 合 的 に 進 め て い く こ と が 不 可 欠 で あ る 。」と し た う え で 、会

社 分 割 法 制 の 創 設 に 関 し て 強 い 要 望 を 行 っ た 。 し か し 合 併 に 関 し て

は 、 図 表 1 2 - 2 で 示 す 通 り そ れ ほ ど 多 面 的 な 要 望 は な さ れ て い な い 。

合 併 に 関 す る 要 望 と し て は 、 合 併 の 際 、 許 認 可 の 移 転 を 円 滑 化 す る

こ と 、 企 業 年 金 制 度 の 問 題 解 消 が 挙 げ ら れ て い る だ け で あ る 。  

図 表 1 2 - 2 企 業 結 合 法 制 の 整 備 に 対 す る 日 本 経 済 団 体 連 合 会 の 要 望

（ １ ）  株 式 交 換 ・ 株 式 移 転 制 度 の 早 期 導 入  

※ 税 制 上 の 措 置 の 提 案  

①  「 特 定 親 会 社 」に 対 す る「 特 定 子 会 社 」に よ る 1 0 0％ 未 満 の

孫 会 社 株 式 の 譲 渡 に つ い て 、譲 渡 益 課 税 の 繰 延 べ を 講 ず る 。

②  株 式 移 転 に よ り 新 た に 親 会 社 と な る 会 社 を 設 立 す る 際 の

登 録 免 許 税 の 減 免 措 置 を 講 ず る 。  

（ ２ ）  独 占 禁 止 法 の 見 直 し  

※ 経 済 の グ ロ ー バ ル 化 の 進 展 に 伴 い 、企 業 は 、国 際 競 争 力 を

維 持 ・ 強 化 す る た め に 、国 境 を 超 え た 企 業 結 合 の 形 成 や 、大

胆 な 業 界 再 編 を 行 な う こ と が 必 要 と な っ て い る 。 国 際 的 な

市 場 に お け る 競 争 を 考 慮 す る な ど 、 独 占 禁 止 法 に お け る 企

業 結 合 規 制 の 見 直 し 、 な ら び に 運 用 の 一 層 の 弾 力 化 が 必 要

で あ る 。  

独 占 禁 止 法

の 運 用 弾 力

化 の 提 案  

合 併（ 第 1 5 条 ）・ 営 業 譲 渡（ 第 1 6 条 ）・ 株 式 取 得 に

係 る 規 制 （ 第 1 0 条 ） の 一 層 の 弾 力 的 運 用 が 必 要 で

あ る 。  

独 占 禁 止 法

改 正 の 提 案  

大 規 模 会 社 の 株 式 保 有 規 制（ 第 ９ 条 の ２ ）を 撤 廃 す

る 。   

 

                                                  
2 3 9  日 本 経 済 団 体 連 合 会 ，前 掲「 わ が 国 産 業 の 競 争 力 強 化 に 向 け た 第 １ 次

提 言 」  
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（ ３ ）  M & A に 係 る 法 制 の 整 備  

※ 企 業 の 事 業 力 強 化 や 経 営 の 機 動 性 を 確 保 し 、 ま た 業 界 再

編 を 進 め る 上 で も 、M & A は 重 要 な 手 段 で あ り 、法 制 上 の 制 約

は 速 や か に 解 消 し な け れ ば な ら な い 。  

M & A に 係 る 法

制 上 の 制 約

の 除 去 に 関

す る 提 案  

買 収 後 、少 数 株 主 が 残 存 す る こ と に よ り 経 営 戦 略 ・

財 務 戦 略 に 支 障 を き た す こ と が 、 特 に 海 外 か ら の

M & A の 障 害 に な っ て い る 。 一 定 以 上 の 株 式 を 取 得

（ 例 え ば 9 0％ ） を 条 件 に 、 少 数 株 主 か ら 株 式 を 強

制 的 に 買 い 取 る こ と が で き る 方 策 を 検 討 す べ き で

あ る 。  

（ ４ ）  そ の 他 の 法 制 上 の 問 題  

企 業 結 合 を 円 滑 に 進 め る た め に は 、 各 種 業 法 等 に よ る 許 認

可 が 合 併 、営 業 譲 受 け に よ り 、新 た な 手 続 を 要 す る こ と な く

一 括 的 に 承 継 さ れ る こ と が 求 め ら れ る 。  

ま た 、合 併 に よ り 、企 業 年 金 制 度 の 統 合 が 必 要 と な る 場 合 が

あ る が 、 厚 生 年 金 基 金 か ら 税 制 適 格 年 金 へ の 移 行 が で き な

い 等 の 問 題 が あ る 。  

(出所：日本経済団体連合会「わが国産業の競争力強化に向けた第１次提言」

(1998 年 5 月 18 日 )の「Ⅰ．産業競争力強化に向けた供給構造改革のための

措置」より筆者抜粋) 

次 に 、金 融 界 の 当 時 の 要 望 を み る と 、「 会 社 分 割 制 度 の 研 究 2 4 0」と

題 し て 公 表 さ れ た 当 時 の 銀 行 界 と し て の 問 題 認 識 は 、 銀 行 に お け る

企 業 分 割 に 対 す る ニ ー ズ に つ い て 、  

① い わ ゆ る 「 純 粋 持 ち 株 会 社 」  

② グ ル ー プ 内 重 複 部 門 の 分 離 ・ 集 約  

③ 既 存 子 会 社 の 兄 弟 会 社 化  

④ 不 良 債 権 の 分 離  

の 4 点 を 挙 げ て い る が 、 こ こ で も 合 併 税 制 に 関 す る も の は 含 ま れ

て い な い 。 こ の こ と は 、 当 時 の 合 併 税 制 が 簿 価 引 継 ぎ を 容 認 し て い

た こ と が 要 因 で あ り 、 合 併 に 対 す る 課 税 制 度 の 問 題 は 、 経 済 界 に お

い て は 存 在 し な か っ た の で あ る 。 逆 に 言 え ば 、 経 済 界 に お い て は 、

合 併 税 制 の 変 更 を 希 望 し て は い な か っ た と も い え る の で あ る 。 筆 者

が 強 く 疑 問 に 思 う の は 、  

                                                  
2 4 0  都 銀 懇 話 会 ， 前 掲 書 「 会 社 分 割 制 度 の 研 究 (上 )」 2 8～ 2 9 頁  
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①  経 済 界 が 求 め て い な い 改 正 で あ り 、し か も 経 済 活 動 に 重 大 な 影

響 を 与 え う る 税 制 の 変 更 を 、十 分 な 議 論 も な く な ぜ 導 入 し た の

か 。  

②  経 済 界 は 、例 え ば 異 業 種 間 合 併 に 障 害 と な る 合 併 税 制 に 、な ぜ

強 い 反 対 を し な か っ た の か 。  

と い っ た 点 で あ る 。  

第 4節  む す び  

合 併 の 本 質 が 、 時 の 流 れ に よ っ て 変 遷 す る わ け で は 決 し て な い は

ず で あ る 。 商 法 、 そ れ を 引 き 継 い だ 会 社 法 と い う 強 制 法 規 に よ っ て

法 的 意 味 を 付 与 さ れ る 合 併 は 、 会 社 分 割 と は 異 な り 、 被 合 併 法 人 の

清 算 を 必 然 と し て 、 す べ て の 資 産 負 債 及 び 諸 権 利 を 包 括 的 に 合 併 法

人 に 移 転 さ せ る こ と を 企 図 し て お り 、 か つ て 商 法 学 者 の 多 く が 人 格

合 一 説 を 支 持 し て い た こ と を 合 わ せ て 考 え る と き 、 合 併 の 本 質 は 人

格 の 合 一 で あ る と 考 え る こ と が 最 も 自 然 で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

上 記 の 前 提 に 立 っ て 現 行 の 組 織 再 編 税 制 を 見 る と 、 成 立 過 程 で 発

表 さ れ た「 基 本 的 考 え 方 」で は 、「 現 物 出 資 、合 併 等 に 係 る 税 制 を 改

め て 見 直 し 、 全 体 と し て 整 合 的 な 考 え 方 に 基 づ い て 整 備 す る 必 要 が

あ る 。」と の 考 え 方 が 示 さ れ た が 、合 併 の 本 質 論 的 議 論 が な さ れ た 形

跡 は な い 。資 産 の 一 部 が 任 意 的 に 切 り 出 さ れ る 会 社 分 割 と 資 産 負 債 、

権 利 義 務 の す べ て が 移 転 す る 合 併 と は 本 質 的 に 異 な る と 筆 者 は 考 え

る 。 合 併 が 単 な る 譲 渡 と 決 定 的 に 異 な る の は 、 基 本 的 に 担 税 力 が 生

じ な い 点 で あ る 。対 価 の 柔 軟 化 に よ り 現 金 交 付 も 可 能 と な っ た た め 、

課 税 上 そ の 点 に 対 処 す る 必 要 は あ る も の の 、 株 式 の み が 交 付 さ れ る

よ う な 合 併 に つ い て は 、資 産 の 移 転 は「 譲 渡 」と み る べ き で は な く 、

「 承 継 」と し て 、簿 価 引 継 ぎ を 原 則 と す べ き で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  
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第 1 3章  経 済 活 動 に 制 約 的 要 素 と し て の 適 格 要 件  

第 5 章 で 指 摘 し た 通 り 、 な ぜ 適 格 要 件 、 中 で も 共 同 事 業 要 件 が 、 か

な り 制 限 的 に 定 め ら れ た の か 、 疑 問 の 点 は 多 い 。 そ し て そ れ が 経 済 活

動 に 負 の 影 響 を 与 え て い る と す れ ば 、 改 善 が 検 討 さ れ な け れ ば な ら な

い 。 本 章 で は 、 グ ル ー プ 外 合 併 に お い て 適 格 要 件 が き わ め て 制 限 的 に

定 め ら れ て い る こ と に 関 し て 、 経 済 活 動 に 影 響 を 与 え て い な い か を 検

証 す る と と も に 、 適 格 要 件 の あ る べ き 方 向 性 を 示 し た い 。  

第 1節  合 併 の 目 的 と 効 果  

合 併 は 、 異 な る 2 社 以 上 の 法 人 が 一 つ に 統 合 さ れ る 会 社 法 に 基 づ

く 法 律 行 為 で あ り 、 こ れ に よ り 資 産 負 債 及 び 権 利 義 務 の す べ て が 包

括 的 に 合 併 法 人 に 継 承 さ れ る こ と に な る 。 そ の 効 果 と し て 人 も 当 然

に 引 き 継 が れ る 。 そ し て 、 そ れ ぞ れ の 法 人 に は 法 人 な り の 文 化 が あ

り 、 そ の 異 な る 文 化 を も 統 合 し な け れ ば な ら な い 。 合 併 の 最 大 の デ

メ リ ッ ト は 、 こ の 文 化 の 統 合 の 際 に 生 じ る 摩 擦 で あ り 、 そ の 合 併 が

成 功 す る か ど う か は 、 そ の 摩 擦 を 解 消 し 、 融 合 さ せ て 新 た な 文 化 を

創 造 し 得 る か ど う か に か か っ て い る と い っ て も 過 言 で は な い 。 し た

が っ て 、 買 収 等 に 比 較 し て 、 合 併 を 成 功 へ 導 く た め の エ ネ ル ギ ー は

相 当 な も の で あ る と の 覚 悟 が 必 要 で あ る 。 こ の エ ネ ル ギ ー は 、 合 併

法 人 と 被 合 併 法 人 の 規 模 等 が 拮 抗 す れ ば す る ほ ど 大 き な も の に な

る は ず で あ る 。  

で は 、 こ の よ う な 多 大 な エ ネ ル ギ ー を 費 や し て で も 合 併 す る メ リ

ッ ト は 何 だ ろ う か 。  

一 つ は 経 営 の 合 理 化 ・ ス リ ム 化 で あ る 。 少 な く と も 経 理 等 の 管 理

部 門 は 統 合 さ れ る こ と に よ り 、 事 務 の 効 率 化 、 人 員 の 削 減 等 に よ り

コ ス ト の 削 減 が 可 能 と な る 。 ま た 、 統 合 相 手 の 優 位 な シ ス テ ム を 残
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し 、 劣 位 な シ ス テ ム を 排 す る こ と も 、 経 営 の 合 理 化 に 資 す る こ と に

な る 。 こ こ に い う 劣 位 な シ ス テ ム に は 組 織 、 経 営 手 法 等 全 般 に わ た

る 非 効 率 な 経 営 方 式 も 含 ま れ る 。  

次 に 弱 点 の 補 完 に よ る 競 争 力 の 強 化 が あ る 。 こ れ は シ ナ ジ ー 効 果

と も 呼 ば れ る も の で 、 例 え ば 、 研 究 開 発 力 は 強 い が 販 売 力 の 弱 い 会

社 と 、 研 究 開 発 力 は 弱 い が 販 売 力 の 強 い 会 社 が 統 合 す れ ば 、 研 究 開

発 に も 販 売 力 に も 強 い 会 社 が 誕 生 す る こ と に な る 。 そ し て そ の 効 果

は 、 １ ＋ １ ＝ ２ 以 上 の 効 果 を 実 現 す る こ と に も な り う る 。  

も う 一 つ は 、 事 業 の 多 角 化 で あ る 。 景 気 は 変 動 し 、 今 日 の 強 み は

明 日 に は 弱 み に 転 じ る こ と も あ る の が 経 営 で あ る 。 こ の 経 済 変 動 に

耐 性 を 持 つ に は 、 既 存 事 業 の 規 模 の 拡 大 等 の ほ か に 事 業 を 多 角 化 す

る こ と は 極 め て 有 効 で あ ろ う 。  

合 併 の 効 果 に つ い て 、興 味 深 い 論 文 が あ る 。こ の 論 文 は 1 9 9 4 年 か

ら 2 0 0 2 年 ま で に 行 わ れ た 合 併 に つ い て 、 ㈱ レ コ フ デ ー タ 2 4 1が 発 表

し て い る M & A に 関 す る デ ー タ と 、 経 済 産 業 省 が 毎 年 行 っ て い る 「 企

業 活 動 基 本 調 査 」 の デ ー タ を マ ッ チ ン グ し た う え で 、 合 併 前 か ら 合

併 後 の 一 定 期 間 の 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス の 変 化 を 分 析 し た も の で

あ る 。 図 表 1 3 - 1 と 1 3 - 2 は 合 併 の 1 年 後 か ら 3 年 後 ま で に 、 企 業 の

パ フ ォ ー マ ン ス 2 4 2が ど の 程 度 変 化 し た か を 集 約 し た も の で あ る 。業

                                                  
2 4 1  親 会 社 で あ る ㈱ レ コ フ は 、 1 9 8 7 年 創 業 の M & A 戦 略 立 案 、 案 件 創 出 ・

実 行 等 を 行 う M & A の 専 門 業 者 で 、 M & A キ ャ ピ タ ル パ ー ト ナ ー ズ の 子 会 社

（ h t t p s : / / w w w . r e c o f . c o . j p / c o m p a n y /， 2 0 1 7 年 1 2 月 1 0 日 ）  
2 4 2  ・ T F P： 全 要 素 生 産 性 （ T o t a l  F a c t o r  P r o d u c t i v i t y） 産 出 量 と 資 本 ・

労 働 ・ 技 術 の  3  要 素 の 投 入 量 の 関 係 を 示 す 指 標 。 図 表 で は 、 各 産

業 の 平 均 に 対 す る 各 企 業 の 相 対 的 な T F P が 使 用 さ れ て い る 。  

・キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 比 率：（ 経 常 利 益 ＋ 支 払 利 息 割 引 料 ＋ 減 価 償 却 費 ）

／ 資 産 合 計  

・ コ ス ト 比 率 ：（ 売 上 原 価 ＋ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ） ／ 資 産 合 計  

・ R O A： 経 常 利 益 ／ 資 産 会 計  
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種 を 製 造 業 と 非 製 造 業 に 分 け 、 ま た そ れ ぞ れ に つ い て 関 係 会 社 間 の

合 併 と 非 関 係 会 社 間 の 合 併 に 分 け て い る 。  

図 表 1 3 - 1  関 係 会 社 間 ・ 非 関 係 会 社 間 合 併 の 効 果  

（ 合 併 1 年 後 か ら 3 年 後 ）  

 

（ 出 所 ： 瀧 澤 美 帆 ， 鶴 光 太 郎 ， 細 野 薫 「 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス は 合 併

に よ っ て 向 上 す る か 」『 経 済 研 究 』 第 6 3 巻 第 1 号 （ 岩 波 書 店 ， 2 0 1 2）

3 8 頁 よ り 筆 者 抜 粋 、 加 筆 ）  

関 係 会 社 間 、 非 関 係 会 社 間 合 併 に よ る 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス の 変

化 に 関 し て は 図 表 1 3 - 1 の と お り で あ り「 こ れ を み る と 、関 係 会 社 間

合 併 に お い て は 、 非 製 造 業 で は 合 併 全 体 の 結 果 と 同 様 有 意 な 変 化 は

み ら れ な い も の の 、製 造 業 の 場 合 、T F P、キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 比 率 が 有

意 に 改 善 し て い る こ と が わ か る 。 一 方 、 非 関 係 会 社 間 合 併 を み る と

製 造 業 で は 有 意 な 変 化 が み ら れ な か っ た も の の 、 非 製 造 業 で は R O A

の み 有 意 に 改 善 し て い る 。 し た が っ て 、 製 造 業 の 方 が 非 製 造 業 に 比

べ 合 併 後 の 改 善 効 果 が よ り 明 確 で あ る と い う 結 果 は 合 併 の 太 宗 を

占 め る 関 係 会 社 間 合 併 の 傾 向 を 反 映 し た も の で あ る こ と が わ か る 。」

と 分 析 し た う え で 、「 関 係 会 社 間 合 併 に お い て 、 T F P、 キ ャ ッ シ ュ フ

                                                  
・ 売 上 高 ・ 資 産 比 率 ： 売 上 高 ／ 資 産 合 計  

・ 人 件 費 ・ 資 産 比 率 ： 給 与 総 額 ／ 資 産 合 計  

 

TFP
売上高・資

産比率
コスト比率

人件費・資
産比率

キャッシュ
フロー比率

ROA

【製造業】

全体 0.028 0.026 0.021 0.014 0.016 0.009

関係会社間 0.030 0.029 0.022 0.012 0.017 0.010

非関係会社間 0.003 △ 0.012 0.010 0.031 △ 0.008 0.005

非関係会社間合併の優位性 △ 0.027 △ 0.041 △ 0.012 0.019 △ 0.025 △ 0.005

【非製造業】

全体 0.030 0.049 0.130 △ 0.006 △ 0.005 △ 0.001

関係会社間 0.045 △ 0.145 0.106 △ 0.006 0.001 0.001

非関係会社間 △ 0.025 0.723 0.213 △ 0.010 △ 0.009 0.026

非関係会社間合併の優位性 △ 0.070 0.868 0.107 △ 0.004 △ 0.010 0.025
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ロ ー 比 率 と い っ た 指 標 の 改 善 が 明 確 に な っ て い る と の 結 果 は 、 関 係

会 社 間 合 併 の 方 が 、 合 併 元 企 業 に よ る ガ バ ナ ン ス が 発 揮 さ れ や す く 、

大 胆 な 組 織・経 営 改 革 を 実 行 し や す い た め と も 考 え ら れ る 2 4 3。」と 結

論 付 け て い る 。   

次 に 、 異 業 種 間 合 併 と 同 一 産 業 内 合 併 に つ い て み る と 、 図 表 1 3 - 2

の と お り の 結 果 と な っ て い る 。  

図 表 1 3 - 2  同 一 産 業 内 ・ 異 業 種 合 併 の 効 果  

（ 合 併 1 年 後 か ら 3 年 後 ）

 

（ 出 所 ： 瀧 澤 美 帆 ， 鶴 光 太 郎 ， 細 野 薫 ， 前 掲 書 「 企 業 の パ フ ォ ー

マ ン ス は 合 併 に よ っ て 向 上 す る か 」 3 8 頁 よ り 筆 者 抜 粋 、 加 筆 ）  

同 一 産 業 内 ・ 異 業 種 間 合 併 に お け る 、 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス の 変

化 に 関 し て は 「 同 業 種 間 の 合 併 を み る と 、 製 造 業 、 非 製 造 業 と も 有

意 な 変 化 は み ら れ な い 。 次 に 、 異 業 種 間 の 合 併 を み る と 、 非 製 造 業

で は 有 意 な 変 化 が み ら れ な い も の の 、 製 造 業 で は 、 R O A が 有 意 に 改

善 し て い る 。 製 造 業 に お い て 異 業 種 間 合 併 の パ フ ォ ー マ ン ス 改 善 が

明 瞭 で あ る の は 、 範 囲 の 経 済 等 を 通 じ た 合 併 の シ ナ ジ ー 効 果 が 大 き

                                                  
2 4 3  瀧 澤 美 帆 ，鶴 光 太 郎 ，細 野 薫 ，前 掲 書「 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス は 合 併

に よ っ て 向 上 す る か 」 3 7 頁  

 

TFP
売上高・
資産比率

コスト比
率

人件費・
資産比率

キャッ
シュフ
ロー比率

ROA

【製造業】

全体 0.028 0.026 0.021 0.014 0.016 0.009

同一産業内合併 0.033 0.032 0.031 0.023 0.014 0.005

異業種合併 0.022 0.019 0.008 0.004 0.014 0.019

異業種間合併の優位性 △ 0.011 △ 0.013 △ 0.023 △ 0.019 0.000 0.014

【非製造業】

全体 0.030 0.049 0.130 △ 0.006 △ 0.005 △ 0.001

同一産業内合併 0.029 0.136 0.132 △ 0.026 △ 0.005 0.001

異業種合併 0.031 △ 0.158 0.126 0.039 △ 0.006 △ 0.006

異業種間合併の優位性 0.002 △ 0.294 △ 0.006 0.065 △ 0.001 △ 0.007
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く 働 い た た め と 考 え ら れ る 2 4 4。」 と 分 析 し て い る 。  

合 併 の 効 果 、 パ フ ォ ー マ ン ス の 向 上 に つ い て は 、 同 一 グ ル ー プ 内

合 併 が よ り 高 い 効 果 が 期 待 で き る こ と は 、 あ る 程 度 予 想 で き る が 、

製 造 業 に お い て 異 業 種 間 合 併 の パ フ ォ ー マ ン ス に 有 意 な 改 善 が み

ら れ る こ と は 、 合 併 税 制 を 考 え る う え で 極 め て 重 要 な 点 で あ る 。 最

後 に 本 論 文 で 明 ら か に な っ た こ と と し て 2 点 を 挙 げ て い る が 、 そ の

中 で 「 パ フ ォ ー マ ン ス 改 善 が よ り 見 込 め そ う な 合 併 が 戦 略 的 に 施 行

さ れ る べ き と い う こ と で あ る 。 特 に 、 製 造 業 で 異 業 種 間 合 併 の シ ナ

ジ ー 効 果 が 高 い と 見 込 ま れ る 2 4 5。」と 結 ん で い る 点 は 、合 併 税 制 を 考

え る う え で 実 に 示 唆 に 富 む 結 論 で あ る 。  

第 2節  合 併 態 様 別 実 績 の 動 向  

1 .  組 織 再 編 に お け る 合 併 件 数 の 推 移  

筆 者 が 懸 念 す る の は 、 前 章 ま で で 述 べ た よ う な 問 題 点 が 、 実 際 の

経 済 活 動 に 影 響 を 与 え て い な い の か と い う 点 で あ る 。 ㈱ レ コ フ デ ー

タ に よ れ ば 「 2 0 1 6 年 の 日 本 企 業 の M & A 件 数 は 2 , 6 5 2 件 で 、 前 年 の

2 , 4 2 8 件 を 2 2 4 件 、9 . 2％ 上 回 っ た 。5 年 連 続 で 増 加 、4 年 連 続 で 2 , 0 0 0

件 越 え 2 4 6  2 4 7。」と な っ て い る 。こ れ は 、グ ル ー プ 内 M & A  を 除 い た 件

数 で あ る が 、 グ ル ー プ 内 M & A を 含 め た 総 件 数 は 3 , 3 4 4 件 で あ り 、 前

年 比 2 7 3 件 増 加 し て い る 。 同 社 が ま と め た M & A の 総 件 数 の 推 移 は 図

                                                  
2 4 4  同 上 書 ， 3 7 頁  
2 4 5  同 上 書 ， 3 9 頁  
2 4 6  レ コ フ デ ー タ 編『 M A R R 2 0 1 7 ( M & A レ ポ ー ト 2 0 1 7 )』（レ コ フ デ ー タ 、2 0 1 7）

4 5 頁  
2 4 7  M & A 専 業 事 業 者 で あ る ㈱ ア ミ ダ ス パ ー ト ナ ー ズ が ㈱ レ コ フ デ ー タ に

対 し て 行 っ た ヒ ア リ ン グ に よ れ ば 、 会 社 リ リ ー ス 、 日 経 4 紙 、 一 般 紙 、

地 方 紙 、 専 門 紙 、 経 済 誌 、 東 京 証 券 取 引 所 等 の メ デ ィ ア に よ っ て 公 表 さ

れ た 日 本 国 内 企 業 が 関 わ る 全 案 件 を 集 計 対 象 と し て お り 、 メ デ ィ ア に よ

っ て 公 表 さ れ て い な い 案 件 等 は 集 計 対 象 と し て い な い と の こ と で あ る 。

（ h t t p : / / w w w . a m i d a s p a r t n e r s . c o m / c o l u m n / 4 2 . h t m l，2 0 1 8 年 1 月 1 3 日 ）  
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表 1 3 - 3 の と お り で あ る が 、 M & A の 範 疇 の 中 で 合 併 は 2 0 1 6 年 度 に お

い て は 1 5 . 6％ 程 度 で 、そ れ ほ ど の シ ェ ア を 占 め て い る わ け で は な い 。

た だ 、 組 織 再 編 の 中 で は 重 要 な 手 法 で あ り 、 重 要 性 が 他 の M & A に 比

べ て 低 い わ け で は 決 し て な い は ず で あ る 。  

図 表 1 3 - 3  M & A の 推 移         (単 位 ： 件 )  

  合 併  買 収  
事 業

譲 渡  

資 本

参 加  

出 資

拡 大  
合 計  

1 9 9 9 年  5 6 9  4 4 0 3 8 5 3 6 8 5 8 1 , 8 2 0  

2 0 0 0 年  5 9 6  5 3 9 4 8 5 7 2 3 6 0 2 , 4 0 3  

2 0 0 1 年  6 2 8  6 2 3 6 2 2 6 5 3 1 1 2 2 , 6 3 8  

2 0 0 2 年  6 5 1  7 1 3 7 0 9 5 6 5 1 0 7 2 , 7 4 5  

2 0 0 3 年  6 2 0  7 2 9 7 1 1 4 8 7 1 4 4 2 , 6 9 1  

2 0 0 4 年  6 1 1  9 2 0 7 3 9 6 8 0 1 8 1 3 , 1 3 1  

2 0 0 5 年  6 6 6  1 , 2 1 3 7 0 4 9 1 5 2 3 5 3 , 7 3 3  

2 0 0 6 年  6 5 1  1 , 2 4 8 7 6 1 8 8 5 2 0 9 3 , 7 5 4  

2 0 0 7 年  7 1 7  1 , 2 4 2 7 1 6 7 9 4 2 9 9 3 , 7 6 8  

2 0 0 8 年  7 2 7  1 , 1 5 0 6 9 5 6 5 8 2 1 5 3 , 4 4 5  

2 0 0 9 年  7 1 0  9 4 6 5 7 0 5 2 8 1 6 1 2 , 9 1 5  

2 0 1 0 年  6 3 9  7 9 6 4 9 1 5 1 8 1 0 9 2 , 5 5 3  

2 0 1 1 年  5 1 2  8 7 0 3 8 0 4 6 7 1 2 4 2 , 3 5 3  

2 0 1 2 年  5 0 4  9 1 4 4 2 6 5 4 1 1 2 2 2 , 5 0 7  

2 0 1 3 年  4 8 3  9 8 6 4 6 5 6 7 2 1 1 6 2 , 7 2 2  

2 0 1 4 年  4 5 7  1 , 0 3 1 4 7 4 8 3 1 1 3 1 2 , 9 2 4  

2 0 1 5 年  4 8 8  1 , 1 2 5 4 2 1 8 7 3 1 6 4 3 , 0 7 1  

2 0 1 6 年  5 2 5  1 , 2 3 3 4 3 7 1 , 0 2 9 1 2 0 3 , 3 4 4  

（ 出 所 ： レ コ フ デ ー タ 編 『 M A R R 2 0 1 1 ( M & A レ ポ ー ト 2 0 1 1 )』（ レ コ フ

デ ー タ ，2 0 1 1）9 5 頁 及 び 1 0 2 頁 ，『 M A R R 2 0 1 7 ( M & A レ ポ ー ト 2 0 1 7 )』

（ レ コ フ デ ー タ ， 2 0 1 7） 9 1 頁 及 び 9 8 頁 よ り 筆 者 作 成 ）  

し か し 、 件 数 自 体 も 図 表 上 で は 2 0 0 8 年 を ピ ー ク に 減 少 傾 向 に あ

る 。し か も 、合 併 の 内 訳 を み て も 、図 表 1 3 - 4 の と お り 合 併 に よ る 組

織 再 編 の 大 半 が グ ル ー プ 内 合 併 で あ る こ と が わ か る 。 特 に グ ル ー プ

外 合 併 は 、1 9 9 9 年 の 1 0 7 件 が そ れ 以 降 毎 年 の よ う に 減 少 し 、2 0 1 6 年

に は 3 2 件 に ま で 減 少 し て い る の が 実 態 で あ る 。 グ ル ー プ 内 合 併 が



 

234 
 

組 織 再 編 税 制 導 入 後 2 0 0 8 年 ま で は 増 加 し て お り 、 2 0 1 6 年 の 時 点 で

も 1 9 9 9 年 の 実 績 を 上 回 っ て い る の と は 対 照 的 で あ る 。  

図 表 1 3 - 4  合 併 の 対 象 別 内 訳 （ グ ル ー プ 内 合 併 と グ ル ー プ 外 合 併 ）  

                        (単 位 ： 件 )  

  グ ル ー プ 外  グ ル ー プ 内 合 計   税 制 改 正 等  

1 9 9 9 年  1 0 7  4 6 2 5 6 9  

2 0 0 0 年  9 6  5 0 0 5 9 6  

2 0 0 1 年  8 0  5 4 8 6 2 8 組 織 再 編 税 制 導 入  

2 0 0 2 年  8 5  5 6 6 6 5 1  

2 0 0 3 年  7 0  5 5 0 6 2 0  

2 0 0 4 年  7 0  5 4 1 6 1 1  

2 0 0 5 年  8 8  5 7 8 6 6 6  

2 0 0 6 年  8 7  5 6 4 6 5 1 会 社 法 成 立  

2 0 0 7 年  7 9  6 3 8 7 1 7  

2 0 0 8 年  6 9  6 5 8 7 2 7  

2 0 0 9 年  5 7  6 5 3 7 1 0  

2 0 1 0 年  4 6  5 9 3 6 3 9 グ ル ー プ 法 人 税 制 導 入  

2 0 1 1 年  4 0  4 7 2 5 1 2  

2 0 1 2 年  4 5  4 5 9 5 0 4  

2 0 1 3 年  3 4  4 4 9 4 8 3  

2 0 1 4 年  3 3  4 2 4 4 5 7  

2 0 1 5 年  3 9  4 4 9 4 8 8  

2 0 1 6 年  3 2  4 9 3 5 2 5 ヤ フ ー 事 件 判 決  

（ 出 所 ： レ コ フ デ ー タ 編 ， 前 掲 書 『 M A R R 2 0 1 1 ( M & A レ ポ ー ト 2 0 1 1 )』

9 5 頁 及 び 1 0 2 頁 ，『 M A R R 2 0 1 7 ( M & A レ ポ ー ト 2 0 1 7 )』 9 1 頁 及 び 9 8 頁

よ り 筆 者 作 成 。）  

そ の 要 因 は 異 な る 企 業 文 化 の 統 合 と い う 高 い ハ ー ド ル や 、1 9 9 7 年

に 制 度 化 さ れ た 持 株 会 社 制 度 が 多 様 な グ ル ー プ 経 営 を 可 能 に し た こ

と 等 も あ る と は 思 わ れ る が 、 2 0 0 1 年 の 組 織 再 編 税 制 の 導 入 は 、 少 な

く と も グ ル ー プ 外 合 併 を 税 制 か ら 後 押 し す る と い う こ と は な く 、 む

し ろ マ イ ナ ス に 作 用 し た と 考 え ら れ る の で あ る 。  

2 .  最 近 の 適 時 開 示 に 見 る 合 併 の 状 況  

合 併 に 係 る 適 格 要 件 は 、 完 全 支 配 関 係 に あ る 場 合 に は 、 実 質 的 に

は 完 全 支 配 関 係 が 継 続 す る 見 込 み で あ る こ と の み で あ る 。 そ し て こ

の 判 定 は 、 合 併 直 前 で 判 定 さ れ る こ と と さ れ て い る 。 も し 、 適 格 要
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件 を よ り 満 た し や す く す る た め に 、 意 図 的 に 合 併 直 前 に 完 全 支 配 関

係 を 成 立 さ せ た 場 合 、 個 別 否 認 規 定 に よ る 否 認 は 不 可 能 で あ り 、 法

第 1 3 2 条 の 2 に 定 め る 包 括 否 認 規 定 を 適 用 す る し か な い は ず で あ る 。

た だ 、こ の 点 に 関 し て 佐 藤 信 祐 氏 は「 外 部 か ら 株 式 を 購 入 し た 後 に 、

適 格 合 併 を 行 う よ う な 行 為 に つ い て は 、 繰 越 欠 損 金 の 引 継 制 限 ・ 使

用 制 限 （ 法 法 5 7③ ⑤ ）、 特 定 資 産 譲 渡 等 損 失 の 損 金 不 算 入 （ 法 法 6 2

の 7） の よ う な 規 定 が 設 け ら れ て お り 、 特 定 資 本 関 係 が 生 じ て か ら

合 併 事 業 年 度 開 始 の 日 ま で 5 年 を 経 過 し て い な い 組 織 再 編 成 に 対 す

る 租 税 回 避 行 為 に つ い て は 、一 定 の 制 約 が 設 け ら れ て い る 2 4 8。」と し

て 、こ れ ら の 個 別 否 認 規 定 が 定 め ら れ た 趣 旨 に つ い て 、「相 対 取 引 に

よ り 発 行 済 株 式 の す べ て を 取 得 し て か ら 、 合 併 を 行 う と い う 行 為 に

つ い て は 、 組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ た 段 階 で 予 定 」 さ れ て い た と し

て い る 。 そ し て も と も と 予 定 さ れ て い た も の に つ い て 法 第 1 3 2 条 の

2 を 適 用 す る こ と は 不 合 理 で あ る と 述 べ ら れ て い る 。  

図 表 1 3 - 5  平 成 2 9 年 に お け る 合 併 に 係 る 適 時 開 示 の 状 況  

  
 

合 併 件 数  本 来 の 関 係 に よ る 合 併  

総 件 数  2 6 0 件 2 6 0 件  (増 減 )  

 う ち  完 全 支 配 関 係  2 4 2 件 2 1 1 件   △ 3 1 件

    支 配 関 係  1 4 件 2 2 件  ＋ 8 件

    共 同 事 業 関 係  4 件 2 7 件   ＋ 2 3 件

（ 出 所 ： 適 時 開 示 資 料 よ り 筆 者 作 成 ）  

図 表 1 3－ 5 の と お り 、 平 成 2 9 年 1 月 か ら 1 2 月 ま で の 1 年 間 に 公

表 さ れ た 合 併 に 関 す る 適 時 開 示 2 4 9を 見 る と 、 件 数 で 2 6 0 件 の 発 表 が

行 わ れ た 。 そ の う ち 2 5 6 件 が グ ル ー プ 内 合 併 で あ っ た 。 ま た グ ル ー

プ 内 合 併 の 中 で 、 支 配 関 係 要 件 を 満 た す べ き 合 併 は 1 4 件 で 、 残 り

                                                  
2 4 8  佐 藤 信 祐 ， 前 掲 書 『 組 織 再 編 に お け る 包 括 租 税 回 避 既 定 の 実 務 』 1 2 1

頁  
2 4 9  日 本 経 済 新 聞 ホ ー ム ペ ー ジ 「 適 時 開 示 検 索 」

（ h t t p s : / / w w w . n i k k e i . c o m / m a r k e t s / k i g y o / d i s c l o s e /） よ り 閲 覧  
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2 4 2 件 は 完 全 支 配 関 係 下 の 合 併 で あ っ た 。  

図 表 1 3 - 6  株 式 保 有 関 係 が 合 併 前 1 年 以 内 に 異 動 し た も の  

 

（ 出 所 ： 適 時 開 示 資 料 よ り 筆 者 作 成 。）  

ま た 、図 表 1 3 - 6 の と お り 、合 併 時 点 で は 完 全 支 配 関 係 あ る い は 支

支配関係 共同事業

29.1.5 アイカ工業株式会社 完全支配関係 29.10.1. 29.9 〇

29.1.16 株式会社ヤマダ電機 完全支配関係 29.3.1 29.1 〇

29.2.6 あすか製薬株式会社 完全支配関係 29.4.1 28.5 〇

29.2.9 株式会社プレミアムウォーターホールディングス 完全支配関係 29.4.1 28.7/28.6 〇

29.2.24 株式会社日本創発グループ 完全支配関係 29.3.31 28.12 〇

29.3.23 クオール株式会社 完全支配関係 29.6.1 29.2/29.2 〇

29.3.27 タカラバイオ株式会社 完全支配関係 29.5.31 29.2 〇

29.3.27 株式会社タカラレーベン 完全支配関係 29.6 29.3 〇

29.4.28 愛知電機株式会社 完全支配関係 29.10.1 29.7 〇

29.4.28 ラオックス株式会社 完全支配関係 29.7.1 27.6/28.8 〇

29.5.8 アース製薬株式会社 完全支配関係 29.7.1 28.11 〇

29.5.12 ソースネクスト株式会社 完全支配関係 29.7.1 28.12 〇

29.5.15 株式会社ヤマノホールディングス 完全支配関係 29.10.1 29.5 〇

29.5.18 株式会社TASAKI 支配関係 29.8.1 29.5 〇

29.5.26 クオール株式会社 完全支配関係 29.8.1 29.4 〇

29.5.29 オイシックス株式会社 完全支配関係 29.10.1 29.3 〇

29.6.9 株式会社やまぜんホームズ 完全支配関係 29.7.31 28.7 〇

29.6.30 テクノプロ・ホールディングス株式会社 完全支配関係 29.10.1 28.11 〇

29.7.18 株式会社キリン堂ホールディングス 完全支配関係 29.9.1 29.5 〇

29.7.25 富士ソフト株式会社 完全支配関係 29.10.1 29.7 〇

29.7.28 株式会社エムティーアイ 完全支配関係 29.10.1 29.7 〇

29.8.9 ニッコンホールディグス株式会社 完全支配関係 29.9.26 29.8 〇

29.8.14 株式会社日本創発グループ 完全支配関係 29.12.31 29.1 〇

29.8.29 住友ゴム工業株式会社 完全支配関係 30.1.1 29.12 〇

29.9.13 旭有機材株式会社 支配関係 30.4.3 30.1 〇

29.9.21 株式会社ｓMedio 完全支配関係 30.1.1 29.5 〇

29.9.21 総合メディカル株式会社 完全支配関係 29.12.1 29.2 〇

29.10.4 アース製薬株式会社 完全支配関係 30.1.1 29.4 〇

29.10.11 株式会社ホットランド 完全支配関係 29.12.1 29.1 〇

29.10.24 日立金属株式会社 完全支配関係 30.4.1 29.9 〇

29.11.24 株式会社ブイキューブ 完全支配関係 29.12.31 29.12 〇

29.11.27 株式会社エスイー 完全支配関係 30.4.1 30.1 〇

29.11.27 ファーマライズホールディングス株式会社 完全支配関係 29.12.1 29.2 〇

10件 23件

本来満たすべき適格要件
開示日 開示法人名 税制適格 合併期日 関係成立日
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配 関 係 が あ る も の の 、 こ れ ら の 関 係 が 成 立 し て か ら 1 年 以 内 と 短 期

間 で の 合 併 が 3 3 件 に 上 っ て い る 。  

図 表 1 3 - 5 の と お り 、そ れ 以 前 の 株 式 保 有 関 係 を 仮 に 真 正 な 関 係 と

し た 場 合 、「 支 配 関 係 要 件 」を 満 た す べ き も の が 2 2 件 、「 共 同 事 業 要

件 」 を 満 た す べ き で あ っ た も の が 2 7 件 だ っ た こ と に な る 。  

例 え ば 、 図 表 1 3 - 7 の と お り 、 東 証 第 一 部 上 場 の 平 成 2 9 年 1 月 3 0

日 に 開 示 さ れ た 「 株 式 会 社 ヤ マ ダ 電 機 」 の 場 合 、 完 全 子 会 社 で あ る

南 九 州 ヤ マ ダ 電 機 株 式 会 社 を 平 成 2 9 年 3 月 1 日 を 効 力 発 生 日 と し

て 合 併 し た が 、 当 該 社 は 平 成 2 9 年 1 月 1 日 を 効 力 発 生 日 と し て 株

式 交 換 に よ り 完 全 子 会 社 化 さ れ た も の で あ り 、 そ れ 以 前 の 持 株 比 率

は 6 0％ で あ っ た 。  

図 表 1 3 - 7  株 式 の 保 有 関 係 が 1 年 以 内 に 異 動 し た 具 体 的 事 例  

 

（ 出 所 ： 適 時 開 示 資 料 等 よ り 筆 者 作 成 ）  

開示日 法人名 関係 税制適格 合併期日 総資産規模

合併法人 (株)ヤマダ電機 当社 11,467

被合併法人 南九州ヤマダ電機(株) 完全子会社 53

合併法人 オイシックス株式会社 当社 7,056

被合併法人 株式会社大地を守る会 完全子会社 5,303

合併法人 日本梱包運輸倉庫株式会社 当社 7,056

被合併法人 板東産業株式会社 完全子会社 5,303

合併法人 旭有機商事株式会社 完全子会社 3,859

被合併法人 旭エー・ブイ産業 完全子会社 3219

合併法人 株式会社ホットランド 当社 11,518

被合併法人 L.A.Style株式会社 完全子会社 402

合併法人 株式会社エスイー 当社 7,056

被合併法人 株式会社ホンシュウ 完全子会社 1,399

29.9.13

29.5.29
完全支配関係 29.10.1

29年3月31日を効力発生日とする株式交換により完全子会社化

29.8.29

完全支配関係 29.10.1

ニッコンホールディングス(株)の完全子会社である合併法人が、29年8月21日に株式取得(異動前0％）により完全
子会社化した後、合併

完全支配関係 30．4.3

旭有機材株式会社の子会社2社の合併。合併法人は昭和20年設立、被合併法人を30.4.2　支配関係子会社（異動前
36％，異動後69％）とした上で合併

29.10.11
完全支配関係 29.10.11

株式を追加取得し（異動前66.1％）29.10.11に完全子会社化した後に吸収合併

29.11.27
完全支配関係 30.4.1

30年1月4日に株式取得(異動前0％）により完全子会社化、同社を子会社化した後、吸収合併

29.1.5

被合併法人は合弁（持分60％）で平成9年設立。29年1月1日に株式交換で完全子会社化

完全支配関係 29.3.1
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同 じ よ う に 、東 証 マ ザ ー ズ 上 場 の オ イ シ ッ ク ス 株 式 会 社 は 平 成 2 9

年 1 0 月 1 日 を 効 力 発 生 日 と し て 株 式 会 社 大 地 を 守 る 会 を 合 併 し た

が 、 当 該 子 会 社 は 平 成 2 9 年 3 月 3 1 日 を 効 力 発 生 日 と す る 株 式 交 換

に よ り 完 全 子 会 社 化 さ れ た も の で あ り 、 そ れ 以 前 の 株 式 の 保 有 関 係

は 全 く な い 状 態 で あ っ た 。 株 式 交 換 等 の 制 度 が 導 入 さ れ た こ と に よ

り 、 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー を 伴 わ ず に 大 規 模 法 人 を 完 全 子 会 社 化 す る こ

と も 可 能 と な っ て い る 。 つ ま り 、 完 全 子 会 社 化 以 前 の 状 態 で は 、 合

併 に 際 し て は 支 配 関 係 要 件 あ る い は 共 同 事 業 要 件 を 満 た す 必 要 が あ

っ た 合 併 で あ っ た 。  

ま た 、 ニ ッ コ ン ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 の 完 全 子 会 社 で あ る 日

本 梱 包 運 輸 倉 庫 株 式 会 社 は 、 グ ル ー プ 外 の 東 産 業 株 式 会 社 の 全 株 式

を 2 9 年 8 月 3 1 日 に 取 得 し 、 完 全 子 会 社 化 し た う え で 、 1 か 月 も 経

な い 2 9 年 9 月 2 6 日 を 効 力 発 生 日 と し て 合 併 し て い る 。 両 社 は 資 本

金 で 5 0： 1 の 規 模 の 相 違 が あ り 、 直 接 合 併 し た の で あ れ ば 規 模 要 件

を 到 底 満 た し 得 な か っ た は ず で あ る 。  

も ち ろ ん 、 こ れ ら の す べ て が 適 格 要 件 を よ り 充 足 し や す く す る た

め の 完 全 子 会 社 化 だ っ た と は 考 え な い が 、 持 株 比 率 の 引 き 上 げ に よ

り 、 制 度 上 時 価 課 税 を 回 避 す る こ と は 可 能 な の で あ る 。 つ ま り 、 株

式 保 有 割 合 に よ っ て 区 分 し て い る 現 行 の 適 格 要 件 そ の も の が 形 骸 化

し て い る と も い え る の で あ る 。  

も う 一 つ 重 要 な 点 は 、 こ の 1 年 間 で 、 共 同 事 業 要 件 を 満 た す べ き

合 併 が 4 件 し か な か っ た こ と で あ る 。 支 配 関 係 に な い 企 業 同 士 の 合

併 に 関 し て 、 満 た す べ き 適 格 要 件 に は 、 事 業 関 連 性 要 件 や 事 業 規 模

要 件 が あ り 、 異 業 種 間 の 合 併 や 事 業 規 模 が 著 し く 異 な る 企 業 間 の 合

併 に 関 し て は 、 適 格 要 件 を 満 た す こ と は 難 し い 制 度 と な っ て い る 。
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も と も と 、 第 2 節 で み た と お り 、 組 織 再 編 税 制 導 入 前 も 、 グ ル ー プ

外 合 併 の 件 数 は そ れ ほ ど 多 く は な か っ た が 、 現 状 で の 件 数 の 少 な さ

は 、 異 業 種 間 合 併 等 に 対 し て 制 限 的 で あ る 現 行 の 合 併 税 制 の 弊 害 が

出 て い る と も 言 え る か も し れ な い 。 前 述 の と お り 、 異 業 種 間 合 併 に

よ る 企 業 パ フ ォ ー マ ン ス の 向 上 に つ い て 有 意 で あ る と の 検 証 結 果 も

あ る と こ ろ 、 合 併 に お け る 適 格 要 件 そ の も の の 在 り 方 を も う 一 度 考

え 直 す べ き だ と 筆 者 は 考 え る 。  

第 3節  む す び  

合 併 の 経 済 的 な 効 果 と し て は 、 ① 経 営 の 合 理 化 ・ ス リ ム 化 、 ② 弱

点 の 補 完 に よ る 競 争 力 の 強 化 、 ③ 事 業 の 多 角 化 、 と い っ た 点 を 挙 げ

る こ と が で き る 。 ま た 、 合 併 が も た ら す 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス の 向

上 に つ い て 、 も と も と 支 配 ・ 被 支 配 関 係 あ る い は 兄 弟 関 係 に あ る 会

社 同 士 の 合 併 で は 、 容 易 に そ の 効 果 を 最 大 限 ま で 引 き 上 げ ら れ る こ

と は 想 像 に 難 く な い が 、 異 業 種 間 の 合 併 に つ い て 、 特 に 製 造 業 に お

い て パ フ ォ ー マ ン ス 改 善 が 明 瞭 で あ る と の 検 証 結 果 は 着 目 さ れ な け

れ ば な ら な い 。 と こ ろ が 、 組 織 再 編 税 制 は 異 業 種 間 合 併 に つ い て は

こ れ を 制 限 的 に 取 り 扱 っ て い る 。 経 済 活 動 に 中 立 的 で あ る こ と を 原

則 と す る 法 人 税 制 に あ っ て は 、 大 き な 問 題 と し て 議 論 さ れ る べ き 事

項 で あ る と 筆 者 は 考 え る 。 ま た 、 も と も と そ れ ほ ど 多 く の 実 績 の な

い グ ル ー プ 外 合 併 が 1 9 9 9 年 を ピ ー ク に 減 少 し 続 け 、 2 0 1 6 年 に は 3 2

件 と な っ て い る 点 も 、 制 度 の 不 備 が 疑 わ れ る も の で あ る 。  

そ の う え で 、 合 併 の 直 近 の 状 況 を 見 る と 、 ほ と ん ど が 完 全 支 配 関

係 下 で の 合 併 で あ る 。 適 格 要 件 が 、 合 併 直 前 の 株 式 保 有 関 係 を 重 視

し て い る 関 係 で 、 直 前 に 当 該 関 係 を 変 更 し た う え で 合 併 し た の で は

な い か と 疑 い う る 事 例 も 散 見 さ れ る と こ ろ で あ る 。 つ ま り 、 株 式 保
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有 割 合 に よ っ て 区 分 し て い る 現 行 の 適 格 要 件 そ の も の が 形 骸 化 し て

い る と も い え る の で あ る 。 合 併 に つ い て 、 原 則 簿 価 引 継 ぎ と し て い

た 従 前 の 考 え 方 へ の 回 帰 を 、 も う 一 度 真 剣 に 検 討 す べ き で は な い か

と 筆 者 は 考 え る 。  
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第 6 部  総 括  

第 1 4章  要 約 と 提 言  

本 章 で は 前 章 ま で の 研 究 結 果 を 要 約 す る と と も に 、 会 社 分 割 税 制 と

合 併 税 制 に つ い て 筆 者 の 提 言 を ま と め る こ と と す る 。  

第 1節  会 社 分 割 税 制 及 び 合 併 税 制 に お け る 適 格 要 件 の 問 題 点  

1 .  会 社 分 割 税 制 と 合 併 税 制 の 沿 革 と 概 要  

平 成 1 3 年 に 組 織 再 編 税 制 が 導 入 さ れ て 以 来 、す で に か な り の 年 月

が 経 過 し て い る 。 導 入 前 後 か ら 会 社 分 割 税 制 を 含 む 組 織 再 編 税 制 に

つ い て い く つ か の 問 題 点 が 指 摘 さ れ て き た が 、 容 易 に そ の 改 善 は な

さ れ て い な い 。 特 に 会 社 分 割 は 、 一 つ の 法 人 の 資 産 負 債 が 他 の 法 人

に 移 転 す る 点 で は 合 併 と 同 意 義 で あ る 反 面 、 必 ず し も 分 割 法 人 が 有

す る 資 産 負 債 の 全 部 が 引 き 継 が れ る わ け で は な い 点 で 、 合 併 と は 異

な る 側 面 を 有 し て お り 、 租 税 回 避 行 為 防 止 の 見 地 か ら も 、 慎 重 な 対

応 が 必 要 で あ る 。  

第 1 章 で は 、会 社 分 割 と そ の 税 制 適 格 要 件 を 概 観 し 、第 2 章 で は 、

会 社 分 割 税 制 の 沿 革 に つ い て 述 べ た 。  

当 時 の 経 済 界 の 要 望 と し て は 、 ま ず は 組 織 法 と し て の 商 法 に お い

て 、 債 権 債 務 の 包 括 承 継 を 可 能 と す る 会 社 分 割 法 制 の 導 入 を 求 め る

と と も に 、税 制 に 対 し て は 、共 同 事 業 化 の た め の 会 社 分 割 も 含 め て 、

債 権 債 務 の 簿 価 引 継 ぎ を 容 認 す る 会 社 分 割 税 制 の 導 入 を 求 め る も の

で あ っ た 。 特 に 、 分 割 型 分 割 に 対 す る 要 望 が 強 か っ た よ う で あ る 。  

分 割 型 分 割 に つ い て は 、昭 和 4 0 年 の 法 人 税 法 の 全 文 改 正 ま で 通 達

で 認 め ら れ て い た し 、 共 同 事 業 化 の た め の 会 社 分 割 に つ い て は 、 平

成 7 年 か ら 平 成 1 7 年 ま で 存 在 し た 旧 租 税 特 別 措 置 法 6 6 条 で 、 厳 し

い 要 件 を 付 さ れ て は い た も の の 認 め ら れ て い た 経 緯 も あ っ た 。 こ の
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経 済 界 の 強 い 要 望 を 受 け 入 れ る 形 で 、 平 成 1 2 年 に は 商 法 が 改 正 さ

れ 、翌 年 の 平 成 1 3 年 に は 会 社 分 割 税 制 が 整 備 さ れ た の で あ る 。会 社

分 割 税 制 の 導 入 に 当 た っ て は 、 税 制 調 査 会 の 法 人 課 税 小 委 員 会 に お

い て 検 討 が 加 え ら れ 、そ こ で ま と め ら れ た 組 織 再 編 税 制 に 対 す る「 基

本 的 考 え 方 」 に 沿 っ て 法 令 が 整 備 さ れ た の で あ る 。  

第 3 章 で は 、 合 併 税 制 の 沿 革 と 制 度 の 内 容 に つ い て 検 討 し た 。  

組 織 再 編 税 制 導 入 以 前 は 、 簿 価 引 継 ぎ を 容 認 し た 上 で 、 繰 越 欠 損

金 の 引 継 ぎ に 関 し て は こ れ を 認 め な い と い う の が 税 制 の ス タ ン ス で

あ っ た 。 創 設 さ れ た 合 併 税 制 は 、 原 則 時 価 課 税 へ と 大 き く 舵 を 切 る

と と も に 、 適 格 要 件 を 充 足 す る 場 合 は 課 税 を 繰 り 延 べ る 措 置 を と っ

た が 、 そ こ に 問 題 は な か っ た の だ ろ う か 。  

2 .  会 社 分 割 に お け る 適 格 要 件 の 妥 当 性  

第 4 章 で は 、ま ず 会 社 分 割 に 関 し て 、「 基 本 的 考 え 方 」で 示 さ れ た

適 格 性 の 判 断 基 準 と 規 定 化 さ れ た 税 制 適 格 要 件 と を 比 較 考 量 し て 、

そ の 問 題 点 の 検 討 を 行 っ た 。  

「 基 本 的 考 え 方 」で は 、組 織 再 編 成 に お け る 課 税 繰 延 べ の 論 拠 を 、

「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と「 株 主 の 投 資 の 継 続 」に 求 め た 。

し か し 、 例 え ば 分 割 型 分 割 の 場 合 、 両 方 の 条 件 を 満 た す 必 要 が あ る

の か 、「 株 主 の 投 資 の 継 続 」の 条 件 の み を 満 た せ ば 良 い の か 、こ の 両

者 の 関 係 は 曖 昧 で あ る 。  

特 に 問 題 と す べ き は 共 同 事 業 を 行 う た め の 会 社 分 割 に お け る 適

格 要 件 で あ る 。「 基 本 的 考 え 方 」で は 、組 織 再 編 成 に 当 た る か ど う か

の 判 断 基 準 と し て 3 条 件 を 示 し 、 個 別 資 産 の み の 移 転 を 防 止 す る 為
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に さ ら に 3 条 件 を 提 示 し て い る 2 5 0  2 5 1。  

し か し 、 こ れ ら の 条 件 の 中 に 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 を

担 保 す る 条 件 は 示 さ れ て い な い 。 取 得 し た 株 式 の 継 続 保 有 が 求 め ら

れ て い る が 、 こ れ を も っ て 「 移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」 が 担 保

さ れ る と は ど う し て も 考 え に く い 。 少 な く と も 会 社 分 割 の 場 合 、 移

転 資 産 に 対 す る 支 配 が 継 続 し て い る と い え る た め に は 、 分 割 法 人 が

分 割 後 に お い て 分 割 承 継 法 人 の 議 決 権 の 5 0％ 以 上 を 保 有 し て い る

状 態 し か 考 え ら れ な い の で は な い だ ろ う か 。 共 同 事 業 を 行 う た め の

会 社 分 割 に あ っ て は 、 そ の よ う な 状 況 に な ら な い 場 合 も 多 い と 考 え

ら れ る 。 共 同 事 業 を 行 う た め の 会 社 分 割 に 対 し て 課 税 の 繰 延 べ を 認

め た い の で あ れ ば 、 別 の 論 拠 が 提 示 さ れ る べ き で あ っ た と 筆 者 は 考

え る 。 そ れ は 、 産 業 活 力 再 生 特 別 措 置 法 が 示 し た 事 業 者 が 実 施 す る

事 業 再 構 築 、 経 営 資 源 再 活 用 、 経 営 資 源 融 合 、 資 源 生 産 性 革 新 等 を

キ ー ワ ー ド と す る 経 済 合 理 性 に 求 め る こ と も 一 つ の 方 向 性 だ っ た

の で は な い だ ろ う か 。い ず れ に し て も 、「移 転 資 産 に 対 す る 支 配 の 継

続 」 と 「 株 主 の 投 資 の 継 続 」 の 論 拠 だ け で 、 現 在 の 会 社 分 割 税 制 が

認 め て い る す べ て の 会 社 分 割 の 態 様 を カ バ ー す る こ と 、 逆 に 言 え ば 、

組 織 再 編 成 全 般 に わ た っ て 整 合 性 の 取 れ た 税 制 の 構 築 と い う 命 題

に 縛 ら れ て 、 課 税 の 繰 延 べ を 、 単 純 な 2 つ の 論 拠 の み で 網 羅 し よ う

                                                  
2 5 0  共 同 事 業 を 行 う た め の 組 織 再 編 成 に 該 当 す る か 否 か の 判 定 基 準  

① 組 織 再 編 成 に よ り 一 つ の 法 人 組 織 で 行 う こ と と し た 事 業 が 相 互 に 関

連 性 を 有 す る も の で あ る こ と 。  

② そ れ ぞ れ の 事 業 の 規 模 が 著 し く 異 な ら な い こ と 。  

③ そ れ ぞ れ の 事 業 に 従 事 し て い た 従 業 員 の 相 当 数 が 引 き 継 が れ る こ と 。 
2 5 1  課 税 繰 延 の 適 否 を 判 定 す る た め の 3 条 件  

① 組 織 再 編 成 に よ り 一 つ の 法 人 組 織 で 行 う こ と と し た 事 業 が 相 互 に 関

連 性 を 有 す る も の で あ る こ と 。  

② そ れ ぞ れ の 事 業 の 規 模 が 著 し く 異 な ら な い こ と 。  

③ そ れ ぞ れ の 事 業 に 従 事 し て い た 従 業 員 の 相 当 数 が 引 き 継 が れ る こ と 。 
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と し た こ と に 無 理 が あ っ た と い わ ざ る を 得 な い 。 望 ま し い 改 正 で は

あ る に し て も 、 平 成 2 9 年 度 税 制 改 正 に お い て 適 格 要 件 が 緩 和 さ れ

た こ と 、 加 え て 会 社 分 割 に お い て い わ ゆ る ス ピ ン ・ オ フ が 認 め ら れ

た こ と で 、 ま す ま す そ の 感 を 強 く す る の で あ る 。  

ま た 、 課 税 繰 延 べ の 可 否 を 判 定 す る た め と し て 規 定 さ れ た 共 同 事

業 要 件 に お け る 事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規 模 要 件 に つ い て は 、 税 制 の

経 済 的 中 立 の 観 点 か ら み て も き わ め て 問 題 で あ る 。 適 格 分 割 と す る

た め に 事 業 関 連 性 要 件 が な ぜ 必 要 な の か 、 規 模 の 相 違 に な ぜ 制 限 を

設 け る の か 、 明 確 な 説 明 は 行 わ れ て い な い 。 課 税 上 の 弊 害 が な い 限

り 、 こ の よ う な 制 約 は 加 え る べ き で は な い と 筆 者 は 考 え る 。  

3 .  合 併 に お け る 適 格 要 件 の 妥 当 性  

第 5 章 で は 、 合 併 税 制 に お け る 適 格 要 件 に 関 し て 検 討 し た 。  

組 織 再 編 税 制 に お け る 合 併 税 制 が 定 着 し つ つ あ る 今 、 改 め て 簿 価

引 継 ぎ の 要 件 で あ る 適 格 要 件 に つ い て 、 そ の 妥 当 性 を 検 討 す る 必 要

が あ る 。 こ の 妥 当 性 の 検 討 と い う 中 に は 、 合 併 を 資 産 の 譲 渡 と し た

場 合 に お け る 適 格 要 件 の 妥 当 性 と 併 せ て 、 そ も そ も 、 適 格 要 件 の 存

在 そ の も の が 必 要 で あ る か の 検 討 も 含 ま れ て い る 。  

支 配 関 係 下 の 合 併 及 び 共 同 事 業 を 行 う 場 合 の 合 併 に お い て は 、 従

業 員 引 継 要 件 と 事 業 継 続 要 件 が 定 め ら れ て い る 。 し か し 、 被 合 併 法

人 の 資 産 負 債 及 び 権 利 義 務 を 包 括 承 継 す る 合 併 に お い て は 、 人 も 事

業 も ま ず は 当 然 に 引 き 継 が れ る も の で あ る こ と 、 そ の う え で 、 事 業

の 効 率 化 等 が 計 画 さ れ る こ と も ま た 当 然 で あ る と す れ ば 、 こ れ ら を

合 併 時 点 で 計 画 し た か ら と い う 理 由 で 税 制 上 適 格 性 を 付 与 し な い と

い う の は 、 問 題 が あ る 。 次 に 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 に お い て

定 め ら れ て い る 、 事 業 関 連 性 要 件 に つ い て は 、 合 併 と い う 組 織 再 編
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成 を 企 業 が 考 え る と き 、事 業 の 多 角 化 と い う 視 点 も 当 然 に 存 在 す る 。

そ の 重 要 な 企 業 の 一 手 に 税 制 が 制 約 を 加 え て い る 可 能 性 が あ る 。 ま

た 、 事 業 規 模 要 件 に つ い て は 、 規 模 の 相 違 に よ り 、 一 方 を 売 買 と 同

一 視 し て 適 格 性 を 否 認 し 、 一 方 を 税 制 上 の 組 織 再 編 と み る 必 要 性 が

あ る と は ど う し て も 考 え に く い 。 上 記 2 要 件 が 税 制 の 経 済 的 中 立 の

観 点 か ら み て も き わ め て 問 題 で あ る 点 は 会 社 分 割 の 場 合 と 同 様 で あ

る 。  

こ れ ら を 考 慮 す る と 、 適 格 要 件 の 大 部 分 が 合 併 に お い て は 不 当 な

も の に 思 え る の で あ る 。  

組 織 再 編 税 制 は 、 そ の 「 基 本 的 な 考 え 方 」 に お い て 、 資 産 の 移 転

を 伴 う 組 織 再 編 成 を 、 一 つ の 統 一 的 な 考 え 方 の も と に 再 構 築 す る こ

と を き わ め て 厳 格 に 守 っ て 制 定 さ れ た 。 つ ま り 、 少 な く と も 会 社 分

割 と 合 併 の 考 え 方 は 、 完 全 に 平 仄 を 合 わ せ て し ま っ た と み る こ と が

で き る 。そ の 結 果 、会 社 分 割 も 合 併 も 等 し く 資 産 の 譲 渡 と 位 置 づ け 、

適 格 要 件 に つ い て も 両 者 を ほ と ん ど 区 別 す る こ と な く 定 め て し ま っ

た の で は な い だ ろ う か 。  

第 2節  会 社 分 割 税 制 の 構 造 的 問 題 点 と 改 善 へ の 提 案  

1 .  会 社 分 割 の 構 造 と 問 題 点  

第 3 部 で は 、 適 格 分 割 特 に 適 格 分 社 型 分 割 の 場 合 、 合 併 と 異 な り

法 人 が 有 す る 資 産 負 債 の 一 部 を 切 り 出 し て 分 割 承 継 法 人 に 簿 価 で 移

転 す る と い う 構 造 上 の 特 質 か ら 派 生 す る 問 題 点 に つ い て 検 討 し た 。  

ま ず 、 第 6 章 で は 、 適 格 要 件 を 充 足 し て 行 っ た 分 社 型 分 割 で 、 ど

の よ う な 問 題 が 起 こ り 得 る か を 検 討 し た 。 大 き な 問 題 点 と し て 指 摘

し た の は 、 次 の 4 点 で あ る が 、 こ れ ら は 密 接 に 関 連 し て い る 。  

( 1 )  課 税 の 繰 延 べ 期 限 の 問 題  
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( 2 )  二 重 損 益 計 上 の 問 題  

( 3 )  含 み 損 益 の 付 替 え の 問 題  

( 4 )  損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題  

先 ず 、 課 税 の 繰 延 べ 期 限 の 問 題 は 、 課 税 の 繰 延 べ が 免 税 措 置 で は

な い 以 上 、課 税 繰 延 べ の 条 件 が 満 た さ れ な い 状 態 と な っ た 場 合 に は 、

会 社 分 割 の 際 繰 り 延 べ ら れ た 課 税 は 、 適 時 に 実 現 さ れ な け れ ば な ら

な い と い う 原 則 の 問 題 で あ る 。  

次 の 二 重 損 益 計 上 の 問 題 は 、 現 行 の 簿 価 引 継 ぎ 方 式 に お い て は 分

割 法 人 と 分 割 承 継 法 人 そ れ ぞ れ が 会 社 分 割 に よ り 同 額 の 含 み 損 益 を

有 す る こ と に な り 、 そ の 含 み 損 益 が 双 方 の 会 社 で 実 現 す る 可 能 性 が

あ る こ と で あ る 。 こ れ は 、 分 割 法 人 、 分 割 承 継 法 人 と も に 簿 価 引 継

ぎ が 強 制 さ れ る こ と に 起 因 す る も の で あ る 。  

含 み 損 益 の 付 替 え の 問 題 は 、 グ ル ー プ 企 業 の 収 益 力 の 違 い を 利 用

し て 、 例 え ば 含 み 損 の あ る 資 産 を 収 益 力 の あ る 会 社 に 移 転 し た う え

で 損 失 を 計 上 し 、 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 制 度 を フ ル に 活 用 し て 節 税

を 図 り 得 る と い う 問 題 で あ る 。 こ れ は 主 に 青 色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 期

間 が 9 年 間 に 制 限 さ れ て い る こ と に も 起 因 す る も の で あ る 。  

最 後 の 損 益 計 上 時 期 の 任 意 的 調 整 の 問 題 は 、 例 え ば 会 社 分 割 に よ

り 含 み 損 の あ る 資 産 を 一 旦 分 割 承 継 法 人 に 移 転 し た う え で 損 失 を 実

現 さ せ 、 分 割 会 社 の 方 で は 、 自 社 の 収 益 力 の 回 復 等 優 位 な 状 況 と な

る ま で 待 っ た う え で 、 含 み 損 を 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 を 譲 渡 し 、

あ る い は 分 割 承 継 法 人 を 清 算 し て 損 失 を 計 上 す る こ と に よ り 、 損 失

の 計 上 時 期 を 分 割 法 人 が 任 意 に 操 作 で き る 問 題 で あ る 。 こ れ は 主 に

法 人 税 法 上 株 式 の 評 価 損 益 の 計 上 が 原 則 禁 止 さ れ て い る こ と と 、 青

色 欠 損 金 の 繰 越 控 除 期 間 が 9 年 間 に 制 限 さ れ て い る こ と 、 両 方 に 起
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因 す る も の で あ る 。  

こ れ ら の 問 題 は 、 基 本 的 に は 適 格 会 社 分 割 そ の も の が 持 つ 構 造 上

の 問 題 点 と も い う べ き も の で あ り 、 税 制 と し て は そ の 構 造 を 見 据 え

た 規 定 を 整 備 し な け れ ば な ら な い は ず で あ っ た 。  

2 .  実 例 研 究  

第 7 章 で は 、 あ る 銀 行 グ ル ー プ の 組 織 再 編 行 為 を 実 例 と し て 取 り

上 げ 、 第 6 章 に 挙 げ た 問 題 が 現 実 化 し て い る か ど う か を 検 証 し た 。

当 該 グ ル ー プ の 組 織 再 編 行 為 を 租 税 回 避 で あ る と い う つ も り は な い

が 、 少 な く と も 会 社 分 割 税 制 を 活 用 し な け れ ば 実 現 し な か っ た 大 き

な 節 税 効 果 を 生 ん で い る こ と は 確 か で あ り 、 そ の 額 は 筆 者 の 試 算 に

よ れ ば 最 低 で も 課 税 所 得 ベ ー ス で 実 に 1 , 2 3 0 億 円 に 及 ん で い る 。 移

管 し た 貸 出 金 の 最 終 処 理 の 過 程 で さ ら に そ の 額 は 拡 大 し た は ず で あ

る 。  

第 8 章 で は 、 第 7 章 で 取 り 上 げ た 節 税 が 、 課 税 の 繰 延 方 式 に 起 因

す る と の 考 え か ら 、 我 が 国 の 税 制 に お け る 代 表 的 な 課 税 の 繰 延 べ 規

定 を 取 り 上 げ 、 各 制 度 に お け る 課 税 の 繰 延 方 式 と 繰 り 延 べ た 課 税 が

ど の よ う な 形 で 実 現 す る の か に つ い て 検 討 し た 。 我 が 国 の 会 社 分 割

税 制 の 導 入 に あ た っ て は 、 そ の 範 囲 を 損 失 の 繰 延 べ に ま で 拡 大 し た

う え で 、 旧 法 第 5 1 条 が 定 め て い た 簿 価 引 継 ぎ 方 式 が 踏 襲 さ れ た が 、

そ の 点 に つ い て ど の 程 度 の 議 論 が な さ れ た の だ ろ う か 。 そ の 後 導 入

さ れ た グ ル ー プ 法 人 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 べ は 、 譲 受 法 人 に お い

て 時 価 受 入 と す る こ と に よ り 、 譲 渡 法 人 側 で 課 税 が 繰 延 べ ら れ る よ

う 措 置 さ れ て い る 。 会 社 分 割 も 原 則 的 な 視 点 は 時 価 譲 渡 で あ る こ と

を 明 確 に し な が ら 、 な ぜ 、 分 割 法 人 お よ び 分 割 承 継 法 人 と も に 簿 価

引 継 ぎ を 強 制 し 続 け て い る の か 、 整 合 性 の 問 題 と し て も 問 題 が あ る
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と 筆 者 は 考 え る 。  

3 .  改 善 へ の 提 言  

そ こ で 、第 9 章 で は 、第 6 章 か ら 第 8 章 ま で の 問 題 点 を 踏 ま え て 、

会 社 分 割 税 制 に お け る 課 税 の 繰 延 べ 方 式 に つ い て 具 体 的 に 検 討 し た 。

い ろ い ろ な 考 え 方 が あ る と 思 う が 、 私 見 と し て は 、 会 社 分 割 の 際 、

分 割 法 人 に お い て は 簿 価 引 継 ぎ 、 分 割 承 継 法 人 に お い て は 時 価 引 継

ぎ を 行 う と と も に 、 分 割 対 象 資 産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ る こ と に よ り 含

み 損 益 が 実 現 し た 場 合 に は 、 分 割 法 人 が 有 す る 分 割 承 継 法 人 株 式 の

評 価 損 益 を 適 時 に 損 金 ま た は 益 金 に 算 入 す る 処 理 を 強 制 す る 方 法

（ 本 論 文 で は こ の 方 式 を「 分 割 移 転 資 産 時 価 受 入 方 式 」と し た 。）が

最 も 適 切 で あ る と 判 断 し た 。 こ の 方 式 を 採 用 す る こ と に よ り 、 組 織

再 編 税 制 全 体 に 齟 齬 が 生 じ な い か 、 他 の 個 別 規 定 と の 間 で 矛 盾 が 生

じ な い か 、 売 却 以 外 で は ど の よ う な 状 況 が 分 割 承 継 法 人 に 生 じ た 場

合 に 分 割 法 人 は 申 告 調 整 を 行 う 必 要 が あ る の か 、 分 割 法 人 は 分 割 承

継 法 人 が 移 転 資 産 を 最 終 処 分 す る ま で そ の 調 整 を 行 う 義 務 を 負 う の

か 、 期 限 を 切 る べ き な の か 、 と い っ た 点 に つ い て は 、 さ ら に 検 討 す

る 必 要 が あ る 。 し か し 、 大 き な 方 向 性 と し て は 間 違 っ て は い な い の

で は な い か と 考 え る 。立 法 論 と し て は 、5 年 程 度 の 期 限 を 切 る こ と 、

あ る い は グ ル ー プ 法 人 税 制 の よ う に 対 象 資 産 を 帳 簿 価 額 1 , 0 0 0 万 円

以 上 に 限 定 す る 等 の 方 法 は 当 然 あ り う る 。  

実 際 の 経 済 活 動 に お い て 、 企 業 が 会 社 分 割 に よ る 組 織 再 編 成 を 考

え る 場 合 に 、 そ の 判 断 に 現 在 の 会 社 分 割 税 制 が ど の よ う な 作 用 を し

て い る の か 、 本 来 の 経 済 活 動 を 制 約 し て い な い の か は 極 め て 興 味 の

あ る と こ ろ で あ る 。日 本 経 済 団 体 連 合 会 は 、平 成 2 0 年 に「 企 業 組 織

再 編 税 制 に つ い て は 、 組 織 再 編 の 円 滑 な 促 進 の た め に 、 適 格 組 織 再
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編 に 係 る 要 件 や 時 価 算 定 方 法 の 明 確 化 な ど を 図 る 」 必 要 が あ る と の

税 制 改 正 の 提 言 2 5 2を 行 っ て い る が 、 明 確 に ど の よ う な 改 正 が 望 ま れ

る の か ま で は 明 確 に し て い な い 。  

第 3節  適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 の 問 題 点  

1 .  ヤ フ ー 事 件 に お け る 最 高 裁 判 断 の 問 題 点 検 討 の 視 点  

組 織 再 編 税 制 の 中 で 重 要 な 位 置 を 占 め る 合 併 税 制 に 問 題 が あ る と

す れ ば 、 繰 越 欠 損 金 の 引 継 の 問 題 と 適 格 要 件 の 問 題 の 2 点 に 集 約 さ

れ る と 筆 者 は 考 え て い る 。 そ こ で 第 4 部 で は 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継

ぎ に 関 し て 大 き な 争 点 と な っ た ヤ フ ー 事 件 を 手 掛 か り に 検 証 し た 。  

ヤ フ ー 事 件 の 争 点 は 、 い わ ゆ る み な し 共 同 事 業 要 件 を 少 な く と も

形 式 的 に は 充 足 し て 行 っ た 適 格 合 併 に よ り 、 被 合 併 法 人 の 未 処 理 欠

損 金 を 引 き 継 い だ こ と に つ い て 、 課 税 庁 が 法 第 1 3 2 条 の 2 を 根 拠 と

し て 損 金 算 入 を 認 め な い と す る 更 正 処 分 を 行 っ た こ と の 是 非 に つ い

て で あ る 。 本 件 に お け る 最 高 裁 の 判 断 は 、 組 織 再 編 成 に 係 る 包 括 否

認 規 定 で あ る 法 第 1 3 2 条 の 2 の 射 程 に 極 め て 重 大 な 影 響 を 与 え る こ

と と な っ た 。 た だ 、 第 4 部 の 目 的 は 、 本 件 事 案 の 判 決 を 足 掛 か り と

し て 、 税 制 の う ち 、 適 格 合 併 に お け る 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ 要 件 の

是 非 に 論 点 を 絞 っ て 検 討 す る こ と に あ っ た 。ま ず 、第 1 0 章 で 事 件 の

概 要 と 争 点 を 整 理 し た 上 で 、 第 1 1 章 に お い て 、 3 つ の 視 点 か ら そ の

問 題 点 に つ い て 検 討 し た 。  

2 .  共 同 事 業 の 実 質 的 継 続 の 視 点 か ら  

最 高 裁 は 、 原 告 敗 訴 の 判 決 の 中 で 「 合 併 法 人 と 被 合 併 法 人 の 特 定

役 員 が 合 併 後 に お い て 共 に 合 併 法 人 の 特 定 役 員 に 就 任 す る の で あ れ

                                                  
2 5 2  社 ） 日 本 経 済 団 体 連 合 会 「 平 成 2 1 年 度 税 制 改 正 に 関 す る 提 言 」

（ h t t p : / / w w w . k e i d a n r e n . o r . j p / j a p a n e s e / p o l i c y / 2 0 0 8 / 0 6 1 / h o n b u n . h t m

l # p a r t 1， 2 0 1 7 年 5 月 1 5 日 ）  
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ば 、 双 方 の 法 人 の 経 営 の 中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担 っ て き た 者 が

共 同 し て 合 併 後 の 事 業 に 参 画 す る こ と に な り 、 経 営 面 か ら み て 、 合

併 後 も 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る と み る こ と が で き る 2 5 3 。」 と 判 示

し た 。 つ ま り 、 実 質 的 に 共 同 で 事 業 が 営 ま れ て い る か ど う か を 、 未

処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ の 条 件 と し た 。 第 1 の 論 点 は 、 法 人 税 法 が 未 処

理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し て 、 一 定 の 状 況 が 維 持 さ れ る こ と を 念 頭 に

置 い て 、 そ の よ う な 状 況 が 実 質 的 に 維 持 さ れ る こ と を 求 め て い る の

か と い う 点 で あ る 。  

合 併 に お い て 簿 価 引 継 ぎ を 認 め る 適 格 要 件 は 、 完 全 支 配 関 係 下 、

支 配 関 係 下 の 適 格 要 件 に 比 べ 、 共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 に お け る

適 格 要 件 は 格 段 に 厳 し い も の と な っ て い る 。 な ぜ こ の よ う な 共 同 事

業 要 件 が 設 定 さ れ た の か は 疑 問 の 点 も あ る が 、 法 人 税 法 は 、 支 配 関

係 に な い 第 三 者 間 の 合 併 に 関 し て は 、 こ の 共 同 事 業 要 件 の 充 足 を 求

め た の で あ る 。 逆 に い え ば 、 共 同 事 業 要 件 を 満 た す と き 、 法 人 税 法

は 簿 価 引 継 ぎ が 妥 当 な 共 同 事 業 を 営 む た め の 合 併 と 認 定 す る の で あ

っ て 、 合 併 後 に 実 質 的 に 共 同 事 業 を 行 っ て い る こ と ま で 求 め て は い

な い の で あ る 。  

そ し て 、未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 し て は 、「青 色 欠 損 金 の 引 継 ぎ

を 認 め る 場 合 に は 、 万 全 の 租 税 回 避 行 為 防 止 策 を 講 ず る こ と が 前 提

2 5 4」 と の 認 識 に 立 っ て 、 特 定 資 本 関 係 発 生 以 来 5 年 を 超 え て い る 場

合 、 及 び 共 同 事 業 要 件 を 満 た す 合 併 に 関 し て は 無 条 件 の 引 継 ぎ を 認

め た う え で 、 特 定 資 本 関 係 発 生 か ら 合 併 ま で の 期 間 が 5 年 以 下 の 場

合 に は 、 共 同 事 業 を 行 う た め の 合 併 の 場 合 と 同 様 の 要 件 を 設 定 す る

                                                  
2 5 3  最 高 裁 判 決 平 成 2 8 年 2 月 1 8 日 ， 前 掲 （ 日 税 連 税 法 デ ー タ ベ ー ス ，

T A I N S コ ー ド Z 2 6 6 - 1 2 8 0 3）  
2 5 4  金 融 庁 ， 前 掲 「 税 制 調 査 会 『 第 1 2 回 法 人 課 税 小 委 員 会 議 事 録 』」  
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こ と に し た と 考 え る の が 妥 当 で あ る 。  

適 格 性 を 判 断 す る 共 同 事 業 要 件 と 同 様 の 要 件 の 充 足 を 求 め る こ と

と 、 同 様 の 実 態 を 求 め る こ と と は 意 味 が 異 な る 。  

も と も と 、 適 格 合 併 が 否 認 さ れ な い 限 り 、 法 人 税 法 は 組 織 再 編 成

前 と 再 編 成 後 と に 経 済 実 態 の 変 更 が な い こ と を 認 定 し て い る の で あ

る 。 こ の よ う に 見 る と き 、 あ た か も 実 質 的 に 共 同 事 業 の 継 続 の 実 態

が あ る こ と が 、 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 す る 条 件 で あ る か の よ う

な 認 識 は 誤 り で あ り 、 あ く ま で も 外 形 的 に そ の 要 件 に 該 当 す る の か

ど う か で 判 断 す べ き と 筆 者 は 考 え る 。 も し 問 題 が あ る の で あ れ ば 、

み な し 共 同 事 業 要 件 そ の も の の 問 題 と し て 検 討 さ れ な け れ ば な ら な

い は ず で あ る 。  

3 .  課 税 要 件 明 確 主 義 の 視 点 か ら  

第 2 の 論 点 は 、 課 税 要 件 明 確 主 義 の 観 点 か ら 、 法 人 税 法 の 委 任 を

受 け て 、 法 人 税 法 施 行 令 に お い て 規 定 さ れ た 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ

要 件 の 解 釈 は い か に あ る べ き か と い う 問 題 で あ る 。  

課 税 要 件 は 明 確 で な け れ ば な ら な い 。 課 税 要 件 等 を 法 律 で は な い

政 令 等 に 委 任 す る こ と に つ い て は 、「法 律 ま た は そ の 委 任 の も と に 政

令 や 省 令 に お い て 課 税 要 件 及 び 租 税 の 賦 課 ・ 徴 収 の 手 続 に 関 す る 定

め を な す 場 合 に 、 そ の 定 め は な る べ く 一 義 的 で 明 確 で な け れ ば な ら

な い 。」と し て 、そ の 理 由 を「 み だ り に 不 明 確 な 定 め を な す と 、結 局

は 行 政 庁 に 一 般 的 ・ 白 紙 的 委 任 を す る の と 同 じ 結 果 に な り か ね ず 、

ま た 、 納 税 者 の 経 済 活 動 に お け る 法 的 安 定 性 と 予 測 可 能 性 を 害 す る

こ と に な り か ね な い 2 5 5」 か ら だ と し て い る 。  

と こ ろ が 、最 高 裁 判 決 で は 、副 社 長 と な っ た「 乙 が I D C S の 経 営 の

                                                  
2 5 5  金 子 宏 ， 前 掲 書 『 租 税 法 (第 2 0 版 )』 7 9 頁  
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中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的 に 担 っ て き た 者 と い う 施 行 令 1 1 2 条 7 項 5

号 の 特 定 役 員 引 継 要 件 に お い て 想 定 さ れ て い る 特 定 役 員 の 実 質 を 備

え て い た と い う こ と は で き ず 、 本 件 副 社 長 就 任 は 、 本 件 合 併 後 に 乙

が ヤ フ ー の 代 表 取 締 役 社 長 の 地 位 に と ど ま っ て さ え い れ ば 特 定 役 員

引 継 要 件 が 満 た さ れ る こ と と な る よ う 企 図 さ れ た も の で あ っ て 、 実

態 と は 乖 離 し た 上 記 要 件 の 形 式 を 作 出 す る 明 ら か に 不 自 然 な も の と

い う べ き で あ る 」 と 断 じ て い る 。  

こ の 最 高 裁 の 判 断 に つ い て 、 大 淵 義 弘 氏 は 、 み な し 事 業 要 件 の 解

釈 に つ い て 「 ① 事 業 関 連 性 、 ⑤ 特 定 役 員 就 任 要 件 （ 経 営 参 画 要 件 ）

の 2 つ の 要 件 を 充 足 し て い る 以 上 、 共 同 事 業 と み な し 被 合 併 法 人 等

の 青 色 欠 損 金 を 承 継 ・ 控 除 す る 権 能 を 付 与 し た も の と 解 す る こ と が

で き る 。 条 文 の 文 言 に そ れ 以 上 の 要 件 を 付 加 し て い な い 以 上 、 か か

る 解 釈 が 文 理 解 釈 に よ る 合 理 的 な 結 論 で あ る 2 5 6。」と し て 、常 識 的 な

文 理 解 釈 を 求 め ら れ て い る 。  

課 税 要 件 明 確 主 義 に 立 て ば 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 一 義 的 で 明

確 な も の で あ る は ず で あ り 、 そ の 要 件 を 形 式 的 に 満 た す 限 り 、 未 処

理 欠 損 金 の 引 継 ぎ は 認 め ら れ な け れ ば な ら な い は ず で あ る 。  

む し ろ 問 題 は 、 特 定 役 員 引 継 と い う 事 象 に 、 な ぜ こ の よ う な 重 大

な 判 断 基 準 を 置 い た の か と い う 点 で は な い だ ろ う か 。 例 え ば 、 合 併

の 基 本 合 意 が な さ れ た 段 階 で 、 合 併 法 人 と な る 法 人 の 特 定 役 員 が 被

合 併 法 人 と な る 法 人 の 特 定 役 員 と な る こ と は 、 極 め て 容 易 な こ と で

あ る 。 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 が 「 特 定 資 本 関 係 が 生 じ た 日 前 」 に 特 定

役 員 で あ っ た も の と い う こ と に 視 点 を 置 い て い る こ と も 含 め て 、 む

                                                  
2 5 6  大 淵 博 義 ， 前 掲 書 「『 法 人 税 法 1 3 2 条 の 2』 の 射 程 範 囲 と 租 税 回 避 行

為 概 念 」 2 4 頁  
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し ろ 、 こ の 引 継 ぎ 要 件 自 体 に 重 大 な 欠 陥 が あ る と い わ ざ る を 得 な い

の で あ る 。  

4 .  租 税 法 律 主 義 の 視 点 か ら  

最 後 の 論 点 は 、 法 人 税 法 施 行 令 に 定 め ら れ た 未 処 理 欠 損 金 の 引 継

ぎ 要 件 そ の も の が 、 租 税 法 律 主 義 に 抵 触 す る も の で は な い か と い う

点 で あ る 。  

過 去 の 判 例 で は 、 課 税 要 件 の う ち 基 本 的 事 項 は 法 律 で 定 め る こ と

が 求 め ら れ 、 委 任 の 対 象 は 専 門 的 技 術 的 か つ 細 目 的 な 事 項 で あ る こ

と を 要 す る と し て お り 、 こ の 解 釈 は 講 学 上 の そ れ と 乖 離 は な い 。 そ

し て 、 法 律 の 委 任 を 受 け て 定 め ら れ る 課 税 要 件 は 、 な る べ く 一 義 的

で 明 確 で な け れ ば な ら ず 、 技 術 的 細 目 的 事 項 に 限 ら れ て い る と い う

こ と で あ る 。  

と こ ろ が 、「当 該 適 格 合 併 が 共 同 で 事 業 を 営 む た め の 合 併 と し て 政

令 で 定 め る も の に 該 当 す る 場 合 」 と い う 法 第 5 7 条 第 3 項 の 委 任 を

受 け て 定 め ら れ た 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項 は 、 事 業 の 相 互 関 連 性 要 件 と

特 定 役 員 引 継 要 件 を 満 た す こ と を 求 め た だ け で あ っ た 。 法 律 の 意 思

は ど こ に あ っ た の だ ろ う か 。  

組 織 再 編 税 制 の 基 礎 と な っ た 「 基 本 的 考 え 方 」 か ら す る と 、 共 同

事 業 を 営 む 場 合 の 適 格 要 件 に つ い て は 、 事 業 関 連 性 要 件 、 規 模 類 似

要 件 、 従 業 員 引 継 要 件 を 主 要 な 要 件 と 位 置 付 け て い た と 考 え る の が

妥 当 な 解 釈 で あ る 。こ の 点 か ら 考 え て も 、法 第 5 7 条 第 3 項 は 、共 同

事 業 要 件 に 準 じ る 形 で み な し 共 同 事 業 要 件 が 定 め ら れ る こ と を 求 め

た の で あ り 、 ま し て 、 共 同 事 業 要 件 に お い て 規 模 類 似 要 件 の 代 替 要

件 で し か な い 特 定 役 員 引 継 要 件 に こ れ ほ ど の 役 割 を 担 わ せ る こ と を

想 定 し て い る と は 考 え 難 い 。  
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当 時 の 立 法 担 当 者 の 「 も う 少 し 緩 和 し た 方 が 皆 さ ん の 使 い 勝 手 が

い い だ ろ う と い う こ と で 、 私 の 判 断 で そ う い う こ と に さ せ て い た だ

き ま し た 2 5 7」 と い う 発 言 と 併 せ て 考 え る と き 、 旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項

が 租 税 法 律 主 義 に 反 す る こ と は 明 ら か で あ る 。  

た だ 、 法 第 5 7 条 第 3 項 の 意 図 と し て 上 記 の 解 釈 が 正 し い の で あ

れ ば 、 み な し 共 同 事 業 要 件 は 共 同 事 業 要 件 と か な り 類 似 し た も の に

な ら ざ る を 得 な い 。 そ れ は 、 か な り 厳 し い 要 件 と な る こ と は 間 違 い

な い が 、 反 面 、 そ れ ほ ど 厳 し く す る 必 要 が あ る の か は 当 然 検 討 さ れ

る べ き で あ る 。  

5 .  改 善 へ の 提 言  

筆 者 の 未 処 理 欠 損 金 の 引 継 ぎ に お け る み な し 共 同 事 業 要 件 に 対 す

る 印 象 は 、こ こ ま で 簡 易 な 要 件 で い い の だ ろ う か と い う こ と で あ る 。

確 か に 立 法 担 当 者 の 思 い で あ る 「 使 い 勝 手 」 を よ く し 、 な る べ く 引

き 継 げ る よ う に す る と い う 点 は 企 業 側 に と っ て は 大 き な 節 税 の 機 会

を 得 る こ と に も な り 有 益 で あ る か も し れ な い 。 た だ 、 法 の 委 任 を 受

け て す る 要 件 の 設 定 と し て は 、 そ の 範 囲 を 逸 脱 し た も の と な っ て い

る 以 上 、 改 善 さ れ な け れ ば な ら な い 。 支 配 関 係 の 継 続 期 間 の 短 縮 、

共 同 事 業 要 件 そ の も の の 緩 和 に よ る み な し 共 同 事 業 要 件 の 適 切 化 が

必 要 で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

第 4節  合 併 税 制 の 問 題 点  

合 併 の 本 質 は い っ た い ど こ に あ る の か 。第 1 2 章 で は 、も う 一 度 原

点 に 立 ち 返 っ て 、 そ の 本 質 論 か ら 合 併 税 制 を 見 直 す こ と と し た 。 商

法 の 立 場 、 会 計 の 立 場 、 税 法 の 立 場 、 そ れ ぞ れ に 拠 っ て 立 つ 理 論 や

                                                  
2 5 7  新 日 本 法 規 出 版 編 ，前 掲 書「 座 談 会 行 為 計 算 の 否 認 と 最 近 の 法 人 税 税

務 事 例 」 3 3 頁  
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思 想 が あ り 、合 併 に つ い て の 考 え 方 も 異 な っ て い る 。し か し 、商 法 、

そ れ を 引 き 継 い だ 会 社 法 と い う 強 制 法 規 に よ っ て 法 的 意 味 を 付 与 さ

れ る 合 併 は 、会 社 分 割 と は 異 な り 、被 合 併 法 人 の 清 算 を 必 然 と し て 、

す べ て の 資 産 負 債 及 び 権 利 義 務 を 包 括 的 に 合 併 法 人 に 移 転 さ せ る こ

と を 企 図 し て い る 。 か つ て 商 法 学 者 の 多 く が 人 格 合 一 説 を 支 持 し て

い た こ と を 合 わ せ て 考 え る と き 、 合 併 の 本 質 は 人 格 の 合 一 で あ る と

考 え る こ と が 最 も 自 然 で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

会 社 法 の 対 価 の 柔 軟 化 に よ り 現 金 交 付 も 可 能 と な っ た た め 、 課 税

上 そ の 点 に 対 処 す る 必 要 は あ る も の の 、 株 式 の み が 交 付 さ れ る よ う

な 合 併 に つ い て は 、資 産 の 移 転 は「 譲 渡 」と み る べ き で は な く 、「 承

継 」 と し て 、 簿 価 引 継 ぎ を 原 則 と す べ き で あ る 。  

第 1 3 章 で は 、合 併 税 制 が 経 済 活 動 に ど の よ う に 作 用 し て い る の か

と い う 視 点 で 検 証 を 試 み た 。 合 併 の 経 済 的 な 効 果 と し て は 、 ① 経 営

の 合 理 化 ・ ス リ ム 化 、 ② 弱 点 の 補 完 に よ る 競 争 力 の 強 化 、 ③ 事 業 の

多 角 化 、 と い っ た 点 を 挙 げ る こ と が で き る 。 合 併 が も た ら す 企 業 の

パ フ ォ ー マ ン ス の 向 上 に つ い て 、 も と も と 支 配 ・ 被 支 配 関 係 あ る い

は 兄 弟 関 係 に あ る 会 社 同 士 の 合 併 で は 、 容 易 に そ の 効 果 を 最 大 限 ま

で 引 き 上 げ ら れ る こ と は 想 像 に 難 く な い が 、 異 業 種 間 の 合 併 に つ い

て 、 特 に 製 造 業 に お い て パ フ ォ ー マ ン ス 改 善 が 明 瞭 で あ る と の 検 証

結 果 が あ る 。そ の 論 文 は 、「 パ フ ォ ー マ ン ス 改 善 が よ り 見 込 め そ う な

合 併 が 戦 略 的 に 施 行 さ れ る べ き と い う こ と で あ る 。 特 に 、 製 造 業 で

異 業 種 間 合 併 の シ ナ ジ ー 効 果 が 高 い と 見 込 ま れ る 2 5 8 。」 と 結 論 付 け

て お り 、 こ の 結 果 は 着 目 さ れ な け れ ば な ら な い 。 と こ ろ が 、 組 織 再

                                                  
2 5 8  瀧 澤 美 帆 、鶴 光 太 郎 、細 野 薫 ，前 掲 書「 企 業 の パ フ ォ ー マ ン ス は 合 併

に よ っ て 向 上 す る か 」 3 9 頁  
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編 税 制 は 異 業 種 間 合 併 に つ い て は 、こ れ を 制 限 的 に 取 り 扱 っ て い る 。

経 済 活 動 に 中 立 で あ る こ と を 原 則 と す る 法 人 税 制 に あ っ て は 、 こ の

視 点 か ら も 、 大 き な 問 題 と し て 議 論 さ れ る べ き で は な い か と 筆 者 は

考 え る 。  

㈱ レ コ フ デ ー タ の デ ー タ で も 、 も と も と そ れ ほ ど 多 く の 実 績 の な

い グ ル ー プ 外 合 併 が 1 9 9 9 年 を ピ ー ク に 減 少 を 続 け 、 2 0 1 6 年 に は 3 2

件 に ま で 減 少 し て い る 点 も 、 制 度 の 不 備 が 疑 わ れ る も の で あ る 。 合

併 の 直 近 の 状 況 を 見 る と 、 ほ と ん ど が 完 全 支 配 関 係 下 で の 合 併 で あ

る 。 適 格 要 件 が 、 合 併 直 前 の 株 式 保 有 関 係 を 重 視 し て い る 関 係 で 、

直 前 に 当 該 関 係 を 変 更 し た う え で 合 併 し た の で は な い か と 疑 い う る

事 例 も 散 見 さ れ る と こ ろ で あ る 。 言 い 換 え れ ば 、 株 式 の 保 有 関 係 に

よ り 区 分 し て い る 適 格 要 件 に 関 す る 規 定 が 、 形 骸 化 し て い る 可 能 性

が 否 定 で き な い と い う こ と で あ る 。  

会 社 分 割 税 制 と 異 な り 、 合 併 税 制 は そ れ な り に 古 い 歴 史 を 有 し て

お り 、 長 く 簿 価 引 継 ぎ を 容 認 し て き た 歴 史 も 踏 ま え 、 再 考 の 時 期 が

来 て い る の で は な い だ ろ う か 。 合 併 に つ い て は 、 租 税 回 避 行 為 に 配

慮 し つ つ 、 原 則 と し て は 組 織 再 編 税 制 導 入 前 の 状 態 、 つ ま り 、 簿 価

引 継 ぎ を 行 う 限 り 課 税 を 繰 延 べ る べ き で あ る と 筆 者 は 考 え る 。  

第 5節  む す び  

第 3 部 に お け る 実 証 研 究 は 、 筆 者 が 金 融 機 関 の 主 計 部 門 に 長 く 在

籍 し 、税 務 、会 計 の 実 務 を 担 当 し て き た 経 験 を 踏 ま え た も の で あ り 、

そ の 経 験 な く し て は こ の 分 析 は 不 可 能 で あ っ た 。こ の よ う な 分 析 は 、

実 務 家 の 佐 藤 信 祐 氏 が 『 組 織 再 編 に お け る 包 括 的 租 税 回 避 防 止 規 定

の 実 務 』 と い う 著 書 の 中 で 、 組 織 再 編 成 を 利 用 し た 租 税 回 避 行 為 の

可 能 性 を 分 析 さ れ た も の が あ る だ け で あ る 。 実 際 に 多 額 の 節 税 が 行
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わ れ た 実 例 研 究 に 関 し て は 、 そ の 分 析 が 難 し い こ と も あ り 、 先 行 研

究 に は 見 ら れ な い 試 み で あ る 。 そ し て 、 得 ら れ た 結 果 は 、 未 処 理 欠

損 金 の 繰 越 期 限 に 関 す る 制 限 の 形 骸 化 に よ る も の も 含 め て 、 実 に 注

目 す べ き 節 税 が 行 わ れ る 等 、 税 制 上 、 重 大 な 問 題 点 が 存 在 す る こ と

を 明 ら か に し て い る 。 ま た 、 第 5 部 に お い て は 合 併 の 本 質 論 に 立 脚

し た 合 併 税 制 を 考 察 す る こ と と 併 せ て 、直 近 1 年 間 に 公 表 さ れ た 2 6 0

件 に 及 ぶ 合 併 に 関 し て 、 そ の 資 本 関 係 の 成 立 時 点 を 追 跡 す る こ と に

よ り 、 適 格 要 件 の 株 式 保 有 関 係 に 基 づ く 分 類 が 有 名 無 実 化 し て い る

実 態 が 垣 間 見 え る 等 、 先 行 研 究 に は 見 ら れ な い 成 果 が あ っ た 。  

序 論 で も 述 べ た 通 り 、 本 論 文 に お け る 筆 者 の 問 題 意 識 の 根 幹 は 、

現 在 の 会 社 分 割 ・ 合 併 の 両 税 制 が 、 課 税 の 公 平 と 経 済 的 中 立 と い う

税 制 上 の 基 本 原 則 を 厳 格 に 遵 守 し た も の に な っ て い る の か と い う 強

い 懸 念 で あ る 。 本 論 文 に お い て 提 示 し た 会 社 分 割 、 合 併 両 税 制 の 問

題 の 所 在 と 、 筆 者 の 改 善 案 を ま と め る と 、 図 表 1 4 - 1 の と お り で あ

る 。  

図 表 1 4 - 1 会 社 分 割 、 合 併 両 税 制 の 問 題 の 所 在 と 改 善 案  

項 目  問 題 の 所 在  改 善 案  

1 .  課 税 繰

延 べ の

論 拠  

「 基 本 的 考 え 方 」 で は 、

組 織 再 編 成 に お け る 課 税

繰 延 べ の 論 拠 を 、「 移 転 資

産 に 対 す る 支 配 の 継 続 」と

「 株 主 の 投 資 の 継 続 」に 求

め た 。 し か し 、 共 同 事 業 を

行 う た め の 会 社 分 割 に つ

い て 課 税 の 繰 延 べ を 認 め

た い の で あ れ ば 、別 の 論 拠

が 提 示 さ れ る べ き だ っ た

の で は な い か 。  

組 織 再 編 成 全 般 に わ た

っ て 整 合 性 の 取 れ た 税 制

の 構 築 と い う 命 題 に 縛 ら

れ て 、 課 税 の 繰 延 べ を 、 単

純 な 2 つ の 論 拠 の み で 網 羅

平 成 2 9 年 度 改 正 に お

い て 認 め ら れ た ス ピ ・

ン オ フ 等 、「 支 配 の 継

続 」 か ら 離 れ た 制 度 が

あ る こ と を 考 え れ ば 、

課 税 の 繰 延 べ の 論 拠 自

体 を 見 直 す べ き で あ

る 。  

か つ て 、 産 業 活 力 再

生 特 別 措 置 法 が 示 し た

事 業 者 が 実 施 す る 事 業

再 構 築 、 経 営 資 源 再 活

用 、経 営 資 源 融 合 、資 源

生 産 性 革 新 等 を キ ー ワ

ー ド と す る 経 済 合 理 性

に 求 め る こ と も 一 つ の



 

258 
 

し よ う と し た こ と に 無 理

が あ っ た の で は な い か 。  

方 向 性 で は な い か 。  

（ 旧 租 税 特 別 措 置 法 第

6 6 条 で は 、 産 業 活 力 再

生 特 別 措 置 法 に 規 定 す

る 「 共 同 計 画 に 係 る 認

定 」 を 受 け て い る こ と

等 が 、 会 社 分 割 に 関 し

て 現 物 出 資 と し て 圧 縮

記 帳 が 認 め ら れ る 要 件

で あ っ た 。）  

2 .  会 社 分

割 に 係

る 適 格

要 件  

（ 完 全 支 配 関 係 と 支 配 関

係 の 区 分 ）  

組 織 再 編 税 制 に お い て

は 1 0 0％ の 保 有 関 係 と 5 0％

超 1 0 0％ 未 満 の 保 有 関 係 と

で 適 格 要 件 に 差 を 設 け て

い る 。 こ の 保 有 関 係 の 差

に 、 支 配 ・ 被 支 配 の 関 係 の

経 済 実 態 に 変 動 が あ る と

考 え た の は な ぜ か 。税 制 度

と し て 、そ の 差 を な ぜ こ の

よ う に 大 き く 見 る 必 要 が

あ る の か 。  

（ 投 資 継 続 要 件 ）  

共 同 で 事 業 を 行 う 場 合

の 分 社 型 分 割 に お い て は 、

分 割 法 人 に お け る 交 付 株

式 の 継 続 保 有 を 求 め て い

る が 、分 割 型 分 割 に お い て

は 支 配 株 主 に つ い て の み 、

そ の 交 付 さ れ た 株 式 の 継

続 保 有 を 求 め て い る に 過

ぎ な い 。  

(事 業 関 連 性 要 件 と 事 業 規

模 要 件 )  

課 税 の 経 済 的 中 立 の 観

点 か ら 、事 業 関 連 性 要 件 と

事 業 規 模 要 件 の 存 在 そ の

も の に 問 題 が あ る 。  

 

 

区 分 を 設 け る と す れ

ば 、 会 社 法 上 重 要 事 項

に 関 し て も 決 定 権 を 持

つ 3 分 の 2 以 上 保 有 し

て い る か 否 か で は な い

か 。  

 

 

 

 

 

 

分 割 型 分 割 に つ い て

は「 投 資 の 継 続 」を 課 税

繰 延 べ の 論 拠 と す る こ

と 自 体 を 考 え 直 す べ き

で あ る 。  

 

 

 

 

 

 

適 格 分 割 と す る た め

に 事 業 関 連 性 要 件 が な

ぜ 必 要 な の か 、 規 模 の

相 違 に な ぜ 制 限 を 設 け

る の か 、 明 確 な 説 明 は

行 わ れ て い な い 。 課 税

上 の 弊 害 が な い 限 り 、

こ の よ う な 制 約 は 加 え

る べ き で は な い 。  

3 .  合 併 に

係 る 適

格 要 件  

（ 従 業 員 引 継 要 件 と 事 業

継 続 要 件 ）  

合 併 後 の リ ス ト ラ や 配

置 転 換 、事 業 そ の も の の 再

編 成 が 行 わ れ る こ と も 、あ

 

 

合 併 後 の あ る 程 度 の

リ ス ト ラ や 事 業 再 編 成

を 税 制 上 制 限 す べ き で
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る 意 味 当 然 で あ り 、税 制 が

こ れ を 合 併 時 点 で 計 画 し

た か ら と い う 理 由 で 適 格

性 を 付 与 し な い と い う の

は 、 問 題 が あ る 。  

（ 事 業 関 連 性 要 件 と 事 業

規 模 要 件 )  

課 税 の 経 済 的 中 立 の 観

点 か ら 、事 業 関 連 性 要 件 と

事 業 規 模 要 件 の 存 在 そ の

も の に 問 題 が あ る 。  

 

は な い 。 こ の よ う な 制

限 は 課 税 の 経 済 的 中 立

の 観 点 か ら も 問 題 で あ

る 。  

 

 

 

合 併 に は 事 業 の 多 角

化 と い う 視 点 も あ り 、

税 制 が そ れ に 制 限 を 加

え る べ き で は な い 。 ま

た 、 事 業 規 模 要 件 に つ

い て は 、 規 模 の 相 違 に

よ り 、 一 方 を 売 買 と 同

一 視 し て 適 格 性 を 否 認

し 、 一 方 を 税 制 上 の 組

織 再 編 と み る 必 要 は な

く 、 こ れ ら は 撤 廃 す べ

き 要 件 で あ る 。  

 

4 .  会 社 分

割 税 制

の 構 造

的 問 題  

分 社 型 分 割 に つ い て 適

格 要 件 を 満 た す 場 合 は 、分

割 法 人 、分 割 承 継 法 人 共 に

簿 価 引 継 ぎ が 強 制 さ れ る 。

特 に 適 格 分 社 型 分 割 に お

い て は 次 の 点 で 問 題 が あ

る 。  

( 1 )  課 税 の 繰 延 べ 期 限 の

問 題  

課 税 繰 延 べ の 停 止 に 関

し て 、 何 ら の 定 め も な

い 。  

( 2 )  二 重 損 益 計 上 の 問 題  

分 割 法 人 、 分 割 承 継 法

人 い ず れ も 簿 価 受 入 を

強 制 す る こ と に よ り 、

二 重 損 益 が 計 上 さ れ る

こ と に な る 。  

( 3 )  含 み 損 益 の 付 替 え の

問 題  

分 割 承 継 法 人 に お け る

簿 価 引 継 ぎ は 、 含 み 損

益 の 付 替 え が 可 能 と な

る 。  

( 4 )  損 益 計 上 時 期 の 任 意

的 調 整 の 問 題  

会 社 分 割 に よ り 、 分 割

法 人 に お い て 分 割 移 転

資 産 が 有 価 証 券 に 転 換

こ れ ら の 問 題 点 の い

く つ か が 顕 在 化 し た 事

例 を 本 論 文 の 中 で 検 証

し た が 、 会 社 分 割 税 制

の 活 用 に よ り 実 際 に 多

額 の 節 税 が 行 わ れ た 実

態 が 明 ら か に な っ た 。

こ れ ら の 問 題 を 解 消 す

る た め に は 、 会 社 分 割

の 際 、 分 割 法 人 に お い

て は 簿 価 引 継 ぎ 、 分 割

承 継 法 人 に お い て は 時

価 引 継 ぎ を 行 う と と も

に 、 分 割 対 象 資 産 の 譲

渡 等 が 行 わ れ る こ と に

よ り 含 み 損 益 が 実 現 し

た 場 合 に は 、 分 割 法 人

が 有 す る 分 割 承 継 法 人

株 式 に 関 し て 評 価 損 益

を 適 時 に 損 金 ま た は 益

金 に 算 入 す る 処 理 を 強

制 す る 方 法 （ 本 論 文 で

は こ の 方 式 を 「 分 割 移

転 資 産 時 価 受 入 方 式 」

と し た 。）が 最 も 適 切 で

あ る と 判 断 す る 。  
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す る こ と 、 分 割 承 継 法

人 に お け る 分 割 承 継 資

産 の 譲 渡 等 が 行 わ れ て

も 当 該 有 価 証 券 の 評 価

替 え を 行 わ な い こ と か

ら 、 分 割 法 人 に お い て

損 益 計 上 時 期 の 調 整 が

可 能 と な る 。  

5 .  未 処 理

欠 損 金

の 引 継  

（ 特 定 役 員 引 継 要 件 ）  

特 定 役 員 引 継 要 件 に つ

い て 最 高 裁 が 、み な し 共 同

事 業 要 件 の 趣 旨 は 、「 双 方

の 法 人 の 従 来 の 事 業 が 合

併 の 前 後 に お い て 継 続 し

て お り 合 併 後 に は 共 同 で

事 業 が 営 ま れ て い る と み

る こ と が で き る も の で あ

る か 否 か を 判 定 す る た め 」

で あ る と し た 判 断 は 正 し

い か 。  

 

 

 

 

（ 課 税 要 件 明 確 主 義 の 視

点 か ら み た 特 定 役 員 引 継

要 件 ）  

最 高 裁 は 、特 定 役 員 に つ

い て 、被 合 併 法 人 の 経 営 の

中 枢 を 継 続 的 か つ 実 質 的

に 担 っ て き た 者 を 想 定 し

て い る と 述 べ て い る が 、施

行 令 の 解 釈 と し て こ の よ

う な 解 釈 は 正 当 か 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 租 税 法 律 主 義 の 視 点 か

ら の 法 第 5 7 条 第 3 項 と 旧

令 第 1 1 2 条 第 7 項 ）  

「 当 該 適 格 合 併 が 共 同

で 事 業 を 営 む た め の 合 併

と し て 政 令 で 定 め る も の

に 該 当 す る 場 合 」と い う 法

 

適 格 合 併 が 否 認 さ れ

な い 限 り 、 法 人 税 法 は

再 編 成 前 と 再 編 成 後 と

に 経 済 実 態 の 変 更 が な

い こ と を 認 定 し て い

る 。 あ た か も 実 質 的 に

共 同 事 業 の 継 続 の 実 態

が あ る こ と が 、 未 処 理

欠 損 金 の 引 継 ぎ に 関 す

る 条 件 で あ る か の よ う

な 認 識 は 誤 り で あ り 、

あ く ま で も 外 形 的 に そ

の 要 件 に 該 当 す る の か

ど う か で 判 断 す べ き で

あ る 。  

 

 

 

課 税 要 件 は 一 義 的 で

明 確 で な け れ ば な ら な

い 。 今 回 の 判 例 が 示 す

よ う に 、 特 定 役 員 引 継

要 件 を 充 足 す る か ど う

か に つ い て 、 単 に 就 任

の 事 実 、 経 営 会 議 等 へ

の 実 質 的 な 経 営 参 画 の

事 実 の み な ら ず 、 本 当

の 意 図 を 斟 酌 す る こ と

が 必 要 と い う こ と に な

れ ば 、 当 該 要 件 そ の も

の が 課 税 要 件 明 確 主 義

に 違 背 す る こ と に な

る 。  

 

 

 

法 律 の 委 任 を 受 け て

定 め ら れ る 課 税 要 件

は 、 な る べ く 一 義 的 で

明 確 で な け れ ば な ら
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第 5 7 条 第 3 項 の 委 任 を 受

け て 定 め ら れ た 旧 令 第 1 1 2

条 第 7 項 は 、事 業 の 相 互 関

連 性 要 件 と 特 定 役 員 引 継

要 件 を 満 た す こ と を 求 め

た だ け で あ っ た 。  

共 同 事 業 要 件 に お い て

規 模 類 似 要 件 の 代 替 要 件

で し か な い 特 定 役 員 引 継

要 件 に こ れ ほ ど の 役 割 を

担 わ せ る こ と を 想 定 し て

い る と は 考 え 難 い の で は

な い か 。  

ず 、 法 律 の 委 任 の 意 図

を 逸 脱 し て は な ら な

い 。 組 織 再 編 税 制 の 基

礎 と な っ た 「 基 本 的 考

え 方 」か ら す る と 、共 同

事 業 を 営 む 場 合 の 適 格

要 件 に つ い て は 、 事 業

関 連 性 要 件 、 規 模 類 似

要 件 、 従 業 員 引 継 要 件

を 主 要 な 要 件 と 位 置 付

け て い る 。法 第 5 7 条 第

3 項 は 、共 同 事 業 要 件 に

準 じ る 形 で み な し 共 同

事 業 要 件 が 定 め ら れ る

こ と を 求 め た と 解 さ れ

る 。 当 時 の 立 法 担 当 者

の 「 も う 少 し 緩 和 し た

方 が 皆 さ ん の 使 い 勝 手

が い い だ ろ う と い う こ

と で 、 私 の 判 断 で そ う

い う こ と に さ せ て い た

だ き ま し た 」 と い う 発

言 と 併 せ て 考 え る と

き 、旧 令 第 1 1 2 条 第 7 項

が 法 律 の 委 任 の 範 囲 を

逸 脱 し 、 租 税 法 律 主 義

に 反 す る こ と は 明 ら か

で あ る 。  

6 .  合 併 税

制 の 問

題 点  

(合 併 の 本 質 論 か ら の 見 た

場 合 の あ る べ き 合 併 税 制 )  

商 法 、そ れ を 引 き 継 い だ

会 社 法 と い う 強 制 法 規 に

よ っ て 法 的 意 味 を 付 与 さ

れ る 合 併 は 、会 社 分 割 と は

異 な り 、被 合 併 法 人 の 清 算

を 必 然 と し て 、す べ て の 資

産 負 債 及 び 権 利 義 務 を 包

括 的 に 合 併 法 人 に 移 転 さ

せ る こ と を 企 図 し て い る 。

か つ て 商 法 学 者 の 多 く が

人 格 合 一 説 を 支 持 し て い

た こ と を 合 わ せ て 考 え る

と き 、合 併 の 本 質 は 人 格 の

合 一 で あ る と 考 え る こ と

が 最 も 自 然 で あ る 。  

 

（ 経 済 的 中 立 の 視 点 か ら

み た 場 合 の あ る べ き 合 併

税 制 ）  

 

 

合 併 の 本 質 を 人 格 の

合 一 と み れ ば 、 合 併 に

よ る 資 産 の 移 転 は 「 譲

渡 」 と み る べ き で は な

く 、「 承 継 」 と し て 、 簿

価 引 継 ぎ を 原 則 と す べ

き で あ る 。  
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合 併 の 経 済 的 な 効 果 と

し て は 、 ① 経 営 の 合 理 化 ・

ス リ ム 化 、② 弱 点 の 補 完 に

よ る 競 争 力 の 強 化 、③ 事 業

の 多 角 化 、と い っ た 点 を 挙

げ る こ と が で き る 。  

製 造 業 に つ い て は 異 業

種 間 合 併 の シ ナ ジ ー 効 果

が 高 い と の 研 究 結 果 も あ

る こ と 等 を 考 え る と 、異 業

種 間 合 併 に つ い て 制 限 的

な 現 行 の 合 併 税 制 に は 問

題 が あ る 。  

ま た 、合 併 直 前 に 株 式 保

有 関 係 を 変 更 し て 、支 配 関

係 下 あ る い は 完 全 支 配 関

係 下 の 合 併 と す る ケ ー ス

も 散 見 さ れ て お り 、株 式 保

有 関 係 別 の 適 格 要 件 の 規

定 自 体 が 形 骸 化 し て い る

可 能 性 が あ る 。  

 

合 併 の 本 質 、 経 済 活

動 に 対 す る 中 立 の 確 保

の 観 点 か ら も 、 従 来 の

税 制（ 原 則 簿 価 引 継 ぎ ）

へ の 回 帰 が 最 も 望 ま し

い と 考 え る 。  

（ 出 所 ： 本 論 文 に お け る 筆 者 の 考 え を ま と め た 。）  

会 社 分 割 ・ 合 併 の 両 税 制 が 、 単 体 納 税 制 度 下 に お い て は 個 別 規 定

（ 別 段 の 定 め ） の 一 つ に 過 ぎ な い と の 認 識 に 立 て ば 、 当 然 な が ら 他

の 個 別 規 定 と の 整 合 性 が 順 守 さ れ て い る の か も 問 わ れ な け れ ば な ら

な い 。 本 論 文 に お け る 検 証 の 結 果 は 、 残 念 な が ら 、 上 記 の 観 点 か ら

み て 非 常 に 問 題 の 多 い 税 制 と な っ て い る と 言 わ ざ る を 得 な い 。 合 併

と 会 社 分 割 と を 同 質 と し た 制 度 設 計 そ の も の に 問 題 が あ っ た こ と も

明 ら か で あ る 。 会 社 分 割 と 合 併 、 そ れ ぞ れ の 本 質 を 考 慮 し つ つ 、 課

税 上 の 弊 害 が な い 限 り 、 企 業 の 経 済 活 動 を 阻 害 し な い 税 制 に も う 一

度 立 ち 返 る べ き 時 期 が 来 て い る と 筆 者 は 考 え る 。  

税 制 が 真 の 意 味 で 経 済 活 動 に 完 全 に 中 立 で い ら れ る か ど う か は

別 に し て 、 理 念 と し て は 、 そ の よ う な 考 え を 捨 て る べ き で は な い 。

現 在 の 法 人 税 法 は 、 連 結 納 税 制 度 、 あ る い は グ ル ー プ 法 人 税 制 等 の

導 入 は あ っ た も の の 、 依 然 と し て 単 体 納 税 制 度 の 原 則 下 に あ る 。 そ
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の 原 則 の 下 で 、 経 済 活 動 に 対 す る 中 立 を 極 力 維 持 し な が ら 、 租 税 回

避 行 為 あ る い は そ れ に 類 似 す る 行 為 に 対 峙 で き る 会 社 分 割 ・ 合 併 両

税 制 を 堅 持 す べ く 、 改 正 を 加 え 続 け な け れ ば な ら な い と 筆 者 は 考 え

る 。 わ が 国 に お け る 組 織 再 編 税 制 は ど う あ る べ き な の か 、 課 税 繰 延

べ に 対 す る 明 確 な 理 論 の 再 構 築 を 、 強 く 望 み た い 。  

本 論 文 の 目 的 は 、 単 体 納 税 制 度 の 中 で 個 別 規 定 の 一 つ で あ る 組 織

再 編 税 制 に つ い て 、 課 税 の 公 平 並 び に 経 済 的 中 立 の 観 点 か ら 、 会 社

分 割 及 び 合 併 両 税 制 の 問 題 点 を 明 か に す る と と も に 、 そ の 改 善 策 を

提 示 す る こ と に あ っ た 。 問 題 点 の 抽 出 に 関 し て は 、 実 例 検 証 を よ り

ど こ ろ と し た 点 も 含 め 、 あ る 程 度 具 体 的 に 提 示 で き た の で は な い か

と 考 え て い る 。 し か し 、 改 善 案 の 提 示 に 関 し て は 、 具 体 的 な 改 善 策

に ま で は 踏 み 込 め て い な い 点 も 多 く 、 筆 者 の 今 後 の 研 究 課 題 と し た

い 。  
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